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第１章 事業概要 
 

第１節 事業目的  
 

   OECD・G20各国税務当局を中心として、多国籍企業の過度なタックス・プランニングによる

課税逃れを防止するため、各国共通の国際課税ルールの構築を図る取組（BEPS (Base Erosion 

and Profit Shifting、税源浸食と利益移転）プロジェクト）が行われ、2015年10月に、OECD

から最終報告書（Final Report）（以下「BEPS最終報告書」という。）が公表された。  

BEPS最終報告書の公表を踏まえ、今後、OECD・G20各国を中心に、国際課税制度の制度整備

を図ることが期待される。他方で、BEPS最終報告書には法的拘束力がないため、各国がどの

程度BEPS最終報告書を踏まえて、どのような国際課税制度を構築するかは各国次第である。 

そのため、BEPS最終報告書の勧告内容に従って国際課税制度の再構築を積極的に進める国も

あれば、自国の税収や自国企業への影響を考慮して自国に有利な改正のみ導入する国もある

のではないかと懸念されている。 

各国における国際課税制度の見直しにより、海外に子会社を有する日本企業を中心に、事

業活動や税務コンプライアンスに大きな影響が生じる見込みである。特に、BEPSプロジェク

トは、移転価格の文書化制度の義務化等、基本的には多国籍企業による課税逃れを防止する

ための取組であるため、各国における課税権の強化の結果として、二重課税問題が従前より

頻発する恐れがある。他方で、BEPS最終報告書にはこうした二重課税問題を解消するための

仕組みとして、例えば、租税条約における仲裁規定の導入に努めるとした趣旨の内容が盛り

込まれている。  

こうした各国における国際課税環境の変化を鑑み、各国がBEPS最終報告書を踏まえ、どの

ような制度改正を図り、その結果、日本企業にどのような対応が求められることとなるのか、

また、各国との租税条約を改正するのであればどのように改正すべきであるのか、等につい

て検討及び情報発信を行う必要がある。  

このため、本調査においては、日本企業が多く進出している国・地域が BEPS最終報告書を

踏まえどのような制度改正を実施し、日本企業にどのような対応が求められるのか、また、

日本企業はどのような国・地域において二重課税のリスク等の税務上の課題を抱えており、

投資交流の促進に向けた課題を有しているのかについて、各国の制度改正を調査し、また、

有識者へのヒアリング及びアンケートを行った。今後、日本における制度改正の要否検討の

参考にするとともに、海外に子会社を有する日本企業の事業活動に資する情報提供を行いつ

つ、適切な租税条約ネットワークの拡充を図るための材料とすることを目的とする。 

 



第２節 調査概要 
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第２節 調査概要 

 

第１ BEPS最終報告書の概要（第２章第４節） 

     日本及び諸外国における BEPS 最終報告書への対応状況・動向調査を正確に調査し、ま

た、日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討を行

うため、BEPS最終報告書の概要について行動計画ごとに分析した。 

 

第２ 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査（第２章第５節） 

 諸外国において BEPS 最終報告書を踏まえてどのような制度改正が実施され、日本企業

にどのような対応が求められるのかについて検討するため、関連する各国の現在のルー

ル及び BEPS 最終報告書を受けた各国の税制改正について分析した。 

 

第３ 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討（第２

章第６節） 

   前述１及び２の検討及び分析を踏まえ、BEPS最終報告書が我が国及び日本企業に与え

る影響、そしてこれに対する適切かつ効果的な対応策の方向性について、学識経験者及

び企業税務担当者からのヒアリング結果を踏まえて考察した。 
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第３節 調査方法 

 

第１ 調査方法の概要 

   本報告書の作成においては、TMI 総合法律事務所のグローバルネットワークを活用し

て、海外の税務専門家から情報を入手したほか、主に①アンケート調査、②ヒアリング

調査及び③文献調査の方法によった。 

   ①アンケート調査は、海外に現地法人を持つ日本企業に対して、進出先国における課

税問題に係る実態を調査したものである。6,423 社を対象としてアンケートを実施した

ところ、1,622社から回答を得た。詳細は資料 1及び 2を参照いただきたい。 

   ②ヒアリング調査は、国際税務の有識者（ご協力いただいた有識者の氏名は 12頁を参

照）にヒアリングを行う方法により実施した。 

   ③文献調査は、本報告書 5頁から 8頁までに列挙した参考文献の調査を中心に行った。 

 

第２ BEPS最終報告書の概要 

BEPS最終報告書の概要の検討に当たっては、BEPS最終報告書の原文及び政府税制調査

会配布資料等の文献調査を行った。 

 

第３ 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

  諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査に当たっては、主に TMI総合

法律事務所のグローバルネットワークを活用し、当該国の税務専門家から情報を直接的

に入手し、対応状況をとりまとめた。その他、文献調査や、企業及び有識者等へのヒア

リング調査等を行った。 

 

第４ 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討 

   日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討につい

ては、文献調査や企業及び有識者等へのヒアリング調査等を行った上、提示された意見

や問題等も踏まえつつ、多角的な視点からの検討結果を取りまとめた。 
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第２章 調査結果 

 

第１節 行動計画策定の背景 1 

 

2008年にリーマンショックが生じた後、多くの先進国が税収の落ち込みを原因として

財政状況を悪化させる中、多くの巨大な多国籍企業が節税スキームを駆使して税負担の

軽減を図っていることが報道等によって明らかとなり、問題視されるようになった。 

例えば、グーグルの 2006 年から 2011 年にかけての英国国内での売上げは 180 億ドル

に達したものの、英国での法人税の納税額は 1,600 万ドルに過ぎず、これは、アイルラ

ンドに利益を移転する租税回避スキームによるものであり、法人税の回避目的でなされ

ているとされている 2。 

そこで、2012 年 6月、国際協調のもと、戦略的かつ分野横断的に経済実態と課税の乖

離を防止することを目的として、OECD 租税委員会（議長：浅川財務省財務官）は BEPS

プロジェクトを始動した。 

まず、2013年 2月 12日、OECDは BEPS に関する最初の報告書である「Addressing Base 

Erosion and Profit Shifting（税源浸食と利益移転への対応）」を公表した。かかる報

告書においては、BEPS につながる要因が分析され、これらの要因に対して政府が対応策

を採ることが呼びかけられている。 

そして、2013年 7月 19 日、OECDは BEPS に関する 2つ目の報告書である「Action Plan 

on Base Erosion and Profit Shifting（行動計画）」を発表した。かかる報告書は 2013

年 7 月 19 日及び 20 日にかけて開催された G20 財務大臣・中央銀行総裁会議（ロシア・

モスクワ）に提出され、さらに 2013 年 9月 5日及び 6日に開催された G20サミット（ロ

シア・サンクトペテルブルク）において全面的な支持を受けた。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 詳細は、EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業への影響に関する調査」13

頁等参照 
2 2012年 11月の英国の下院決算委員会でこのように結論付けられている（田中一穂「税源浸食と利益移転に関す

る国際課税の動き」（租税研究 2013年 10月））。 
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第２節 BEPS最終報告書策定に至る経緯 

 

2013年 9月に G20で行動計画が承認された後、報告書の作成に向けた作業が進められ

た。行動計画の作成に当たっては、OECD 非加盟国であるが G20 参加国の 8 か国（中国、

インド、南アフリカ、ブラジル、ロシア、アルゼンチン、サウジアラビア、インドネシ

ア）も議論に参加した。 

2014 年 9 月 16 日、行動計画の第 1 次提言が公表された。第 1 次提言では、OECD で検

討されている 15 項目のうち、行動計画 1（電子経済の課税上の課題への対処）、行動計

画 2（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化）、行動計画 5（有害税制への対抗）、行

動計画 6（租税条約の濫用防止）、行動計画 8（移転価格算定の結果と価値創造の整合性

の確保）、行動計画 13（移転価格文書化及び国別報告書）及び行動計画 15（多数国間協

定の策定）の 7項目について、発表がなされ、同年 9月 20日から豪州のケアンズにおい

て開催された G20 財務相会合でも報告がなされた。 

そして、2015年 9月、BEPSプロジェクトの BEPS最終報告書が公表された。BEPS 最終

報告書は同年 10 月、G20 財務大臣会合に報告され、同年 11 月には G20 サミットに報告

された。 

世界各国の BEPS プロジェクトへの関心と参加のレベルは前例のないものであり、60 

か国以上がテクニカル・グループへ直接関与し、更に多くの国々が地域における意見交

換を通じてプロジェクトの成果の策定に参画した。ATAF(African Tax Administration 

Forum：アフリカ税務行政フォーラム)、CREDAF(Centre de rencontre des administrations 

fiscales：税務行政当局交流研究センター)、そして CIAT(Centro Interamericano de 

Administraciones Tributarias：米州税務長官会議)といった地域レベルの税務関連の組

織や、国際通貨基金、世界銀行、そして国際連合といった国際機関がともに作業に貢献

した。OECD は、産業界や市民社会と非常に有益かつ活発な意見交換を行い、11のパブリ

ック・コンサルテーションで 23 のディスカッションドラフトに対して議論され、12,000 

ページを超えるパブリック・コメントが寄せられ、そして、BEPS に関する OECD ウェブ

キャストの閲覧件数は 4万件以上に上り、関係者は BEPS 最終報告書に対して強い関心を

抱いている。 

 

 

 

 



第３節 BEPS最終報告書の要約 

15 

 

 

第３節 BEPS最終報告書の要約 

 

BEPS 最終報告書は、OECD の公表した「税源浸食と利益移転 解説文」3において、以下

のとおりにまとめられている。 

 

第１ 行動１：電子経済の課税上の課題への対処 

行動１の報告書は、電子経済がますます経済そのものになりつつある中で、電子経済

のみを囲い込むことはできないと結論付けた。報告書は、電子経済により高まる BEPS リ

スクを分析し、BEPS プロジェクトを通じて作られた対抗措置が与えると見込まれる影響

を示した。クロスボーダーの一般消費者向け（B to C）取引の場合には消費者の所在地

国で付加価値税を徴収できるようにするためのルールと執行のメカニズムが作られた。

これらの措置は、国内及び外国の事業者が平等な競争条件で競争できるようとともに、

これらの取引において支払うべき付加価値税の効率的な徴収の促進を意図したものであ

る。税務上のつながりやデータ等の、電子経済がもたらすより幅広い税務上の課題への

技術的な対応策の選択肢が議論及び分析された。かかる課題と採りうる選択肢のどちら

についても、クロスボーダーの活動に対する課税のための既存の枠組みに関する全体的

な課題という、BEPS の論点を超えた論点を提起したために、OECD 加盟国と G20 諸国は、

電子経済の発展をモニターし、今後入手可能となるデータを分析することに合意した。

議論及び分析された選択肢について更なる検討がなされるべきか否かは、今後のモニタ

リング作業に基づき決定される。この決定は、電子経済の発展がもたらす税務上の課題

に既存の国際課税の基準が対処する能力に関する広範な考察に基づいてなされるべきで

ある。 

 

第２ 行動２：ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化 

ハイブリッド・ミスマッチ取極めを無効化する国内上及び条約ルール上のルールを通

じた各国の慣行の収斂を促進する共通のアプローチを検討している。これはミスマッチ

から生じる租税上の便益を排除することで二重非課税の防止に資するとともに、単一の

費用の多重控除、一方の国で控除がなされながら他方の国でも非課税となること、及び

単一の外国税の支払についての複数の外国税額控除の防止にも役立つものである。税務

上の結果のミスマッチを無効化しつつ、それ以外の場合にかかる金融商品や事業体の使

用を妨げないようにすることで、このルールは、クロスボーダーの取引や投資に悪影響

                                                   
3 第 24回税制調査会（2015年 10月 23日）の説明資料「税源浸食と利益移転 解説文（仮訳）」

（http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/27zen24kai.html）をもとに、TMI総合法律事務所で修

正を加えたものである。英語での原文は「OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project Explanatory 

Statement」 

(http://www.oecd.org/ctp/beps-explanatory-statement-2015.pdf)を参照 
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を与えることなく、こうした取極めが BEPS のための手段として使用されることを抑止

するであろう。 

 

第３ 行動３：効果的な CFCルールの構築 

報告書は、各管轄地によって CFC ルールの政策目的が多様であることを認めつつ、効

果的な CFC ルールの構成要素について勧告している。勧告はミニマム・スタンダードで

はないものの、その実施を選択しようとする各管轄地が、納税者による外国子会社への

所得移転を効果的に防止できるルールを持つことを確保するために策定されたものであ

る。報告書は、知的財産、サービスや電子商取引等の、いわゆる足の速い所得によって

提起される既存の CFC ルールに係る課題を識別するとともに、各管轄地が、この点に関

して、適切な政策を検討することを可能にしている。この報告書は、CFC ルールが、移

転価格税制やその他のルールを補完するものとして、BEPS に対抗する上で、引き続き重

要な役割を担うことを強調している。 

 

第４ 行動４：利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限 

利子の損金算入に関する各国ルールの収斂を促す共通アプローチを検討している。多

国籍企業グループ内部における負債の配分に税制が及ぼす影響については、多数の学術

研究で証明されており、多国籍企業グループは、グループ内の資金提供を通じて個別の

グループ構成事業体レベルにおいて負債レベルを容易に増大させ得ることは周知である。

同時に、競争上の配慮の重要性や、利子費用の適切な損金算入制限が二重課税を生じさ

せないことの重要性を踏まえると、免税又は課税が繰り延べされる所得を生み出す行為

への融資を含めた過大な支払利子を生じさせ得る状況に対しては、各国が協調すること

が最善の対処法である。この共通のアプローチは、事業体の純額の支払利子控除が、そ

の事業体の経済活動により生み出された課税所得に直接結び付けられること、及びこの

分野における各国のルールの更なる協調を促進することを目指すものである。 

 

第５ 行動５：有害税制への対応 

有害な税慣行への現在の懸念は、主に、人為的な利益移転のために使われうる優遇税

制や、一定のルーリング 4に関する透明性の欠如に関するものである。行動計画 5の報告

書は、優遇税制において実質的活動があったかどうかを評価するための合意された手法

に基づくミニマム・スタンダードを定めている。パテント・ボックス等の知的財産優遇

税制については、「ネクサス」アプローチについて意見の一致が得られた。このアプロー

チは、実質的な活動の代替指標としてその国における支出を用いるものであり、これに

より、当該優遇税制から便益を得る納税者は、研究開発に実際に従事し、実際に支出を

行うことが確保される。同じ原則は他の優遇税制についても適用され得るものであり、

                                                   
4 税務当局から特定の種類の納税者やグループに対して出される事前又は事後の課税上の判断をいう。 
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これにより、当該優遇税制は、その対象とする所得を生み出すのに必要な中心的活動を

納税者が行っている限度で便益を与えるという、実質的活動の要件を持つ制度と認めら

れることとなる。透明性の点については、情報交換がなされない場合には BEPS の 懸念

を引き起こしうるようなルーリングについての強制的な自動的情報交換の枠組みが合意

された。本報告書には、多数の優遇税制に対する詳細な実質的活動基準及び透明性基準

の適用結果が記載されている。 

 

第６ 行動６：租税条約の濫用防止 

行動 6 の報告書は、条約漁りを含む濫用の防止に係るミニマム・スタンダード及び、

条約濫用を防止する防衛手段を提供しつつ、その実施についての一定の柔軟性も備える

新たなルールを含んでいる。本報告書に含まれる新たな条約の濫用防止ルールは、まず、

ある国の居住者ではない者が、当該国が締結した租税条約の特典を得ようと目論む条約

漁りに対処するものである。その他の形の条約濫用に対処するために、より的を絞った

ルールが策定された。条約が意図せずして濫用防止に係る国内法の適用を妨げることが

ないよう、OECD モデル租税条約のその他の変更が合意された。租税条約は二重非課税を

生み出すために使われることを意図したものではないことが、OECDモデル租税条約のタ

イトル及び前文の見直しを通じて明確にされている。最後に、本報告書は、低課税又は

無税管轄地と租税条約を締結する際に考慮すべき政策的検討事項を盛り込んでいる。 

 

第７ 行動７：恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止 

一般的に、租税条約は、ある国において、外国企業の利益が課税されるのは、当該企

業が、当該国において、利益が帰属する恒久的施設を有する場合に限られることを規定

している。したがって、租税条約に規定される恒久的施設の定義は、非居住者である企

業が、別の国で所得税を払わなければならないか否かを決定する上で、極めて重要であ

る。報告書は、租税条約の交渉の基礎として広く使われている OECD モデル租税条約 5

条の恒久的施設の定義の変更を含んでいる。かかる変更は、代理店をコミッショネア・

アレンジメントに変更する、又は、事業活動を人為的に細分化するような方法で、税務

上のつながりを不適切に回避する手法に対処するものである。 

 

第８ 行動８―１０ ：移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保 

OECD 及び国連のモデル租税条約 9 条及び OECD 移転価格ガイドラインに記されている

移転価格税制は、価格を含む、多国籍企業グループ内の取引条件について、独立企業原

則に基づき決定するために用いられるものである。この分野における既存の基準は、独

立企業原則に関するガイダンスを含めて、明確化及び強化され、また、評価困難な無形

資産の適切な価格決定を確保するためのアプローチが独立企業原則の範囲内で合意され

た 。作業は 3つの主要な分野に焦点を当てている。行動 8では、無形資産はその性質上
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足が速く、かつ評価が困難なことが多いことから、無形資産に係る関連者間取引に関す

る移転価格算定上の論点を検討した。価値の大きい無形資産から生じた利益の不適切な

配分は、BEPSの大きな原因となっている。行動 9では、契約上のリスク配分は、かかる

リスク配分が実際の意思決定及び当該リスクの管理により裏付けられている場合に限り

尊重される。行動 10 では、その他のリスクの高い分野に焦点を当てており、それには、

商業上合理性のない関連者間取引から生じた利益の配分に対処するための措置、多国籍

企業グループの最も経済的に重要な活動から生じた利益を移転するための移転価格手法

の活用に焦点を当てた措置、及び価値創造との一致がない場合に税源浸食につながる多

国籍企業グループ内における一定の支払（管理費用や本社費用等）などが含まれる。こ

うした課題に対応し、事業上の利益とこれを生み出す経済活動とが確実に一致する結果

となる移転価格税制を確保するための修正ガイダンスが、報告書には盛り込まれている。

本報告書はクロスボーダーのコモディティ取引や低付加価値グループ内役務提供に関す

るガイダンスも含んでいる。この二つの分野は途上国にとって重要な分野であると認識

されたことから、このガイダンスは、G20 開発作業部会から委託を受けた追加的な作業

によって補完され、かかる作業は、発展途上国が移転価格の算定においてコモディティ

の取引価格を決定するための、また、税源浸食をもたらす典型的な支払を通じた税源浸

食を防止するための、知見、ベスト・プラクティス、及びツールを提供する。 

 

第９ 行動１１：BEPSの測定とモニタリング 

税を動機として利益移転がなされていることの証拠が、異なるデータソースや試算を

用いた多くの実証研究により示されている。BEPS の複雑さや既存データの限定性を踏ま

えれば BEPS の影響範囲の測定は困難であるものの、近年の多くの研究によれば、BEPS

によるグローバルな法人税収の逸失は巨額となり得ることが示唆されている。行動 11 は、

現在入手可能なデータと手法を吟味し、BEPS の経済的影響や範囲に関する経済分析は極

めて制限されており、データと手法の改善が必要であると結論付けている。かかるデー

タの制約に留意しつつ、様々なデータソースを活用し BEPS の多様な経路を吟味しつつ、

BEPS の 6つの指標集が作られた。これらの指標は BEPS が現に存在することを強く示す

とともに、時間とともに増大していることを示している。BEPS の複雑さや手法及びデー

タの制約を認識しつつ、新たな OECD の実証分析は、グローバルな法人税収の逸失は、

毎年 1,000 億ドルから 2,400 億ドルにのぼるとの試算を示した。この研究は BEPS から

生じる財政面以外の重大な経済上の歪みを指摘するとともに、利用可能な税務データの

より上手な活用、及び、各国による BEPS の財政上の影響や各国の BEPS 対抗策のインパ

クトの評価を助ける分析ツール等を通じた将来の BEPS のモニタリング支援に資する分

析の改善を提言している。今後、BEPS に係る経済分析とモニタリングの改善のために、

各国がデータ収集、編集そして分析力を高めていくことが求められる。 
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第１０ 行動１２：義務的開示制度 

アグレッシブなタックス・プランニング戦略についての適時性のある包括的な関連情

報の不足は、世界中の税務当局が直面する主要な課題の一つである。こうした情報を早

期に入手できれば、情報に基づくリスクの評価、調査や法改正を通じて、税務上のリス

クに早急に対応する機会を得ることができる。行動 12 に関する報告書は、義務的開示

を有していない国が、アグレッシブ又は濫用的なタックス・プランニングのスキームや

その利用者の情報を早期に入手したいというニーズに合致した制度を立案するための、

ベスト・プラクティスから得られるガイダンスをモジュール式の枠組みで提供する。本

報告書の勧告はミニマム・スタンダードを示すものではなく、義務的開示ルールを採用

するか否かは、各国の自由な選択に委ねられる。この枠組みは、既に義務的開示制度を

有する国が、その制度の効果を高めるための参考となるように意図されたものでもある。

勧告は、より有用で適時性のある情報を入手したいという各国のニーズと、納税者の法

令遵守に係る負担とのバランスを取るために必要となる柔軟性を有している。国際課税

スキームを対象としたルールとともに、税務当局間のより効果的な情報交換と協力の構

築及び実施のためのベスト・プラクティスに基づく個別の勧告も記されている。 

 

第１１ 行動１３：移転価格文書化及び国別報告書 

移転価格に係る文書化の改善とより良い連携により、税務当局に提出される情報の質

が向上するとともに、法令遵守に係る企業の負担が抑えられる。行動 13 に関する報告

書には、国別報告書に関するミニマム・スタンダードを含む、移転価格の文書化に関す

る三層からなる標準化されたアプローチが盛り込まれている。ミニマム・スタンダード

は、国別報告のための共通のテンプレートを整合的に実施することの確約を反映してい

る。第一に、移転価格の文書化に係るガイダンスは、多国籍企業が、そのグローバルな

ビジネス展開や移転価格の方針に関するハイレベルな情報を、「マスターファイル」とし

て、税務当局に提供し、関連する全税務当局が利用できるようにすることを求める。第

二に、重要な関連者間取引、当該関連者間取引の取引額、及び当該取引に係る移転価格

決定に関する当該企業の分析について述べた詳細な移転価格文書を、各国に固有の「ロ

ーカルファイル」として報告することが求められる。第三に、規模の大きな多国籍企業

は、事業を展開する国ごとに、総収入、税引前利益、法人税額（納付税額ベース）、法人

税額（当期発生分）、その他経済活動に関する指標を記載した「国別報告書」を毎年提出

することが求められる。国別報告書は究極の親会社の所在地国で提出され、政府間の情

報交換により自動的に共有される。限定的な場面で、子会社居住地国での提出を含む補

助的な方法がバックアップとして使われ得る。合意された実施計画は、情報が税務当局

に適時に提供され、報告された情報の機密性が保たれ、かつ国別報告書が適切に使用さ

れることを確保するであろう。これらの三層の文書化は一体として、納税者が移転価格

に関して一貫した立場を示すことを求めるとともに、税務当局に、移転価格リスクを評
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価し、税務調査に係るリソースをどこに最も効果的に配置するかを決定し、税務調査が

必要な場合には的を絞った調査を開始するために役に立つ情報を提供する。 移転価格文

書化について各国で一貫したアプローチが確保され、税務当局間での情報交換を活用す

ることを通じて複数の国での国別報告書の提出の必要性が減ることによって、多国籍企

業としても、法令遵守の負担が減るという便益を得ることができる。 

 

第１２ 行動１４：相互協議の効果的実施 

各国は、BEPS プロジェクトによりもたらされる変更が一定の不確実性をもたらし、何

の対応もしなければ、短期的に二重課税や相互協議における紛争を増大させ得ることを

認識している。各国は、クロスボーダーの取引及び投資の障壁となる二重課税除去の重

要性を認識し、租税条約に関連する紛争の解決に関するミニマム・スタンダードにコミ

ットした。これは、特に、相互協議手続を通じた紛争の効果的で適時性のある解決への

強い政治的なコミットメントが含むものである。このコミットメントには、ミニマム・

スタンダードが満たされ、迅速な紛争解決に向けて各国が更に進展を進めることを確実

にするための、効果的なモニタリング・メカニズムの構築も含まれる。加えて、多くの

国々が、各々の二国間租税条約において、迅速に、義務的かつ拘束的な仲裁条項を盛り

込むことを確約している。 

 

第１３ 行動１５：多数国間協定の策定 

行動 15 報告書では、国際公法や税務の専門家の専門知識を活用し、条約関連の BEPS 

対抗措置を実施し二国間租税条約を改正するための、多数国間協定の技術的実現可能性

を検討した。報告書は、多数国間協定の策定は望ましく、かつ、実現可能であり、多数

国間協定のための交渉を早期に開催するべきであると結論付けた。こうした分析に基づ

き、多数国間協定を策定し 2016 年中に署名のために開放するため、全ての国が参加可

能なアドホック・グループに対するマンデートが策定された。2015 年 10月 20日時点で

92 か国が、この作業に対等な立場で参加をしている。 
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第４節 BEPS最終報告書の概要 

 
第１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 1の背景について、行動計画の中では、次のように述べられている。 

 

「電子経済の広がりは、国際課税に対する問題も提起している。電子経済の特徴は、比類

なき無形資産への依存、データ（特に個人データ）の大量の使用、無償の製品が生み出す外

部性からの価値を捉えるマルチサイドビジネスモデルの広範な普及、価値創造が生じている

管轄地の決定の困難さにある。それらの電子経済の特徴は、企業が電子経済において、どの

ように価値を付加し、利益を上げているか、そして、電子経済がどのように税務上の源泉及

び居住の概念並びに所得分類の概念と関連するのかについて、根本的な疑問を提起している。

他方で、新しいビジネスの手法により中核的なビジネス機能が移転し、その結果として、課

税権の分配が変化して課税額が減少することとなったとしても、その結果が現存するシステ

ムの欠陥を意味する訳ではない。」 

 

そこで、行動計画 1 では、電子経済により既存の国際課税のルールを適用する際に生じる主

な問題を特定し、包括的アプローチにより、直接税及び間接税の両方を考慮しながらこれらの

問題に対処するための詳細な選択肢を明らかにすることとしている。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

１ 電子経済に関するタスクフォース（TFDE）の立上げ 

2013年 9月、電子経済から生じる問題及びそれらに対処する行動を特定する報告書を 2014

年 9月までに作成するために、電子経済に関するタスクフォース（TFDE：Task Force on the 

Digital Economy）が設立された。TFDE では、その取組の範囲を議論し、電子経済の専門家

からプレゼンテーションを聞いたほか、1998年のオタワ商取引会議の結果である「Taxation 

and Electric Commerce - Implementing the Ottawa Taxation Framework Condition（課税

と電子商取引―オタワ課税枠組み条件実施報告書）」（2001年 3月）5が提示した電子商取引に

提示されるべき課税上の原則についても議論された。 

 

前述の報告書においては、通常の取引と同じく、中立性（neutrality）、効率性（efficiency）、

確実性と簡便性（certainty and simplicity）、有効性と公平性（effectiveness and fairness）、

柔軟性（flexibility）といった課税上の原則が電子商取引（e-commerce）にも適用されるべ

きとしている。これらは、現在においても適切な原則であり、必要に応じて補充されるもの

                                                   
5 http://www.oecd.org/tax/consumption/Taxation%20and%20eCommerce%202001.pdf 
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であると述べられている。 

 

２ ディスカッションドラフトの発表 

2014年 3月 24日には、「ディスカッションドラフト BEPS行動 1：電子経済の課税上の課

題への対処（Public Discussion Draft BEPS ACTION 1: ADDRESS THE TAX CHALLENGES OF THE 

DIGITAL ECONOMY）」（OECD, 2014）6が公表された。 

同ディスカッションドラフトには、電子経済に関する多くの分析が盛り込まれた。全部で

7つの章で構成されており、導入（Chapter 1）から始まり、情報通信技術が電子経済に与え

る影響（Chapter 2）、電子経済の特徴及びそこから生じる新たなビジネス・モデル（Chapter 

3）、電子経済における BEPS 及び BEPS への対処（Chapter 4、 5）、より広い課税上の課題及

びその課題に対して対処するために採り得るオプション等（Chapter 6、 7）について検討さ

れた。なお、特に具体的な勧告は含まれていない。 

 

３ 中間レポートの発表 

TFDEは、2014 年 9月に「OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project-Explanatory 

Statement 2014 Deliberable」（2014 年 9 月、以下「中間レポート」という。）を発表した。

この中間レポートに基づき、TFDE は、2015 年 9月まで検討を継続した。検討の狙いは、（ⅰ）

行動計画による、電子経済領域における成果を確認すること、（ⅱ）ネクサス（nexus）、デー

タ（data）及び所得分類（characterisation）といった広がりを見せている課税問題に対し

て、取り得る選択肢の技術的詳細を明確にし、BEPS プロジェクトの成果を評価できるように

することであった。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ 概要 

行動計画 1 では、中間レポートと同様に、電子経済に特有の BEPS は存在せず、BEPS の他

の行動計画の勧告内容を実施することで、BEPSに対しては実質的に対応可能であるとの結論

に至った。具体的には、行動計画 3（効果的な CFC ルールの構築）では電子経済において稼

得される典型的な所得を CFC ルールの対象所得とすること、行動計画 7（恒久的施設（PE）

認定の人為的回避の防止）では PE の定義の変更や代理人 PEの要件の変更により PE認定の人

為的回避の防止を図ること、行動計画 8-10（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保）

では電子経済におけるガイドラインの改訂（重要な機能を果たし、経済的に重要なリスクを

コントロールしているグループ会社が、適切な利益を得る権利があるとすること、所得相応

性基準を認めることなど）により適切な課税が可能となるとしている。 

そのため、直接税については、他の行動計画において検討されていない手段も検討された

ものの、当該手段は勧告として採択されなかった。 

                                                   
6 http://www.oecd.org/ctp/tax-challenges-digital-economy-discussion-draft-march-2014.pdf 
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また、付加価値税については、International VA/GST Guideline の原則の適用、徴収メカ

ニズムの検討が進められた。 

今後は、電子経済が今後も発展し続ける状況に鑑み、幅広い範囲のステークホルダーとの

協議を行いつつ、2016 年中に策定される詳細なマンデートに基づき、他の行動計画を実施す

ることによる影響や、電子経済の発展に伴う課税上の課題等につきモニタリングしていくこ

ととされた。2020年までには当該モニタリングの結果を踏まえた報告書が作成される予定で

ある。 

 

２ 電子経済における BEPS（Chapter 5） 

電子経済において BEPSを達成するために用いられる戦略は、多くの場合、伝統的なビジネ

スにおいて BEPS を達成するために用いられた戦略と同じ特徴を有している。一方、電子経済

固有の重要な特徴は、直接税及び間接税の両方において BEPSのリスクを悪化させる点である。 

 

BEPS 最終報告書では、電子経済の重要な特徴が直接税に関する BEPS の戦略において、ど

のように活用されているのかを分かり易く説明するために、次の 4つの要素に分解している。 

 

要素① 市場国における会社（下図の「地域活動・子会社」）が課税主体となることを避け

ることにより、市場国における課税を最小化すること。当該会社が課税主体であ

る場合には、利益を取引により移転し、又は、支払者のレベルで控除を最大化す

ることにより利益を最小化すること 

   要素② 源泉地国（下図の市場国又は「中間子会社 1」の管轄地）における源泉徴収税の

低課税又は非課税 

   要素③ グループ間の取極めにより利益が蓄積される受領者（下図の「中間会社 2」）のレ

ベルで低課税又は非課税であること（受領者のレベルでの低課税又は非課税は、

低課税国、特恵制度（特定の地域・国からの輸入品に対して一般税率よりも低い

税率を課す制度）又はハイブリッド・ミスマッチ取極めを通じて達成することが

可能である。） 

   要素④ 究極の親会社（下図の「親会社」）レベルで、低課税国におけるハイブリッド・ミ

スマッチ取極め等により低課税となる利益に対して課税されないこと 

 

   図にすると、以下のとおりである。 
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当該オプションの課題としては、Significant Economic Presence を認定するための要

件や、帰属所得の計算が挙げられている。 

 

（２）電子商取引に対する源泉徴収税 

居住者が非居住者からオンラインで提供される商品やサービスに対して支払をするとき

に、非居住者への課税として、源泉徴収税を課す方法が検討された。 

 

当該オプションの課題として、対象となる取引の範囲を定めることが困難であること、B 

to C（事業者が消費者向けに行う取引）を行った場合に当該取引を行った消費者に対し源

泉徴収義務を課すことが困難であること、EU法及び GATT（関税及び貿易に関する一般協定）

にも抵触する可能性があることが挙げられている。 

 

（３）平衡税（Equalisation levy） 

平衡税は、国内の事業者の利益に対しては課税されるにもかかわらず、国外の事業者の

利益に対しては課税されないような場合に、国内の事業者と国外の事業者を同等に扱うた

めの税である。 

当該オプションの課題としては、EU法との関係や、居住地国の法人税との二重課税のお

それなどが挙げられている。 

 

５ 電子経済に対する付加価値税（間接税）の導入の検討（Chapter 8） 

（１）概要 

製品、サービス、無形資産に関するクロスボーダー取引においては、付加価値税を課さ

ない、若しくは、不適切に低額である場合があり、このような場合には、国家の付加価値

税の税収と、居住者と非居住者の競争関係に悪影響を及ぼすことになる。 

BEPS最終報告書では、BtoB（事業者が事業者向けに行う取引）のサービスや無形資産の

提供に対する課税については、「OECD’s International VAT/GST Guidelines」8（以下「OECD

ガイドライン」という。）における BtoB に関するガイドライン（詳細は後述（２）参照）

が実行されれば、BEPSの懸念に対処することができるとされている。 

また、B to Cのクロスボーダー取引に対する付加価値税については、OECDガイドライン

における B to Cに関するガイドラインの原則を適用すべきであり、当該ガイドラインに述

べられている徴収メカニズムの導入を検討すべきであることが勧告されている。具体的に

は、後述（３）のとおりである。 

 

（２）B to B取引に関する勧告 

OECDガイドラインにおいて、B to B取引における課税権は、顧客の居住地国にあるとす

                                                   
8 http://www.oecd.org/tax/consumption/international-vat-gst-guidelines.pdf 
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ること（仕向地主義）、また、国外販売業者からサービスや無形資産を得た事業者は、その

事業者の居住地国の法律等に従って付加価値税を申告しなければならないとすること（リ

バースチャージ方式）を勧告している（OECD ガイドライン 3.2）。 

また、2 つ以上の国に支店等がある顧客に対してサービスや無形資産を提供する場合に

は、サービスを利用し、無形資産の提供を受ける支店等が所在する国が課税権を有するべ

きとされている（OECD ガイドライン 3.4）。例えば、X 国の事業者である X 社が、Y 国に本

店があり Z 国に支店がある Y 社との間でサービス提供契約を締結した場合で、かつ、Y 社

が当該サービスを Y 国の本店及び Z 国の支店において半分ずつ利用する場合には、Y 国及

び Z 国が半分ずつ課税権を有することになる。したがって、Y 社から X 社に対して支払わ

れた当該サービスの対価が 100である場合、Y社は、その半分である 50に対する Y国の付

加価値税を Y国において、残りの半分である 50に対する Z国の付加価値税を Z国において

申告納付しなければならない。 

 

（３）B to C取引に関する勧告 

OECDガイドラインでは、一般消費者向け取引については、①顧客の居住地国が電子コン

テンツの供給に対して付加価値税を課す権利を有すること、②国外販売業者が、顧客の居

住地国において登録することが要求されること、③国外販売業者に対し、国内販売業者と

同じ税率で付加価値税を課すことを勧告している。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

電子経済の今後の発展が国際課税に与える影響や、他の行動計画の勧告内容が電子経済に

与える影響についてモニタリングを実施しつつ、2016 年中に今後の作業の詳細なマンデート

を策定し、2020年までにモニタリングの結果を踏まえた報告書を作成することとされている。 

 

２ 日本における対応 

従来、日本においては、電子経済の課税上の問題に対処する税制は特になかったが、平成

27 年度の税制改正により、国境を超えた役務提供に対して消費税を課税する旨の改正がなさ

れた 9。その内容は、国外事業者が国内の顧客に対し、電子書籍、音楽等の販売等の電子通信

役務の提供をする場合、国外事業者に消費税を課税することとしたものである。事業者向け

取引に係る課税方式には、リバースチャージ方式（役務の提供を受けた国内事業者が申告義

務と納税義務を負う方式）が採用された。一方、消費者向け取引に係る課税方式には、国外

事業者申告納税方式（国外事業者が申告義務と納税義務を負う方式）が採用された。本改正

は、平成 27 年 10月 1日から施行されている。 

                                                   
9 国税庁ホームページ「国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税の見直し等について」参照 

https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/shohi/cross/01.htm 
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第２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

ハイブリッド・ミスマッチとは、長期間の課税繰延べも含む二重非課税を達成するた

めに、二つ以上の税務管轄地の法律における事業体や金融商品の課税上の取扱いにおけ

る違いを利用することである。ハイブリッド・ミスマッチは、広範囲に普及し、各国が

懸念する課税ベースの実質的な浸食をもたらしている。また、全体的に、競争、効率性、

透明性及び公平性に悪影響を及ぼしている。 

そこで、行動計画 2 においては、国際的なレベルでの法人所得課税の一貫性を強化す

る観点から、ハイブリッド・ミスマッチの効果を無効化する国内法の改正及び租税条約

の改正について勧告をした。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

ハイブリッド・ミスマッチがアグレッシブなタックス・プランニングにおいて果たす

役割は、多くの OECD レポートにおいて議論されてきた。具体的には、以下のとおりであ

る。 

 

① 「銀行の損失に関わる租税リスクへの対処」（Addressing Tax Risks Involving Bank 

Losses（OECD, 2010) ）11 

同レポートは、国際銀行業務の文脈におけるハイブリッド・ミスマッチの使用を強

調し、アービトラージ／ミスマッチの機会をなくすステップをとるかどうかを決める

ため、特に、各国間の課税の取扱いにおける違いの結果として、複数の国において同

じ損失が使用される状況につき、政府の租税政策当局に注意をするように勧告した。 

② 「アグレッシブなタックスプランニングを通じた法人の損失の利用」（Corporate Loss 

Utilisation through Aggressive Tax Planning(OECD, 2011)）12 

同レポートは、①と同様に、各国に対し、同じ損失が複数回使用されることに対す

る制限の導入を検討するよう勧告した。 

③ 「ハイブリッド・ミスマッチ：租税政策とコンプライアンス問題」（Hybrid Mismatch 

Arrangements: Tax Policy and Compliance Issues (Hybrids Report（OECD, 2012)）13 

同レポートは、ハイブリッド・ミスマッチを通じて、各国全体の税源が脅かされて

おり、また、ハイブリッド・ミスマッチが競争条件、効率性、透明性及び公平性に悪

影響を及ぼしていると結論付けた。また、事業体、金融商品又は譲渡の税務上の取扱

いを、他国における税務上の取扱いに連動させる国内法が、ハイブリッド・ミスマッ

チに対処するツールとして、非常に重要であると結論付けた。 

                                                   
11https://assets.documentcloud.org/documents/206672/oecdbanklosses.pdf 
12http://www.uscib.org/docs/Corporate Loss Utilisation through Aggressive Tax Planning.pdf 
13http://www.oecd.org/tax/exchange-of-tax-information/HYBRIDS_ENG_Final_October2012.pdf 
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 ④ ディスカッションドラフト 

2014 年 4 月 19 日に、「ディスカッションドラフト ハイブリッド・ミスマッチ効果

の無効化（国内法への勧告）」（Public Discussion Draft  Neutralising the Effect of 

Hybrid Mismatch Arrangements(Recommendations for Domestic Laws) (OECD, 2014)）14

及び「ディスカッションドラフト ハイブリッド・ミスマッチ効果の無効化（条約に

関する問題）」（Public Discussion Draft  Neutralising the Effect of Hybrid Mismatch 

Arrangements(Treaty Issues) (OECD, 2014)）15が公表された。 

この時点では、BEPS 最終報告書とは異なり、国内法への勧告について「ハイブリッ

ド金融商品及び譲渡」、「ハイブリッド事業体支払」及び「リバース・ハイブリッド及

びインポーテッド・ミスマッチ」という取引の類型ごとに内容が定められている。ま

た、条約に関する問題については、二重課税の解消の方法に関する検討や、ハイブリ

ッド事業体に関する提案が記載されている。 

⑤ 「ハイブリッド・ミスマッチ効果の無効化」（Neutralising the Effect of Hybrid 

Mismatch Arrangements(OECD, 2014)）16（以下「中間レポート」という。） 

中間レポートにおいては、行動計画 2 における勧告が提示された。中間レポートの

次には、ルールの実際の運用に関するコメンタリーの形のガイダンスについて取り組

むとしている。また、一定の資産移転取引（貸株やレポ取引）、輸入されたミスマッチ

に関するルールを明確にする必要があり、また、グループ内で発行されたハイブリッ

ド規制資本に対してルールの適用があるのかに関して、遅くとも 2015年 9月まで議論

が継続されることとされた。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ 概要 

BEPS最終報告書は、ハイブリッド・ミスマッチの無効化のために、国内法の改正（Part 

1）と OECDモデル租税条約の改正（Part 2）を勧告している。 

BEPS最終報告書は、中間レポートと比較して、Part 1では、ルールの運用を詳細に

説明するためのガイダンスや実例が加わった。また、資産移転取引（貸株やレポ取引）、

輸入されたミスマッチ及び CFC ルールにおいて課税の対象とする支払の取扱いについ

ても、更に詳細な検討がなされた。 

BEPS 最終報告書においては、グループ内のハイブリッド規制資本の下で生じるミス

マッチにハイブリッド・ミスマッチ・ルールを適用すべきか否かについては、各国の

政策判断に任された。 

                                                   
14http://www.oecd.org/ctp/aggressive/hybrid-mismatch-arrangements-discussion-draft-domestic-law

s-recommendations-march-2014.pdf 
15http://www.oecd.org/ctp/treaties/hybrid-mismatch-arrangements-discussion-draft-treaty-issues-

march-2014.pdf 
16http://www.oecd-ilibrary.org/docserver/download/2314261e.pdf?expires=1459202050&id=id&accname

=guest&checksum=C12F3D022B8480EE3FD5BBF193FCA6B2 
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２ 国内法の改正に係る勧告の概要（Part 1） 

Part1 は、行動計画 2 の下で求められる国内法の策定に対する勧告を提示している。

すなわち、①これらの法律とその意図する租税政策の結果とを一致させるために国内

法を特に改正すること、及び、②他の税金、ビジネス及び規制を妨げることなくハイ

ブリッド・ミスマッチの下で生じる税のミスマッチを無効化するためにリンキング・

ルールを導入することを勧告した。これらのルールは自動的に適用され、また、適用

の順番としては、最初にプライマリールール（primary rule：主要規定）が適用され、

次にディフェンシブルール（defensive rule：防御規定）が適用される。 

具体的に、a国の居住者（支払者）が b国の居住者（受取者）に対してある支払をす

ることを想定する。プライマリールールは、a国の支払者において損金算入可能である

のに対して b国の受取者において益金不算入となる場合、又は、a国の支払者のみなら

ず b国の受取者においても損金算入可能な場合において、a国の支払者の支払に係る損

金算入を否認するものである。a国においてプライマリールールが適用されない場合に

は、b国はディフェンシブルールを適用し、a国の支払者において損金算入が可能な支

払について b国において益金に算入し、又は、b国における損金算入を否認することが

できる。 

なお、ミスマッチの範囲は、ミスマッチが生じた支払に関する支払者の管轄地の国

内法と受取者の管轄地の国内法における課税上の取扱いを比較することにより決定す

る。また、BEPS 最終報告書において対象としているのは、ミスマッチの結果を生み出

すためにハイブリッドの要素に頼っているミスマッチだけであり、免税事業体に対す

る損金算入可能な利子の支払のように、ミスマッチは生じるが、ハイブリッドの要素

が無い場合は対象としていない。 

具体的な勧告の内容は、次のとおりである。ミスマッチの形態及び取引の種類によ

って、分類されている（別表 1 参照）。以下、①支払者損金算入・受取者益金不算入

（Deduction/No Inclusion：D/NI）、②二重損金算入（Double Deduction：DD）、③間

接的な支払者損金算入・受取者益金不算入（Indirect D/NI）というミスマッチの態様

に分けてそれぞれ詳述する。 
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（１）支払者損金算入・受取者益金不算入（Deduction /No Inclusion:D/NI） 

支払者損金算入・受取者益金不算入というミスマッチが生じる場合としては、①ハイブ

リッド金融商品、②無視される支払、③リバース・ハイブリッドへの支払の 3 つの場合が

ある。以下、それぞれの類型について説明する。なお、各類型において、国内法の改正に

関する勧告がある場合、当該国内法の改正に関する勧告がリンキング・ルールより優先し

て適用される点に留意が必要である。 

 

ア ハイブリッド金融商品（Chapter 1、2） 

（ア）意義及び具体例 

ハイブリッド金融商品に関する勧告は、支払者損金算入・受取者益金不算入の結果

を生み出す金融商品の課税上の取扱いの違いを利用したストラクチャード・アレンジ

メント又は関連者との取極めを無効化するためのものである。ハイブリッド金融商品

には、ハイブリッド金融商品のスキームとハイブリッド譲渡のスキームが含まれる。

例えば、以下のようなスキームが挙げられる。 

 

a. ハイブリッド金融商品 

  ハイブリッド金融商品とは、A 社及び B 社間で、ハイブリッド金融商品となる取極

めを行った上、当該取極めに基づき、B社が A社に対して支払を行う。A社においては

益金不算入となり、B社においては損金算入が可能となるため、A国及び B国の両方に

おいて課税されない状況が生ずることとなる。 
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③ 納税者が、合理的な期間内にその支払が益金に算入されることを税務当局に対し

て立証することができれば、その支払の認識のタイミングの違いは、金融商品で

の支払に対する支払者損金算入・受取者益金不算入を生じさせるものとは扱われ

ない。 

 

（ウ）国内法の改正に関する勧告 

ハイブリッド金融商品及びハイブリッド譲渡に対する国内法の改正に関する勧告は、

以下のとおりである。 

① 損金算入可能な支払に対する益金不算入の否認 

その配当につき支払者の国において損金算入可能である場合には、受取者におい

て益金に算入することを認めるべきでない。同様に、各国は、二重課税を取り除く

ために与えられる配当控除の他の類型についても、同様の制限の適用を考えなけれ

ばならない。 

② ハイブリッド譲渡における源泉徴収税の割合的制限 

ハイブリッド譲渡の下でなされた支払において源泉徴収を行っている管轄地は、

当該取引において納税者が得ることになる純課税所得に比例して税額控除の特典を

制限すべきである。 

例えば、（ア）b.の事例において、b社から 100の支払を行い、10の源泉徴収を行

う場合を検討する。なお、b社による支払により最終的に A社は純課税所得（利益）

を得ず、B社は 90の純課税所得（利益）を得るものとする。 

前述の制限がない場合、b社における源泉徴収税額分は、A社においても B社にお

いても税額控除をすることができる。しかし、ハイブリッド譲渡でない場合は、A

社又は B 社のどちらかにおいてしか税額控除ができないことからすれば、ハイブリ

ッド譲渡の場合には、過剰に税額控除がなされることとなる。そこで、前述の勧告

を適用し、純課税所得の割合（A 社：B 社＝0:90）から税額控除の金額を考えると、

A 社において税額控除は 0 割、即ち、税額控除を認めず、B 社において税額控除の

10割、即ち、全額（10）の税額控除が認められることとなる。 

 

イ 無視される支払（Disregarded Payment）（Chapter 3） 

（ア）意義及び具体例 

無視される支払とは、支払者の管轄地においては損金算入可能であり、かつ、受取

者の管轄地においても益金に算入されない支払のことをいう。例えば、以下のような

スキームが挙げられる。 

B社は、A国では透明体として扱われ、B国では不透明体として扱われるハイブリッ

ド事業体である。そのため、B社による A社への支払は、A国では A社の支店からの支

払と判断され、B国においては会社に対する支払として判断される。その結果、A社に
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②が適用される。 

④ 超過損金算入は繰越し可（超過損金算入が相手国において二重益金算入所得以外

の所得と相殺されないことを証明した場合に限る。）。 

 

ウ リバース・ハイブリッドへの支払（Payments to Reverse Hybrid）（Chapter 4、5） 

（ア）意義及び具体例 

リバース・ハイブリッドとは、投資家により別個の事業体として扱われ、かつ、設

立管轄地において透明体として扱われる全ての者をいう。リバース・ハイブリッドへ

の支払として、例えば、以下のようなスキームが挙げられる。 

B 社は、A 国では不透明体（A 社とは別個の事業体）として扱われ、B 国では透明体

として扱われるハイブリッド事業体である。そのため、Borrower会社による B社に対

する支払は、A国においては B社が受け取ったものと判断され、B国においては A社が

受け取ったものと判断される。その結果、当該支払について、A 社及び B 社の両方に

おいては益金に算入されず、また、Borrower会社においては損金算入されるため、支

払者損金算入・受取者益金不算入の結果が生じる。 
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定をするために、当該管轄地内で設立された者に対して、適切な届出及び情報の報

告要求を導入すべきである。 

 

（２）二重損金算入（Double Deduction：DD） 

二重損金算入のミスマッチが生じる場合としては、①ハイブリッド事業体による損金算

入可能な支払、②双方居住者による損金算入可能な支払の場合がある。以下、それぞれに

ついて説明する。 

 

ア ハイブリッドによる損金算入可能な支払（Deductible Hybrid Entity Payments）

（Chapter 6） 

（ア）意義及び具体例 

ハイブリッドによる損金算入可能な支払として、例えば、以下のようなスキームが

挙げられる。 

B社は、A国では透明体として扱われ、B国では不透明体として扱われるハイブリッ

ド事業体である。そのため、B社による銀行に対する利子の支払は、A国においては A

社の支店による利子の支払として A社の損金に算入されるのに対し、B社においても、

B社の利子の支払と判断され子会社である b社との益金と通算することが可能である。

その結果、A 社及び B 社の両方において損金算入されるため、二重損金算入の結果が

生じる。 
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対して適用されるリンキング・ルールは、以下のとおりである。 

① それぞれの居住地である管轄地は、その支払が二重損金算入を生じさせる範囲に

おいて、当該支払の損金算入を否認する。 

② 損金算入が、受取者及び支払者の両方の管轄地において二重益金算入所得の所得

と相殺される場合、その範囲内において、ミスマッチは生じないものとする。つ

まり、二重益金算入所得を超えた額（超過損金算入）に①又は②が適用される。 

③ 超過損金算入は繰越し可（超過損金算入が相手国において二重益金算入所得以外

の所得と相殺されないことを証明した場合に限る。） 

 

（３）間接的な支払者損金算入・受取者益金不算入（Indirect D/NI） 

間接的な支払者損金算入・受取者益金不算入のミスマッチが生じる場合としては、輸入

されたミスマッチ（Imported Mismatch）が挙げられる（Chapter 8）。 

 

ア 意義及び具体例 

輸入されたミスマッチとは、通常のローン契約等のようなハイブリッド金融商品でな

い金融商品を使い、海外のハイブリッド・ミスマッチの効果を移転することである。例

えば、以下のようなスキームが挙げられる（下図参照）。 

A国の居住者である A社が、B国の居住者である B社に対してハイブリッド金融商品を

使って融資をし、B社は、A社に対して、当該ハイブリッド金融商品に基づき支払を行う。

さらに、B 社は、Borrower 会社に対し、ハイブリッド金融商品に基づき得た金銭を又貸

しをし、Borrower会社は B社に対して利子の支払を行う。 

この場合、ハイブリッド金融商品に基づく支払は B社において損金算入可能であるが、

A 社においては益金に算入されない。また、Borrower 会社が B 社に対して行う利子の支

払は、Borrower会社において損金算入されるのに対し、B社においては益金に算入され、

B 社が A 社に対して行ったハイブリッド金融商品に基づく支払に係る損金と相殺される

こととなる。 

以上の結果、A 社と B 社の間で生じていた支払者損金算入・受取者益金不算入の効果

は、A社と Borrower会社（C国）の間に移転（輸入）されてしまうこととなる。 
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① ハイブリッド・ミスマッチを生じさせる金融商品に基づく支払 

② ハイブリッド・ミスマッチを生じさせるハイブリッド支払者により行われた無視さ

れる支払 

③ ハイブリッド・ミスマッチを生じさせるリバース・ハイブリッドへの支払 

④ ハイブリッド・ミスマッチを生じさせる二重損金算入をもたらすハイブリッド事業

体又は双方居住者による支払 

 

なお、「他のハイブリッド損金算入との相殺としてその支払を扱う他者」とは、アの

図において、Borrower 会社が B 社に対してローンを提供するのではなく、新たに、C

社に対してローンを提供し、C 社が B 社に対してローンを提供する場合における C 社

が該当する。 

 

（４）ルールの適用における整合性を確保するための規定 

ア 共通の原則（Chapter 9） 

（ア）デザイン原則 

ハイブリッド・ミスマッチ・ルールは、次の結果を最大化するように策定されてい

る。 

① その国の法律の下で生じる税の特典を元に戻すのではなく、ミスマッチを無効化

すること 

② 包括的であること 

③ 自動的に適用すること 

④ ルールの調整を通じて二重課税を回避すること 

⑤ 既存の国内法に対する障害を最小限にすること 

⑥ 運用において明確かつ透明であること 

⑦ それぞれの国に取り込まれるルールとして十分な柔軟性を与えること 

⑧ 納税者にとって実行可能で、コンプライアンスコストが最小限であること 

⑨ 税務当局に対する事務負担を最小化すること 

    

（イ）実施と調整 

各国は、一貫してかつ効果的に適用されることを確保する手段によりこれらの勧告

を実行すべきである。これらの手段は、次のものを含まなければならないとする。 

① 勧告に関する合意されたガイダンスの開発 

② 勧告の実行（タイミングも含む。）の調整 

③ 過渡的ルールの開発（ただし、既存の取引に対して新規のルールの適用を除外す

る見込みがない前提である。） 

④ 勧告の効果的かつ一貫した実行のレビュー 
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⑤ ハイブリッド金融商品及びハイブリッド事業体の各国の取扱いに関する情報の交

換 

⑥ 納税者にとって利用可能な関連情報を作成するよう努力すること（OECD による合

理的な努力も含む。） 

⑦ 行動計画 3及び行動計画 4を含む他の行動計画との相互の影響を検討すること 

 

イ 用語の定義（Chapter 10,11,12） 

        ルールの適用において一貫性を確保する目的で、定義が設けられた。例えば、以下の

用語について定義が定められている。 

   

（ア）ストラクチャード・アレンジメント 

     ストラクチャード・アレンジメントとは、取極めの中にハイブリッド・ミスマッチ

が反映されている場合又は取極めの事実及び状況（条項も含む。）がハイブリッド・ミ

スマッチを生み出すためにデザインされたことを示している場合のあらゆる取極めの

ことをいう。 

 

（イ）関連者 

関連者とは、同じ支配グループにいるか、一方の者が他方の者の 25％以上の資本を

有している場合のその者をいう。 

 

  （ウ）支配グループ 

同じ支配グループにあるといえるのは次の場合である。 

① 会計上の目的で連結する場合 

② 一方の者が効果的な支配をするために他方の者に出資をする場合、又は、第

三者が効果的な支配をするために一方の者及び他方の者に対して出資をする

場合 

③ 50％若しくはそれ以上の資本を有している場合、又は、両者について 50％以

上若しくはそれ以上の出資を有する第三者がいる場合 

④ OECDモデル租税条約 9条の下で構成された事業体としてみなされる場合 

 

３ 租税条約関係に係る勧告の概要（Part 2） 

報告書の Part2においては、まず、双方居住事業体に関する条約上の問題を検証し（Chapter 

13）、透明な事業体の取扱いに関する新しい租税条約の条文を提案している（Chapter 14）。

さらに、Chapter 15 は、Part1 に含まれる勧告と租税条約の相互作用の問題を取り扱ってい

る。 
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（１）双方居住者（Chapter 13） 

行動計画 6により、OECDモデル租税条約 4条 3項の変更は勧告されたが、双方居住者に

関する BEPS の全ての懸念に対処していない。 

例えば、ある国の国内法ではその国の居住者となると同時に、締結された租税条約にお

いては他方の国の居住者となる場合、その事業体は、国内法の居住者に対して適用される

特典と租税条約上の非居住者に適用される特典の両方を受けることができることになる。 

しかし、その場合には、租税条約において相手国の居住者となる事業体は、国内法にお

いて非居住者とみなす、という規定を国内法に導入することで対処することができるとし

た。 

また、OECDモデル租税条約 4条 3項は、条約が締結されていない国同士における双方居

住者から生じる BEPS の懸念にも対応していないが、これについても国内法で対応すべきも

のとした。 

 

（２）透明な事業体に関する措置（Chapter 14） 

1999年に OECDレポートである「パートナーシップに対する OECDモデル租税条項の適用」

（“The Application of the OECD Model Tax Convention to Partnership”）（以下「パー

トナーシップレポート」という。）は、パートナーシップに対する租税条約の適用について

広く分析した。その中には、パートナーシップの課税上の取扱いにおいてミスマッチがあ

る状況も含まれている。しかし、パートナーシップレポートにおいては、パートナーシッ

プ以外の事業体に対する租税条約の適用に対しては明示的に対処していなかった。 

そのため、Chapter 14においては、パートナーシップレポートの原則に従い、パートナ

ーシップに限らず、源泉地の管轄地は、源泉地国から支払が行われた場合に、受取者の管

轄地が当該支払を受け取った事業体の所得として扱った範囲に限り、条約の適用の対象と

なる「所得」として扱うべきとする条項を OECDモデル租税条約 1条 2項として挿入するこ

とを勧告している。 

 

（３）国内法上の取扱いと租税条約との関係（Chapter 15） 

BEPS最終報告書の Part1は、ハイブリッド金融商品とハイブリッド事業体の支払に関す

る国内法における取扱いに対するさまざまな勧告を含んでいる。したがって、行動計画 2

は、「国内法の変更と OECD モデル租税条約の規定の相互の影響に対して、特に注意が払わ

れるべきである。」と述べており、これらの勧告から生じる可能性のある租税条約上の問題

を検証する必要がある。 

例えば、ハイブリッド金融商品に係る支払に関する損金算入を否認するルールは、源泉

地国において課税されない所得について、租税条約上、所得免除方式を採用する場合に問

題が生じる。外国会社から受領した配当について、支払者の管轄地において損金に算入さ

れる場合に受取者の管轄地において益金に算入をする制度を採用している場合、国外所得
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免除を定める租税条約により、益金算入が認められなくなってしまう。したがって、租税

条約においては、外国税額控除を導入すべきとした。 

また、行動計画 2 における国内法に関する改正及びリンキング・ルールに係る勧告は、

適切に規定される限り、OECD モデル租税条約 24 条（無差別条項）にも反しないと結論付

けた。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

   BEPS 最終報告書においては、今後の OECDにおける対応について特に言及されていない。 

 

２ 日本における対応 

従来、日本において、子会社の居住国において損金算入が認められる配当 18の支払につい

ても、当該配当に対して外国子会社配当益金不算入制度が適用されてきた（旧法人税法 23条

の 2 第 1 項）。そこで、平成 27 年度の税制改正においては、海外子会社において損金算入が

認められる配当について、日本においては、親会社の益金に算入して課税することとされた。

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から適用される。ただし、平成 28

年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度において内国法人が外国

子会社から受ける配当等の額（平成 28年 4月 1日において有する当該外国子会社の株式等に

係るものに限る。）については、従前どおりの取扱いとするとされている。 

本改正により、日本としては行動計画 2 への対応は完了したと考えられている 19。また、

多数国間協定交渉への参加を含め、BEPS 対抗措置を含む租税条約を拡充することとされてい

る。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

 

                                                   
18 オーストラリアの優先株式等 
19 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 19頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai6.pdf 
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第３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 3 では、効果的な CFC ルール（Controlled Foreign Company Rules）の構築が検討

された。CFC ルールとは、居住地国での所得を CFC に移転させるリスクに対抗するルールであ

り、CFC ルールがなければ利益の移転と長期間にわたる課税の繰延べの機会を生じてしまうお

それがある。1962年に最初の CFC ルールが導入されてから多くの国々が CFCルールを導入して

きた。最近では、OECD/G20 の BEPSプロジェクトに参加する国々のうち 30の国が CFCルールを

導入しており、その他の国々も導入に関心を示している。しかしながら、現在の CFCルールは、

国際的なビジネス環境の変化に追い付いていないことがあり、また、多くは BEPS に対して効果

的に対処することができるように設計されていないと言われる。 

行動計画 3では、CFC ルールの政策的考慮と目的について検討され（Chapter 1）、CFCルール

の 6 つの項目（①CFC の定義（Chapter 2）、②適用除外及び閾値（Chapter 3）、③対象所得の

定義（Chapter 4）、④所得計算のルール（Chapter 5）、⑤所得帰属のルール（Chapter 6）、⑥

二重課税の防止と排除（Chapter 7））の点から各国が導入のために参考にすべきベスト・プラ

クティスが提示された。各国の政策的な目的が異なることから、BEPS最終報告書の勧告はルー

ルの履行に柔軟性を認めており、ミニマム・スタンダードの勧告とはなっていない。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

OECDでは CFCルールについて、その他国際課税制度と比較すると必ずしも十分に議論されて

きたとはいえないが、近時のまとまった議論としては、「Action Plan on Base Erosion and 

Profit Shifting」（2013年 7月）20がある。 

2015 年 4 月 3 日、OECD から行動計画 3 のディスカッションドラフトが発表され 21、パブリ

ック・コメント及びパブリックコンサルテーションを経て、2015 年 10月 5日に BEPS最終報告

書が発表された。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ 概要 

行動計画 3では、CFC ルールの政策的考慮と目的について検討され（Chapter 1）、CFCルー

ルの 6 つの項目（①CFC の定義（Chapter 2）、②適用除外及び閾値（Chapter 3）、③対象所

得の定義（Chapter 4）、④所得計算のルール（Chapter 5）、⑤所得帰属のルール（Chapter 6）、

⑥二重課税の防止と排除（Chapter 7））の点から勧告された。 

また、各国の政策的な目的が異なることから、BEPS 最終報告書の勧告はルールの履行に柔

軟性を認めてベスト・プラクティスを提示しているにとどまり、ミニマム・スタンダードの

                                                   
20http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/action-plan-on-base-erosion-and-profit-shifting_9789264202719

-en 
21https://www.oecd.org/ctp/aggressive/discussion-draft-beps-action-3-strengthening-CFC-rules.pdf 
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勧告とはなっていない。 

 

２ CFC ルールの政策的考慮と目的（Chapter 1） 

CFC ルールは、各国の税制全体に関連するため、各国が異なる政策を選択すると CFC ルー

ルも各国ごとに異なることになる。一般的に、CFC ルールにおいて政策的に考慮しなければ

ならない要素としては、①租税回避を抑止する手段としての役割（居住地国の税収を維持す

ること）、②移転価格税制を補完する方法、③実効性と管理・コンプライアンスの負担を調整

する必要性、④実効性と二重課税の防止・減少を調整する必要性である。 

さらに、CFC ルールは、全世界所得課税方式（ワールドワイド方式）と領土内課税方式（テ

リトリアル方式）のいずれかを採用しているか、また、EU諸国であるか否か 22によっても影

響を受ける。全世界課税方式を採用する場合には、親法人の所在地国で課税されていない所

得に対しても広く適用される傾向があり、一方、領土内課税方式を採用する場合には、親法

人の所在地国で課税される所得のみを CFC ルールの対象とするように狭く適用される傾向に

ある。 

 

３ CFC の定義（Chapter 2） 

CFC の定義に関しては、①対象となる外国事業体の種類と②CFCに対する支配が問題になる。 

 

（１）対象となる外国事業体の種類 

CFCルールの対象となる外国事業体は、広く定義されるべきであり、「法人」に限定され

ない。BEPSの問題が生じる所得を稼得しており、その他の方法により対処されない場合に

は、一定の透明な事業体、PE、パートナーシップも CFC ルールの対象に含めるべきである

と勧告された。 

さらに、他国において異なる税制の取扱いを受けることにより CFC ルールを回避するこ

とを防止するために、修正ハイブリッド・ミスマッチ・ルールを導入することも勧告され

た。 

  

                                                   
22 Cadbury Schweppes事件等において、欧州裁判所は、クロスボーダー取引に適用される CFCルールは、「経済的

実態を反映せず、税の優遇を得ることを唯一の目的とするように、完全に作為的な取極めを対象とするものでな

ければならない」と判示した。EU諸国においては、CFCルールは、EU法も遵守するように制度設計されなければ

ならない。 
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A国に所在する A社は B国に所在する B社の完全親会社であり、B社は C国に所在する C

社の完全親会社である。B社から C社に対して貸付けがなされ、C社は B社に対して利子を

支払っている（高税率国である C 国において C 社は支払利子を損金に算入することができ

る）。C 社は、A 国の税制では法人とは取り扱われず、そのため、B 社が C 社から受け取っ

た利子は A 社の CFC ルールの対象所得の計算には含まれない。このような事例は、行動計

画 2 で勧告されたハイブリッド・ミスマッチ（取極め）のルールの対象にはなっていない

が、修正ハイブリッド・ミスマッチ・ルールにより、B 社が C 社から受け取った利子は A

社の CFCルールの対象所得に含めるべきである。 

 

（２）CFCに対する支配 

CFCに対する支配に関しては、①支配の種類と②支配のレベルが問題になる。 

 

ア 支配の種類 

支配の種類については、法的支配、経済的支配、事実上の支配、連結による支配等が

考えられるが、租税回避を防止し CFC ルールを効果的に実行する見地から複数の種類を

併せて判断されることが多い。少なくとも法的支配と経済的支配を合わせて判定すべき

であり、事実上の支配と連結による支配を補完して考慮することも可能である。 

 

イ 支配のレベル 

CFC ルールを適用するためにはどの程度の支配をしていることが必要であるかが問題

となる。外国法人の法的又は経済的持分の 50％以上を直接又は間接に保有している場合

A社 【A国】高税率国 

B社 

利子 

【B国】低税率国 

C社 
（A国税制では非法人） 

【C国】高税率国 

貸付

100% 

100% 

【修正ハイブリッド・ミスマッチ・ルール（BEPS最終報告書 Figure 2.1）】 
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して CFC ルールの適用を判断すべきである。 

例えば、親会社は A社の 70％の持分を有し、A社は CFCの 60％の持分を有している

場合には、各段階では 50％以上の持分を有しているが、親会社は CFCの持分を間接的

に 42％しか保有していないことになる。しかしながら、このような場合にも CFCルー

ルを適用すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 適用除外及び閾値（Chapter 3） 

適用除外と閾値を設定し、BEPS のリスクがほとんどない事業体を CFCルールの対象から除

外し、よりリスクの高い事例に焦点を絞ることにより、CFC ルールの適用範囲を限定するこ

とが認められる。CFC ルールの適用除外及び閾値の設定については、デミニマス基準、租税

回避防止規定、税率による適用除外の方法があるが、BEPS 最終報告書では、税率による適用

除外の導入が勧告された。また、税率による適用除外とともに、ホワイトリスト（CFC ルー

ルを適用しない国を列挙する方式）を活用することも勧告された。 

 

（１）デミニマス基準 

デミニマス基準とは、事業体に帰属する所得が CFC の所得の一定割合又は CFC 所得の一

定額以下の場合、又は、課税対象の収益が一定額以下の場合に CFC ルールを適用しないと

するものである。BEPS 最終報告書では、デミニマス基準は勧告対象とはなっていないが、

デミニマス基準と分割防止ルール（所得を複数の子会社間で分け、それぞれを閾値未満に

するという回避方法を防ぐための措置）を併用することはベスト・プラクティスになり得

ることが指摘された。 

 

親会社 

【A国】 

CFC 

A社 

60% 

70% 

【間接的な支配の具体例（BEPS 最終報告書 Figure 2.4）】 
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（２）租税回避防止規定 

租税回避防止規定は、租税回避の結果となるような取引及びストラクチャーに対しての

み CFC ルールを適用するものである。租税回避防止規定は、CFC ルールの効果を狭め、ま

た、CFCルールの行政・コンプライアンス上の負担を増加させるおそれがある。そのため、

BEPS最終報告書では租税回避防止規定の導入は勧告されていない。 

 

（３）税率による適用除外 

税率による適用除外とは、CFC 国の税率が一定の税率以上の場合には CFC ルールを適用

しないというものである。CFC ルールは、低課税国への所得の移転への対抗措置であり、

低税率の CFC に焦点を当てることにより、納税者に明確性を与え、また、執行上の負担を

軽減することができる。 

税率の設定については、①CFC 国の税率と低税率と考えられる一定の税率とを比較する

方法、②CFC 国の税率と親会社所在地国の税率とを比較する方法が考えられる。また、CFC

国の税率については、課税標準や税法を考慮してより正確な比較ができるという点から、

CFC 国の表面税率ではなく、CFC の実効税率を用いることが勧告された。 

  

（４）ブラックリスト方式・ホワイトリスト方式 

CFCルールの適用を個別事例ごとに判断するのではなく、判断の簡素化のために、CFCル

ールの適用を一律に判定するための手法として、ブラックリスト方式（その国の居住者を

CFC として取扱い CFC ルールを適用する方式）、又は、ホワイトリスト方式（その国の居住

者を CFC として取り扱わずに CFC ルールを適用しない方式）がある。ホワイトリスト方式

については、前述のとおり、税率による適用除外とともに用いることが勧告された。 

例えば、英国のホワイトリスト方式では、英国と課税標準及び税率が実質的に類似して

いる国に所在する CFC については、CFCルールの対象外としている。 

 

５ 対象所得の定義（Chapter 4） 

CFC ルールにおいて支配株主に帰属すべき所得を定義することが勧告された。また、各国

が国内の政策と整合的な CFC ルールを設計できるように柔軟性を認めることとしている。各

国は、CFC 所得の定義のためのルールを自由に選択することができ、この選択は各国が直面

する BEPSのリスクの程度とも関連するものである。 

CFC 所得の定義に関連して、所得の分析方法（①カテゴリー分析、②実質分析、③超過利

益分析）、エンティティ・アプローチとトランザクショナル・アプローチが報告された。 

 

（１）所得の分析方法 

ア カテゴリー分析 
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一般に、現行の CFCルールは所得を分類し、分類別に所得を帰属させている。各国は、

①法的分類、②当事者の関連性、③所得の源泉地等の見地から、いかなる要素が最も関

連しているのかを検討してカテゴリーを定義している。 

①の法的分類とは、所得を法的に分類する手法であり、配当、利子、保険所得、ロイ

ヤルティと IP所得、販売・サービス所得に分類するものである。②の当事者の関連性の

観点は、所得が誰から稼得したものであるかに着目したものである。③の所得の源泉地

の観点は、所得がどこで稼得されたかに着目したものである。 

 

イ 実質分析 

実質分析は、CFC が実体的な活動（substantial activities）をしたか否かにより、

CFC所得に該当するか否かを判断するものである。 

実質分析では、閾値テスト又は比例分析を活用することができる。閾値テストとは、

CFCが一定の活動をする場合にはCFCの所得の全てをCFC所得から除外するものである。

比例分析とは、CFC が行った一定の活動に比例する所得のみを CFC 所得から除外するも

のである。 

実質分析の手法としては、以下のような 4つの選択肢が示されている。 

① 関連する事実と状況に対して閾値テストにより判断する。具体的には、CFC の稼得

した所得に対して CFC の従業員が実質的な貢献をしているかどうかを判断するもので

ある。この選択肢は、一定のセーフハーバーその他の実質的な貢献があるかどうかを

決定する機械的な基準により策定することができる。 

② グループ内の企業によって実行される重要な機能全てを検討し、仮に非関連者であ

る場合に、CFC が特定の資産を所有するか、又は、特定のリスクを引き受ける可能性

が高いか否かを判定する。 

③ CFC が実際に所得を稼得するために CFC 国において必要な事業所及び施設を保有し

ていたか否か、また、CFC が中核的機能の大部分を実行するために CFC の国内におい

て必要な技能を備えた従業員を必要な人数雇用していたかどうかを考慮する。 

④ ③を変形したものであり、行動計画 5 に基づいて策定されたパテント・ボックスに

関するネクサス・アプローチを用いることによって、BEPS プロジェクトの他の分野と

の整合性を図るものである。実質分析として一種のネクサス・アプローチを CFC ルー

ルに組み込むことにより、ネクサス・アプローチの要件を満たして稼得された所得は

CFC所得に含められないことになる。一方、ネクサス・アプローチにおける適格 IPか

ら生じたその他の全ての所得は CFC所得として取り扱われることになる。 

 

ウ 超過利益分析 

超過利益分析とは、低課税国で稼得される通常利益を超過する所得を CFC 所得とする

ものである。なお、通常利益とは、利益率に適格資本を乗じた金額である。現行の CFC
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ルールでは超過利益分析を採用したものはなく、また、BEPS最終報告書においても導入

の可否についてコンセンサスは得られなかった。 

 

（２）エンティティ・アプローチとトランザクショナル・アプローチ 

CFC 所得を定義するためにどの種類の分析方法を用いるか否かにかかわらず、各国は、

このような所得分析を事業体単位で行うか、それとも取引単位で行うかを決定しなければ

ならない。 

エンティティ・アプローチは、一定の場合に執行上の負担を軽減することができる。し

かしながら、CFC所得が全体の所得のごく一部に過ぎない場合には、CFCルールを適用する

機会が減少してしまうことになる。 

一方、トランザクショナル・アプローチは、エンティティ・アプローチと比較して、執

行上の負担とコンプライアンス費用を増加させることになり、他の要素の設計次第による

が、税務当局は多数の企業に CFC ルールが適用されることを考慮しなければならないこと

になる。トランザクショナル・アプローチは、エンティティ・アプローチよりも、効果的

に特定の所得を CFCルールの対象とすることができる。また、行動計画 3及び EU法の目的

ともより整合的である。 

なお、日本の制度は、トランザクショナル・アプローチとエンティティ・アプローチか

らなるハイブリッド・アプローチの例である。エンティティ・アプローチにより、一定の

会社は CFC ルールの適用から除外されるが、当該会社の一定の所得（注：資産性所得）に

ついては CFC ルールが適用されることになる。 

 

６ 所得計算のルール（Chapter 5） 

CFC ルールにより CFC 所得が帰属すると判断された場合、帰属すべき所得の金額を計算す

ることになる。帰属すべき所得の計算については、①いかなる国のルールを適用すべきか、

②CFC所得の計算のために特別のルールが必要であるかが問題となる。 

 

（１）いかなる国のルールを適用すべきか 

所得計算においていかなる国のルールを適用すべきかについては、①親法人の所在地国

の法令、②CFC 国のルール、③①か②について納税者の選択に委ねる、④IFRS など共通基

準というオプションがある。 

BEPS Action Plan（OECD、2013 年）の目標と整合し、かつ、執行上のコストが減少でき

る点から、①の親法人の所在地国の法令によることが勧告された。 

 

（２）CFC所得の計算のために特別のルールが必要であるか 

CFCの欠損金の取扱いが問題となり、CFCの欠損金は CFCの所得とのみ相殺できるとすべ

きか、若しくは、親法人の所得との相殺が認められるかが問題となる。多くの現行の CFC
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ルールでは、CFC の欠損金は CFC の所得か CFC と同一国の他の CFC の所得とのみ相殺でき

るとされている。CFCの欠損金と親法人や他国の CFCの所得との相殺を認めると、CFC国で

の欠損金の操作が助長されるおそれがあるため、CFC の所得か CFC と同一国の他の CFC の

所得とのみ相殺できることが勧告された。 

仮に、A国の CFCルールにおいて、CFCの欠損金と親法人の所得との相殺が禁止されてい

ない場合には、親法人は欠損金合計 1,200 を所得合計 1,500 と相殺し、300 のみに課税さ

れることになる。一方、A国の CFCルールにおいて、CFCの欠損金と親法人の所得との相殺

が禁止されている場合には、B社の所得（500）と欠損金（1,000）は相殺され、500が繰越

されて B社の将来の所得と相殺できることになり、親法人は 800（1,000-200）に対して課

税されることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 所得帰属のルール（Chapter 6） 

CFC所得の金額が計算されると、次に、CFCの株主への CFC所得の帰属の方法が問題となる。

所得の帰属については、①CFC 所得が帰属すべき納税者、②帰属する CFC 所得の金額、③帰

属する CFC 所得の課税時期、④帰属する CFC 所得の取扱い、⑤帰属する CFC 所得の適用税率

が問題となる。 

 

（１）CFC所得が帰属すべき納税者 

帰属の閾値（attribution threshold）は、支配の閾値（minimum control threshold）

と一致させるべきであるとされる。すなわち、納税者が支配の閾値を充足している場合に

は、その納税者に CFC 所得が帰属すると考えることになる。もっとも、各国の政策的考慮

により、支配と帰属を異なる基準で判断することも認められる。 

 

（２）帰属する CFC 所得の金額 

帰属する CFC 所得の金額は、保有割合と実際の保有期間又は影響の双方を参照して計算

 

親会社 

【B国】 B社 

100% 

【A国】 
所得 1,000 

欠損金 200 

CFC所得 500 

欠損金 1,000 

【欠損金の相殺が問題となる場合（BEPS最終報告書 Figure 5.1）】 
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されるべきであるとされた。 

 

（３）帰属する CFC 所得の課税時期 

現行の CFC ルールの多くは、帰属する CFC 所得は、CFC の会計年度の終了日が属する納

税者の課税期間に課税されるとしているが、韓国のように CFCの会計年度の終了日の 60日

後等それ以外の取扱いをすることもある。もっとも、いずれも BEPS の問題点に効果的に対

処することができることから、親法人の国内法の規定により異なる取極めをすることが認

められ、帰属する CFC 所得の課税時期については特段の勧告はなされなかった。 

 

（４）帰属する CFC 所得の取扱い 

現行の CFC ルールでは、みなし配当や納税者が直接稼得したとして取り扱う方法等、異

なるアプローチがある。いずれも BEPS の問題点に効果的に対処することができることから、

親法人の国内法の規定により異なる取極めをすることが認められた。 

 

（５）帰属する CFC 所得の適用税率 

親法人の所在地国の税率によることが勧告された。 

 

８ 二重課税の防止と排除（Chapter 7） 

CFC ルールに関する基本的な政策的考慮の一つは、CFCルールが、国際競争力、成長と経済

発展の障害となる二重課税にならないようにすることである。そのため、CFC ルールには、

二重課税にならないような規定を設ける必要がある。二重課税が生じ得る状況とその対処法

は以下のとおりである。 

 

（１）外国での法人税課税への救済 

CFC 所得が CFC 国と親法人の所在地国の両方で課税される場合には、間接外国税額控除

を適用すべきである。 

 

（２）同一の CFC 所得を複数国が CFC課税の対象とする場合 

同一の CFC所得について複数の国で CFCルールが適用されて課税される事態が生じ得る。

このような場合には、CFC に近い国に優先的な課税権を認めることが考えられる。また、

中間国での CFC課税については間接外国税額控除を適用すべきである。 

C社の所得が 100 の場合、C国は 10、A国では 20（30-10）、B国では 10（20-10）を課税

したいと考える。CFCに近い国に優先的な課税権を認める場合、B国は A国よりも優先的な

課税権が認められ、また、A 国は C 国と B 国の両方で支払われた税金について税額控除を

認めることになる。その結果、C 国は 10、B 国は 10（20-10）、A 国は 10（30-10-10）を課

税することになる。 
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（３）CFC所得からの配当への救済 

親法人の所在地国で既に課税された CFC 所得から親法人に配当がなされる場合には、二

重課税を防止する観点から、親法人の所在地国において外国配当からの免税制度が適用さ

れるべきである。 

 

（４）CFC所得からの譲渡への救済 

親法人の所在地国で CFC 所得が課税され、その後に CFC の持分が譲渡される場合には、

親法人所在地国での譲渡益課税がなされることになる。資産の譲渡益に対する課税の制度

は各国によって異なることから、BEPS最終報告書ではこのような事態への対応については

特に勧告がなされなかった。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

OECDは、今後も継続して、効果的な CFCルールの策定について研究すると考えられる。  

 

２ 日本の対応 

BEPS最終報告書の CFCルールに該当する我が国の制度はタックスヘイブン対策税制である。

BEPS最終報告書はミニマム・スタンダードではなく CFCルールを新たに導入しようとする国

や既存の CFC ルールを改正しようとする国が選択可能なベスト・プラクティスを示すもので

ある。このような BEPS 最終報告書の位置付け及び内容を踏まえ、日本のタックスヘイブン対

 

A社 

【B国】 

税率 20% 

B社 

100% 

【A国】 

税率 30% 

C社 

100% 

【C国】 

税率 10% 
所得 100 

【複数国で CFCルールが問題となる場合（BEPS最終報告書 Figure 7.1）】 
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策税制のあり方について改めて検討されることとされている 23。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

 

                                                   
23 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 21頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai6.pdf 
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第４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 4では、支払利子及び経済的に利子と同等の支払が損金算入されることを利用して、

グループ間融資等により相対的に税負担の軽い国外関連会社に過大に利子等を支払うことによ

る税源浸食に対処するため、利子等の損金算入の制限についてのベスト・プラクティスが勧告

されている。 

 

１ 行動計画策定の背景 

グループ間融資等により、税負担の軽い国外関連者に過大に利子等を支払うことによる税源

浸食の例として、BEPS最終報告書では以下の事例が挙げられている。 

 

（１）原則的な場合 

A 国の法人税率は 35％、B 国の法人税率は 15％である。B 国に所在する B 社は、銀行から

100（利率 10％）を借り入れ、事業を遂行して 15 の収益を得た。その後、利子 10 を銀行に

支払った結果、税引前利益は 5、税引後利益は 4.25となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支払利子 10 

【A国】 

（税率 35％） 

【B国】 

（税率 15％） 

銀行 

A社 B社 

事業収益 15 

支払利子 10 

税引前利益 5 

税引後利益 4.25 

借入 100 

（利率 10％） 

【原則的な場合】 
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算入を制限する「固定比率ルール」（fixed ratio rule）が基本ルールとして勧告された。その

ほか、これを補完するオプションとして、事業体の属するグループ全体の純支払利子の EBITDA

に対する比率が基準固定比率より高い場合には、グループ全体の比率まで当該事業体の利子損

金算入を容認する「グループ比率ルール」（group ratio rule）、純支払利子額が一定の閾値（de 

minimis threshold）を下回る場合には制度の適用除外とする「デミニマスルール」、公益性の

高い事業の資金として使用されるローンに係る利子の適用除外ルール、超過支払利子・損金算

入余裕枠の繰越し、超過支払利子の繰戻しや、固定比率ルールだけでは対処できないスキーム

に対抗するための特別ルール等の導入等についても提言されている。 

また、BEPS 最終報告書では、銀行業と保険業は別途配慮すべき特質を有していることから、

これらについては、BEPSリスクに対処する適切かつ個別のルールを開発する必要があるとされ

ている。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

前述の問題に関する OECDの議論は、以下の報告書における検討を踏まえたものである 25。 

① 「Corporate Loss Utilisation through Aggressive Tax Planning（アグレッシブなタック

ス・プランニングを通じた企業損失の利用報告書）」の公表（2011 年 8月） 

この報告書では、グループ間融資を利用して課税所得を減らす事例や、そのような事例

に対処するための租税政策上のオプションが検討されている。 

② 「Hybrid Mismatch Arrangements: Tax Policy and Compliance Issues（ハイブリッド・ミ

スマッチ取極め：租税政策と法令遵守の論点報告書）」の公表（2012年 8月） 

この報告書では、ハイブリッド商品（税務上の取扱いが国によって異なる金融商品等）

に係る支払利子の損金算入を利用した事例や、そのような事例に対処するための租税政策

上のオプションが検討されている。 

③ 「Addressing Base Erosion and Profit Shifting（BEPS への対応報告書）」の公表（2013

年 2月） 

この報告書では、ハイブリッド商品を利用した事例やレバレッジを利用した企業買収の

事例等がまとめられている。 

④  ディスカッションドラフト 

これらの報告書で挙げられた事例や課題を踏まえ、BEPS 最終報告書に先立ち、2014年 12

月、「OECD (2014), Public Discussion Draft, BEPS Action 4 : Interest Deductions and  

Other Financial Payments, 18 December 2014-6 February 2015」（ディスカッションドラ

フト）がパブリック・コメントのために公表された 26。このディスカッションドラフトの

段階では、①グループ利子配賦ルール（group-wide interest allocation rule）を原則と

しつつ、単体ベースで低い固定比率テストを満たす法人について例外を許容するという案

                                                   
25 EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業への影響に関する調査」58頁を参

照 
26 http://www.oecd.org/ctp/aggressive/discussion-draft-action-4-interest-deductions.htm 



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

68 

 

と、②単体ベースの固定比率ルールを原則としつつ、グループ比率テストを満たす法人に

ついて例外を許容する案の 2つが提示されていたが、BEPS最終報告書では、②の案を採用

し、グループ比率ルールに損金算入制限緩和の役割を与えた。その上で、BEPS 最終報告書

では、ディスカッションドラフトで提示されていた論点整理に概ね則して、各章で個別の

論点に対する方向性を示す形式で、いくつかのべスト・プラクティスを勧告するという構

成がとられている 27。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ 全体像の概説（Chapter 1） 

行動計画 4 では、多国籍企業グループは、グループ法人の負債額を調整することで有利な

税効果を達成できること、グループ間融資によりグループ内の単体法人レベルの負債水準を

容易に増加できること、金融商品を用いることにより経済的に利子と同等であるが、異なる

法形式を有する支払を行うことにより利子損金算入制限を免れることができることを指摘し

た。これらの問題点を踏まえて、以下のようなシナリオで BEPSのリスクが生じ得ると指摘さ

れている。 

 

① 高課税国に所在するグループ会社において第三者から借入れをする。 

② グループ間融資により、グループ法人が第三者から融資を受けた場合を超える利子の損

金算入を生じさせる。 

③ 利子所得が課税されない又はほとんど課税されない状況を作り出すために第三者又はグ

ループ間融資 28を利用する。 

 

これらのリスクに対処するため、行動計画 4 では、利子費用の利用を通じた税源浸食を防

止するルールの設計におけるベスト・プラクティスに関する勧告が示されている。 

まず、導入部分において利子等の損金算入が行動計画 4 の対象になった背景を説明した上

で、各国が採用しているアプローチのうち、①利子費用の対収益比率を固定比率として損金

算入制限を設けるルール、②少数の国で採用されているグループ比率ルール、③一般的な利

子制限ルールを補完する特別ルールを提示する。これに続く Chapter 1では、BEPS最終報告

書において勧告される、①固定比率ルールを基本として、②グループ比率ルールを組み合わ

せるなどのベスト・プラクティス・アプローチについての全体像が説明されている。個別の

提言の詳細については後述する。 

次に、Chapter 2 から Chapter 5 までは、行動計画 4 に関する制度設計全般に関わる論点

                                                   
27 増井良啓「BEPS行動 4の 2015年報告書を読む」（租税研究 2015年 12月号）171頁、176頁を参照 
28 「Executive Summary」第 4段落においては、（後述する固定比率ルールは、）多国籍企業グループが、信用格付

けや為替、資本市場ヘのアクセス等の租税以外の要素を考慮して、最も効率的な国及び法人に集中して第三者負

債を生じさせ、グループの経済活動の観点からグループ内で借入金を再融資する能力を制約しない、との言及が

なされており、行動計画 4に係る提言が、グループ内ファイナンスによる資金調達能力を過度に制約しないよう

にすべきであるとの点について、一定の意識が払われていると考えられる。 
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について、個別に言及している。すなわち、行動計画 4で対象とすべき支払利子等（Chapter 

2）、ベスト・プラクティスが適用されるべき主体（Chapter 3）、利子費用と負債のいずれを

対象とすべきか（Chapter 4）、経済活動の計測のための指標（Chapter 5）が取り上げられて

いる。 

さらに、ベスト・プラクティスとなる固定比率ルール（Chapter 6）、グループ比率ルール

（Chapter 7）が詳細に説明されている。所得の年度変動に伴う二重課税のリスクの緩和

（Chapter 8）、標的を絞った特別ルール（Chapter 9）、銀行業及び保険業への適用における

特有の問題点（Chapter 10）が取り上げられ、今後の実施について述べられている（Chapter 

11）。 

 

２ 制度設計上の論点（Chapter 2-5） 

（１）行動計画４で対象とすべき支払利子等（Chapter 2） 

どのような費用について利子として損金算入を認めるのかが問題となる。歴史的に各国

で独自のアプローチを採用してきていることを考慮して、全ての国で適用されるべき利子

の定義を勧告することには慎重であるべきとしている。その上で、ベスト・プラクティス

を検討するに当たっては、広範かつ整合性のとれたアプローチを採用することに意義があ

るとして、あらゆる形式の負債の利子だけでなく、経済的に利子と同等の支払及びファイ

ナンスに関連して負担する費用（利益参加型ローンに係る支払、転換債・ゼロクーポン債

等の帰属利子、イスラム金融等の代替金融取極額、ファイナンス・リース支払金融コスト、

関連資産の資産計上に含まれる利子相当額又はその償却額、移転価格税制の下での資金提

供に係る利子相当領、デリバティブ・ヘッジ取引での想定利子、金融取引に係る一定の為

替差損益、金融取極めに係る保証料、借入関連のアレンジメントフィー等）も、このルー

ルの対象とすべきであるとする。 

 

（２）BEPS最終報告書でのベスト・プラクティスが適用されるべき主体（Chapter 3） 

利子の支払による BEPSのリスクが問題となるのは、主体が、①多国籍企業グループの一

部である事業体、②国内グループの一部の事業体、③いずれのグループにも属さない独立

事業体の場合である。BEPS 最終報告書で勧告されるベスト・プラクティス・アプローチの

適用主体については、リスクの種類の相違に応じたルール策定が必要であるとされている。 

少なくとも、①については、BEPS最終報告書にまとめられたベスト・プラクティス・ア

プローチの適用主体となるべきであるとされている。また、②及び③についても、各国の

判断において、BEPS最終報告書にまとめられたベスト・プラクティス・アプローチの適用

対象として良いとされている。 

なお、利子費用の利用を通じた税源浸食リスクの低い事業体を制度の対象外とするため

に、国内グループの全事業体が占める純支払利子費用に基づき、少額閾値の適用除外ルー

ル（デミニマスルール）を設定することもオプションとして勧告されている。もっとも、
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この場合には、多数の事業体を設立してデミニマスルールを不正に回避することを防止す

るための考慮が必要であるとされている。 

 

（３）利子費用と負債のいずれを対象とすべきか（Chapter 4） 

利子費用と負債のいずれを損金算入制限の対象とすべきかという論点については、税源

浸食の主要な要因は、事業体グループが経済活動から発生する課税所得を人為的に分割で

きることにあることを踏まえ、税務上損金算入が可能な利子費用のレベルを直接的に制限

することをベスト・プラクティス・アプローチとして提言している。 

そして、二重課税の可能性を減らすために、総利子費用（gross interest expense）で

はなく、対第三者・対関連者・グループ内で支払われる利子費用から受取利子を損金算入

した後の純利子費用（net interest expense）を対象にすべきであるとする。なお、公益

的なプロジェクトに対する第三者借入利子については、一般的な利子の損金算入制限の例

外とされる選択肢があるとも論じられており、その条件についても説明している。 

 

（４）経済活動の計測のための指標（Chapter 5） 

経済活動の計測のための手段につき、収益と資産価値のいずれを指標として用いるべき

かとの点については、収益が経済活動の最も適切な測定手段であると結論付けられている。

さらに、収益を計測する指標として、EBITDA を用いるべきであるとする。なお、後述する

固定比率ルールの場合には、EBITDAを用いて収益を測定すべきであるが、固定資産を集約

する事業体に有利となる場合があるなどの他の要素との関連で、EBIT29を利用することも可

能であるとしている。 

 

以上の制度設計上の個別論点についての検討を踏まえた上で、BEPS 最終報告書では、行動

計画 4のベスト・プラクティスとして、以下の内容を提言している。 

 

３ 基本ルールとしての固定比率ルールの提言（fixed ratio rule）（Chapter 6） 

BEPS最終報告書においては、固定比率ルールに基づくアプローチが基本ルールとして勧告

されている。固定比率ルールとは、利子及び経済的に利子と同等の支払についての単体法人

の純損金算入額を、EBITDAの一定割合に制限するルールである。固定比率ルールの重要な利

点は、相対的にみて事業体や税務当局において適用しやすい点にある。BEPS最終報告書では、

少なくとも多国籍企業グループの法人には固定比率ルールが適用されるべきであると提言し

ている。 

固定比率ルールの利子費用の損金算入限度額の計算ステップは、以下のとおりである。 

① 事業体の課税所得に純利子費用及び償却費を加算した収益（EBITDA等）を算出する。 

② 法令の基準固定比率を収益に適用して損金算入可能な利子の額を算出する。 

                                                   
29 EBIT：Earnings Before Interest and Taxes（支払金利前税引前利益） 
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③ 損金算入可能な利子の限度額と実際の利子費用と比較する。 

基準固定比率については、各国が他ルールと併用することや各国の法制度や経済状況等を

考慮しつつ、第三者・関連者・グループ内関係者に対して支払われる利子を対象とすること

とされる。 

基準固定比率の設定においては、①大部分のグループ企業において第三者たる債権者に支

払われる純利子費用が損金算入できるようにすること、また、②グループ内利子費用を用い

て、第三者たる債権者に支払われる純利子費用を超過して純利子費用全額の損金算入が認め

られることを制限することという視点から検討されるべきである。また、多国籍企業グルー

プの財務データの統計分析に基づき、基準固定比率を 10％に設定した場合は 62％、基準固定

比率を 30％に設定した場合は 87％の多国籍企業が純利子費用全額を損金算入することが可

能になるとの付録 B の分析結果や、他国の既存ルールとの併用及び経済状況等を踏まえ、各

国は、10％から 30％までの範囲で基準固定比率を設定すべきであると勧告されている。但し、

10％から 30％までのレンジの妥当性については、2020 年末までに再検討され、見直される可

能性がある。 

 

４ グループ比率ルール（group ratio rule）（Chapter 7） 

固定比率ルールのみがルールとして適用されるとなると、第三者支払利子／EBITDA比率が

前述の基準固定比率よりも高い業種や事業体グループにおいては、第三者支払利子の一部が

損金不算入となり、過度の規制となってしまう。そこで、BEPS最終報告書では、グループ比

率ルールがオプションとして勧告され、かつ、グループ比率が前述の基準固定比率よりも高

い場合には、グループ全体の比率まで利子費用の損金算入を許容するものとされている。つ

まり、グループ比率ルールは、固定比率ルールによる損金算入制限を強化するのではなく、

損金算入制限を緩和する制度として提言されている。 

なお、BEPS最終報告書では、フィンランドやドイツのように、資本を基礎にするグループ

比率ルールとしての資本除外ルール（“equity escape”rule）を採用しても良いことや、そ

もそも、グループ比率ルールを採用しなくても構わないことについても述べている。 
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特別ルールは、特定の取引や取極めに基づいた支払に係る利子の損金算入の制限であるが、

多くの国では特別ルールのみを適用しており、一般的な利子の損金算入制限ルールを適用し

ていない。 

BEPS最終報告書では、ベスト・プラクティス・アプローチとして、一般的な利子の損金算

入制限ルールの採用を勧告しているが、特別ルールも特定の BEPSのリスクへの効果的な解決

策となる場合があることを認めている。 

 

７ ベスト・プラクティス・アプローチの銀行業・保険業への適用（specific rules）（Chapter 

10） 

銀行業・保険業については、主たる事業活動と不可分のものとして金融資産・負債を保持

していることに加え、多くの国において資本構成につき厳しい規制に晒されていることなど

から、他業種とは異なった取扱いが求められるとされている。そこで、これらの業種に係る

BEPSのリスクに対応するためには、特別のルールが必要であるとされており、そのベスト・

プラクティスルールの検討は、2016 年に完了する予定とされている。 

 

８ その他の行動計画との関係等（Chapter 11） 

（１）行動計画 2のベスト・プラクティスとの関係性については、利子の損金算入制限ルー

ルが適用される前に、行動計画 2が適用されるべきであるとされている。 

（２）行動計画 3のベスト・プラクティスとの関係性については、親会社の課税対象となる

外国子会社の所得は親会社の EBITDAの計算に含まれるとされている。 

（３）各国における支払利子に対する源泉徴収税の賦課が、BEPS 最終報告書で勧告する固定

比率ルール・グループ比率ルール・特別ルールによって影響を受けることはないとさ

れている。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応／ベスト・プラクティス・アプローチの実施（Chapter 11） 

BEPS 最終報告書において提案されたベスト・プラクティス・アプローチは支払利子等の

BEPSを対象とするものであるが、課税面において損金算入額を制眼するルールは、事業体に

とって重大なコストとなりうる。したがって、対象となる事業体に現行の仕組みを再構築す

るための時間的余裕を与えることとされており、また、既存の貸付けについては、経過措置

を適用することが重要であるとされている。 

今後、OECDでは、グループ比率ルールの詳細な手続についてのガイダンス等、ベスト・プ

ラクティス・アプローチの策定をすることになる。また、銀行業・保険業への特別ルールの

策定は 2016 年に完了する予定である。 

ベスト・プラクティス・アプローチの実施状況や、グループの行動に対する影響について、

2020年末までに各国によるモニターを行うこととされている。 
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２ 日本の対応 30 

BEPS最終報告書でベスト・プラクティスとして勧告されている固定比率ルールに対応する

日本の税制は、2012年に導入された過大支払利子税制である。日本の過大支払利子税制では、

調整所得金額の 50％を超える関連者純支払利子等の額が損金不算入とされる（租税特別措置

法 66条の 5の 2第 1項）。「調整所得金額」は、BEPS最終報告書における EBITDAにほぼ相当

する。 

もっとも、BEPS最終報告書のベスト・プラクティスとしての勧告では、純支払利子を対象

にするところは日本の過大支払利子税制と同様であるが、関連者の支払利子だけでなく、「第

三者」に対する支払利子を損金算入制限の対象としている点で異なっている。 

また、日本の過大支払利子税制の固定比率が 50％であるのに対して、BEPS最終報告書にお

いて提言されている固定比率のレンジは 10％から 30％までの間である。このレンジの提言は、

あくまでベスト・プラクティスであり、ミニマム・スタンダードではないが、BEPS最終報告

書の提言を受けて、10％から 30％までのどこかの基準に下げる形で国内法制化が進む可能性

は否定できず、事業体の税負担への影響の有無が懸念される。 

さらに、グループ単位の EBITDAをどのように計測するかについての詳細も、今後の作業と

される。OECD が推奨する EBITDA は、免税配当や海外免税所得を加算したものとされていな

いが、日本の「調整所得金額」は受取配当益金不算入額（法人税法 23条）や外国子会社配当

益金不算入額（法人税法 23条の 2）が含まれているため、計測指標の概念整理・調整が必要

になると考えられる。 

財務省資料によると、今後は、BEPS最終報告書の勧告を踏まえ、過大支払利子税制等の改

正の要否を検討するとされている 31。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

 

                                                   
30 増井良啓「BEPS行動 4の 2015年報告書を読む」（租税研究 2015年 12月号）177頁を参照 
31 平成 27年 10月 23日付け政府税調説明資料 23頁 
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第５ 行動計画５（有害税制への対抗） 
 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 5では、「有害な税慣行」（harmful tax practices）に対抗するための取組が検討さ

れた。 

 

１ 行動計画策定の背景－1998年の「有害な税の競争報告書」 

1998年 4月に公表された「有害な税の競争報告書」（Harmful Tax Competition: An Emerging 

Global Issue）（以下「1998 年報告書」という。）において提示された一定の要件に該当する

優遇税制は「有害な優遇税制」（harmful preferential regime）であるとされていた。具体

的には、金融・サービス及び無形資産の提供等の活動から生じる所得（足の早い所得：

geographically mobile activities）を対象として、以下①の「無税又は低税率の課税がな

される制度であること」を必須の入口基準（gateway criterion）とした上で、②から④まで

のいずれかに該当するか（4 つの主要な要素）と、必要だと判断される場合にはその他 8 つ

の要素 32に照らして、いずれか 1 つの基準に該当する場合には潜在的に有害な優遇税制と判

定されてきた。 

 

【1998 年「有害な税の競争報告書」における有害な優遇税制の審査基準】 

① 無税又は低税率の課税がなされる制度であること 

② 国内経済から区分した「囲い込み」（外国企業のみを対象とする：ring-fence）の制度で

あること 

③ 透明性が欠如している制度であること 

④ 当該制度に関する実効的な情報交換がない制度であること 

 

その上で、潜在的な有害税制が実際に有害であるか否かの判定においては、当該制度の経

済的効果を検討することとされていた。 

 

２ 行動計画 5の概要 

1998年の「有害な税の競争報告書」における取組は、BEPSプロジェクトの行動計画 5に引

き継がれた。 

行動計画 5 では、有害税制に関する取組の導入と背景について触れた上で（Chapter 1）、

有害な税慣行に対する OECD の取組を概観し（Chapter 2）、1998 年報告書の枠組みの下にお

ける有害税制の判定方法を解説した（Chapter 3）。 

                                                   
32 その他の 8つの要素としては、①課税標準の人為的な定義、②国際的移転価格原則の不遵守、③国外源泉所得

の居住地国課税免除、④交渉可能な税率又は課税標準、⑤秘密条項の存在、⑥広範な租税条約網へのアクセス、

⑦租税最小化ビークルとしてプロモートされる制度、⑧純粋に節税目的であり実質的活動を含まないオペレーシ

ョン又はアレンジメントを奨励する制度、が挙げられている。 
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その上で、具体的な提言、改善として、有害税制の判定について、管轄地において企業活

動の実質があるか否かについて、合意された方法により判定を行うとする新たなミニマム・

スタンダードの導入の提言がなされた。特に、知的財産（IP）に係る優遇税制（いわゆるパ

テント・ボックス税制 33）を取り上げて、優遇税制についての今後の実質性の判断基準とし

て、ネクサス・アプローチを適用することが合意されたことを明らかにし、その他の優遇税

制についても、同アプローチの適用を検討する方針を打ち出している（Chapter 4）。 

また、透明性の向上についても、他国の税源に影響し得る個別企業に対する有害な税慣行

に係るルーリングについて、関係当局間の自発的な情報交換が義務付けられる枠組みが合意

されたことを明らかにしている（Chapter 5）。 

さらに、BEPS 最終報告書では、OECD加盟国及び BEPS アソシエイト諸国の 43の優遇税制の

有害性に係る有害税制フォーラム（Forum on Harmful Tax Practices: FHTP）の審査結果が

報告されており（Chapter 6）、今後は、有害税制の審査対象を OECD 加盟国及び BEPS アソシ

エイト諸国以外の国にも拡大する方針が示されるとともに、実質性・透明性以外の観点から

の審査基準の強化・拡張についても検討することとされ、FHTP において、引き続き有害税制

の審査等の取組を続けていくことが宣言されている。（Chapter 7） 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

各国における優遇税制・有害な税慣行に係る議論については、1996 年の「有害な税の競争」

に対する OECD プロジェクトの立上げを皮切りとして、1998 年報告書の付属文書に基づき同年

10 月に設置された FHTP の取組などにより、活発に議論がなされてきた 34。そして、OECD は、

前述した基準によって「有害税制」に該当するとされた税制については、改廃を慫慂してきた。 

近時では、2013 年 7月に公表された行動計画の一環として、有害な税慣行ヘの対応について

検討されることとなり、金融所得・無形資産に関連所得等に対する優遇税制であったとしても、

その適用が国内・国外で無差別である場合には、前述した従来の審査基準では有害性を判定し

難いことから、経済活動の実体性及び制度の透明性についての審査基準を強化・拡張すべく、

全体的なアプローチについて検討が行われてきた。 

BEPS最終報告書は、直近の 2014 年 9月に FHTP が発行した一次報告書 35を更新する形で、知

的財産（IP）に係る優遇税制を始めとする各種優遇税制について、経済活動の実体性に係る基

準の策定に合意する優遇税制に関するルーリングや、自発的な情報交換を義務付ける枠組みな

どを新たに提言している。この間までの OECD の取組のより詳細な経緯については、BEPS 最終

報告書 Chapter2を参照されたい。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

                                                   
33 特許権等の知的財産から生まれる利益に対して、通常の法人税率より低い税率を適用する税制をいう。 
34 活動の詳細は、Chapter2のほか、EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業

への影響に関する調査」62-63頁を参照 
35 http://www.oecd.org/tax/beps-2014-deliverables.htm 
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第６ 行動計画６（租税条約の濫用防止） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 6 では、トリーティーショッピング（第三国の居住者等が不当に租税条約の特典を

得ようとする行為であり、一般的に「条約漁り」と訳されている）に代表される租税条約の濫

用の防止を取り上げられている。租税条約の濫用防止は BEPSの最も重要な原因の一つと認識さ

れている。 

納税者は、本来、租税条約の特典が得られないにもかかわらず、トリーティーショッピング

やその他の租税条約の濫用の手法により、租税条約の特典を求めることにより各国の税収を減

少させてきた。各国は、トリーティーショッピングに対抗するミニマム・スタンダードを含め、

租税条約に濫用防止規定を設けることに合意した。さらに、各国は、各国の特殊性及び二国間

での条約交渉の状況に適合させる必要があることから、ミニマム・スタンダードの実行に多少

の柔軟性があることについても合意された。 

行動計画 6 では、租税条約の濫用防止のためにミニマム・スタンダードとして、以下の措置

を講じることが勧告された。 

① 租税条約のタイトル・前文に、租税条約は、租税回避や脱税（トリーティーショッピング

を含む）を通じた二重非課税又は税負担軽減の機会を創出することを意図したものでないこ

とを明記すること。 

② 租税条約に一般的濫用防止規定として、以下のいずれかを規定すること 

(i) 主要目的テスト（Principal Purpose Test: PPT）のみ 

(ii) 厳格版特典制限規定（Limitation on Benefit）及び導管取引防止規定（限定的 PPT） 

(iii) 簡易版 LOB及び PPT の両方 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

OECD は、従来より、租税条約の濫用防止の問題に取り組んできている。1977 年の OECD モデ

ル租税条約の採択時においては、租税条約の不正利用（improper use）に係る新しい章がコメ

ンタリーに設けられ、配当、利子及び使用料に係る源泉徴収税の減免措置に係る「受益者」の

概念が導入された。OECDは、1977 年以降、租税条約の濫用防止の問題に関して、以下のように

報告書に盛り込んでいる。 

（i）「Double Taxation Conventions and the Use of Base Companies（租税条約と基地会社の

利用報告書）」、及び「Double Taxation Conventions and the Use of Conduit Companies （租

税条約と導管会社の利用報告書）」の公表（1986年 11月） 

これらの報告書では、基地会社を利用する場合及び導管会社を利用する場合の租税条約

の濫用防止の事例及びその対策案が検討されている。 

（ii）「Harmful Tax Competition: An Emerging Global Issue（有害な税の競争報告書）」42の

                                                   
42 http://www.oecd.org/tax/transparency/44430243.pdf 
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公表（1998 年 4月） 

本報告書は、有害な税の競争に対する対抗措置を検討したものであるが、対抗措置とし

て検討された 19項目のうち、第 9勧告及び第 10勧告は租税条約の濫用に係るものである。

第 9勧告では、 有害税制の対象所得や活動主体に対する租税条約上の特典付与を制限する

ための規定の導入及び OECD モデル租税条約への当該規定の導入又は明確化が検討されて

いる。また、第 10 勧告では、CFCルール等の国内法による濫用防止規定が租税条約に反し

ないことの明確化が検討されている。 

（iii）「Issues in International Taxation, No.8, 2002 Reports Related to the OECD Model 

Tax Convention:  Restricting the Entitlement  to  Treaty Benefits（条約の特典の適

用制限報告書）」43の公表（2002年 11月） 

本報告書では、上述（ii）の報告書の勧告の検討が行われている。 

 

これらの報告書で挙げられた勧告は、OECD モデル租税条約の改訂に順次反映されてきた。特

に、2003 年の OECD モデル租税条約の改訂においては、コメンタリーに、租税条約の目的とし

て、従前から規定されてきた国際的二重課税の排除だけでなく、租税回避及び脱税を防止する

ことが明示された。それまでには「租税回避及び脱税を助長するものであってはならない」と

規定されてきたことと比べると、租税回避及び脱税の防止に対してより強い表現となっている。

さらに、「受益者」概念が明確化され、2014 年には、OECD モデル租税条約 10 条、11 条及び 12

条のコメンタリーの規定が改訂され、OECDが各種のトリーティーショッピングの状況に対処す

る手段として「受益者」概念を活用する限界が検討された。 

 

(iv) ディスカッションドラフト 

2014年 3月 24日にディスカッションドラフトが公表され 44、パブリック・コメント及び

パブリックコンサルテーションを経て、2014年 9月 16日に第一次提言が公表された 45。さ

らにその後、フォローアップ作業が行われ、2015 年 5 月 22 日に改訂されたディスカッシ

ョンドラフトが公表され 46、さらに、パブリック・コメント及びパブリックコンサルテー

ションを経て、2015年 10 月 5日に BEPS 最終報告書が公表された。第一次提言後のフォロ

ーアップ作業では、LOB 条項の具体的な規定及びコメンタリーの内容、集団的投資ビーク

ルへの租税条約の適用の有無及び適用の方法等が問題とされていたが、BEPS最終報告書の

とおりにまとめられた。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

                                                   
43http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/no-08-2002-reports-related-to-the-oecd-model-tax-convention_9

789264099920-en 
44 http://www.oecd.org/tax/discussion-draft-action-6-prevent-treaty-abuse.htm 
45http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/preventing-the-granting-of-treaty-benefits-in-inappropriate-c

ircumstances 9789264219120-en 
46 http://www.oecd.org/tax/treaties/revised-discussion-draft-action-6-prevent-treaty-abuse.htm 
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１ 概要 

行動計画 6 では、トリーティーショッピングに代表される租税条約の濫用の防止を取り上

げられている。租税条約の濫用防止は BEPSの最も重要な原因の一つと認識されている。 

 

BEPS最終報告書では、以下の 3点について検討された。 

・ 不適切な状況で租税条約の特典を与えることを防止するための OECD モデル租税条約の規

定及び国内ルールの設計に係る勧告を策定する（BEPS 最終報告書 Section A）。 

・ 租税条約は二重非課税を生み出すために使われることを意図したものではないことを明

確にする（BEPS 最終報告書 Section B）。 

・ （低課税国又は無税国と）租税条約を締結すること決定する前に検討すべき租税政策の

考慮事項を特定するための作業を行う（BEPS 最終報告書 Section C）。 

以下では、それぞれの項目について行動計画 6の概要を説明する。 

 

２ 不適切な状況で租税条約の特典を与えることを防止するための OECD モデル租税条約の規

定及び国内ルールの設計（BEPS 最終報告書 Section A）。 

不適切な状況で租税条約の特典を与えることを防止する最善の手法を決定するために、以

下のように、二つの場合に分けて検討された。 

・ 租税条約自体に規定された制限を回避する場合 

・ 租税条約の特典を利用して国内税法の規定を回避する場合 

 

（１）租税条約自体に規定された制限を回避する場合 

ア トリーティーショッピングへの対応 

租税条約の濫用防止のためにミニマム・スタンダードとして、以下の（ア）及び（イ）

の措置を採用することが勧告された。 

（ア）租税条約のタイトル・前文に、租税条約は、租税回避や脱税（トリ－ティーショッ

ピングを含む）を通じた二重非課税又は税負担軽減の機会を創出することを意図した

ものでないことを明記すること。 

（イ）租税条約に、一般的濫用防止規定として次のいずれかを規定することが勧告されて

おり、LOB 条項（特典資格条項 1～6項）のモデル例がパラグラフ 25に、また、PPT条

項（特典資格条項 7項）のモデル例がパラグラフ 26に記述されている。 

① 主要目的テスト（Principal Purpose Test: PPT）のみ 

② 厳格版特典制限規定（Limitation on Benefit）及び導管取引防止規定（限定的

PPT） 

③ 簡易版 LOB及び PPTの両方 

 

特典資格条項の条文案は以下のとおりである。 
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【特典資格条項】（条文案） 

 

※ 1項から 6項までが LOBに係る特典資格条項の条文案である。PPT条項の

場合には、1項から 6項までに加えて 7項を追加するものとされている。 

 

1.（2項で定義された適格者に該当しない一方の締約国の居住者には、租税条

約の特典が付与されない旨の規定） 

2.（居住者が適格者に該当する状況の定義。以下を含む。 

a)個人、b)一方の締約国、並びに、完全に支配された政治的下部組織及

び事業体、c)一定の上場会社及びその子会社、d)一定の慈善団体及び年

金基金、e)一定の支配要件に適合する他の事業体、f)一定の集団的投資

ビークル） 

3.（適格者に該当しない場合であっても、ある者がその居住地国で能動的な

事業活動に従事しており所得がその事業に関連し又は付随している場合、

その者によって得られた一定の所得に対し租税条約の特典を付与する旨の

規定（事業活動基準）） 

4.（ある事業体に係る合意された持分割合以上の一定の株式が同等受益者に

よって保有される場合、適格者ではないその者に対して租税条約の特典が

付与される旨の規定（派生的受益者基準）） 

5.（1項から 4項までで特典が付与されない場合に、一方の締約国の権限のあ

る当局がある者に一定の租税条約の特典を付与することを認める規定） 

6.（1項から 5項までの用語の定義） 

7.この条約の他の規定にかかわらず、全ての事実及び状況を考慮した上で、

当該特典を得ることが、直接的に又は間接的に当該特典を得ることとなる

取決め又は取引の主たる目的の 1 つであると合理的に結論付けられる場合

には、ある所得又は資本に対してこの条約の特典は与えられないものとす

る。ただし、当該特典を与えることがこの条約の規定の目的に合致すると

認められる場合を除くものとする。 

 

 

【筆者注】 

① 主要目的テスト（PPT：Principal Purpose Test） 

PPT とは、租税条約の濫用を主たる目的とする取引から生ずる所得に対して租税

条約の特典を否認する規定である。取引の目的に注目した濫用防止措置である。主

たる目的という主観的要件の判断であるため、事業目的がある場合には主たる目的
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の判定が困難となる場合がある。 

例えば、C 国に所在する Z 社は、A 国に所在する X 社の株式を保有しているが、A

国と C 国とは租税条約を締結していないため、X 社から Z 社に配当をすると、配当

に係る源泉徴収税の課税が生じる。この場合に、Z 社は、配当にかかる源泉徴収税

を減免することを主たる目的として、A 国と租税条約を締結している B 国に所在す

る Y 社に（株式の保有関係はそのままで）配当を受ける権利を譲渡して配当に係る

源泉徴収税の減免を意図することがある。この場合、PPT により、租税条約の特典

を享受することを主たる目的の一つとする取引から生じる所得には租税条約の特典

を与えないことがある。 
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② 特典制限規定（LOB：Limitation of Benefit） 

LOB とは、租税条約の特典を受けることができる者を一定の適格者に制限する規

定である。所得の受領者の属性に注目した濫用防止措置である。適格者は、一般的

に、第三国居住者に支払われていないと考えられるもの（例えば、個人、政府機関、

上場企業、年金基金等）を類型化し、客観的要件に従って定義されている。 

例えば、C 国に所在する Z 社は、A 国に所在する X 社の株式を保有しているが、A

国と C 国とは租税条約を締結していないため、X 社から Z 社に配当をすると、配当

に係る源泉徴収税の課税が生じる。この場合に、Z社は、A国と租税条約を締結して

いる B国にペーパーカンパニーである Y社を設立し、Y社に X社の株式を譲渡し、X

社から Y 社に配当を支払うことにより、配当に係る源泉徴収税を減免することを検

討する。この場合、Y社はペーパーカンパニーであり、LOBの非適格者に該当すると

して、X 社が Y 社に配当しても、租税条約の特典である配当に係る源泉徴収税の減

免を受けられないこととすることがある。 

  

X社 
Y社 

（金融機関等） 

株式保有 

配当 

【A国】 
【B国】 

A国と租税条約あり 

Z社 

【C国】 

A国と租税条約なし 

配当を受ける

権利の譲渡 

【出典：平成 27年 10月 23日税制調査会配布資料等をもとに TMI総合法律事務所で作成】 

【PPTのイメージ図】 
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③ 導管取引防止規定（限定的 PPT） 

導管取引防止規定とは、配当、利子、使用料その他の所得の受領者が、支払を受

けた所得と同種の所得を第三国の居住者に対して支払うなど、その取引が導管取引

と認められる場合には、当該所得の受領者を受益者とみなさずに租税条約の特典を

否認する規定である。 

例えば、C 国に所在する Z 社は、A 国に所在する X 社の株式を保有しているが、A

国と C 国とは租税条約を締結していないため、X 社から Z 社に配当をすると、配当

に係る源泉徴収税の課税が生じる。この場合に、Z 社は、配当に係る源泉徴収税を

減免することを主たる目的として、A国と租税条約を締結している B国に所在する Y

社（Z社の子会社）に X社の株式を譲渡し、X社から Y社、Y社から Z社へと配当し

て Y 社を導管として用いることにより、配当に係る源泉徴収税の減免を意図するこ

とがある。この場合、導管取引防止規定により、配当の受領者である Y 社を受益者

とみずに租税条約の特典を否認することがある。 

  

X社 

株式保有 

配当 

【A国】 
【B国】 

A国と租税条約あり 

Z社 

【C国】 

A国と租税条約なし 

Y社 

（ペーパーカン

パニー） 

X社の株式を譲渡 
（当初）株式保有 

【出典：平成 27年 10月 23日税制調査会配布資料等をもとに TMI総合法律事務所で作成】 

株
式
保
有 

【LOBのイメージ図】 
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イ その他の租税条約の濫用に対する対応 

その他の租税条約の濫用ケースとして、次のとおり 7 つのケースを挙げられ、各ケー

スについて個別に濫用防止のための措置等が勧告された。 

（ア）契約の分割を利用した濫用 

建設工事に係る契約において、OECDモデル租税条約 5条 3項 47に規定された 12か月

の契約期間を超えないように、契約をいくつかに分割して建設 PEの認定を免れる濫用

の手法がある。このような濫用の手法に対しては、主要目的テストにより対抗するこ

となどが考えられる。 

（イ）労働者のハイアリング・アウト 

一方の締約国の居住者が他方の締約国において行う勤務に関して取得する報酬につ

いて、（OECD モデル租税条約 15条 2項 b)48の要件を満たすために、）勤務地国の居住者

                                                   
47 OECDモデル租税条約 5条（恒久的施設） 

3項 建築工事現場又は建設若しくは据付けの工事については、これらの工事現場又は工事が 12か月を超える期

間存続する場合には、恒久的施設を構成するものとする。 
48 OECDモデル租税条約 15条（給与所得） 

2項 1の規定にかかわらず、一方の締約国の居住者が他方の締約国内において行う勤務について取得する報酬に

対しては、次の a)から c)までに掲げる要件を満たす場合には、当該一方の締約国においてのみ課税を課すること

ができる。 

X社 

株式保有 

配当 

【A国】 
【B国】 

A国と租税条約あり 

Z社 

【C国】 

A国と租税条約なし 

B国と租税条約あり 

Y社 

X社の株式を 

譲渡 配当 

株式保有 

株
式
保
有 

【導管取引防止規定のイメージ図】 

【出典：平成 27年 10月 23日税制調査会配布資料等をもとに TMI総合法律事務所で作成】 
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でない仲介者との雇用形態とし、同仲介者から報酬を得ることにより、OECD モデル租

税条約 15条 2項の短期滞在者免税の特典を不当に得るという濫用の手法がある。この

ような濫用の手法に対しては、すでに OECD モデル租税条約 15 条のコメンタリー8.1

項-8.28 項（特に 8.3 項）で規定されている対抗措置により対応可能であると考えら

れる。 

（ウ）配当の性質を回避することを意図した取引 

国内法で配当と取り扱われる所得について、源泉地国での課税を免れるため、租税

条約上免税である所得（例えば、キャピタルゲイン）へ性質を変更する濫用の手法が

ある。このような濫用の手法に対しては、ハイブリッド・ミスマッチ取極めの一部と

しても検討され、国内法における所得分類を租税条約上でも適用できるよう配当等の

定義を改訂して対抗することが議論されたが、当該改訂では全ての濫用的な手法に対

応できないため、さらに議論が必要であるとの結論に至った。 

（エ）配当の移転取引 

例えば、ある法人の株式その他の持分割合が 25％未満の場合に、OECDモデル租税条

約 10条 2項 49の軽減税率適用のために、配当の支払の直前に持分を増加させるような

濫用の手法がある。このような濫用の手法に対しては、租税条約の特典を享受するた

めには、配当の支払日以前の 365 日の保有を要件とするように、最低持株保有期間を

要件に追加することにより対抗する。 

（オ）OECD モデル租税条約 13条 4項 50の適用を回避する取引 

不動産化体株式（法人の有する資産の価値の 50％超が当該法人の所在する国内に存

在する不動産により直接又は間接に構成される法人の株式）の譲渡所得に対する源泉

地国課税を免れるために、株式を発行しないパートナーシップや信託を通じて不動産

化体株式を取得することや、50％超要件を満たさないように同株式の譲渡直前に不動

産の一部を寄付するような濫用の手法がある。このような濫用の手法に対しては、株

式以外のパートナーシップ等の持分も不動産化体株式での課税の対象とすることや、

50％超要件の判定を株式譲渡時点でなく譲渡前 365 日間で判定する規定を追加して対

                                                                                                                                                               
a) （省略） 

b) 報酬が当該他方の締約国の居住者でない雇用者又はこれに代わる者から支払われるものであること。 

c) （省略） 
49 OECDモデル租税条約 10条（配当） 

2項 一方の締約国の居住者である法人が支払う配当に対しては、当該一方の締約国においても、当該一方の締約

国の法令に従って租税を課することができる。その租税の額は、当該配当の受益者が他方の締約国の居住者であ

る場合には、次の額を超えないものとする。a) 当該配当の受益者が、当該配当を支払う法人の発行済株式の 25％

以上を直接に所有する法人（パートナーシップを除く。）である場合には、当該配当の額の 5％ 

b) その他の全ての場合には、当該配当の額の 15％ 

両締約国の権限のある当局は、合意により、これらの制限の実施方法を決定する。この 2 の規定は、当該配

当を支払う法人のその配当に充てられる利得に対する課税に影響を及ぼすものではない。 
50 OECDモデル租税条項 13条（譲渡収益） 

4項 一方の締約国の居住者が株式の譲渡によって取得する収益に対しては、その価値の 50％超が不動産であっ

て他方の締約国内に存在するものにより直接又は間接に構成される場合に限り、当該他方の締約国において租税

を課することができる。 
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抗する。 

（カ）個人以外の双方居住者による不当な特典享受 

両国で居住者とされる個人以外の双方居住者については、OECDモデル租税条約 4条

3項 51により、実質的な管理の場所によりいずれの国の居住者かを決定することとされ

ているが、同条項の「事業の実質的管理の場所」を意図的に税務上有利な国に設定す

ることなどにより、このルールが租税回避に利用されるケースが多い。そのため、OECD

モデル租税条約 4 条 3 項を修正し、両締約国の権限ある当局の合意により個別的に判

定する方式に変更し、係る濫用を防止する。 

（キ）第三国に設立された恒久的施設（PE）を利用した濫用の手法 

配当、利子、使用料に対して優遇的な取扱いを提供する第三国に PE を設立し、同

PEに株式、貸付け、権利又は財産を移転させることにより租税回避を図ることがある。

このような手法に対しては、PEの所在する国での配当所得等に対する課税が本店所在

地国における課税の 60％に満たない場合には租税条約の特典を受けられない、という

個別の濫用防止規定を設けることにより対応する。 

 

（２）租税条約の特典を利用して国内税法の規定を回避する場合 

租税条約の濫用防止は、行動計画 2、3、4、8－10での多くの取引でも問題となる。また、

租税条約の特典を制限することにより、国内法上の租税回避防止措置の適用を妨げないこ

とが確認された。さらに、租税条約と国内法の適用関係を租税条約上明らかにするため、

セービング条項（条約の規定が両締約国によるそれぞれの居住者に対する課税に影響を及

ぼさないことを確認する規定）と同様の条項を、OECD モデル租税条約に導入することが勧

告された。 

各国の国内法上の租税回避防止措置の 1 つとされている出国税については、租税条約の

濫用防止措置と矛盾するものではなく、租税条約の濫用防止措置は、出国税等の適用を妨

げるものではないとされている。 

 

３ 二重非課税を生み出すために租税条約が利用されていることは意図されていないことの明

確化（BEPS最終報告書 Section B）。 

租税条約のタイトル・前文に、租税条約は、租税回避や脱税（トリーティーショッピング

を含む）を通じた二重非課税又は税負担軽減の機会を創出することを意図したものでないこ

とを明記することが勧告された。 

 

４ 租税条約締結前に検討すべき租税政策の考慮事項（BEPS最終報告書 Section C）。 

OECD モデル租税条約の序論の 15 項の後に、租税条約締結前に検討すべき租税政策の考慮

                                                   
51 OECDモデル租税条約 4条（居住者） 

3項 1の規定により双方の締約国の居住者に該当する者で個人以外のものについては、その者の事業の実質的管

理の場所が所在する締約国の居住者とみなす。 
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事項についての規定を設けることが勧告された。 

租税条約締結前に検討すべき租税政策の考慮事項としては、①両国の税制の相互作用によ

り生じる二重課税リスク、②双方の居住者を取り巻く現実に存在する二重課税リスク、③源

泉地国での高い源泉徴収税による行き過ぎた課税リスク、④無差別条項等の二国間の経済発

展に資する租税条約の規定、⑤情報交換等の行政上の援助措置を実行する意思と能力等が挙

げられた。 

また、特別税制レジームを OECD モデル租税条約に規定することが提案されている。特別税

制レジームとは、所得又は収益に対し税率又は課税ベースの軽減を通じて優遇的な実効税率

を提供するあらゆる法令、規則、行政措置を意味する。特別税制レジームの適用を受ける場

合、利子（OECD モデル租税条約 11 条）、使用料（同 12 条）、その他所得（同 21 条）につい

ては源泉地国の国内法に基づき課税することとされる。また、租税条約の署名後に、一方の

締約国がその居住者の国外源泉所得を実質的に全て免税とする場合には、その者に対する支

払については、OECDモデル租税条約 10条（配当）、11条（利子）、12条（使用料）、21条（そ

の他所得）の規定は失効する。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

行動計画 6で勧告された租税条約上の濫用防止措置については、行動計画 15で言及されて

いる多国間協定に含められる予定であり、多国間協定に含められることにより、二国間での

租税条約における修正が多国間協定により一括して行われることになる。 

また、OECDでは、租税条約の濫用防止措置についてのミニマム・スタンダードの実施状況

をモニタリングすることになる。  

 

２ 日本の対応 

日本は、租税条約の濫用防止措置については、締結済の租税条約で取り込んでおり 52、ま

た、必要な国内法も整備されている。今後は、行動計画 15の多数国間協定交渉への参加を含

め、租税条約の濫用防止に係る租税条約の規定の拡充を図ることになる 53。  

 

 

                                                   
52 例えば、2016年 1月 22日に締結された日本チリ租税条約 22条 1項では、主要目的テストを導入し、条約の特

典を受けることが取引等の主要な目的の一つであったと認められる場合には条約の特典を与えないことを規定し

ている。  

日本チリ租税条約 22条（減免の制限） 

1項 この条約の他の規定にかかわらず、全ての関連する事実及び状況を考慮して、この条約の特典を受けること

が当該特典を直接又は間接に得ることとなる仕組み又は取引の主たる目的の一つであったと判断することが妥

当である場合には、当該特典を与えることがこの条約の関連する規定の目的に適合することが立証されるとき

を除き、その所得については、当該特典は、与えられない。 
53 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai3.pdf 
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３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 
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第７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 
 

I 行動計画策定の背景及び概要 

OECDモデル租税条約は、5条において恒久的施設（Permanent Establishment：PE）に係る規

定を設け、PE の定義（1 項）、PE の例示（2 項、3 項）、PE 認定の除外（4 項）、代理人 PE と独

立代理人（5項、6項）、支配関係と PE（7項）について規定している。 

近年、コミッショネア・アレンジメントのように、外国法人が PEを有することなく他国で自

らの商品を販売することがある。また、アマゾンに代表されるように、他国に物品を販売する

巨大な倉庫を設けるものの、準備的・補助的性質を有するとして PEに該当しない場合が問題視

されている。 

本行動計画では、このような問題に対処するために、OECD モデル租税条約 5条の規定の改正

を中心として、PE 認定の人為的回避の防止を取り扱っている。具体的には、5 条 5 項及び 6 項

を改正し（代理人 PE の改正）、コミッショネア・アレンジメントについても PEとして認定する

こととした。また、5条 4項を改正し、列挙された活動に該当するだけでなく、「準備的・補助

的活動」性質を有する場合に限り PE から除外されることとした。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

2013年 2月の OECDの「Addressing Base Erosion and Profit Shifting」54（BEPS レポート）

では、PEの概念は、実質的かつ物理的な存在だけでなく、非居住者が従属代理人を通じて事業

を行う状況であると言われてきた。今日では、課税対象を有さずにインターネットを介して顧

客のいる国で事業をすることなどにより、他国で重要な経済活動に従事することが可能である。

特に、取引から生じる収益がどこでも課税されない場合に、現行のルールは事業所得に対する

課税権を適正に配分しているか否かが問題となる。 

2013 年 7月、OECDは「BEPS Action Plan」55を公表した。そこでは、租税回避を防止するた

めに PE の定義をアップデートすることが必要であることが指摘された。また、多国籍企業が、

グループ企業間で事業を分割することにより PE認定を回避しているおそれが指摘された。 

2014年 10月 31 日、OECDは行動計画 7に係るディスカッションドラフト 56を公表し、パブリ

ック・コメント及びパブリックコンサルテーションを経て、2015 年 5 月 15 日に改訂版ディス

カッションドラフト 57を公表した。2015年 10月 5日、OECD は行動計画 7に係る BEPS 最終報告

書を公表した。改訂版ディスカッションドラフトと BEPS 最終報告書とでは、PE 認定の人為的

回避への対処について立場に変更はないが、BEPS最終報告書では、OECD モデル租税条約 5条 4

項から 6項の改正の文言が改良された。 

 

                                                   
54 http://www.oecd.org/tax/addressing-base-erosion-and-profit-shifting-9789264192744-en.htm 
55 http://www.oecd.org/ctp/BEPSActionPlan.pdf 
56 http://www.oecd.org/tax/treaties/action-7-pe-status-public-discussion-draft.pdf 
57 http://www.oecd.org/tax/treaties/revised-discussion-draft-beps-action-7-pe-status.pdf 
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III BEPS最終報告書の内容 

１ 概要 

コミッショネア・アレンジメントのように、自己の名義で所有者である外国法人のために

商品を販売することにより、外国法人が PEを有することなく他国で自らの商品を販売するこ

とができる。このような手法には BEPS の懸念があることから、OECD モデル租税条約 5 条 5

項及び 6項の改正が勧告された。 

また、OECD モデル租税条約 5 条 4 項において PE の例外が規定されているが、BEPS に利用

されているとの懸念がある。そのため、列挙された活動であっても、準備的・補助的な性質

を有する場合にのみ PE認定から除外されるように改正することが勧告された。 

 

２ コミッショネア・アレンジメント及び類似の手法による PE認定の人為的回避（Chapter A） 

（１）コミッショネア・アレンジメント 

コミッショネア・アレンジメントとは、ある者が、自己の名義で、所有者である外国法

人のために商品を販売する取極めである。このような取極めにより、外国法人は、PEを有

することなく、他国で自らの商品を販売することができる。ある者は、販売はするが商品

を所有していないため、販売に係る収益については課税されず、サービスの対価（通常は

手数料）についてのみ課税されることになる。 

具体的には以下のような取極めが問題となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

X社 

【Y国】 Y社 

医療品の販売 

【X国】 

顧客・病院 
医療品の販売 

【当初】 
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当初、医療品の販売を行う X社（X国所在）は、グループ会社である Y社（Y国所在）に

医療品を販売し、Y社が顧客及び病院に医療品を販売してきた。X社グループでは、コミッ

ショネアへの変更をし、Y社は、Y社の名義で販売するものの、X社の勘定とリスクで顧客

及び病院に医療品を販売することにした。このようにコミッショネアへ取引が変更される

ことにより、Y国での Y社の課税所得は実質的に減少することになる。 

同様の手法により、OECDモデル租税条約 5条 5項の適用を回避する事例がある。例えば、

ある国で実質的な契約交渉がなされるが、当該国では契約締結されず、最終的に海外で判

断され承認される場合である。又は、外国企業と密接な関連性があり、外国企業のために

活動しているとしても、反復して契約締結権限を行使して「独立代理人」となり、OECDモ

デル租税条約5条6項の例外規定が適用されることにより、PE認定を回避することもある。 

仲介者がある国で活動し、その結果として、外国企業が通常の契約を締結することを意

図している場合には、仲介者が独立したビジネスの流れで活動しているのでない限り、当

該企業は課税されるのに十分なネクサスを有すると考えられるべきである。以下の OECDモ

デル租税条約 5 条 5 項及び 5 条 6 項の改正は、コミッショネア・アレンジメント及び類似

の手法に対処するためのものである。 

 

（２）OECDモデル租税条約 5条 5項及び 5条 6項の改正（代理人 PEの改正） 

BEPS最終報告書は、OECDモデル租税条約 5条 5項及び 5条 6項を以下のとおり修正する

ことを勧告している。 

 

※ イタリックの太字部分が追加された箇所であり、取消線が付された箇所が削除された

箇所である。 

------------------------------------------------------------- 

X社 

【Y国】 

Y社 

医療品の販売 

【X国】 

顧客・病院 
医療品の販売 

固定資産、株
式、顧客層 

Y社の名義での販売 

X社の勘定・リスク 

【コミッショネアへの変更】 
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5項 1項及び 2項の規定にかかわらず、また 6項の規定が適用される場合を除くほか、一

方の締約国において企業に代わって行動する者（6 項の規定が適用される独立の地位を

有する代理人を除く。）が、一方の締約国内で、当該企業の名において契約を締結する権

限を有し、かつ、この権限を反復して行使する場合には、反復して契約を締結し、又は、

当該企業により重要な修正がなく規定通りに締結されるような契約について契約締結に

つながる主要な役割を反復して果たす場合であって、当該契約が 

a) 当該企業の名義であり、又は、 

b) 当該企業の所有する資産又は使用権の移転、使用権の許諾を目的としている 

c) 当該企業による役務提供を目的としている 

場合には、当該企業は、その者が当該企業のために行うすべての活動について、当該一

方の締約国内に恒久的施設を有するものとされる。ただし、その者の活動が 4 項に掲げ

る活動（事業を行う一定の場所で行われたとしても、4 項の規定により当該一定の場所

が恒久的施設とされない活動）のみである場合は、この限りでない。 

6 項 企業は、通常の方法でその業務を行う仲立人、問屋その他の独立の地位を有する代

理人を通じて一方の締約国内で事業を行っているという理由のみでは、当該一方の締約

国内に恒久的施設を有するものとはされない。 

a) 一方の締約国において他方の締約国の企業に代わって行動する者が、独立代理人

として一方の締約国において事業を行い、通常の方法でその業務を行う場合には、5

項は適用しないものとする。しかしながら、その者が独占的に又は概ね独占的に、

密接に関連する一又は複数の企業に代わって行動している場合には、当該企業につ

いては本項の意味において、独立代理人とはみなされないものとする。 

b) 本条の解釈のために、関連する事実と状況の全てを考慮し、一方が他方を支配す

る場合、又は、両者が同一の者若しくは企業に支配されている場合には、ある者は、

ある企業と密接な関係を有するものとする。一方が、直接又は間接に、他者の受益

権の 50％超（若しくは、50％超の議決権及び企業の株式価値、または、受益資本利

益）を保有する場合、又は、他方が、直接又は間接に、一方の者又は企業の受益権

の 50％超（若しくは、50％超の議決権及び企業の株式価値、又は、受益資本利益）

を保有する場合には、ある者はある企業と密接な関連を有するものとみなされる。 

------------------------------------------------------------- 

 

 

３ OECD モデル租税条約 5条 4項（PEの例外）の改正（Chapter B） 

（１）OECDモデル租税条約 5条 4項の改正（PEの例外の改正） 

OECDモデル租税条約 5条 4項は、PEが認められない除外（「特定の活動の除外」）のリス

トを規定し、特定の活動のみを行う事業の場所には、PEはないものとされる。 

しかしながら、BEPSのおそれが生じる場合があることに留意しなければならない。その
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ため、OECDモデル租税条約 5条 4項を以下のように改正し、個々の活動、又は事業を行う

一定の場所の全般的な活動について「準備的・補助的」性質を有する場合に限り PEから除

外することとした。 

 

※ イタリックの太字部分が追加された箇所であり、取消線が付された箇所が削除された

箇所である。 

------------------------------------------------------------- 

 

4 項 1 から 3 までの規定にかかわらず、次の活動を行う場合は、「恒久的施設」に当たらな

いものとする。 

a) 企業に属する物品又は商品の保管、展示又は引渡しのためにのみ施設を使用すること。 

b) 企業に属する物品又は商品の在庫を保管、展示又は引渡しのためにのみ保有すること。 

c) 企業に属する物品又は商品の在庫を他の企業による加工のためにのみ保有すること。 

d) 企業のために物品若しくは商品を購入し、又は情報を収集することのみを目的として、

事業を行う一定の場所を保有すること。 

e) 企業のためにその他の準備的又は補助的な性格の活動を行うことのみを目的として、

事業を行う一定の場所を保有すること。 

f) a)から e)までに掲げる活動を組み合わせた活動を行うことのみを目的として、事業

を行う一定の場所を保有すること。ただし、当該一定の場所におけるこのような組合

せによる活動の全体が準備的又は補助的な性格のものである場合に限る。 

ただし、事業を行う一定の場所におけるこれらの活動（（f）の場合には、これらの活動

の全体）が準備的又は補助的な性質のものである場合に限る。 

------------------------------------------------------------- 

 

なお、いくつかの国々は、OECDモデル租税条約 5条 4項に規定された活動はそもそも準

備的・補助的なものであると考えている。これらの国々は、OECDモデル租税条約 5条 4項

の改正代替案として、OECD モデル租税条約 5条 4項 e)を「e) 企業のために a)から d)に列

挙されていないその他の準備的又は補助的な性格の活動を行うことのみを目的として、事

業を行う一定の場所を保有すること。」と改正することが認められている。 

 

（２）密接に関連する関連者間でのビジネス活動の細分化 

現行の OECD モデル租税条約 5 条 4 項では、事業を行う一定の場所での活動を細分化し、

それぞれ恒久的施設と認定されないようにすることができるため、同一の企業が異なる場

所で活動する場合だけでなく、密接に関連する企業が異なる場所又は同一の場所で活動す

る場合にも対処する必要がある。 

これらに対処するために以下のような、細分化防止のルールを 5 条に追加することが勧
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告されている。 

 

------------------------------------------------------------- 

4.1 項 同一又は密接に関連する企業が、同一の締約国内の同一の場所又は異なる場所に

おいて事業を行う場合には、OECD モデル租税条約 5条 4項の規定は、使用又は保有さ

れている事業を行う一定の場所には適用されないものとし、 

a) 本条の規定において、当該企業又は当該密接に関連する企業に対し、当該場所

又はその他の場所は恒久的施設を構成する。 

b) 同一の場所での二つの企業、又は、二つの場所での同一又は密接に関連する企

業によって遂行される活動の組合せからなる活動全体は、準備的又は補助的性質

を有しないものとする。 

ただし、同一の場所での二つの企業、又は、二つの場所での同一又は密接に関連す

る企業によって遂行されるビジネス活動は、密着した事業運営の一部であり補完機能

を有する。 

------------------------------------------------------------- 

 

４ PE 認定の人為的回避のためのその他の手法（Chapter C） 

（１）契約の分割 

OECD モデル租税条約 5 条 3 項は、「建築工事現場又は建設若しくは据付けの工事につい

ては、これらの工事現場又は工事が 12か月を超える期間存続する場合には、恒久的施設を

構成するものとする。」と規定している。この規定の適用を回避するために、契約を分割し

て 12か月より短い期間とし、関連会社に建設作業を行わせることが考えられる。 

このような PE認定の回避に対しては、行動計画 6で導入が勧告されている主要目的テス

ト（Principal Purpose Test）により対処することが考えられ、また、OECDモデル租税条

約のコメンタリーに設例が追加されることになった。 

 

（２）PEを有さずに保険を販売する手法 

独占的な代理人が巨大なネットワークを利用して国外に保険を販売する手法に対して

BEPSのおそれが指摘された。しかしながら、PEルールにより対処することは保険と他のビ

ジネスと区別することになり適切ではないと考えられたため、BEPS の懸念は OECD モデル

租税条約 5条 5項、6項のより全般的な変更によって対処すべきであることとされた。 

 

５ PE への利益の帰属及び移転価格のアクション・ポイントとの関係 

PE への利益の帰属についての追加のガイダンスが必要とされ、2016年末までに追加のガイ

ダンスが公表される予定である。 
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IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

OECD では、OECD モデル租税条約 5 条 4 項、5 項、6 項の改正を二国間租税条約に取り込む

ために、多数国間協定を締結することになる（行動計画 15 参照）また、OECD は、2016 年末

までに、PEへの利益の帰属についての追加のガイダンスを公表する予定である。 

 

２ 日本の対応 

日本が既に締結している租税条約においては、在庫保有代理人（外国法人のために顧客の

通常の要求に応ずる程度の数量の資産を保管し、かつ、その資産を顧客の要求に応じて支払

うもの）は PEに含まれないとするものが多い 58。 

OECD モデル租税条約 5 条 4 項、5 項、6 項の改正の勧告に対応し、今後締結する租税条約

を勧告に従った規定とすることが検討される。また、既存の租税条約との関連では、多数国

間協定交渉への参加を含め、BEPS 対抗措置を含む租税条約を拡充することなどが検討され

る 59。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

 

                                                   
58 川田剛「国際税務入門Q&A 租税条約」（税務経理協会、2008）90頁、99頁～100頁。但し、例えば、日本パキス

タン租税条約5条5項(b)は、在庫保有代理人をPEとして定めている。

（https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/press_release/sy200123a.pdf）。 
59 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 33頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai7.pdf 
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第８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

 

I 行動計画の概要及び背景 

行動計画 8、9 及び 10 は、いずれも移転価格の結果と価値創造の整合性の確保を目的として

いる。各行動計画の概要及び背景は以下のとおりである。 

 

１ 行動計画８の概要及び背景 

無形資産の譲渡は、比較可能な独立企業間取引が存在しないことが多く、適正な移転価格

の算定が困難であることから、無形資産を用いた BEPS に適切に対応する必要がある。行動計

画 8 は、①広く明確に記述された無形資産の定義の採用、②無形資産の移転及び使用に関連

する利益が価値の創造にしたがって適切に分配されることの確保、③評価困難な無形資産の

移転についての移転価格算定方法又は特別措置の開発並びに④費用分担契約(CCA)について

の指針の改正等を目指している。 

 

２ 行動計画９の概要及び背景 

行動計画 9では、関連者間のリスクの移転又は資本の過剰な配分による BEPSを防止するル

ールを策定することが提言されている。行動計画 9 は、事業体が契約上リスクを引き受けて

いる又は資金を提供しているというだけで、当該事業体に不適切なリターンが帰属すること

のないよう、移転価格算定方法又は特別措置を採用することを目指している。 

 

３ 行動計画１０の概要及び背景 

行動計画 10 では、非関連者間では発生しない又は非常に稀にしか発生しないような取引を

通じて発生する BEPSを防止するルールを策定することが提言されている。行動計画 10では、

取引を再構築できる状況の明確化、グローバル・バリューチェーンにおける移転価格算定手

法の明確化、並びに管理報酬及び本社費用の支払といった一般的な方法での税源浸食への対

応のための移転価格算定方法又は特別措置の採用を目指している。 

 

II BEPS 最終報告書の完成にまで至る経緯 

１ 行動計画８について 

（１）行動計画策定までの経緯 60 

ア  2010年 7月「OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and 

Tax Administrations 2010 (OECD 移転価格ガイドライン-多国籍企業と税務当局のため

の移転価格算定に関する指針)」61の公表 

2010 年版 OECD 移転価格ガイドライン第 6 章においては、無形資産について 3 つの論

                                                   
60 EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業への影響に関する調査」77頁参照 
61http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/oecd-transfer-pricing-guidelines-for-multinational-enterprise

s-and-tax-administrations-2010_tpg-2010-en 
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点が挙げられた上、検討された。すなわち、「B 商業上の無形資産」では無形資産に含ま

れる権利の内容について、「C 無形資産に係る独立企業原則の適用」では無形資産に対す

る独立企業原則の適用について、「D 商標あるいは商号を有しない企業が行うマーケティ

ング活動」ではマーケティング活動に関連する無形資産について、それぞれ議論された。 

しかしながら、ここで公表された無形資産の範囲においては、無形資産に含まれる権

利が列挙されているにとどまり、産業界等から無形資産の定義を明確にするよう意見が

述べられていた。 

 

イ 2012 年 6 月「Discussion Draft: Revision of the Special Considerations for 

Intangibles in Chapter VI of the OECD Transfer Pricing Guidelines and Related 

provisions（OECD 移転価格ガイドライン第 6章（無形資産に対する特別の配慮）及びそ

の関連条項の改訂に関するディスカッションドラフト）」62の公表 

前述の定義の明確化に関する要望を踏まえ、OECD第 6作業部会は、2011 年に Transfer 

pricing and intangibles: Scope of the OECD Projectを立ち上げ、無形資産の定義や

評価に関する論点を議論した上、このディスカッションドラフトを公表してパブリッ

ク・コメントを募集した。 

 

ウ 2013年 7月「Revised Discussion Draft on Transfer Pricing Aspects of Intangibles

（無形資産の移転価格に関する改訂版ディスカッションドラフト）」の公表 

この改訂版ディスカッションドラフトでは、前述イのディスカッションドラフトに対

するパブリック・コメントを踏まえた上、無形資産の定義の変更や比較可能性分析に関

する補足指針の提示が行われている。 

 

（２）行動計画８策定以後の経緯 

ア 2014年 9月 16日「Guidance on Transfer Pricing Aspects of Intangibles（無形資

産の移転価格の側面に関する指針）」63の公表 

本指針においては、その前半部分において OECD 移転価格ガイドライン第 1章の改定案

が示されており、ロケーション・セービング 64、集合労働力及び多国籍企業のグループ

シナジーの取扱いが示されている。また、その後半部分では OECD移転価格ガイドライン

第 6章の改定案が示されており、無形資産の定義等についての指針が示されている。 

 

イ 2014年 12月 19 日「BEPS Action 8,9 and 10:Discussion Draft on Revisions to Chapter 

                                                   
62 http://www.oecd.org/tax/transfer-pricing/50526258.pdf 
63 http://www.oecd-ilibrary.org/docserver/download/2314291e.pdf 
64 ロケーション・セービングとは、特定の市場における事業に起因するコストの節約を意味する。移転価格税制

においては、新興国での安価な労働力や事業用不動産の利用により、先進国で同様の事業を遂行する場合よりも

利益が増加する場合に、ロケーション・セービングの有無や金額、先進国と新興国のいずれにロケーション・セ

ービングを帰属させるべきか等が問題となる。 
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I of the Transfer Pricing Guidelines（including Risk, Recharacterisation and 

Special Measures）（BEPS 8,9 及び 10:OECD 移転価格ガイドライン第 1 章に対する改訂

に関するディスカッションドラフト（リスク、再構築及び特別措置を含む。））」の公表 

このディスカッションドラフトの第 1 部では、OECD 移転価格ガイドライン第 1 章

Section D の改訂案が示されており、第 2 部では、移転価格算定の結果を価値創造と一

致させるために採り得る特別措置の選択肢が 5つ 65示されている。 

 

ウ 2015年 4月 29日「BEPS Action 8: Revisions to Chapter VIII of the Transfer Pricing 

Guidelines on Cost Sharing Arrangements（行動計画 8：費用分担契約に関する OECD

移転価格ガイドライン第 8章の改訂）」66の公表 

この文書は、費用分担契約（CCA）に関する OECD 移転価格ガイドライン第 8 章を大き

く改訂することを提案しており、その内容としては、例えば、CCA への参加資格として

CCA におけるリスクをコントロールする能力と権限を新たに求め、また、各参加者の貢

献をコストではなく価値で測定すべきとするなどの点が挙げられる。 

 

エ 2015 年 6 月 4 日「BEPS Action 8: Hard to Value Intangibles（行動計画 8：評価困

難な無形資産）」67の公表 

この文書においては評価困難な無形資産（HTVI: Hard to Value Intangibles）に関し

て、納税者の価格決定が独立企業原則に合致するか否かの判断において、税務当局が情

報の非対称性によって困難に直面することを説明しており、特定の条件が満たされた場

合には税務当局を情報の非対称性による悪影響から保護すべきとしている。 

 

２ 行動計画９について 

（１）行動計画９策定までの経緯 68 

ア 2008 年 9 月「Discussion Draft on the Transfer Pricing Aspects of Business 

Restructurings（事業再編に係る移転価格の側面に関するディスカッションドラフト）」69

の公表 

多国籍企業の組織再編は、移転価格等に関する困難な問題を引き起こすことが知られ

ていながら、OECD 移転価格ガイドライン及び OECD モデル租税条約においては、十分な

対応がなされていない状況であった。この状況に対応するため、2005年に指針を策定す

                                                   
65 5つの選択肢とは、①価値の評価が困難な無形資産に関する価格調整措置、②多額の資本と資産を有する会社が

資産からの利益を別のグループ会社に依存している場合の措置、③過大資本による調整措置、④機能性の基準値

を策定する特別措置、及び⑤超過収益に係る適正な課税の確保である。 
66http://www.oecd.org/tax/transfer-pricing/discussion-draft-beps-action-8-cost-contribution-arrangeme

nts.pdf 
67http://www.oecd.org/ctp/transfer-pricing/discussion-draft-beps-action-8-hard-to-value-intangibles.p

df 
68 EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業への影響に関する調査」88頁参照 
69 http://www.oecd.org/tax/transfer-pricing/41346644.pdf 
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るためのプロジェクトが開始され、2008 年に事業再編に係る移転価格の側面に関する検

討結果としてこのディスカッションドラフトが公表され、併せてパブリック・コメント

が募集された。 

 

イ 2010年 7月「2010 Report on Attribution of Profits to Permanent Establishments

（PEへの所得の帰属に関する報告書（2010年版））」70の公表 

この報告書は、PEに関する独立企業原則の適用に関する指針として公表されたもので

あるが、同時に公表された 2010 年版 OECD モデル租税条約第 7 条にもこの報告書の内容

が反映されており、また、同条の解釈はこの報告書に含まれる指針に照らしてなされる

べきとしている。 

 

ウ 2010年 8月「OECD移転価格ガイドライン」の改訂 

パブリック・コメントを踏まえて前述アのディスカッションドラフトに修正が加えら

れ、OECD移転価格ガイドラインに新たな章（第 9章「事業再編に係る移転価格の側面」）

として追加された。 

 

（２）行動計画９策定以後の経緯 

2014年 12月 19 日「BEPS 8,9 and 10:Discussion Draft on Revisions to Chapter I of 

the Transfer Pricing Guidelines （including Risk, Recharacterisation and Special 

Measures）（BEPS 8,9 及び 10:OECD 移転価格ガイドライン第 1 章に対する改正に関するデ

ィスカッションドラフト（リスク、再構築及び特別措置を含む。））」 

このディスカッションドラフトの内容は前述１（２）イで説明したとおりである。 

 

３ 行動計画１０について 

（１）行動計画１０策定以前の経緯 71 

行動計画 10 に関連する問題は、以下の各書類において論じられていた。各書類の内容は

前述２（１）で述べたとおりである。 

ア 2008 年 9 月「Discussion Draft on the Transfer Pricing Aspects of Business 

Restructurings（事業再編に係る移転価格の側面に関するディスカッションドラフト）」

の公表 

 

イ  2010年 8月「OECD移転価格ガイドライン」の改訂 

 

ウ 2010年 7月「2010 Report on Attribution of Profits to Permanent Establishments

                                                   
70 http://www.oecd.org/ctp/transfer-pricing/45689524.pdf 
71 EY税理士法人作成に係る 2014年 3月付け「BEPS対応への対応と我が国企業への影響に関する調査」92頁参照 
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（PEへの所得の帰属に関する報告書（2010年版））の公表 

 

（２）行動計画１０策定以後の経緯 

ア 2014年 11月 3日「BEPS Action 10: Proposed Modification to Chapter VII of the 

Transfer Pricing Guidelines Relating to the Low Value-Adding Intra-Group Services 

（行動計画 10：低付加価値グループ内役務提供に関する OECD 移転価格ガイドライン第 7

章の修正提案）」72の公表 

本修正提案においては、低付加価値グループ内役務提供についての簡略化された移転

価格の算定方法に関する指針が提案されている。かかる指針は低付加価値グループ内役

務提供及び本社費に関する請求額の適切さと、支払国の税源の保護の必要性とのバラン

スをとることを目的としている。 

 

イ 2014年 12月 16日「BEPS Action 10: Discussion Draft on the Transfer Pricing Aspects 

of Cross-border Commodity Transactions（国境を越えたコモディティ取引の移転価格

の側面に関するディスカッションドラフト）」73の公表 

コモディティに関する移転価格の問題は、コモディティに依存した国にとって重要な

問題であり、コモディティについて特定の一方的な移転価格算定方法を定めている国も

ある。本ディスカッションドラフトは、コモディティ取引について、価値創造に沿った

価格算定がなされ、その結果としてコモディティに依存した国の税源を保護することを

確保しようとしている。 

 

ウ 2014年 12月 16 日「BEPS Action 10: Discussion Draft on the Use of Profit Splits 

in the Context of Global Value Chain（行動計画 10：グローバル・バリューチェーン

における PS 法の使用に関するディスカッションドラフト）」74 

このディスカッションドラフトでは、価値創造と一致した移転価格の結果を算定する

ために片側検証の方法を適用することが困難であり、PS 法の適用が適切と考えられる 9

つのシナリオについて述べられている。 

 

エ 2014年 12月 19 日「BEPS 8,9 and 10:Discussion Draft on Revisions to Chapter I 

of the Transfer Pricing Guidelines （including Risk, Recharacterisation and Special 

Measures）（BEPS 8,9 及び 10:OECD 移転価格ガイドライン第 1 章に対する改正に関する

ディスカッションドラフト（リスク、再構築及び特別措置を含む。））」 

                                                   
72http://www.oecd.org/tax/transfer-pricing/discussion-draft-action-10-low-value-adding-intra-group-se

rvices.pdf 
73http://www.oecd.org/tax/transfer-pricing/discussion-draft-action-10-commodity-transactions.pdf 
74http://www.oecd.org/ctp/transfer-pricing/discussion-draft-action-10-profit-splits-global-value-chai

ns.pdf 
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このディスカッションドラフトの内容は前述１．（２）イで説明したとおりである。 

 

４ BEPS 最終報告書 

2015 年 10 月 5 日に、行動計画 8 から 10 までに関して 1 つにまとめた BEPS 最終報告書が

公表され、これは、以下の内容を含むものとなっている。 

① 独立企業原則の適用のための指針（OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section Dの改訂） 

② コモディティ取引（OECD移転価格ガイドライン第 2章への追加） 

③ PS法に関する指針 

④ 無形資産（OECD移転価格ガイドライン第 6章の改訂） 

⑤ 低付加価値グループ内役務提供（OECD移転価格ガイドライン第 7章の改訂） 

⑥ 費用分担取極め（OECD移転価格ガイドライン第 8章の改訂） 

 

III BEPS 最終報告書の内容 

１ 独立企業原則の適用のための指針（OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section D の改訂） 

（１）概要 

BEPS最終報告書では、OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section D（独立企業原則の適

用のための指針）の改訂が示されている。 

この改訂においては、実際の取引を正確に描写することの重要性が強調されている。契

約書の文言は、当事者の現実の行為を補強するものに過ぎず、取引は契約書の文言によっ

てのみ描写されるものではない。   

契約当事者によるリスクの引受けは取引の独立企業間価格に重要な影響を及ぼすもので

あり、移転価格の算定上リスクの引受けを行うためには、リスクをコントロールしている

必要があり、また、リスクを引き受ける財務能力も必要とされている。 

また、この指針は資本を提供するだけの関連者によって現実になされた貢献を正確に決

定することにも役立つ。すなわち、資本の提供者が超過リターンを生じさせ得る投資リス

クをコントロールしていない場合、かかる提供者はリスク・フリー・リターンを超える収

益を期待できない。そのため、いわゆるキャッシュ・ボックス（単に資金のみを提供して

いる実体のない関連会社）には、リスクに対するリターン（超過リターン）は配分されず、

単なる契約上のリスク配分では利益は移転しないとされる。 

この改訂は、価格が、現実に引き受けられたリスクを含む当事者の現実の貢献を考慮し

て決定されるように、関連者間での現実の取極めの決定を徹底することによって、また、

商業上意味のない取引を否認することを認めることによって、資本に対する不適切なリタ

ーン及びリスク配分の誤りを防止することへの要求に応じるものである。 

 

（２）OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section Dの改訂の概要 

BEPS最終報告書では、OECD 移転価格ガイドライン第 1章 Section Dを改訂することが勧
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告されている。改訂の概要は以下のとおりである。 

 

（以下、改訂の概要） 

---------------------------------------------------------------------- 

D.1. 商業上及び資金上の関係の特定 

比較可能性分析は、独立企業原則の適用において中心的な作業であり、かかる分析に

は 2 つの重要な側面がある。1 つは関連者間取引を正確に描写するために、関連者間に

おける商業上又は資金上の関係並びにかかる関係の条件及び経済的状況を理解するとい

う側面である。もう 1 つは、正確に描写された関連者間取引の条件及び経済的状況を独

立企業間での比較対象取引のものと比較するという側面である（パラグラフ 1.33）。 

    実際の取引を正確に描写するために、関連者間の商業上又は資金上の関係において 5

つの経済的特徴又は比較要素（契約条件、機能分析、資産又はサービスの特徴、経済状

況及び事業戦略）を把握しなければならない（パラグラフ 1.36）。 

 

D.1.1. 契約条件 

関連者間において契約書を用いて取引がなされる場合、かかる契約書上の合意は、

関連者間の取引を描写し、また、取引から生じる責任、リスク及び予測成果を契約締

結時点でどのように配分する意図であったかを描写するための出発点を提供する（パ

ラグラフ 1.42）。 

しかしながら、契約書のみでは、移転価格分析を実施するために必要な全ての情報

は網羅されておらず、また、関連する契約条件について十分に詳細な情報も不足して

いることが多い。したがって、追加情報が必要であり、D.1.2 から D.1.5までで述べる

4 つの経済的に関連のある特徴から判明する商業上又は資金上の関係を考慮しなけれ

ばならない（パラグラフ 1.43）。 

経済的に関連する取引の特徴が関連者間での契約書に合致しない場合、移転価格を

算定する上では、当事者の行動に反映された取引の特徴に沿って、実際の取引を描写

しなければならない（パラグラフ 1.45）。 

また、当事者の現実の行動が実質的に契約書の条件に合致しているかなどの検討に

おいて、関連者間の商業上又は資金上の関係を考慮することが重要である。なぜなら、

独立当事者間では利益が相反するため、①契約条件は両当事者の利益を反映して決定

され、②両当事者は他方当事者が契約条件を遵守することを求め、また③両当事者の

利益に沿う場合にのみ、契約条件は無視又は修正されるが、関連者間ではそのような

利益相反は存在しないからである（パラグラフ 1.46）。 

 

D.1.2. 機能分析 

    独立企業間の取引における対価は、通常各企業の果たす機能を反映している。した
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ステップ１ 経済的に重要なリスクの特定 

経済的に重要なリスクを特定する必要がある。リスクの定義は種々あるが、移

転価格算定の文脈においては、「ビジネスの目的に影響する不確実性」と定義する

のが適切である。リスクの重要性は、そのリスクから生じる利益又は損失の発生

の可能性及び大きさによる。（パラグラフ 1.71） 

また、リスクの分類方法も多種あるが、移転価格算定上は、リスクを不確実性

の源泉に応じて分類することになる。 

 

ステップ２ 契約上のリスク引受け 

事前に契約においてリスクが引き受けられているということは、具体的にリス

クが発生する前にリスクを引き受けたということの 1 つの証拠となる。しかしな

がら、契約上合意された価格設定に関する取決めのみで、どの当事者がリスクを

引き受けているかを決定することはできない（パラグラフ 1.81）。 

 

ステップ３ リスクに関する機能分析 

ステップ３では、取引の当事者である関連者がリスクに関して果たす機能の分

析がなされる。この分析により、どの企業が、①リスクのコントロール機能及び

リスク低減機能を果たしているか、②リスクから生じる結果に直面しているか及

び③リスクを引き受ける財務的能力を有しているかについての情報が得られる

（パラグラフ 1.82）。 

 

ステップ４ ステップ１から３の解釈 

ステップ１からステップ３により、関連者間におけるリスクの引受け及び管理

についての情報が得られる。次に、これらの情報を解釈し、契約上のリスクの引

受けが当事者の行動等と一致しているかを決定することになる。そのために、①

関連者が契約条件に従っているか、及び、②リスクを引き受ける当事者がリスク

をコントロールし、リスクを引き受ける財務能力を有しているかを分析すること

になる（パラグラフ 1.86）。 

契約上リスクを引き受ける関連者が、リスクをコントロールし、リスクを負担

する財務能力を有している場合、後述のステップ６に進んでよい。そうでない場

合には、ステップ５の分析を行う必要がある（パラグラフ 1.87、1.96）。 

 

ステップ５ リスクの配分 

契約上リスクを引き受ける関連者がリスクのコントロールを行わない、又はリ
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スクを負担する財務能力を有していない場合、リスクをコントロールし、リスク

を負担する財務能力を有している当事者にリスクを配分することとなる（パラグ

ラフ 1.98）。 

 

ステップ６ リスク配分の結果を考慮した取引の価格決定 

正確に描写された取引は、リスク引受けの結果及びリスク管理に対する報酬を

考慮に入れた上で、価格が決定されるべきである。リスクを引き受けた場合には

適切な予測収益を受け取るべきであるし、リスクの低減に対しても適切な報酬が

与えられるべきである（パラグラフ 1.100）。 

     

       なお、ここでリスクの管理とは、商業的活動に関連するリスクの評価及びこれに

対応する機能をいい、次の 3要素からなる（パラグラフ 1.61）。 

① リスクを負担する機会に関して意思決定を行う能力、その意思決定を実際に

行うこと 

② 当該機会に関連したリスクに対応するか否か及びどのように対応するかの意

思決定を行う能力、その意思決定を実際に行うこと 

③ リスクの結果に影響する手段を利用し、リスクを緩和する能力、そのリスク

緩和を実際に行うこと 

 

  リスクの引受けは、リスクの管理と同義ではない。リスクの引受けは、リスクが

現実化した場合に、リスクを引き受けた者が、リスクから生じる利益及び不利益を

引き受け、財務上及びその他の結果を引き受けることになるものをいう（パラグラ

フ 1.63）。 

  リスクを引き受けるための財務能力とは、リスクを引き受け又はリスクに賭ける

ための資金、リスク緩和機能への対価の支払の資金、及びリスクが現実化した場合

にリスクの結果を負担するための資金を入手する能力をいう（パラグラフ 1.64）。 

  また、リスクのコントロールとは、リスクの管理の①及び②の要素を含むもので

ある（パラグラフ 1.65）。 

ちなみに、BEPS最終報告書では、資金提供を行うだけの会社について、リスクフ

リーの投資に対するリターンを超えたものを受け取ることはできないことが設例を

用いて説明されている（パラグラフ 1.103）。 

 

D.1.3. 資産又はサービスの特徴 

資産又はサービスの特徴の差異は、市場における価値の違いにつながることがある。

考慮すべき重要な特徴としては、有形資産の移転の場合には、資産の物理的特徴、品

質、信頼性、入手可能性及び供給量、サービスの提供の場合にはサービスの質及び程
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度、そして無形資産の場合には、取引の形式、資産の種類、保護の期間及び程度、並

びに資産の使用から得られる予測便益が挙げられる 75（パラグラフ 1.107）。 

移転価格の算定方法に応じて、この要素の重要性は異なってくる。独立価格比準法

（Comparable Unrelated Price Method、以下「CUP 法」という。）76においては、資産

又はサービスの比較可能性は最も厳格に要求される。すなわち、資産又はサービスの

特徴の重要な差異は全て価格に影響するため、適切な調整が必要となってくる。しか

し、再販売価格基準法（Resale Price Method、以下「RP法」という。）77及び原価基準

法（Cost Plus Method、以下「CP 法」という。）78の下においては、売上総利益率や原

価への上乗利益率に重要な影響を与えない特徴の差異もある。また、取引単位営業利

益法（以下、「TNMM 法」という。）79においても、同様に資産又はサービスの特徴の差異

は重要性が低いが、無視できるというわけではない（パラグラフ 1.108）。 

 

D.1.4. 経済状況 

同一の資産又はサービスに関する取引であっても、市場が異なれば独立企業間価格

が異なることがある。比較可能性を確保するためには、価格に重要な影響を与える市

場の違いを調整する必要がある。 

比較可能性の決定に関連する経済状況としては、地理的位置、市場の大きさ、市場

における競争の激しさ、買手及び売手の立場の強さ、代替品及び代替サービスの入手

可能性、特定の地域及び市場全体における需要及び供給の程度等が挙げられる（パラ

グラフ 1.110）。 

 

D.1.5. 事業戦略 

取引を描写し、比較可能性を検討する上で、事業戦略も検討する必要がある。事業

戦略は、技術革新、新製品の開発、多様化の程度、リスク回避、政治的変化の評価、

既存及び改正予定の労働法の検討等、取極めの期間、日常的にビジネスを行う上での

その他の要素を考慮していると思われる（パラグラフ 1.114）。 

事業戦略は、市場参入策も含みうる。市場への参入に際しては、製品の価格を、同

一の市場での比較対象製品の価格よりも低い価格に一時的に設定することがある。こ

のように将来の増益を期待して現在の利益の減少が生じる戦略において、意図された

                                                   
75 無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関わる比較可能性分析において重要となり得る無形資産の特徴に

ついては、OECD移転価格ガイドライン第 6章 Section D.2.1について論じた後述２（４）イを参照 
76 独立価格比準法とは、関連者間取引において移転された資産又は役務の独立企業間価格を、比較可能な状況下

で、比較可能な独立企業間取引において移転された資産又は役務の価格とする方法である。 
77 再販売価格基準法とは、関連者から購入した製品の独立企業間価格を、再販売者である関連者が独立企業に販

売する価格から適切な粗利益を控除した額とする方法である。 
78 原価基準法とは、関連者への資産又は役務の提供者である別の関連者が、非関連者に対してそれらを提供する

場合の原価に適正な利益を得るためのマークアップを加算した額を独立企業間価格とする方法である。 
79 取引単位営業利益法とは、取引から得られる営業利益の推移順に着目して取引に係る独立企業間価格を算定す

る方法である。 
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事業戦略が実際に遂行されないために将来の増益が実現しない場合には、移転価格の

調整がなされるべきであろう。納税者がこのような事業戦略を遂行しているか否かの

判断において最も重要なのは、当該事業戦略が予測可能な将来において利益を生み出

すと期待されるか、そして、独立した当事者が同様の経済状況及び競争条件のもとで

同じ期間利益を犠牲にするかどうかである（パラグラフ 1.116、1.117、1.118）。 

 

D.2. 実際に行われた取引の描写 

セクション D.1 によって、移転価格分析において、当事者間における商業上の又は資

金上の関係の実質を識別し、経済的に関連する特徴を分析することで実際の取引を正確

に描写することになる（パラグラフ 1.119）。 

なお、取引に関連してなされた取極めが、全体として、比較可能な状況において商業

的に合理的に行動する独立企業によって採用される取極めと異なり、それが故に、取引

の成立時点において両当事者のそれぞれの視点及びそれぞれに現実的に利用可能な選択

肢を考慮した上で、両当事者が受入れ可能な価格の決定を妨げている場合には、正確に

描写された取極めを否認することができる（パラグラフ 1.123）。 

 

D.3. 損失 

（現行のガイドライン 1.69から 1.72 と同様である） 

 

D.4. 政策の影響 

（現行のガイドライン 1.73から 1.77 と同様である） 

 

D.5. 関税評価額の使用 

（現行のガイドライン 1.78及び 1.79 と同様である） 

 

D.6. ロケーション・セービング及びその他のローカル市場の特徴 

  D.6.1. ロケーション・セービング 

ロケーション・セービング及びその他のローカル市場の特徴は、比較可能性分析に

よる（パラグラフ 1.139）。ロケーション・セービングは OECD 移転価格ガイドライン

第 9 章において事業再編の文脈で論じられているが、そこで述べられた原則は事業再

編以外の場合にも一般的に妥当する（パラグラフ 1.140）。 

顧客又はサプライヤーという多国籍企業グループの外部の者に移転していないロケ

ーション・セービングによる利益が存在し、ローカル市場において比較可能な事業体

及び取引が存在する場合、かかる比較対象は関連者間でのロケーション・セービング

の配分についてもっとも信頼性の高い指標となる（パラグラフ 1.142）。仮に、ローカ

ル市場において信頼できる比較対象が存在しない場合、関連者の果たした機能、引き
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受けたリスク及び使用した資産を含めた全ての関連する事実及び状況の分析に基づき、

関連者間でロケーション・セービングを配分することになる（パラグラフ 1.143）。 

 

D.6.2. その他のローカル市場の特徴 

（省略） 

 

D.7. 集合労働力 

ユニークな能力を有し又は経験を有する従業員のグループを有することで成功してい

る事業も存在する。そのような従業員グループの存在は、かかる従業員グループにより

提供されるサービスの独立企業間価格又は当該企業によるサービス提供若しくは商品生

産の効率性にも影響し得る。その場合、移転価格の比較可能性の分析においても考慮さ

れるべきである（パラグラフ 1.152）。 

事業再編の取引において、集合労働力が関連者間で移転した場合、受入企業が新たな

労働力を雇い、訓練する時間及び費用の節減につながることもある。その場合、移転価

格算定手法に応じて、節減された時間及び費用を比較可能性の調整に反映させるべきで

ある（パラグラフ 1.153）。 

なお、一般的には、多国籍企業グループ構成企業間で従業員の転籍又は出向があった

場合に、対価の支払が要求されるものではない。しかし、場合によっては、関連者間で

の価値あるノウハウ又はその他の無形資産の移転を伴う場合があり、その場合には OECD

移転価格ガイドライン第 6 章に従って分析する必要がある。また、集合労働力が移転し

ない場合であっても、受入企業が集合労働力へのアクセスを有することにより、移転さ

れた無形資産又はその他の資産の価値が高まる場合があるので、その場合も同様の分析

が必要となる（パラグラフ 1.154、1.155）。 

 

D.8. グループシナジー 

多国籍企業グループ及びその構成員である関連者は、同様の状況にある独立企業には

利用できないような、グループ構成企業間での相互作用又はシナジーから利益を享受す

ることがある。そのようなグループシナジーには、例えば、購買力の統合による強化、

規模の利益、統合されたコンピュータ及びコミュニケーションシステム、統合マネジメ

ント、重複の除去、借入能力の向上等が含まれる。なお、シナジーはプラスの場合のみ

ならず、マイナスとなることもある（パラグラフ 1.157）。 

関連者は、多国籍企業グループに所属しているという事実のみによって得られた偶発

的利益については、対価を支払う必要はない。他方、グループによる意図的な協調行動

によって、グループ構成員であることによるシナジー利益や負担が生じることがあり、

多国籍企業グループに重要かつ明確に識別可能な組織的優位性又は不利益を与えること

がある。そのような組織的優位性又は不利益の存否、シナジー利益又は負担の性質及び
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源泉、シナジー利益又は負担がグループによる意図的な協調行動によって生じたか否か

は、機能分析及び比較可能性分析によってのみ決定できる（パラグラフ 1.158）。 

意図的な協調行動によってグループシナジーが生じている場合、シナジー利益は一般

的にシナジーの創造に貢献した程度に応じてグループ構成企業間で分配されるべきであ

る（パラグラフ 1.162）。 

 

---------------------------------------------------------------------- 

（以上、改訂の概要） 

 

２ コモディティ取引（OECD 移転価格ガイドライン第 2章への追加） 

BEPS 最終報告書は、2010 年版 OECD 移転価格ガイドライン第 2 章パラグラフ 2.16 の後に、

コモディティ取引について適用される新たな指針を追加することを勧告している。追加すべ

き指針の概要は以下のとおりである。 

 

（１）コモディティ取引への CUP法の適用 

ア CUP 法が最適な移転価格算定方法であること 

CUP 法は、関連者間でのコモディティ取引にとって一般的に最も適切な手法と考えら

れる。 

 

イ 市場価格を CUP法において用いることができること 

CUP 法の下では、コモディティ取引の独立企業間価格の決定においては、比較可能な

独立企業間取引だけでなく、市場価格も基準とすることができる。コモディティの市場

価格は一般的に、一定の時点において特定の状況下で取引される特定の種類及び分量の

コモディティの価格についての、市場における独立した買手及び売手の間の合意を反映

するものである。市場価格が、当該業界における通常の業務において広くかつ日常的に

非関連者間での取引価格の交渉のために利用されていることは、特定のコモディティへ

の市場価格の適用が適切となるために重要である。なお、納税者及び税務当局は市場価

格の適用について、一貫性を有している必要がある（追加パラグラフ 2.16A、2.16B）。 

 

ウ 合理的で正確な調整 

CUP法のコモディティ取引への適用が信頼できるものとなるためには、関連者間取引及

び非関連者間取引又は市場価格で表される非関連者間の合意の経済的特徴が比較可能で

なければならない。コモディティ取引の場合には、物理的な特徴やコモディティの質、

そして関連者間取引における契約条件（例えば、取引量、契約期間、納品日及び納品の

条件、運送、保険並びに為替に関する条件等）が経済的特徴として挙げられる。一定の

コモディティにとっては、特定の経済的特徴がプレミアムやディスカウントにつながる
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こともある。また、市場価格が独立企業間価格又は価格幅を決定するために利用されて

いる場合、コモディティの取引所における取引の基礎となる仕様を定めた標準的契約が

関連することもある。 

関連者間取引の条件及び非関連者間取引の条件又はコモディティの市場価格を決定す

る条件との間に、検討対象となるコモディティ取引の価格に重要な影響を与える差異が

ある場合、取引の経済的特徴を比較可能とするために、合理的に正確な調整を加えなけ

ればならない。なお、サプライチェーンにおいて他の企業が機能を果たし、資産を使用

し、そしてリスクを引き受けるという形で貢献する場合、OECD 移転価格ガイドラインの

指針に沿って対価が支払われるべきである（追加パラグラフ 2.16C）。 

 

（２）価格決定日 

市場価格によってコモディティ取引の価格を決定する場合、特に重要な要素は価格決定

日、すなわち、特定の時刻、日又は期間 80である。 

仮に、納税者が関連者間取引において取引時に合意された価格決定日について、信頼で

きる証拠を提供でき、かつ、当事者の実際の行動又は当該事案における他の事実に合致し

ている場合には、税務当局も当該価格決定日における価格を当該関連者間におけるコモデ

ィティ取引の価格と認めるべきである。 

他方、関連者間で書面により特定された価格決定日が当事者の実際の行動又は当該事案

における他の事実に合致しない場合、税務当局はかかる他の事実と整合するよう、価格決

定日を決定することができる。 

また、納税者が関連者間取引において合意された価格決定日について信頼できる証拠を

提供できない場合、税務当局は、利用可能な証拠に基づいて当該コモディティ取引の価格

決定日を決定することができる。例えば、船荷証券又は同等の書類により示された出荷日

を価格決定日とみなすことができる（追加パラグラフ 2.16E）。 

 

３ PS 法に関する指針 

（１）PS法に関する現行の指針 

BEPS最終報告書では、まず PS法に関する現行の指針の説明がなされている。  

OECD 移転価格ガイドラインに定められた PS 法の適用に関する現行の指針では、PS 法の

一番の強みは、金融商品のグローバル・トレーディングのように、片側検証法が適さない

高度に統合された活動に適用できる点である。また、現行の指針では、PS法は、取引の両

当事者がユニークかつ価値のある貢献をしている状況において最適であるとしている。 

また、現行の指針は、利益の配賦基準として、資産又は費用に基づいた基準を重視して

いる。 

 

                                                   
80 例えば、平均価格を算出するための期間を指す。 
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（２）指針の改訂 

BEPS最終報告書は、パブリック・コメントを受けて、指針の改訂範囲について定めてい

る。 

ア 最適な方法 

改訂指針は、信頼できる比較可能な非関連者間取引に関する情報が存在しない場合で

も、最適な移転価格算定法の選定においては、OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section 

D の指針に基づいて取引の性質を決定することが極めて重要であるとしている。また、

PS 法の適用が独立企業間価格の算出につながらない場合には、PS 法を使用するよりも、

最良の比較対象を用いて調整を行うべきとしている。  

 

イ 高度に統合された事業運営 

現行の OECD 移転価格ガイドラインでは事業運営が高度に統合されている場合には PS

法が最適であるとするが、多国籍企業の事業運営は程度の差こそあれ統合されており、

どの程度の統合が要求されるかは明確ではない。今後公表される追加的な指針は、どの

ような場合に、PS法が高度に統合された事業運営に最適な方法となるかについて示す予

定である。 

なお、関連者間取引を理解する上で、バリューチェーンの分析が必要となってくるが、

グローバル・バリューチェーンには連続的統合（当事者が異なる活動を行うもの）と並

行的統合（当事者が同一の収入、コスト、資産又はリスクに関して同様の活動を行うも

の）の 2つがあり、現行の OECD 移転価格ガイドラインにおいては、金融商品のグローバ

ル・トレーディングのような並行的統合においては、PS法は適切であるとしている。 

 

ウ ユニークで価値ある貢献 

現行の OECD 移転価格ガイドラインでは、取引の両当事者がユニークで価値ある貢献を

している場合には PS 法が最適であるとしているが、何がユニークで価値ある貢献かにつ

いてほとんど説明がない。したがって、ユニークで価値ある貢献の意義を明確にするた

めに、追加的な指針及び具体例が作成される予定である。  

 

エ シナジー・ベネフィット 

大きなグループシナジーが生じる場合に PS 法が最適か否かを決定する際に考慮すべ

き状況等についても追加的な指針が公表される予定である。 

 

オ 利益分割ファクター 

利益分割ファクターとしては、投下資本、費用、機能的な貢献の評価、ファクターの

比重、均等化された期待利益率等が考えられるが、追加的な指針及び具体例が作成され

る予定である。 
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カ TNMM法のレンジ、ロイヤルティ料率、その他の支払を決定するための PS法の使用 

TNMM 法の結果のサポート、ロイヤルティ料率の決定、その他のために PS 法を活用す

ることができるか否かについて、追加的な指針が作成される予定である。 

 

４ 無形資産（OECD 移転価格ガイドライン第 6章の改訂） 

（１）概要 

BEPS 最終報告書では、OECD 移転価格ガイドライン第 6 章の改訂版が示されており、

Section Aから Section Dまでの 4つのセクションで構成することが勧告されている。 

 

（２）OECD移転価格ガイドライン第 6章の改訂の概要 

BEPS最終報告書では、OECD移転価格ガイドライン第 6章を改訂することが勧告されてい

る。改訂の概要は以下のとおりである。 

 

（以下、改訂の概要） 

---------------------------------------------------------------------- 

A. 無形資産の特定 

     無形資産とは、「有形資産や金融資産ではなく、商業的活動における使用のために保有

又は管理することができ、比較可能な状況において独立当事者間で取引されていたなら

ば、その使用又は移転に対する対価が支払われていたもの」である（パラグラフ 6.6）。 

移転価格算定上の無形資産は会計上の概念と一致するものではなく、また、法的保護

や単体での分離譲渡可能性も無形資産となるための必須の要素ではない（パラグラフ 6.7、

6.8）。 

また、移転価格算定上の無形資産の概念は、OECD モデル租税条約 12 条におけるロイ

ヤルティの概念とは異なるものである（パラグラフ 6.13）。 

無形資産の例として、特許、商標、商号、ブランド、ノウハウ、企業秘密、契約上の

権利、政府の許認可及びライセンス等が挙げられている（パラグラフ 6.19-6.25）。 

独立当事者間において事業資産が移転する場合にも、対価の重要かつ金額的に相当な

部分が、のれんや継続事業価値に含まれるものへの対価として支払われることがあり、

関連者間で同様の取引が生じる場合には、独立企業間価格の算定においてそれらの価値

を考慮すべきである（パラグラフ 6.28）。 

なお、グループのシナジーや市場の特性は、保有又は管理されるものではないため、

無形資産ではないが、前述のとおり、OECD 移転価格ガイドライン第 1章に沿って、移転

価格算定上の比較可能性の検討において考慮要素とされるべきである（パラグラフ 6.30、

6.31）。 
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B. 無形資産の保有並びに無形資産の開発、改良、維持、保護及び利用を伴う取引 

無形資産から得られる利益や無形資産に関連する費用は、当該無形資産の開発、改良、

維持、保護及び利用において果たした機能、利用された資産及び引き受けられたリスク

に応じて、OECD移転価格ガイドライン第 1章から第 3章までに沿って、多国籍グループ

の各事業体に配分されるべきである（パラグラフ 6.32）。 

OECD移転価格ガイドライン第 1章から第 3章までの各条項の適用においては、①関連

者間での無形資産の関連する取引と独立当事者間での同様の取引との比較可能性の欠如、

②問題となっている無形資産の比較可能性の欠如、③多国籍企業グループ内での各関連

者による異なる無形資産の保有又は使用、④特定の無形資産の多国籍企業グループへの

影響の分離の困難性、⑤無形資産の価値に対する多国籍企業グループの様々なメンバー

の貢献は、関連するリターンが得られた年と異なる年に生じうることなどの理由により

困難が生じる。 

このような困難にも関わらず、独立企業原則及び OECD 移転価格ガイドライン第 1章か

ら第 3 章までの適用は、多くの場合、多国籍企業グループが無形資産の利用から得たリ

ターンの適切な配分をもたらすことになる（パラグラフ 6.33）。 

 

B.1. 無形資産の保有及び無形資産に関する契約条件 

法的な権利や契約は、無形資産の関係する取引における移転価格の分析において出

発点となるが、あくまで参考になるものに過ぎない。重要なのは、事業体が果たした

機能、利用した資産及び引き受けたリスクであり、実質的な取引関係を把握する必要

がある（パラグラフ 6.35）。 

 

B.2. 無形資産に関連する機能、資産及びリスク 

B.2.1. パフォーマンス及び機能のコントロール 

       OECD 移転価格ガイドライン第 1章から第 3章までの原則のもとでは、多国籍企業

のメンバーは果たした機能に応じて、独立企業間価格を受け取るべきである（パラ

グラフ 6.50）。 

なお、独立当事者間の取引においても、一定の機能は外部委託されることがある

し、無形資産の保有者である多国籍企業グループのメンバーも、無形資産の開発、

改良、維持、保護及び利用に関連する機能を外部委託することができる（パラグラ

フ 6.51）。 

関連者に対して機能が外部委託された場合、機能的な貢献に対する独立企業間価

格の決定においては、比較可能な非関連者間取引の利用可能性、無形資産の価値の

創造における果たした機能の重要性及び当事者の現実的に利用可能な選択肢を考慮

するべきである（パラグラフ 6.52）。 

独立企業に対して機能が外部委託された場合、多国籍企業グループのどのメンバ
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ーが外部委託された機能をコントロールしているかの判断に際しては、OECD移転価

格ガイドライン第 1章 D.1.281が類推適用される（パラグラフ 6.53）。 

そして、一定の重要な機能 82は、無形資産に対して通常大きな貢献をするもので

あり、かかる重要な機能が関連者に外部委託された場合の対価は、多国籍企業グル

ープが無形資産の利用から得た利益の適切な割合とすべきである。このような重要

な機能の外部委託について比較可能性のある取引を見つけるのは難しく、比較対象

を用いない移転価格算定方法、例えば TNMM法及び事前評価技法を用いて適切な対価

を算定する必要があり得る（パラグラフ 6.56）。 

 

B.2.2 資産の使用 

無形資産の開発、改良、維持、保護及び利用において資産を使用する多国籍企業

のメンバーは、適切な対価を受け取るべきである。ここでいう資産には、例えば研

究、開発又は販売において使用される無形資産、有形資産又は資金が含まれる（パ

ラグラフ 6.59）。 

独立企業原則のもとでは、単に資金の提供に関する財務リスクを負うだけで、資

金の提供に関連するその他のリスクを行わない関連者は、リスク調整後のリターン

しか期待できない（パラグラフ 6.61）。 

 

B.2.3. リスクの引受け 

無形資産が関わる取引に関する機能分析において重要なリスクとして、①無形資

産の開発に関するリスク、②製品の陳腐化リスク、③権利侵害のリスク、④製造物

責任のリスク及び⑤収益の不確実性のリスク等がある（パラグラフ 6.65）。 

どの企業が無形資産に関するリスクを引き受けているかの決定においては、OECD

移転価格ガイドライン第 1章 D.1.2が適用される（パラグラフ 6.67）。 

 

   B.2.4. 現実の事後的なリターン 

現実の（事後的な）収益性が、予測された（事前の）収益性と異なることは非常

に一般的である（パラグラフ 6.69）。 

この問題の解決には、多国籍企業グループのどの事業体が経済的に重要なリスク

を引き受けているかについての慎重な分析が必要である（パラグラフ 6.70）。 

 

C. 無形資産の利用又は移転を伴う取引 

C.1. 無形資産又は無形資産に対する権利の移転を含む取引 

C.1.1. 無形資産又は無形資産に対する権利の移転 

                                                   
81 前述１（２）「D.1.2. 機能分析」参照 
82 例えば、自己開発した無形資産については、研究及び販売プログラムの設計及びコントロール、創造的活動の

方向性及び優先度の決定、戦略的決定のコントロール並びに予算の管理及びコントロールが含まれる。 
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無形資産又は無形資産に対する権利の移転において必要なのは、当該無形資産又

は無形資産に対する権利の性質を特定することである。移転される権利に制限が付

されている場合、かかる制限の性質及び移転する権利の範囲を理解することも必要

である（パラグラフ 6.88）。 

 

C.1.2. 組み合わされた無形資産の移転 

無形資産は、他の無形資産とともに移転されることがあり、その場合 2 つの問題

が生じる。 

1 つ目の問題点は、異なる無形資産の相互作用の性質及び経済的結果を把握する

必要があるという点である。医薬品を例にとると、有効成分の特許権、医薬品の販

売についての当局による認可及び商標権等の複数の無形資産が組み合わさって初め

て大きな価値を生み出すものであり、このような無形資産の相互作用は、無形資産

の移転に関する移転価格分析において非常に重要である（パラグラフ 6.93、6.94）。 

2 つ目の問題点は、特定の取引で移転される全ての無形資産を把握することの重

要性である。無形資産同士が密接に関連していて、一方の移転が必然的に他方の移

転を伴う場合がある。例えば、ライセンス契約における商標権の使用権を移転した

場合、通常、当該商標権に関するレピュテーション上の価値の移転も伴う（パラグ

ラフ 6.95）。 

 

C.1.3. 他の取引に伴う無形資産又は無形資産に対する権利の移転 

他の取引に伴って無形資産又は無形資産に対する権利が移転する場合、重要なの

は、本当に無形資産が取引に伴って移転しているか否かである。また、取引に伴っ

て移転した無形資産の全てを把握し、移転価格分析において考慮することも重要で

ある（パラグラフ 6.98）。 

 

C.2. 製品の販売又はサービスの提供に関係する無形資産の使用を伴う取引 

製品の販売又はサービスの提供において、無形資産は移転しないものの、使用がな

されることがある。その場合、取引の性質を明確に特定した上、取引の各当事者が使

用する無形資産を把握し、比較可能性分析、最適な移転価格算定方法の適用及び検討

する当事者の選択において考慮すべきである（パラグラフ 6.104）。 

 

D. 無形資産に関わる取引における独立企業間条件の決定のための補助的指針 

D.1. 無形資産に関わる取引における一般原則  

OECD移転価格ガイドライン第 1章 Section D及び第 3章においては、比較可能性分

析を行う上で考慮されるべき原則及び推奨される手続が定められており、これらは無

形資産に関わる全ての取引にも適用される（パラグラフ 6.110）。 



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

125 

 

もっとも、無形資産に関わる取引にこれらの原則を適用する上では、取引の各当事

者に現実的に利用可能な選択肢を考慮しなければならず、その場合、取引の各当事者

の視点を検討することが必要不可欠である（パラグラフ 6.111、6.112）。 

 

D.2. 無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する補助的指針 

D.2.1. 無形資産又は無形資産に対する権利の比較可能性 

OECD移転価格ガイドライン第 1章から第 3章までを無形資産又は無形資産に関す

る権利の移転に関わる取引において適用する場合、無形資産のユニークな特徴を考

慮する必要がある（パラグラフ 6.116）。 

無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する比較可能性分析において重要

となり得る無形資産の特徴としては、例えば、独占性、法的保護の範囲及び期間、

地理的範囲、耐用年数、開発の段階、改良、修正又は更新する権利、並びに将来の

利益の期待が挙げられている（パラグラフ 6.118-6.127）。 

 

D.2.2 無形資産又は無形資産に対する権利の移転を含む事例におけるリスクの比較 

  無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する比較可能性の分析においては、

移転される無形資産から将来の経済的便益を得られる見込みに関連するリスクが検

討されなければならない。また、OECD 移転価格ガイドライン第 1 章 Section D.1.2

におけるフレームワークによって分析される当事者間におけるリスク配分も検討す

る必要がある。 

 

D.2.3. 無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する比較可能性の調整 

比較可能性に関する調整についてのパラグラフ 3.47 からパラグラフ 3.54 の原則

は無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関わる取引についても適用される。

もっとも、無形資産の相違が、信頼できる方法での調整が困難な重要な経済的結果

をもたらしうる点は重要である。 

 

D.2.4. データベースによる比較可能取引の使用 

商業的データベース等から引用した比較対象候補の無形資産を検討する上で特に

重要なのは、比較可能性及び比較可能性に対する調整の可能性である。また、商業

的データベース等から引用した公に入手可能なデータが、比較可能性分析を行うた

めに重要な無形資産の特徴を評価するために十分に詳細なものかを検討することも

重要である。 

 

D.2.5. 無形資産又は無形資産に対する権利の移転を含む事例における最適な移転価格算

定方法の選択 
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無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する事案において、最適な移転価

格算定方法を選択する上では、①関係する無形資産の性質、②比較可能な関連者間

取引及び無形資産を把握することの困難性及び③OECD移転価格ガイドライン第 2章

の移転価格算定方法の一部の適用の困難性に留意する必要がある（パラグラフ

6.131）。 

パラグラフ 2.1 からパラグラフ 2.1183の原則の適用においては、異なる方法によ

り構成された取引であっても同様の経済的な結果になることを理解することが重要

である（パラグラフ 6.132）。 

また、機能を提供する者に対する限定的なリターンを分配した後の全ての残余利

益が無形資産の保有者に分配されるべきとは限らないという点も重要である。最適

な移転価格算定方法の選択は、機能分析を行い、多国籍企業のグローバル事業プロ

セス及び、移転される無形資産とグローバル事業を構成する他の機能、資産及びリ

スクとの相互作用を明確に理解した上で行うべきである。そして、機能分析では、

価値の創造に貢献する全ての要素、とりわけリスク、市場の特徴、所在地、事業戦

略及び多国籍企業のグループシナジーを把握する必要がある（パラグラフ 1.133）。 

 

D.2.6 無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する事案における移転価格算定方

法についての補助的指針 

無形資産又は無形資産に対する権利の移転について独立企業間価格は、適正かつ

信頼のできる比較可能性の調整を行った後の比較可能取引に基づいて決定される

（パラグラフ 6.137）。 

信頼できる比較可能な独立企業間取引がない場合には、他の算定方法を用いるこ

とにより独立企業間価格を算定することになる。その場合には、①機能、資産、リ

スク、②ビジネス上の理由、③予測及びオプション、④競争上の優位性、⑤期待で

きる将来の経済的ベネフィット、⑥ローカルマーケット、ロケーション・セービン

グ、集合労働力、グループシナジー等のその他の比較可能性の要素を考慮すること

が重要である（パラグラフ 6.139）。 

RP 法や TNMM 法といった片側検証法は、一般的に無形資産の直接の評価において

信頼性は低い。また、無形資産の開発のコストに基づいて無形資産の価値を評価す

る移転価格算定方法も推奨できない（パラグラフ 6.141、6.142）。 

       無形資産又は無形資産に対する権利の移転に関する事案においては、CUP 法又は

PS 法が、もっとも有効と考えられる。信頼できる比較対象が確認できる場合は CUP

法が適用できるが、そうでない場合は PS法の利用が考えられる（パラグラフ 6.145、

6.146、6.148）。 

また、信頼性のある比較対象がない場合には、事前評価技法も有益である。事実

                                                   
83 パラグラフ 2.1からパラグラフ 2.11においては、適切な移転価格算定方法の選択について述べられている。 
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及び状況に応じて、納税者及び税務当局は、OECD移転価格ガイドライン第 2章に記

載された 5つの OECD移転価格算定方法の 1つ又は独立企業間価格の識別における有

益な手法として、バリュエーションの技法を利用することができる。かかる、バリ

ュエーションの技法は OECD 移転価格ガイドラインの原則及び独立企業原則に沿う

形で適用される必要がある。特に、DCF法は適切に利用されれば有益であるが、DCF

法のもとでは、価値の予測は変動しやすいものであることに留意する必要がある。

バリュエーションモデルを用いた無形資産の価値は、特に当該モデルの基礎となる

仮定及び予測並びに仮定の確認及び数値の予測における注意の程度や判断の影響を

受けやすい。DCF 法を用いる場合には、財務的な予測の正確性、成長率の仮定、デ

ィスカウント率、無形資産の有効年数及び残価に注意しなければならない（パラグ

ラフ 6.153以下）。 

なお、独立企業は、予測便益にのみ基づいた価格設定は、無形資産の評価におけ

る高い不確実性によるリスクに十分に対処できるものではないと考えることもある。

その場合、独立企業は、契約期間をより短期間とし、価格調整条項を契約条件に定

め、又は十分に予測できない後発的な出来事に対処するために条件付きの支払を含

む支払の仕組みに合意することがあり得る（パラグラフ 6.183）。 

また、取引の時点において当事者によって予測できなかった又は発生の可能性が

低いと考えていた重要な事象又は出来事が発生し、価格決定の基本的な前提事実を

変更するような場合、両当事者は、互いの利益になる場合、価格取極めを再交渉す

る可能性もある（パラグラフ 6.184）。 

仮に、比較可能な状況において独立企業が無形資産の評価の不確実性に対処する

ための仕組み（例：価格調整条項）に合意するような場合、又は後発的な事象に基

づいて価格の再交渉が行われるような場合、税務当局はかかる仕組みに基づいて無

形資産及び無形資産に対する権利に関する取引の価格決定をし、又は取引価格を修

正することができる（パラグラフ 6.185）。 

 

D.3. 取引時点で評価困難な無形資産を含む取引の独立企業間価格の算定 

（省略） 

 

D.4. 評価困難な無形資産 

評価困難な無形資産（Hard to Value Intangibles、以下「HTVI」という。) の定義

は、「無形資産又は無形資産に対する権利であり、その関連者における移転の時点で、

①信頼できる比較対象が存在せず、かつ、②取引がなされた時点で、移転される無形

資産から生じると予測される将来のキャッシュフロー若しくは所得の予測、又は当該

無形資産の評価において用いられる仮定が極めて不確実であるために、移転の時点に

おいて無形資産の最終的な成功の水準の予測が困難であるもの」となっている（パラ
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グラフ 6.189）。 

 

HTVIには、例えば以下のような無形資産が含まれる（パラグラフ 6.190）。 

① 移転の時点において部分的にしか開発されていない無形資産 

② 取引後数年間経過するまで商業的に利用されないと見込まれる無形資産 

③ それ自体が HTVI の定義を満たすものではないが、HTVIの定義を満たす他の無形資

産の開発及び改良に必要不可欠である無形資産 

④ 移転の時点で前例のない方法で利用されることが見込まれており、同様の無形資

産の開発又は利用の実績がないために、予測が極めて困難である無形資産 

⑤ HTVIの定義を満たし、関連者に一括払いで移転された無形資産 

⑥ CCA 又は同様の取極めに関連して利用され、又は開発された無形資産 

 

このような HTVI については、納税者が取引の価格決定においてどのような情報を考

慮したのかなどについて、納税者と税務当局との間で情報の非対称性が存在するため、

独立企業間価格で取引がされたか否かについての税務当局の判断を困難にしている

（パラグラフ 6.191）。 

BEPS最終報告書は、HTVIについていわゆる所得相応性基準を認め、税務当局は、無

形資産取引の財務的な結果に関する事後の証拠を、事前の価格決定の取極めの適切性

に関する推定証拠として用いることができる（パラグラフ 6.192）。 

もっとも、以下の①から④までのいずれかに該当する場合には、当局は事後の証拠

を推定証拠として用いることができない（パラグラフ 6.193）。 

     ① 納税者が、以下のいずれも提供した場合 

(i) 価格の取極めを決定するために移転の時点で用いた事前の予測の詳細（価格を

決定するための計算においてどのようにリスクが考慮されたか、並びに合理的に

予測可能な事象及び他のリスク及びその発生の可能性の検討の適切さを含む。） 

(ii) 財務予測と現実の結果との重要な差異が、取引の時点では関連者が予測する

ことができず、価格決定の後に生じた予測不能な展開や事象によるものであるこ

と、又は、それが予測可能な結果の実現によるものであり、かつ、取引の時点に

おいて実現の可能性に重要な予測の誤りはなかったことに関する信頼できる証拠 

② HTVIの移転が、二国間又は多国間の事前確認の対象となっている場合 

③ 財務予測と実際の結果との差異が、取引時点の HTVI の対価の 20％以下である場

合 

④ HTVI の譲受人が初めて HTVI による非関連者に対する収益を計上してから 5 年間

が経過しており、かつ、この期間において③の要件を満たしている場合 

---------------------------------------------------------------------- 

（以上、改訂の概要） 
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５ 低付加価値グループ内役務提供（OECD移転価格ガイドライン第 7章の改訂） 

（１）概要 

行動計画 10 は、管理費用や本社費の支払といった形での税源の浸食について対応策を策

定することを G20 及び OECD各国に求めている。 

OECD移転価格ガイドラインの第 7章においては、新たに Section Dが設けられ、低付加

価値グループ内役務提供について、移転価格の算定における簡略化アプローチに関する指

針を提示した。 

簡略化アプローチは、多国籍企業に対して独立企業間価格でグループ内役務提供に対す

る請求を認めることと支払国の税源を保護する必要性とのバランスを取るための指針を提

供するものである。BEPSプロジェクトに参加する国々は、簡略化アプローチを 2段階に分

けて実行することに合意している。まず、第 1段階では、多くの国が 2018年までに国内で

簡略化アプローチの選択を可能にする。第 2 段階では、閾値の設計や他の実行上の問題に

ついて追加の作業を行い、簡略化アプローチがより広く受け入れられることを目指す。追

加の作業自体は 2016 年末までに完了し、さらに多くの国々が簡略化アプローチの選択を認

めることを可能にするであろう。 

 

（２）OECD移転価格ガイドライン第 7章の改訂の概要 

BEPS最終報告書では、OECD移転価格ガイドライン第 7章を改訂することが勧告されてい

る。本稿では、低付加価値グループ内役務提供が取り上げられている第 7 章 D について解

説する。第 7章 Dの改訂の概要は以下のとおりである。 

 

（以下、改訂の概要） 

---------------------------------------------------------------------- 

D.1. 低付加価値グループ内役務提供の定義 

簡略化アプローチは、低付加価値グループ内役務提供に適用できるものであるので、

まず低付加価値グループ内役務提供の定義が問題となる（パラグラフ 7.44）。 

低付加価値グループ内役務提供とは、「多国籍企業グループの 1つ又は複数のメンバ

ーによって、1 つ以上の他のグループ構成企業のために実施されるサービスであり、

以下の 4つの要件を全て満たすもの」と定義されている（パラグラフ 7.44、7.45）。 

① 補助的な性質を有すること 

② 多国籍企業グループの中核事業の一部でないこと 

③ ユニークで価値ある無形資産の使用を必要とせず、またその創出につながらない

こと 

④ サービス提供者による相当な又は重要なリスクの負担や管理を伴わず、またサー

ビス提供者に重要なリスクを生じさせないこと 



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

130 

 

 

低付加価値グループ内役務提供に該当しないものの例は、以下のとおりである（パ

ラグラフ 7.47）。 

・多国籍企業グループの中核事業を構成するサービス 

・研究開発 

・製造及び生産 

・製造及び生産過程で使用される原材料等の材料に関する購買活動 

・販売、マーケティング及び流通活動 

・金融取引 

・天然資源の採取、探索又は加工 

・保険及び再保険 

・企業の経営幹部によるサービス 

 

他方、低付加価値グループ内役務提供に該当するとものの例は、以下のとおりであ

る（パラグラフ 7.49）。 

・会計及び監査 

・売掛金及び買掛金の処理及び管理 

・人事活動 

・健康、安全、環境その他の事業を規制する基準に関連するデータの監視及び集計 

・ITサービス（グループの主要活動に該当しない場合） 

・内部及び外部コミュニケーション並びに広報活動のサポート 

・法務サービス 

・税務サービス 

・事務的又は管理的な性質の一般的なサービス 

 

D.2. 低付加価値グループ内役務提供の独立企業間価格ための簡略化アプローチ 

   D.2.1. 低付加価値グループ内役務提供への受益テストの適用 

独立企業原則のもとでは、企業グループ内役務提供に対して対価の支払義務が生

じるのは、Section B.1 にあるとおり、受益テストが満たされた場合のみである。

要するに、ある活動が、サービスに対して対価を支払うグループ構成企業の商業上

の地位を維持又は向上させる経済的又は商業的な価値を有するものである場合のみ、

サービスの提供に対する対価の支払義務が生じる。低付加価値グループ内役務提供

の場合には、多国籍企業グループが、Section D.3 の簡略化アプローチの指針、文

書化及び報告に従っている場合、それは受益テストが満たされていることの十分な

証拠となるとされている（パラグラフ 7.55）。 

したがって、簡略化アプローチの便益としては、①受益テストの充足及び独立企



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

131 

 

業間価格の証明のコンプライアンスの努力を削減できる、②企業は、簡略化アプロ

ーチの適用要件を満たした場合、一定の活動について請求する価格、簡略化アプロ

ーチを認める税務当局に認められるという確実性を得ることができる、そして③的

を絞った書類が税務当局に提出されることにより、コンプライアンスリスクの効果

的なレビューが可能になるという点が挙げられる（パラグラフ 7.52）。 

なお、ある税務当局が簡略化アプローチを採用しておらず、多国籍企業グループ

が当該税務管轄地の現地の要件を遵守する場合でも、多国籍企業グループが他の税

務管轄地について簡略化アプローチを適用することが妨げられるものではない（パ

ラグラフ 7.53）。 

 

D.2.2. コストプールの算定 

    後述 D.2.3.①及び②を参照。 

 

D.2.3. 低付加価値役務提供コストの配分 

       簡略化アプローチは、以下の 3つのステップで構成されている。 

① 多国籍企業グループは、低付加価値グループ内役務提供において全てのグルー

プ構成企業に生じた全てのコストを年次で計算し、コストプールとして集計する

（パラグラフ 7.56）。 

② 多国籍企業グループは、あるグループ構成企業が他のグループ構成企業のため

にのみ提供したサービスのコストを①のコストプールから除外する（パラグラフ

7.57）。 

③ ①及び②により計算されたコストプールのうち、複数のグループ構成企業が受

益者となるコストを、グループの構成企業に割り当てる（パラグラフ 7.59）。 

 

D.2.4. 利益のマークアップ 

低付加価値グループ内役務提供についての独立企業間価格を決定する場合、多国

籍企業のサービス提供者は、コストプール内の全てのコスト（パススルーとなるコ

スト 84を除く）に 5％の利益をマークアップする（パラグラフ 7.61）。 

 

D.2.5. 多国籍企業グループの構成企業への請求額 

以上の手順を経ることで、多国籍企業グループの構成企業に対するサービスにつ

いて支払われるべき報酬は、①当該構成企業のみに対して提供されたサービスにつ

いて他の構成企業に生じたコスト 85に利益をマークアップした額、及び、②コスト

                                                   
84 パラグラフ 2.93及び 7.34に基づいて決定される。 
85 前述 D.2.3.②においてコストプールから除外されたコストである。 
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プールのうち当該構成企業に配賦されたコスト 86に利益をマークアップした額の合

計額となる（パラグラフ 7.62）。 

 

D.2.6. 簡略化アプローチの適用のための閾値 

税務当局は、簡略化アプローチを適用するための閾値を設けてもよい。閾値は、

受領者の一定の財務比率（グループ内役務提供の全コストに対する割合や売上高、

グループ内役務提供の対価の計上前の利益等）や多国籍企業の売上高に対する全サ

ービスコストのグループ全体の割合、その他の方法が考えられる（パラグラフ 7.63）。 

 

D.3. 文書の作成及び提出 

簡略化アプローチの適用を選択する多国籍企業グループは、以下の情報及び文書を

作成し、税務当局の要請に応じて提供できるようにする必要がある（パラグラフ 7.64）。 

① 提供された低付加価値グループ内役務提供の種類、受益者、各種類のサービスが

低付加価値グループ内役務提供の定義に該当するという理由、多国籍企業の事業に

おいて当該サービスを提供することの合理性、各種類のサービスの便益又は予測便

益、選択した配賦基準及びかかる配賦基準による配賦が享受された便益を合理的に

反映することの理由並びに適用されたマークアップの確認 

② グループ内の様々な構成員間での、本セクションの配賦ルールに拘束される旨の

合意を反映した、役務提供に関する書面による契約又は合意及びかかる契約及び合

意に対する修正 

③ コストプール及びそれに適用されるマークアップの決定を示す文書及び計算書類 

④ 指定された配賦基準の適用を示す計算書類 

低付加価値企業グループ内役務提供について源泉徴収税を課す場合、役務提供者が

役務の提供に要した全ての費用を回収することを妨げ得る（パラグラフ 7.65）。役務

提供の対価に利益の要素又はマークアップが含まれる場合、税務当局は、かかる利益

の要素又はマークアップにのみ源泉徴収税を課すことが奨励される。 

  

                                                   
86 前述 D.2.3.③において配賦されたコストである。 
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---------------------------------------------------------------------- 

B. CCAの概念 

8.1. 概要 

CCA は、無形資産、有形資産又はサービスの共同開発、生産又は獲得に関連する貢

献及びリスクを共有するための企業間における契約上の取極めであり、かかる無形資

産、有形資産又はサービスが参加企業の個々の事業のための便益を産み出すと期待さ

れるものと定義されている（パラグラフ 8.3）。 

 

8.2. 他の章との関係 

OECD移転価格ガイドラインのその他の全ての章も、関係がある限り CCAに適用され

る（パラグラフ 8.9）。 

 

B.3. CCAの種類 

CCA には 2 種類あり、①無形資産又は有形資産の共同開発、生産又は獲得のために

合意された CCA（以下、「開発 CCA」という。）と、②サービスを獲得するために合意さ

れた CCA（以下、「サービス CCA」という。）がある（パラグラフ 8.10）。 

 

C. 独立企業原則の適用 

C.2. 参加者の決定 

CCAへの参加資格として、まず、CCA活動自体の対象から便益を享受することの合理

的な期待を有することが必要である。すなわち、参加者は CCA の対象となっている無

形資産、有形資産又はサービスに対する持分又は権利を割り当てられ、その持分又は

権利から便益を享受することの合理的な期待を有していなければならない。例えば、

単に研究活動等の補助的な活動に従事するだけで、CCA の成果について持分を取得し

ない場合、CCAの参加者ではなく、CCAに対する役務提供者とみなされる（パラグラフ

8.14）。 

また、リスク統制及び財務上の能力も企業が CCA の参加者となるための必要条件と

された。すなわち、CCA の全ての参加者は、当該 CCAによって自己が引き受ける特定の

リスクに係る統制の行使及びそれらのリスクを引き受けるための財務上の能力を有す

る必要がある（パラグラフ 8.15）。 

 

C.3. CCAからの期待利益 

CCA の参加者は、自己が享受すると合理的に期待している便益に比例した貢献を行

う必要がある。仮に、期待する便益に比例した貢献がなされていない場合、調整的支

払が要求される可能性がある（パラグラフ 8.19）。 
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E. CCAの構成と文書化についての勧告 

（省略） 

 

IV 今後の対応 

（１）OECD の対応 

OECD は、BEPS 最終報告書に基づいて OECD 移転価格ガイドラインの該当箇所の改訂を進め

ることになる。2016年度中には、所得相応性基準の執行に関する指針も公表される予定であ

る。また、PS 法に関する指針のドラフトは 2016年中に第 6作業部会において作成され、2017

年上半期に完成する予定である。当該指針のディスカッションドラフトは 2016年 5月に公開

されてパブリック・コメントが募集される予定である。 

 

（２）日本の対応 

移転価格税制は、日本においては、既に導入されているが（租税特別措置法 66 条の 4）、

所得相応性基準等は導入されていない。BEPS 最終報告書を受けて OECD 移転価格ガイドライ

ンが改訂される見込みであり、日本においても、税制改正の要否及び執行面での対応等につ

いて検討するとされている 87。 

 

（３）各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

                                                   
87 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 36頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai7.pdf 
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第９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

BEPS が財政及び経済へと与える悪影響については、OECD 及び G20 の BEPS プロジェクトの当

初から焦点が当てられており、一部の多国籍企業が国際課税ルールのミスマッチや隙間を利用

し、課税所得が実際の価値創造活動から分離していることが、不確かながらも証拠によって示

されていた。BEPS の規模を測定することは、BEPSの複雑さ及び既存データの限定性から困難で

あるが、その影響は深刻であることは知られている。2013 年から行われた調査によれば、全世

界で法人税収入の逸失は毎年 1,000 億米ドルから 2,400 億米ドルと見積もられている。また、

BEPSは、重大な税収減だけでなく、税にアグレッシブな多国籍企業に有利になること等を含め

た経済的な悪影響をも引き起こす。 

そこで、BEPSの規模や経済的効果について、データの評価、指標の抽出、分析方法の策定を

実施することとした。多様なデータソース及び測定基準を使い、BEPSの多様な経路をも吟味し

て、6つの指標が作られた。 

しかしながら、入手可能なデータが制約されていることにより、これらの指標の有益性は厳

しく限定されている。BEPS を測定するためのツールと入手可能なデータを改善させることは、

将来において BEPSを計測し観察するためには必須である。 

本報告書は、OECD が各国政府と共同して、より地域的な税務統計の報告と分析を行い、それ

を国際的に継続して公表することを推奨している。例えば、国別報告書のデータに基づく統計

上の分析は、BEPS の経済的分析を著しく強化することが可能としており、このような措置によ

り、政府及び税務当局は、BEPS 及び BEPS への対抗策について、より効果的に測定及び監視で

きることとなる。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

2013年の「BEPS への対処報告書（Addressing Base Erosion and Profit Shifting report）」

によれば、BEPS が経済活動及び税収に与える悪影響の規模は未確定ということであった。 

2015 年 4 月 16 日に公表されたディスカッションドラフト 88においては、BEPS 分析に関する

既存のデータソースには多くの制約があることや、実証的分析を通じて BEPSの存在は根拠付け

られていること、BEPSが存在しないと仮定した場合との比較の必要性等が指摘されている。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ BEPS 分析に関連するデータの評価 

行動計画 11 において、入手可能なデータの評価は重要な部分を占める。入手可能なデータ

とその制約について適切に理解することは、BEPS の規模と経済的な影響を示す指標の開発、

及び、BEPS と BEPSへの対抗策の経済的分析の開発のための出発点となる。 

                                                   
88 http://www.oecd.org/ctp/tax-policy/discussion-draft-action-11-data-analysis.pdf 



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

138 

 

本章では、存在するデータソースの範囲について、入手可能性の観点、並びに、指標開発

及び BEPS と BEPS への対抗策の規模等に対する経済的分析に際しての有益性の観点に触れな

がら評価している。そして、存在するデータソースについての重大な制約は、指標を作成し、

あるいは BEPSの規模等に対する経済的分析を行う上で、大きな抑制となると結論付けられて

いる。 

入手可能な私的データソース及び収集された公的データソースはあるものの、それらはい

ずれもその有用性に影響を与えるような様々な制約を受けている。近時の入手可能なデータ

ソースに関する困難の一つは、調査者にとって、BEPS 関連行動の影響の中から、実際の経済

的影響を見出すのが難しい、ということにある。すなわち、①課税に関わりなく行われる実

体経済上の国際的な活動、②税率の違い（BEPS に関連しないものに限る。）によって影響を

受ける実体経済上の国際的な活動、③BEPSに関連した国際的活動、という 3つのカテゴリー

に分類して推計されることが望ましい。BEPSの影響といえるのは、③のみである。民間レベ

ルでの口座に関する情報は一定の有益性はあるが、当該情報がカバーする範囲が国によって

異なっており、いくつかの国については、それが全体をカバーしていないという点で深刻な

制約がある上そもそも全ての多国籍企業及びそれに関連する財政情報を含んでいるわけでは

ない。また、口座に関する情報は、あくまで財政に関する間接的なものにとどまり、実際に

支払われた税額についての直接的な情報ではない。 

入手可能なデータに関する制約は、個々の政府の有する、BEPS が経済及び税収に与える影

響を分析する能力に影響を及ぼす。 

多国籍企業の全ての関連会社をカバーする申告データは、最も有益なデータになりうる。

しかし、確認される限り、ほとんどの国では、そのようなデータは、匿名、あるいは秘密情

報という形式であって、所持も作成もしていない。 

近年の議会や政府の調査は、多国籍企業の税について新たに焦点をあてている。その情報

は、BEPS の存在についての証拠を示している一方、わずかな多国籍企業の行動としか結びつ

かず、より広範な調査を実施するにあたっての有用性は限定的である。 

税の影響から真の経済的影響を抽出するには、データ及び見積の方法のいずれもが必要で

ある。BEPSの規模と影響をより正確に測定するためには、多国籍企業に関するより包括的で

より詳細なデータが必要となる。 

 

２ BEPS の指標 

この章では、BEPSの規模と経済的な影響を計測することの一助となる 6つの指標を提示し

ている。 

6つの指標とは、以下のとおりである。 

（ⅰ）財務と実際の経済活動には関連性がないこと 

① GDPに比して過大な外国直接投資（foreign direct investment）が特定の国に集中して

いることを示す指標 
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（ⅱ）世界的な多国籍企業（上位 250社）の利益率の差 

② 多国籍企業グループ内における実効税率と比較した場合の利益率の差を示す指標 

③ 低課税国に所在する多国籍企業の関連会社が高い利益率を示す指標 

（ⅲ）世界的な多国籍企業と非多国籍企業の実効税率の差 

④ 多国籍企業の関連会社に対する実効税率と、同様の特徴を持つ非多国籍企業との実効税

率の差を示す指標 

（ⅳ）無形資産を通じた利益移転 

⑤ 研究開発費の支出（research and development spending）に比して高い水準のロイヤル

ティの受取りが特定の国に集中していることを示す指標 

（ⅴ）利払いを通じた利益移転 

⑥ 高課税国に所在する多国籍企業の関連会社の所得に対する利子の割合が高いことを示す

指標 

 

これらの指標を単独で用いても BEPS の測定はできないが、指標を組み合わせることにより

BEPSの規模や経済的な影響についての洞察が可能になる。 

 

なお、6つの指標を用いた計測の結果として、以下のような BEPS が存在し、かつ、近年規

模が拡大していることが確認された。 

① ネットの外国直接投資の対 GDP 比が 200％を超える国における外国直接投資は、2005 年

には他の全ての国の 38倍であったが、2012年には 99倍になった。 

  ② 多国籍企業グループ内の関連会社のうち、実効税率が低く、かつ、利益率が高いグルー

プに属する会社は、これらの会社の収入がグループ全体の総収入の 45％を占め、利益率も

22％であったのに対し、実効税率が高く、かつ、利益率が低いグループに属する会社は、

グループ全体の総収入のうち 7％しか占めることができず、利益率も 6％に過ぎなかった。 

③ 低課税国に所在する多国籍企業の関連会社の利益率は、グループの全世界利益率よりも

高い。低課税国に所在する多国籍企業の関連会社から報告された利益率は、グループの全

世界利益率の 2倍である。 

④ 多国籍企業の関連会社の実効税率は、非多国籍企業より約 3％低い。これは、多国籍企

業が各国の税優遇措置を上手く活用していることに起因する可能性もあるが、非多国籍企

業や節税に積極的でない多国籍企業に対して、不平等な競争条件を与えている。 

⑤ 課税がなされる場所と実際の価値の創造が行われる場所の分離は、無形資産において特

に明白であり、この現象は急速に拡大している。例えば、2005 年における低課税国に所在

するグループでの研究開発費に対する受取ロイヤルティの割合は、2005 年から 2009 年に

おいては他の全ての国の平均の約 3倍であったが、2012年には約 6倍になっている。この

ことは、BEPS の規模を直接測定するものではないが、高課税国で開発された価値が低課税

国へと移転されていることを示すものであり、BEPSが存在する証拠となる。 
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⑥ 関連者及び非関連者からの借入れは、高課税国に所在する多国籍企業の関連会社により

集中している。高課税国に所在する多国籍企業の関連会社の所得に対する利子の割合は、

多国籍企業の全世界での所得に対する利子の割合の約 3倍である。 

 

BEPSの規模と経済的影響を測るための指標は、いずれも「一般的な徴候」を明らかにする

にとどまる。一つの指標では、BEPSの存在や規模を完全に明らかにすることはできず、これ

を明らかにするためには、複数の指標の組み合わせ又は「指標のダッシュボード」（dashboard 

of indicators）によるほかない。 

BEPS最終報告書では、存在する入手可能なデータのサンプルを用いて指標の計算方法を示

しているが、そのデータには限界があるため、指標は決定的なものではない。もっとも、将

来的に、広範かつ発展したデータによって、指標を用いて導出できる結果はより有用なもの

となりうる。将来的には、以下の 2つの新しい指標が考えられる。 

   

・ 多国籍企業の国内事業（本社）と国外事業における、利益率と実効税率の比較 

     多国籍企業の国内事業（本社）と国外事業との間の利益率の違いと、多国籍企業の国内

事業と国外事業との間の実効税率の違いを比較するという指標である。国内事業（本社）

の利益率及び実効税率が、国外事業の利益率及び実効税率と比べて低い場合には、BEPSの

存在を示せることとなる。 

・ 特別目的会社（SPEs）89に関連する外国直接投資の収益率の違い 

     この指標は、外国直接投資がどこから投資されるかに注目し、特別目的会社経由での投

資の収益率とそれ以外の収益率とを比較するものである。特別目的会社経由での外国直接

投資の資金が増えるほど、また、特別目的会社経由での外国直接投資の収益率が低いほど、

BEPSの存在する可能性は大きくなる。 

 

6 つの指標は、多様なデータソース及び測定基準を使い、BEPS の多様な経路をも吟味して

策定されており、BEPS の存在を示す強力な証拠となる。複数の指標の組み合わせ又は「指標

のダッシュボード」（dashboard of indicators）により、BEPSが存在していること、及び BEPS

が継続的にその規模を増していることが、それぞれ示される。 

 

３ BEPS 及び対抗策の規模と経済的影響の測定に向けて 

   BEPS が存在する証拠は数多く、かつ、増加している。しかしながら、BEPSの複雑性及びデ

ータの深刻な制限から、BEPS の規模及び経済的影響の測定は困難である。近年の研究では

BEPSの特性に注目が集まっており、大多数は、移転価格や租税条約の濫用、ハイブリッド・

ミスマッチの利用等に着目しているが、より経験実証的な分析が必要となる。 

                                                   
89 特別目的会社（SPEs：special purpose entities）とは、一般的に、従業員が少数かつ資産も小さい会社であ

るが、多国籍企業が他国に投資をする際に、資本を集め、資産を保有し、又は、負債を負うために用いられる会

社である。 
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多国籍企業の事業活動を全てカバーするような、経験実証的な研究はない。行動計画 13の

下で収集された国別報告書は、BEPSの経済的な分析を著しく強化する可能性がある。しかし、

調査者にとって、BEPS を、実体経済活動や BEPS にはあたらない税優遇策の利用から識別す

ることには、依然として困難を伴う。 

ある研究によれば、先進国よりも発展途上国の方が、対 GDP比率における BEPS の税収上の

影響が大きいということである。 

高課税国においても、厳格な BEPS 対策のルールが採用されていれば、必ずしも BEPS によ

る税収減は大きくならない。当該ルールに関する国際協調によって、BEPS対策の効果は増加

する。OECDの調査によれば、BEPS により、同様の状況にある国内企業と比べ、巨大な多国籍

企業は、4％から 8.5％実効税率が低い。 

OECDの調査を含む経験実証的な分析によれば、BEPS は、特許の登録地に影響を及ぼすなど

の経済的な歪みを引き起こしている。 

BEPSによって引き起こされる歪みの大きさは、BEPSにより利益を得る企業の行動によって

異なる。すなわち、BEPSによって獲得された利益が、商品価格の低下という形で現れるのか、

労働者の賃金の増加又は株主等への配当の増加ということに結びつくのか、ということであ

る。 

BEPSへの対抗策は、多国籍企業が支払う税金額を増加させる一方で、他の企業や住民に対

し、低い税金、公共設備の増加又は行政サービスの充実といった形等で便益をもたらす。 

BEPS 及び BEPS への対抗策の経済的な分析をより強固なものにしていくためには、多国籍

企業による投資の決定、収益性の決定要素、事業の税優遇性及び法人税の総計といったこと

についての更なる調査が必要となる。 

 

４ 将来における BEPSのモニタリングのためのデータ及びツール 

入手可能なデータが制約されていること及び BEPS の複雑性からすれば、国際社会が BEPS

の規模と影響について明確な像を得て、行動計画の下で実施された施策の効果を適切に測定

したいのであれば、データやツールを改善することが必要である。 

本報告書の提案は、政府同士が、既に収集されたデータを活用するため、より緊密に協力

することに焦点があてられている。特に、行動計画 13の国別報告書に基づいて収集されたデ

ータに対する分析は、BEPSの分析をより加速させる可能性を秘めている。 

 

本報告書では、以下の 6つの提言が行われている。 

① OECD が全ての OECD 加盟国、BEPS アソシエイト諸国及び参加を希望する国と共同し、新

しい法人税統計（Corporate Tax Statistics）を定期的に公表すること。政府によって収

集されるデータの量及び価値は、行動計画 5、12及び 13の実施によってより強固なものと

なるが、特に、行動計画 13 の下で収集した国別報告書に基づき分析されたデータを含むこ

と。 
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② OECD が全ての OECD 加盟国、BEPS アソシエイト諸国及び参加を希望する国と共同し、提

案され、法制化された BEPS 対抗措置による税収への影響の見積りについて、継続的な報告

書を作成すること。  

③ OECDが BEPS の規模と経済的影響をモニタリングするとともに、分析ツール及び BEPS の

指標を引き続き開発し、また、改良を続けること。  

④ 各国政府は、特に多国籍企業について、法人税収の統計に関する報告書の公開改善する

こと。  

⑤ 各国政府は、特別目的会社（SPEs）に関する直接投資や役務提供取引、無形資産への投

資等について、様々な国々を対象として、BEPS に関する税以外のデータについて改善を続

けること。 

⑥ 各国政府は、学者及び調査者とともに BEPSに関する研究協力の在り方について、現時点

において提案されているベスト・プラクティスを検討し、また、新しいアプローチを模索

すること。また、各国政府は、BEPSへの理解を促進するため、そして、実体経済の影響及

び BEPS ではない税優遇措置から BEPS をより明確に区別できるようにするため、多国籍企

業の活動に対し、学者や関係機関とともに、より進んだ調査を奨励していくこと。 

 

将来においては、政府は、収集されたデータをより上手く活用することが必要となる。BEPS

対抗策の効果を評価するためには、BEPS に関するより深い分析や、統計結果の公表等が重要に

なる。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

OECDは、本報告書の提案に基づき、新しい法人税統計の定期的な公表や、BEPS 対抗策によ

る税収への影響の概算についての継続的な報告書の提出、分析ツール及び BEPS の指標の策定

に努めるものと考えられる。 

 

２ 日本の対応 

日本においては、BEPS に関連するデータの提出を求める仕組み等は未整備であり、行動計

画 11に関連する改正についての議論も特段なされていない。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 
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第１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 12 では、プロモーター及び納税者が租税回避スキームを税務当局に報告する義務的

開示制度の策定が検討された。 

行動計画 12 では、世界の税務当局が直面している主要な課題は、アグレッシブなタックス・

プランニング戦略についての速やかで包括的かつ関連性のある情報が欠如していることであり、

これらの情報に速やかにアクセスできれば、報告されたリスク評価、税務調査、税制改正を通

じて租税回避に早急に対処することが可能であるとされた。 

また、行動計画 12 では、義務的開示制度のない諸国が租税回避のスキームとその利用者に係

る情報を速やかに取得する体制を構築できるために、開示義務者、開示内容、開示手続等の主

要な項目について複数の選択肢を提示し、各国が自国の法体系の下で最適な様式を選択するこ

とを認めること（モジュラー方式）が勧告された。さらに、各国の税務当局間で義務的開示制

度により収集した情報を交換する枠組みについても提言された。 

このように、行動計画 12では、ミニマム・スタンダードではなく、各国が自国に適した制度

設計が可能となるように、各種の方策が提示されている。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

OECDでは義務的開示制度に関連した議論がなされ、以下の報告書が発表された。 

（i）「Study into the Role of Tax Intermediaries」（2008年 3月）90 

本報告書では、税務当局が大企業との間で強固な関係を構築し、協力的なコンプライア

ンスを達成することが重要であるとされた。 

（ii）「Tackling Aggressive Tax Planning through Improved Transparency and Disclosure」

（2011 年 2月）91 

本報告書では、租税回避的なタックス・プランニングに対処するために、速やかで包括

的な情報が重要であると説明された。 

（iii）「Co-operative Compliance: A Framework: From Enhanced Relationship to Co-operative 

Compliance」（2013年 7月）92 

本報告書は、（i）の版報告書の改訂版である。 

（iv）「Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting」（2013 年 7月）93 

 

さらに、2015年 4月にディスカッションドラフト 94が公表され、パブリック・コメント及び

                                                   
90 http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/study-into-the-role-of-tax-intermediaries 9789264041813-en  
91 http://www.oecd.org/ctp/exchange-of-tax-information/48322860.pdf  
92 http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/co-operative-compliance-a-framework_9789264200852-en  
93http://www.oecd-ilibrary.org/taxation/action-plan-on-base-erosion-and-profit-shifting 9789264202719

-en  
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パブリックコンサルテーションを経て、2015年 10月 5日に BEPS 最終報告書が公表された。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

１ 概要 

行動計画 12 では、プロモーター及び納税者が租税回避スキームを税務当局に報告する義務

的開示制度の策定が検討された。 

行動計画 12 では、世界の税務当局が直面している主要な課題は、アグレッシブなタック

ス・プランニング戦略についての速やかで包括的かつ関連性のある情報が欠如していること

であり、これらの情報に速やかにアクセスできれば、報告されたリスク評価、税務調査、税

制改正を通じて租税回避に早急に対処することが可能であるとされた。 

BEPS最終報告書では、上記の点に鑑み、以下の 3点が義務的開示制度のベスト・プラクテ

ィスとして提言された。 

・ 義務的開示制度の導入の勧告（モジュラー方式（各国が自国の法体系のもとで最適な様

式を選択することを認めること））。BEPS最終報告書では、義務的開示制度の概要（パラ

グラフ 12 以下）、モデル例（パラグラフ 56 以下）、対象となる国際的租税スキーム（パ

ラグラフ 223 以下）、各国税当局間での開示情報の共有（パラグラフ 276以下）の各項目

に分けて説明されている。 

・ 国際的租税スキームに焦点を当て、関連する取引を把握するために税の恩典の定義を広

く考えること。 

・ 国際的租税スキームのために情報共有のための強化された仕組みを構築すること。 

 

２ 義務的開示制度の目的及び制度設計における基本原則（パラグラフ 12以下） 

（１）義務的開示制度の目的 

義務的開示制度の目的は以下の 3点である。 

① 潜在的な租税回避スキームに係る情報を速やかに入手できること（パラグラフ 12、同

38-42）。 

② 租税回避スキーム並びに租税回避スキームの利用者及びプロモーターを適時に認識で

きること（パラグラフ 12、43-47）。 

③ 租税回避スキームの促進及び利用に対する抑止力が働くこと（パラグラフ 12、48-55）。 

 

（２）制度設計における基本原則 

義務的開示制度の制度設計における基本原則は以下の 4点である。 

① 義務的開示制度が明確で誰もが理解できるものであること（パラグラフ 19）。 

② 義務的開示制度により増加する納税者側のコンプライアンスコストと、税務当局が租

税回避の取引の情報を入手するという便益とのバランスがとれていること（パラグラフ

                                                                                                                                                               
94 http://www.oecd.org/tax/aggressive/discussion-draft-action-12-mandatory-disclosure-rules.pdf  
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・スキームの照会番号 

・顧客リスト 

 

 

 

（６）開示義務履行と罰則 

開示義務を履行した場合と履行しない場合の効果については、以下のように勧告された。 

ア 開示義務を履行した場合の効果 

税務当局への開示は、開示された租税スキームが租税回避を意図した取引であること

を意味するものではない。また、税務当局に開示されたとしても、税務当局が開示され

た租税スキームを承認したことを意味するものではない。これらのことは国内法に明記

されるべきである。 

イ 開示義務を履行しない場合の効果 

開示義務を履行しない場合には、罰金（違反日数に対する罰金や租税利益又はプロモ

ーターの報酬額に応じた罰金）、罰金以外の罰則を科すことが認められる。なお、罰金以

外の罰則については、カナダでは、開示義務の対象である租税スキームの有効性が停止

され、税務当局は税の特典を否認することができる。一方、米国、英国、ポルトガル及

び南アフリカでは、開示義務を履行しない場合であっても開示義務の対象である租税ス

キームの有効性には影響しない。 

 

４ 義務的開示制度の対象となる国際的租税スキーム（パラグラフ 223以下） 

（１）概要 

国際的租税スキームは、複数の関係者に対し、関係する国々にまたがって複数の税務メ

リットが発生するように仕組まれている。そのため、国内租税スキームとはいくつかの相

違点があることから、国際的租税スキームに焦点を当てた義務的開示制度をより効果的に

するために、以下の点で変更されるべきであることが勧告された。 

① 国際的租税スキームには閾値テストは不要である。 

② 国際的租税スキームに生ずる BEPSのリスクに焦点を当てた開示基準を開発し、創造的

なタックス・プランニングのテクニックを十分に把握できるようにすべきである。 

③ 国内の納税者がクロスボーダー取引に係る節税効果が生じるような重要な取引に関与

している場合には、その取極めが開示義務の対象となるよう、義務的開示の対象範囲を

広く定義すること必要である。 

④ 納税者又はアドバイザーがクロスボーダー取引に係る節税効果を認識していることが

合理的に見込まれる場合に限り開示義務が課されるように、納税者等に対して過度な負

担とならないようにすることが必要である。 

⑤ 国内の納税者又はアドバイザーに対し、グループ間での重要な取引を行う場合に、納

税者等が知ることができる範囲内の重要な情報は全て開示させるように義務付けること

が必要である。 
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⑥ 国内の納税者が、グループのメンバーと重要な取引を始める際には、以下のことを義

務付けることが必要である。 

・グループ間での取極めが②で開発された開示基準で把握されるクロスボーダー取引の

節税効果をもたらすか否かを確認すべきである。 

・税務当局に対し、グループのメンバーが取極めに関連する情報を提供しない場合、取

極めが不適切又は不完全である場合、又は、情報の提供が不合理に遅くなる場合には、

その旨を税務当局に通知すべきである。 

 

（２）具体例 

 （事例） 

B国に所在する B社は、グループ企業のファイナンスを統括し、A国に所在する A社から

借入れをしてグループ企業に対して融資をしている。ハイブリッド金融商品の利用により、

B 社では支払利子は損金に算入されるが、A 国では受取利子は益金に算入されない。また、

E国に所在する E社は、C国に所在する C社と資本の再構築をして、C社から借入れをして

C社に利子を支払っている。 

   

（問題点） 

E 国において、義務的開示制度が導入され、損金算入・益金不算入の利子の支払が義務

的開示の対象となった。E 社は、ハイブリッド・ミスマッチ・取極めの直接の当事者では

ないが、A 社と B 社の金融の取極めを E 国の税務当局に報告する義務を負うかが問題とな

る。 

   

（検討） 

この場合、E 社の利子の支払が E 国の税法において損金算入され、かつ、損金算入の額

が重要である場合には、E社は、A社と B社の金融の取極めについても E国の税務当局に報

告すべき義務を負うと考えられる。 
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５ 各国税当局間での開示情報の共有（パラグラフ 276以下） 

各国の税務当局は、義務的開示制度により収集された情報について、国境を越えた租税回

避に重点を置いた国際的基盤として創設された JITSIC ネットワーク（Joint International 

Tax Shelter Information and Collaboration Network）による自発的情報交換制度を活用す

ることが有用であるとされた。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

OECDは、今後も継続して、効果的な義務的開示制度の検討と各国での事例を研究すると考

えられる。  

 

２ 日本の対応 

日本には、タックス・プランニングの開示義務制度は無いが、BEPS 最終報告書の発表を受

け、わが国でもタックス・プランニングの開示義務制度導入の必要性が検討することとされ

ている 95。 

 

                                                   
95 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 41頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai7.pdf  

A社 

株式保有 

【A国】 

B社 

D社 C社 

E社 

利子 

利子 

【B国】 

貸付

貸付

【D国】 

【C国】 

【E国】 

【グループ間での国際的租税スキームの事例（BEPS 最終報告書 Figure 3.1）】 
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３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 
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第１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画 13 では、移転価格文書と多国籍企業グループの各国別の所得、納税額及び活

動状況に係る情報を報告する国別報告書（Country-by-Country Reporting）について検

討された。BEPS 最終報告書には、改訂された移転価格係る文書化の基準、並びに国別の

所得、納税額及び経済活動に係るいくつかの基準に係る情報を記載する国別報告書の共

通様式が含まれる。この国別報告書の作成義務は、各国に立法措置の導入を提言するミ

ニマム・スタンダードである。 

2013 年の OECD の行動計画の行動 13 において、企業のコンプライアンスリスクに配慮

しつつ、税務当局のために透明性を高めることを目的として、移転価格文書に関して、

共通様式に基づいて、多国籍企業が国別の所得、経済活動及び納税額についての情報を、

各国に提供するというルールを発展させることが求められていた。 

この要請に基づいて、マスターファイル、ローカルファイル、国別報告書という 3 層

構造の文書によるアプローチが検討されてきた。 

① マスターファイル 

移転価格文書に係る指針は、多国籍企業に対して、グローバルな事業活動及び移転

価格ポリシーに係るハイレベルな情報を記載したマスターファイルを税務当局に提供

することを求めている。マスターファイルは、関連する全税務当局が入手できるよう

提供することを求めている。 

② ローカルファイル 

移転価格文書に係る指針は、重要な関連者間取引に係る資料、当該関連者間取引の

取引額、そして当該取引に係る移転価格決定に係る分析を記載したローカルファイル

を提供することを求めている。 

③ 国別報告書 

大規模な多国籍企業は、事業活動を行っている各税務管轄地における総収入額、税

引前利益、法人税額（納付税額ベース）及び法人税額（当期発生分）等を報告する国

別報告書を提出することが求められる。また、多国籍企業は、各税務管轄地における

従業員数、資本金、利益剰余金及び有形資産の額を報告することが求められる。さら

に、各税務管轄地において事業活動を行っている多国籍企業グループの事業体を明記

し、各事業体が行っている事業活動を記載することが求められる。 

 

以上をまとめると、これらの 3 つの文書（マスターファイル、ローカルファイル、国

別報告書）は、納税者に対しては、一貫した移転価格ポジションを求めるとともに、税

務当局に対しては、移転価格リスクを評価し、税務調査に係るリソースをどのように配

分すれば最も効果的となるかを判断し、税務調査が行われる段階においては、調査対象
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を絞るための情報を提供するものとなる。これらの情報によって、税務当局は、企業が

意図的に税負担に利点のある地域に相当な利益を移転する効果をもたらす移転価格その

他の方法をより容易に特定できるはずである。BEPS プロジェクトに参加する国々は、こ

の新たな報告条項及びこれらの報告によってもたらされる情報の透明性が、BEPS を理解

し、統制し、対処するという目的達成に寄与するだろうと考えている。 

各文書の具体的な内容は、税務当局の情報の必要性、情報の不適切な使用方法に係る

懸念、そして事業活動に課されるコンプライアンスコスト及び負担のバランスをとる努

力が反映されている。関連者間の利子支払、ロイヤルティ支払、そして、特に役務提供

に係る対価について、追加の取引情報(当該税務管轄地において活動している事業体の取

引についてマスターファイルやローカルファイルでは入手できない税務管轄地以外の取

引に係る情報)を国別報告書において報告することを要求することで前述のバランスを

調整しようとする国もある。このような見解を示している国々は、主に新興市場の国々

(アルゼンチン、ブラジル、中国、コロンビア、インド、メキシコ、南アフリカ、及びト

ルコ)であり、これらの国々は、リスク評価を行う上でこれらの情報が必要であり、かつ、

海外に本社を置く多国籍企業のグローバルな事業活動に係る情報を入手することが困難

だと主張している。その他の国々は、BEPS 最終報告書において調整されたバランスに賛

成している。これらの全ての見解を踏まえ、BEPS プロジェクトに参加する国々はこれら

の新たな基準の導入を慎重に検討し、2020 年までにこれらの報告書の内容に対して、追

加の又は異なるデータの報告が必要とされるように修正されるべきか再評価することが

義務付けられている。 

移転価格文書基準、特に国別報告書の一貫した効果的な実施は必要不可欠である。そ

れゆえ、OECD/G20 BEPSプロジェクトに参加している国々は移転価格文書と国別報告書の

実施の根幹となる要素について合意した。この合意は、大企業が、マスターファイル及

びローカルファイルを、直接、当該国の税務当局に提出することを求めている。国別報

告書は、最終親会社所在地国において提出され、税務行政執行共助条約、多国間租税条

約又は租税情報交換条約のような政府間の自動的情報交換を通じて共有されるものとな

っている（条約方式）。もっとも、後述するとおり（III５（２））、自動的情報交換方式

の前提となる 3 つの条件を満たせない場合には、補完的に、当該国が自国の子会社に国

別報告書の提出を求めること（子会社方式）が認容されている。 

これらの新たな国別報告書の要請は、2016 年 1 月 1 日以降の事業年度に実施され、年

間連結売上高が 750百万ユーロ以上の多国籍企業に適用されることになる。 

新たな報告書基準の実施を容易にするため、大企業グループに国別報告書の提出を要

求する国が利用可能なモデル法令と税務当局間でこれらの報告書の交換を容易にするた

めに用いられる権限ある当局の合意を含む国別報告書実施パッケージの検討が進められ

てきた。次のステップとして、国別報告書の電子的な交換を適用することを目指して、
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XML スキーマと関連するユーザーガイドが公表された 96。 

国別報告書が要請されることに伴い、移転価格リスクを評価する能力がより高まるこ

ととなる結果、より効果的な問題解決手法の必要性が高まるものと認識されている。こ

の必要性は国別報告書の自動的情報交換を容易にするための国家間の仕組みを構築する

際に議論されてきた。 

税務管轄地は、必要に応じて、適切な方法により国内法を導入するよう務め、情報交

換の国際的な合意の範囲を拡大することも求められている。税務管轄地が取組を遵守し

ているかをモニタリングし、報告書の提出と普及の仕組みの効果を検証するよう、情報

交換のメカニズムは改訂されるものとされている。このモニタリング・検証の結果は、

2020年の検証の際に考慮されることになる。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

1995 年に OECD 移転価格ガイドライン 5 章において移転価格文書化の必要性について

論じられ、2012 年の BEPS プロジェクト立上げ以降も移転価格関連の文書化について議

論されてきた。2014 年 9 月 16 日には移転価格文書と国別報告書の記載内容、作成要領

について「移転価格文書化及び国別報告書に係る指針」（Guidance on Transfer Pricing 

Documentation and Country-by-Country Reporting）が、2015 年 2月 6日には国別報告

書の導入時期、対象となる多国籍企業、税務当局の収集と使用に係る必要条件、税務当

局間の情報交換の枠組等の国別報告書実施パッケージについて「移転価格文書化及び国

別報告書の実施に係る指針」（Guidance on the Implementation of Transfer Pricing 

Documentation and Country-by-Country Reporting）が、2015 年 6月 8日には、国別報

告書の交換に係る権限ある当局の合意のモデルが発表された「移転価格文書化及び国別

報告書の実施に係る指針」（Guidance on the Implementation of Transfer Pricing 

Documentation and Country-by-Country Reporting）が既に発表されており、BEPS 最終

報告書はこれらをまとめたものである。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

行動計画 13 に係る BEPS最終報告書では、現行の OECD移転価格ガイドラインの 5章

を全て削除し、以下に述べる内容に改訂することを勧告している。 

 

１ 概要（改訂版の OECD移転価格ガイドラインの第 5章） 

行動計画 13 では、移転価格文書化には以下の 3つの目的があるとする。 

① 納税者が関連者間取引における適切な価格と条件を設定し、適切な税務申告を

することを確保する。 

                                                   
96http://www.oecd.org/tax/oecd-releases-standardised-electronic-format-for-the-exchange-of-beps

-country-by-country-reports.htm  
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② 税務当局によるリスク評価を実施する際に必要となる情報を提供する。 

③ 税務当局による税務調査を適切に実施するために使用する有益な情報を提供す

る。 

これらの目的を達成するために、各国が共通した移転価格文書化のアプローチを

適用する必要があるとして、マスターファイル、ローカルファイル、国別報告書の 3

層構造の文書の提出制度が導入される。（図 1） 

 

図 1【移転価格文書化の構造】 

 

【出典：平成 27年 10月 23日税制調査会配布資料等に基づき TMI総合法律事務所で作成】 

 

２ マスターファイル（改訂版の OECD移転価格ガイドラインの第 5章、AnnexI） 

マスターファイルには、税務当局が重要な移転価格リスクを検証できるよう、多国

籍企業のグローバルな事業活動の状況、移転価格ポリシー、所得及び経済活動の配分

等の多国籍企業の事業の概要について記載されるべきとされる。 

マスターファイルには、(a)多国籍企業グループの組織構造、(b)多国籍企業の行う

事業の説明、(c)多国籍企業の保有する無形資産、(d)多国籍企業グループ間の金融活

動、(e)多国籍企業の財務状況及び納税状況が記載されるべきとされる（図 2）。 

  

・組織図 

・経営戦略 

・主要な競合他社 

・主要な関連者間取引と取

引背景 

・移転価格算定根拠 

・財務諸表 等 

・グループの組織図 

・事業概要 

・保有する無形資産の情報 

・グループ内金融活動に係

る情報 

・グループ全体の財務状況

と納税状況 

・親会社・子会社所在国ご

との多国籍企業グループの

下記情報 

 総収入・所得・税額・資

本金等の財務情報 

 従業員数 

 有形資産額 

 主要事業 等 

ローカルファイル 

〈親・子会社が各々作成〉 

マスターファイル 

〈親会社が作成〉 

国別報告書 

〈親会社が作成〉 
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図 2 

マスターファイルの記載内容 

 

(a) 多国籍企業グループの組織構造 

多国籍企業における各事業体の法的構造及び資本関係と当該事業体の

所在地を示した図。 

(b) 多国籍企業の行う事業の説明 

・多国籍企業の事業に係る概要（以下の内容を含む)。 

- 事業収益の重要なドライバー（源泉）。 

- グループの売上高で上位 5つの製品及び/又は役務提供、並びにグル

ープの売上高の 5％以上を占める製品及び/又は役務提供の商流の

概要。説明は図表の形式でよい。 

- 多国籍企業グループ内の企業間の重要な役務提供(研究開発（R&D）

を除き、)のリスト及び概要。重要な役務提供を行う主要な拠点の機

能及び費用の分配とグループ間の役務提供に支払われるべき価格を

決定する移転価格ポリシーの説明を含む。 

- 上記 2 点目で述べられた製品及び役務提供の主要な地理的な市場の

説明。 

- 価値創造に対するグループ間の各事業体による主要な貢献に係る簡

単な機能分析。すなわち、当該事業体が果たしている主要な機能、

負担する重要なリスク及び使用する重要な資産。 

- 対象年度に発生する重要な事業再編取引、事業買収、事業売却の説

明。 

(c) 多国籍企業の無形資産 

・無形資産の開発、保有、利用に係る多国籍企業全体としての戦略の概要。

主要な研究開発施設と研究開発を管理する施設の所在地を含む。 

・多国籍企業が保有する、移転価格の目的のために重要な無形資産及び無

形資産群のリスト及びそれらの無形資産を法的に保有する事業体のリ

スト。 

・無形資産に関係する関連者間における重要な契約リスト。費用分担契約、

主要な研究サービス契約及びライセンス契約を含む。 

・研究開発と無形資産に係るグループ内の移転価格ポリシーの概要。 

・対象年度における重要な無形資産の移転についての概要。関連する事業

体の名称、所在国及び当該移転に係る対価を含む。 

(d) 多国籍企業グループ間の金融活動 

・グループの資金調達方法の概要。非関連者からの重要な資金調達契約を
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ーファイルを補完し、特定の税務管轄地に影響を与える納税者の重要な移転価格ポジ

ションが独立企業原則に則っていることを保証するものである。ローカルファイルは、

ある国に所在する関連会社と当該国外の関連者間で行われる取引の移転価格分析に係

る情報に焦点をあてている。そして、その移転価格分析は当該国の税制上重要となる。

ローカルファイルには、これらの特定の取引に係る財務情報、比較可能分析、そして

最適な移転価格算定方法の選定及び適用についての情報が含まれる。ローカルファイ

ルに含まれるべき情報が、マスターファイルに含まれる情報と相互に参照することに

より十分に満たされる場合、そのような制度は十分なものである。（図 3）。 

ローカルファイルの各国の税務当局での共有のイメージは、マスターファイルの場

合と同様である。 

 

図 3 

ローカルファイルの記載内容 

 

対象事業体 

・対象事業体の経営ストラクチャー、組織図及び対象事業体の経営報告先と

なる者及び当該者の主要事務所の所在国に係る説明。 

・当年度又は直近の年度において対象事業体の関与又は影響のあった事業再

編や無形資産譲渡に係る説明、対象事業体に影響を与えた取引の説明を含

む、対象事業体の事業と事業戦略の詳細な説明。 

・主要な競合先。 

 

関連者間取引 

事業体が関与する重要な関連者間取引カテゴリーごとに、以下の情報を提

出する。 

・各関連者間の重要な取引(製造に係る役務の調達、商品購入、役務提供、

ローン、資金調達及び契約履行保証、無形資産ライセンス等)と取引背景

の説明。 

・対象事業体が関与する関連者間取引カテゴリーごとに、関連者間支払及び

受取り額(製品、サービス、ロイヤルティ、利子等の支払及び受取り、国

外の支払者又は受取り者を納税地ごとに記載)。 

・関連者間取引のカテゴリーごとの関連者の特定と、関連者との関係。 

・対象事業体により締結された全ての重要な関連者間契約書のコピー。 

・文書化された関連者間取引のカテゴリーごとの納税者及び関連者の詳細な

比較可能性及び機能分析、前年との比較を含めた記載。 

・取引カテゴリーごとの最適な移転価格算定方法及びその算定方法を選択し
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た理由の説明。 

・（必要に応じて、）どの関連者を検証対象企業としたかの明示及びその理由

の説明。 

・移転価格算定方法を適用するに当たってのその選択に係る重要な前提条件

の要約。 

・（必要に応じて、）複数年度検証を行う理由の説明。 

・（もしあれば、）選定された比較対象取引(内部又は外部)の一覧と説明。移

転価格分析において依拠する独立企業の関連財務指標の情報（比較対象取

引の選定方法及び情報源に係る説明を含む)。 

・差異調整の説明、差異調整の実施対象(検証対象企業か比較対象取引かあ

るいはその両方か)の明示。 

・選定された移転価格算定方法の適用に基づき、関連者間取引が独立企業原

則に則り算定されたと結論付ける理由の説明。 

・移転価格算定方法の適用に当たって利用された財務諸表の概要。 

・前述の関連者間取引に関連する既存のユニ及びバイ/マルチ APA 及び、そ

の他の税務ルーリングの写し。 

 

財務情報 

・対象事業体の対象年度の財務諸表。もしあれば、監査済財務諸表を提供し、

なければ未監査財務諸表を提供する。 

・財務諸表に基づく移転価格算定方法の適用に当たって使用された財務情報

と切出工程表。 

・分析で使用された比較対象取引の関連財務データの概要とその情報源。 

 

４ 国別報告書（改訂版の OECD 移転価格ガイドラインの第 5章、Annex III） 

（１）概要 

国別報告書については、多国籍企業グループが事業を行う税務管轄地における、

国別の所得、納税額、特定の経済活動の所在地の指標についてのグローバルな配分

に係る情報を記載することが求められている。また、国別報告書には、財務情報が

報告された全ての構成事業体のリストを記載することも求められる。そこでは、設

立地国（所在地国とは異なる）、及び、当該企業によって実行されている主要な経済

活動の性質が含まれる。 

国別報告書は、ハイレベルな移転価格リスクを評価する目的のために有益なもの

とされる。また税務当局は、関連するその他の BEPS リスク並びに経済分析及び統計

分析に適する部分の評価にも本レポートを用いることができるだろう。しかしなが

ら、国別報告書の情報は、十分な機能分析及び比較分析に基づく個々の取引及び価
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格についての詳細な移転価格分析の代わりとして用いられてはならない。国別報告

書の情報は、そのまま、移転価格が適切か否かを決定付ける証拠とはならない。国

別報告書は、記載されたグローバルな所得分配に基づいて移転価格の調整を行うた

めに用いられてはならない。 

 

（２）実施 

国別報告書が効果的かつ統一的に実施されることが重要であるため、OECD/G20 の

BEPS プロジェクトに参加している国々は国別報告書について以下のガイダンスを作

成した。 

最初の国別報告書は 2016年 1月 1日以後に開始する事業年度に提出されるべきこ

とが推奨されている。ただし、税務管轄地によっては国内法の整備に時間が必要と

なる国もある。したがって、適時の法制化を支援するために、最終親事業体に当該

税務管轄地において国別報告書の提出を求めるモデル法制が検討されてきた（附則

4,5）。税務管轄地はこのモデル法制を各国の法制に応じて順応させることができる。 

多国籍企業は、原則として、国別報告書を毎年提出することが推奨されているが、

2015 年時点で連結グループ年間売上高 750 百万ユーロ又は現地通貨での相当額を下

回る多国籍企業には例外が認められる。しかしながら、これ以外に例外はなく、特

に特別な産業、投資ファンド、会社形態でない事業体、非公開の事業体であっても

例外は認められるべきではないとされる。この基準は、2020 年の検証において適切

であったか否かが再考されることとなる。 

国別報告書の書式は以下のとおりである。 
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図 4 国別報告書様式（税務管轄地ごとの所得、納税額及び経済活動の配分の概観） 

 

多国籍企業グループ名： 

対象事業年度： 

通貨： 

税
務
管
轄
地 
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税引前利益 

（損失） 

法人税額（納付税
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剰
余
金 

従
業
員
数 

有形資産額（現金

及び現金等価物
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図 5 国別報告書様式（税務管轄地ごとに集約した多国籍企業グループを構成する全事業体一覧） 

 

多国籍企業グループ名： 

対象事業年度： 

税務管轄地 
税務管轄地に所在する構成

事業体 

税務管轄地が事業体の

所在地とは異なる場合

の税務管轄地 

主な事業活動 

研
究
開
発 

知
的
財
産
管
理 
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売
マ
ー
ケ
テ
ィ
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般
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サ
ポ
ー
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非
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者
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務
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グ
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ー
プ
内
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付
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務
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、
そ
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の
保
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眠
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そ
の
他

9
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 1.               

2.               

3.               

 1.               

2.               

3.               

 

図 6 国別報告書様式（追加情報） 

多国籍企業グループ名： 

事業年度： 

必要と考えられる追加の情報や国別報告書の必須情報への理解を円滑にする説明等を記載してください。 

 

  

                                                   
97 構成事業体の主な事業活動についてその特徴を「追加情報」の欄に記載すること。 
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（３）国別報告書の取得及び利用のための必要条件 

OECD/G20 BEPS プロジェクトに参加する国々は、国別報告書の取得及び使用の前提とな

る以下の条件に合意している。 

ア 守秘（Confidentiality） 

税務管轄地は、報告された情報を法的に保護する制度を整備・施行しなければならな

い。そのような保護制度により、国別報告書の機密性は、「税の透明性及び税務目的の情

報交換に係るグローバルフォーラム」によるレビューを受けた要請に基づく情報取扱い

に係る国際基準を満たす税務行政執行共助条約、租税情報交換条約（Tax Information 

Exchange Agreement）若しくは租税条約の下で提供される情報に適用される場合と、少

なくとも同等の守秘が、国別報告書について保持されることとなる。この保護制度は、

情報の利用に係る制限、情報開示先に係る規則、公の秩序の概念等を含むものとする。 

 

イ 整合性 

税務管轄地は、管轄内に所在する多国籍企業の最終親事業体の本店が免除規定に該当

しない限り国別報告書を作成・提出するよう定める法的規定の導入に最善の努力を払う

べきである。税務管轄地は標準様式（図 4）を使用するものとする。 

 

ウ 適切な使用 

税務管轄地は、国別報告書の情報を適切に使用しなければならない。特に、税務管轄

地は、国別報告書をハイレベルな移転価格リスク評価に利用することをコミットするも

のとする。また、税務管轄地は国別報告書を BEPSに関連する他のリスク評価に使用する

ことができる。税務管轄地はいかなる納税者の所得に対しても国別報告書の情報に基づ

く所得配分方式を根拠に所得に対する配分を行うべきではない。さらに、税務管轄地の

現地部局が国別報告書の情報を基にそのような配分を行った場合には、当該税務管轄地

の権限ある当局は関連する手続においてそのような配分に関して即座に譲歩することに

コミットするものとする。しかし、これは税務管轄地が税務調査過程において、多国籍

企業の移転価格上の取極めやその他税務事項に係る更なる調査の基礎として国別報告書

の情報を使用することを妨げるものではない。 

 

５ 国別報告書の実施パッケージ（改訂版の OECD移転価格ガイドラインの第５章、Annex IV） 

 

（１）国別報告書実施のための法令モデル 

OECD/G20 BEPS プロジェクトに参加している国々は、政府間で国別報告書を自動的に交

換するための国別報告書実施パッケージを開発してきた。 

より具体的には、多国籍企業グループの最終親事業体の税務管轄地で国別報告書の提出
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を義務付けるモデル国内法制が検討されてきた。税務管轄地は、現行法の修正が必要な場

合には、このモデル法制を自国の法制度に応じて適合させることができる。 

以下のように、多国籍報告書実施のための法令モデルが提示されている。 

 

--------------------------------------------------------------------- 

第 1条（定義） 

第 1条には、「グループ」、「多国籍企業グループ」、「対象外多国籍企業グループ」、「構

成事業体」、「報告事業体」、「最終親会社」、「代理親会社」、「事業年度」、「報告事業年度」、

「権限ある当局間合意」、「国際協定」、「連結財務諸表」及び「制度上の欠陥」の各用語

が定義されている。 

 

第 2条（提出義務） 

1.多国籍企業の最終親会社は、報告事業年度に係る第 4 条に定める要件を満たした国

別報告書を、第 5 条で定める期限までに、税務上の居住地国の税務当局に対して提

出しなければならない。 

2.多国籍企業グループの最終親会社ではない他の構成事業体は、以下の条件を満たす

場合に、当該構成事業体が所属する MNE グループの報告事業年度に係る第 4 条に定

める要件を満たした国別報告書を、第 5 条で定める期限までに提出しなければなら

ない。 

(i)当該構成事業体が当該国の税務上の居住者であること、かつ 

(ii)以下の 3つの条件のうち 1つを満たすこと。 

a)最終親会社が税務管轄地において国別報告書を提出する義務を負わない。 

b)最終親会社が税務上の居住者となる税務管轄地は当該国が当事者となる現行の国際

協定を締結しているが、第 5 条で定める報告事業年度に係る国別報告書の提出期限

までに、当該国が当事者となる権限ある当局間合意がなされていない。 

c)最終親会社の居住地である税務管轄地に制度上の欠陥があることが当該国の税務当

局から税務上の居住者である構成事業体に対して通知された。 

当該国の税務上の居住者である同一の多国籍企業グループの構成事業体が複数存

在し、上記（ii）に定められた 1 つ以上の条件が適用される場合、多国籍企業グル

ープは、第 5 条に定められた日以前の報告事業年度に関して、第 4 条に定める要件

を満たす国別報告書を提出し、当該提出によって当該国を税務上の居住地とする多

国籍企業グループの全ての構成事業体報告義務を履行することになることを通知す

る構成事業体を当該構成事業体の中から指定することができる。 

 

3.多国籍企業が、第 5 条に定められた日以前に国別報告書を税務管轄地の税務当局に

対して提出する代理親会社を通じて、当該報告事業年度に関して、第 4 条に定める
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要件を満たす国別報告書を利用可能とし、かつ、以下に定める各条件を満たす場合

には、第 2 項第 2 パラグラフの規定にかかわらず、第 2 項第 2 パラグラフ(ii)に定

められた 1 つ以上の条件が適用される場合、第 2 項第 2 パラグラフに定められた構

成事業体は、各報告事業年度に係る国別報告書を税務当局に対して提出する義務を

負わない。 

a)代理親会社の税務管轄地が、第 4 条に定める要件を満たす国別報告書の提出義務を

課している。 

b)代理親会社の税務管轄地が、当該国別報告書の提出について第 5 条に定められた期

限までに、当該国が加盟国である適格な権限ある当局間合意を有効としている。 

c)代理親会社の税務管轄地が、制度上の欠陥を当該国の税務当局に通知していない。 

d) 第 3条第 1パラグラフの定めにしたがって、代理親会社の税務管轄地が、当該事業

体が代理親会社であるということを、当該税務管轄地の構成事業体から通知されて

いる。 

e)第 3 条第 2 パラグラフの定めにしたがって、当該税務当局に対する通知がされてい

る。 

 

第 3条（通知義務） 

1.当該国における税務上の居住者である多国籍企業グループの構成事業体は、当該国

の税務当局に対して、当該事業体が最終親会社又は代理親会社であるかどうかを、

当該多国籍企業グループの報告事業年度の最終日までに通知しなければならない。 

2.当該国における税務上の居住者である多国籍企業グループの構成事業体が、最終親

会社又は代理親会社ではない場合には、当該国の税務当局に対し、報告事業体の名

称及び税務上の居住地を、当該多国籍企業グループの報告事業年度の最終日までに

通知しなければならない。 

 

第 4条（報告内容） 

1.多国籍企業グループに係る国別報告書は以下の内容を含むものとする。 

(i)多国籍企業グループが事業を行う各税務管轄地における総収入、税引前損益、納税

額、発生税額、資本金、利益剰余金、従業員数、現金又は現金同等物以外の有形資

産に関連する集合的な情報 

(ii)多国籍企業グループの各構成事業体の税務管轄地、税務管轄地が事業体の所在地

とは異なる場合には当該構成事業体が設立された準拠法に基づく税務管轄地及び主

な事業活動の性質 

2.国別報告書は、新 OECD 移転価格ガイドライン第 5 章又は行動計画 13 に示された共

通様式に含まれる定義及び指示と同様又は修正した方法で提出される。 
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第 5条（提出期限） 

国別報告書は、多国籍企業グループの報告事業年度の最終日から 12か月以内に提出さ

れなければならない。 

 

第 6条（情報の使用と守秘義務） 

1.税務当局は、国別報告書を、多国籍企業グループによる移転価格税制の不遵守に伴

うリスクを含むハイレベルな移転価格リスク評価及び BEPS 関連のその他のリスク

評価、さらに適切な場合には経済・統計分析の目的で使用する。税務当局による移

転価格調整は、国別報告書に基づいて行われてはならない。 

2.税務当局は、国別報告書に含まれる情報に関して、税務行政執行共助条約の規定に

基づいて提供される情報と少なくとも同程度の守秘を確保しなければならない。 

 

第 7条（罰則） 

（本モデル法令は、報告事業体が国別報告書の提出要件を遵守できない場合に課され

る罰則について規定しない。各税務管轄地が既存の移転価格文書化に係る罰則制度を国

別報告書の提出要件に拡大することを望むものと想定されている。） 

 

第 8条（適用開始日） 

本法は、2016年 1月 1日以降に開始する多国籍企業グループの報告事業年度から適用

する。 

--------------------------------------------------------------------- 

 

（２）国別報告書の政府間での交換のメカニズム 

ア 国別報告書の政府間での交換のメカニズム 

税務管轄地は、適時の方法により、多国籍企業の最終親事業体の本店所在地において

国別報告書の提出を要求し、多国籍企業グループが事業を行う税務管轄地と自動的に情

報交換すべきとされる（条約方式、図 7）。もし、(a)多国籍企業グループの最終親事業

体の税務管轄地が当該最終親事業体による国別報告書の提出を義務付けていない場合、

(b)当該税務管轄地において国別報告書の交換のための権限ある当局間の合意がない場

合、(c)当局間の合意にもかかわらず、当該税務管轄地において実際には国別報告書の情

報交換に不履行がある場合には、多国籍企業グループのうちの最終親事業体の代わりに

活動する指定された事業体が国別報告書を提出し、当該納税地国によってこれらのレポ

ートが自動的に交換されるという第 2の方式（子会社方式）が許容される（図 8）。 

 

図 7（条約方式） 
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イ 権限ある当局間合意モデル 

国別報告書を自動的に交換するための国際合意についての調整も行われてきた。既存の

国際合意（税務行政執行共助条約、二国間租税条約又は情報交換協定）に基づき、かつ、

金融口座情報の自動的交換に関して G20参加国と OECDが検討を加えてきた枠組みを参考に、

権限ある当局間の合意が調整されてきた。 

税務管轄地は、必要に応じて適時に国内法を整備するよう努力するものとされ、情報交

換の合意の範囲を拡大することが推奨されている。パッケージの実施は状況継続的にモニ

タリングされることとなっている。また、このモニタリング結果は 2020 年の検討の際に考

慮されることになっている。 

以下のように、権限のある当局間での国別方向書の交換合意モデルが提示されている。 

 

--------------------------------------------------------------------- 

第 1条（定義） 

1.本項には、「税務管轄地」、「権限ある当局」、「グループ」、「多国籍企業グループ」、

「対象外多国籍企業グループ」、「構成事業体」、「報告事業体」、「国別報告書」、「2015

レポート」、「調整機関」、「調整機関の事務局」及び「発効された合意」の各用語が

定義されている。 

2.税務管轄地における権限ある当局による本合意の適用に際しては、本合意において

定義されていない用語は、文脈により別に解釈すべき場合又は税務管轄地における

権限ある当局が（国内法によって認められているような）共通の意義を有すること

に合意する場合を除くほか、本合意の適用を受ける税務管轄地の法令において当該

用語がその適用の時点で有する意義を有するものとする。当該税務管轄地において

適用される租税に係る法令における当該用語の意義は、当該税務管轄地の他の法令

における当該用語の意義に優先するものとする。 

 

第 2条（情報交換義務） 

1.各権限ある当局は、税務行政執行共助条約の第 6 条、第 21 条及び第 22 条の規定に

したがって、1 年に 1 度の自動交換を原則として、当該国の税務上の居住者である

報告事業体から受け取る国別報告書を、一方の権限ある当局が本合意を有効として

いる他方の権限ある当局で、かつ、国別報告書に記載された情報に基づき、当該報

告事業体の多国籍企業グループの構成事業体が税務上の居住地である又は PE を通

じて行う事業について課税対象とされる税務管轄地である全ての権限ある当局と交

換する。 

2.前項の規定にかかわらず、第 8 条第 1 項 b)にしたがってなされた通知に基づいて、

非互恵関係となると表明した税務管轄地の権限ある当局は、国別報告書を送付する

が、本合意に基づいて国別報告書を受け取ることはない。非互恵関係にあるとされ
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ていない税務管轄地の権限ある当局は、前項で定められた情報を送付し、受け取る。

しかしながら、権限ある当局は、前述した非互恵関係にあるとされる税務管轄地に

おける権限ある当局に対しては当該情報を送付しない。 

 

第 3条（情報交換の時期及び方法） 

1.第 2条の情報交換の目的のために、国別報告書に記載される額の通貨を特定する。 

2.第 2 条第 1 項に関して、国別報告書は、第 8 条 1a)にしたがった通知により権限あ

る当局によって表明される日以降に開始する多国籍企業グループの事業年度につい

て、可能な限り速やかに、かつ、遅くとも当該事業年度の最終日から 18か月以内に

最初の交換がなされる。但し、双方の権限ある当局が本合意を発効し、各税務管轄

地が第 2 条に規定される範囲と一致する国別報告書の提出を義務付ける法令を発効

した場合に限り、国別報告書を交換する義務を負う。 

3.第 2項を満たす場合に限り、国別報告書は、（2回目以降の交換については）可能な

限り速やかに、かつ、遅くとも当該国別報告書に係る多国籍企業グループの事業年

度の最終日から 15か月以内に交換される。 

4.権限ある当局は、XMLでの共通の方式により国別報告書を自動的に交換する。 

5.権限ある当局は、暗号化規格を含む電子データ送信による方法について、最大限に

標準化し、複雑性及びコストを最小限とする観点から取り組み、合意し、調整機関

の事務局にそのような標準化された送信及び暗号化規格を通知する。 

 

第 4条（コンプライアンスと執行についての協調） 

権限ある当局は、他方の権限ある当局の税務管轄地において税務上の居住地を有する

報告事業体に関して、誤謬が不適切若しくは不完全な情報の報告をもたらす又は報告事

業体による国別報告書の提出義務違反があると考えられる理由がある場合には、他方の

権限ある当局に対して、その旨を通知する。通知を受けた権限ある当局は、通知に記載

された誤謬又は義務違反に対処するために、国内法上可能な適切な手段をとる。 

 

第 5条（守秘、情報のセーフガード及び適切な使用） 

1.交換される全ての情報は、当該情報の使用制限条項を含む税務行政執行共助条約に

規定される守秘義務及び他の保護措置の対象となる。 

2.第 1 項に規定される制限に加えて、情報を使用する場合には、本項で規定される許

容可能な使用の限度でさらなる制限を受ける。特に、国別報告書によって受け取ら

れる情報はハイレベルな移転価格及び BEPS リスク評価並びに適切な場合には経

済・統計分析のために使用される。当該情報は、完全な機能分析及び完全な比較分

析に基づいて、個別の取引及び価格についての詳細な移転価格分析に代わるものと

しては使用されない。国別報告書自体に記載された情報は、移転価格が適切である
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か否かの決定的な証拠にはならない。その結果として移転価格調整は国別報告書に

基づいてなされない。地方税務当局が本項に違反して不適切な調整を行った場合、

いかなる権限ある当局による手続においても、当該調整が不適切であると認められ

る。しかしながら、税務調査の一環で多国籍企業グループの移転価格取極め又は他

の税務上の論点について追加調査を行う根拠として、国別報告書のデータを使用す

ることは禁止されない。その結果、構成事業体の課税所得に対して適切な調整が行

われることはある。 

3.準拠法で認められる限度において、一方の権限ある当局は、本条第 1 項及び第 2 項

で規定される義務違反があった全ての事案及び前述した各項の義務違反について実

施される手段を含む全ての改善策を、速やかに調整機関の事務局に対して通知する。

調整機関の事務局は、一方の権限ある当局が合意を発効している全ての権限ある当

局に対して通知する。 

 

第 6条（協議） 

1.国別報告書のデータに基づいた追加調査の結果として行われる構成事業体の課税所

得に対する調整が、好ましくない経済的な結果（特定の事業に生じる場合を含む）

をもたらした場合、影響を受けた構成事業体の居住地である税務管轄地における権

限ある当局は、当該案件を解決することを目的として、相互に協議する。 

2.本合意の適用又は解釈に関して困難が生ずる場合、一方の権限ある当局は本合意が

実現されるように適切な手段を講じるために、他方の権限ある当局と協議を要請す

ることができる。特に、一方の権限ある当局が他方の権限ある当局との国別報告書

の交換について制度上の欠陥があると判断する前に、一方の権限ある当局は他方の

権限ある当局と協議しなければならない。一方の権限ある当局がそのような判断を

行う場合には、当該他方の権限ある当局に対する通知の後に、全ての権限ある当局

に対する通知を行う調整機関の事務局に対して通知しなければならない。一方の権

限ある当局は、準拠法で認められる限度において、当該問題に対して受け入れ可能

な解決策を見つけるために、調整機関の事務局を通じて、一方の権限ある当局が本

合意を発効している他方の権限ある当局を協議に加えることができる。 

3.第 2 項にしたがって協議を求めた権限ある当局は、至った結論及び開発された手段

を、当該結論又は手段が存在しないことを含め、調整機関の事務局に対して通知し

なければならない。調整機関の事務局は、全ての権限ある当局（当該協議に参加し

ていないとしても）に対して、当該結論又は手段を通知する。関与した納税者を特

定するような情報を含む、特定の納税者に係る情報は添付されない。 

 

第 7条（修正） 

本合意は、本合意を発効した全ての権限ある当局の書面による合意をもって修正する
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ことができる。別段の合意がない限り、当該合意は、当該書面の最終署名日から 1 か月

を経過した後にむかえる月の初日に有効となる。 

 

第 8条（合意条件） 

1.一方の権限ある当局は、本合意の署名時又は可能な限り速やかに調整機関の事務局

に以下の事項を通知しなければならない。 

a)当該税務管轄地が報告事業体に対して国別報告書の提出義務を課すために必要な法

律が施行されていること、及び、当該税務管轄地が通知に記載された日以降に開始

する報告事業体の事業年度に係る国別報告書の提出を求めること。 

b)当該税務管轄地が非互恵関係とされるリストに含まれることになるかどうか。 

c)暗号化規格を含む電子データ送信方法。 

d) 税務行政執行共助条約第 22 条、本合意の本項及び第 5 条に定める守秘義務、デー

タ保護基準及び本合意第 5 条第 2 項に定める国別報告書における情報の適切な使用

を保障するための法的な枠組み及び基盤を施行していること、並びに守秘義務及び

データ保護措置に関して本合意に添付された質問表 98に対する回答を添付する。 

e) (i)（国内法において発効のための手続があれば当該手続を経た後に）本合意を発

効しようとしている他方の権限ある当局の税務管轄地のリスト、又は、(ii)本項 e)

の規定に基づいて通知を行っている他の全ての権限ある当局と本合意を有効としよ

うしている旨の当該税務当局による宣言 

権限ある当局は、通知後、当該通知に含まれる内容に変更があった場合、調整機

関の事務局に対して速やかに通知しなければならない。 

2.本合意は、2 つの権限ある当局間においては、以下に定める期日を経過した後に有

効となる。(i)2 つの権限ある当局間のうち 2番目に調整機関に対して第 1項に定め

る通知を行った日及び(ii)両税務管轄地において多国間合意が発効された日。 

3.調整機関の事務局は、OECD のウェブサイトで公開される本合意に署名した権限ある

当局及び本合意が有効となった権限ある当局のリストを維持する。また、調整機関

の事務局は、OECD のウェブサイトで本条第 1 項 a)及び b)にしたがって権限ある当

局によって提供された情報を公開する。 

4.第 1項 c)から e)までにしたがって提供される情報は、調整機関の事務局に対する書

面による要望により、署名済みの他方の権限ある当局において利用される。 

5.一方の権限ある当局は、他方の権限ある当局による重大な義務違反があったと判断

する場合には、他方の権限ある当局に対する書面による通知により、本合意に基づ

く情報の交換を一時的に停止することができる。一方の権限ある当局は、そのよう

な判断をする前に、他の権限ある当局と協議しなければならない。重大な義務違反

                                                   
98 質問表は、1.法的な枠組み、2情報セキュリティ管理、3.モニタリングと実施の項目からなり、チェックリスト

の形式となっている。 
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とは、本合意に基づく適時かつ適切な情報の提供義務違反だけでなく、第 5 条第 1

項第 2 項及び第 6 条第 1 項及び／又は税務行政執行共助条約の同様の条項の義務違

反を意味する。情報交換の停止は即時に効力を有し、両当局間で合意できる形で、

重大な義務違反が消滅したか、他方の権限ある当局が重大な義務違反に対処する方

法を採用するまで効力を有する。準拠法で認められる限度において、一方の権限あ

る当局が望む場合には、調整機関の事務局を通じて、当該問題に対する許容できる

解決策を探るために、本合意を発効している他の権限ある当局を関与させることが

できる。 

6.権限ある当局は、調整機関の事務局に対して書面により解除する旨の通知すること

で、本合意又は特定の権限ある当局との関係で本合意を解除することができる。当

該解除は、解除通知日から 12 か月を経過した後にむかえる月の初日に有効となる。

解除の場合には、本合意に基づいて受け取った全ての情報は、守秘性が保持され、

税務行政執行共助条約の対象となる。 

 

第 9条（調整機関の事務局） 

本合意に別段の定めのない限り、調整機関の事務局は、全ての権限ある当局に対して、

本合意に基づいて受け取った全ての通知を通知し、本合意に署名した権限ある当局に対

して、新たな権限ある当局が本合意に署名したことを通知する。 

--------------------------------------------------------------------- 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

遅くとも 2020 年には、BEPS プロジェクトの参加国により、移転価格文書化規定及び国別

報告書の規定を改善できないかの観点から再検討されることが予定されている。また、国別

報告書の電子的な交換を適用することを目指して、XML スキーマと関連するガイドラインが

公表された 99。国別報告書のパッケージの実施は継続的にモニタリングされることとなって

おり、このモニタリング結果は 2020 年の検討の際に考慮されることになっている。 

 

２ 日本の対応 

従来、日本においては、移転価格文書化は義務付けられているが、同時文書化までは求め

られていなかった（租税特別措置法 66 条の 4 第 6 項参照）。また、マスターファイルと国別

報告書の提出義務の制度はなかった。 

BEPS最終報告書の発表を受け、平成 27年 12月 24日に平成 28年度税制改正大綱が閣議決

定され、直前会計年度の連結総収入金額が 1,000 億円以上の多国籍企業グループの最終親事

                                                   
99http://www.oecd.org/tax/oecd-releases-standardised-electronic-format-for-the-exchange-of-beps-count

ry-by-country-reports.htm 
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業体等に、新たにマスターファイルと国別報告書の作成及び提出が義務付けられ、担保策と

して罰則が適用されることとなることが予定されている。また、ローカルファイルについて

は、原則として、税務申告期限までに作成すること（同時文書化）が義務付けられることと

なった。適用開始時期は、マスターファイルと国別報告書は 2016年 4月 1日以後に開始する

最終親事業体の会計年度から、ローカルファイルについては 2017年 4月 1日以後に開始する

事業年度からとなる。 

本改正により、日本としては行動計画 13への対応は完了するものと考えられている 100。 

また、2016年 1月 27日、日本は、行動計画 13のグローバルな実現を企図して、国別報告

書の自動的交換に向けた多数国間税務当局協定に調印した 101。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

                                                   
100 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai3.pdf 
101http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/about-automatic-exchange/a-boost-to-transparency-in-int

ernational-tax-matters-31-countries-sign-tax-co-operation-agreement.htm 。なお、2016年 2月 4日にセネ

ガルが署名し、現時点において署名国は 32か国となっている。本件調査における対象国の中では、英国、ドイツ、

フランス、オランダ、アイルランドが署名したが、米国、中国、インド、インドネシア、シンガポール、タイは

署名していない。 
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第１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

クロスボーダーの租税回避と脱税の排除及び二重課税の効果的な防止は、経済的成長をサポ

ートするための国際課税ルールを構築するために必要不可欠である。そして、各国は、BEPS対

抗措置による新たなルールの導入により、納税者に不要な不確実性を与えることや、意図しな

い二重課税の発生を防止するように合意した。このような合意を実現するためには、紛争解決

メカニズムが必要不可欠である。そこで、行動計画 14においては、紛争解決メカニズムとして

の相互協議の効果的実施が定められた。 

  各国の実情を踏まえつつ、租税条約に関連する紛争を解決するための相互協議手続をより実

効的なものにしていくことが必要であると認識されている。そのため、BEPS 最終報告書では、

①相互協議に係る条約上の義務の誠実な履行と相互協議事案の迅速な解決、②租税条約に関連

する紛争の予防及び迅速な解決を促進するための行政手続の実施、③納税者に対する相互協議

の機会の保証という 3 つの観点から、ミニマム・スタンダード及びベスト・プラクティスが提

示されている。そして、ミニマム・スタンダードの実施を確保するため、各国におけるミニマ

ム・スタンダードの実施状況をモニタリングすることとしている。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

OECDでは相互協議手続に関連した議論がなされ、以下の報告書が発表された。 

（ⅰ） 「Improving the Process for Resolving International Tax Disputes（国際的な税

務紛争解決手続の改善報告書）」102（2004年 7月） 

    同報告書では、OECD 第 1作業部会と第 6作業部会との合同作業部会によって検討され

た国際的な税務紛争解決手続の改善に関し、31の提言がまとめられている。 

（ⅱ） 「MANUAL ON EFFECTIVE MUTUAL AGREEMENT PROCEDRE（効果的な相互協議マニュアル）」103

（2007 年 2月） 

    このマニュアルは、（ⅰ）を受けて開発された相互協議手続に関するオンラインマニュ

アルであり、OECD 加盟国及び非加盟国の税務当局並びに納税者の双方に対して、二国間

租税条約に基づく相互協議の運営に関する基本方針を示している。 

（ⅲ）ディスカッションドラフト 104（2014年 12月 18日） 

    ディスカッションにおいては、相互協議の誠実な履行確保、条約上の紛争予防と解決

促進のための執行手続の確保、納税者の相互協議への参加及び政策面と実務面からの課

題という観点から、34 のオプションを提示している。本報告書はこのディスカッション

                                                   
102http://www.oecd.org/tax/treaties/33629447.pdf#search='MPROVING+the+Process+for+Resolving+Internati

onal+Tax+Disputes' 
103 http://www.oecd.org/ctp/38061910.pdf#search='MANUAL+ON+EFFECTIVE+MUTUAL+AGREEMENT+PROCEDRE' 
104http://www.oecd.org/ctp/dispute/discussion-draft-action-14-make-dispute-resolution-mechanisms-more

-effective.pdf 
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ドラフトを基にしたものである。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

本報告書では、前述のとおり、3 つの観点からミニマム・スタンダード及びベスト・プラク

ティスが提示されているほか、ミニマム・スタンダードの実施状況についてのモニタリングの

メカニズムが記載されている。 

 

１ ミニマム・スタンダード及びベスト・プラクティス 

（１）相互協議に係る条約上の義務の誠実な履行と相互協議事案の迅速な解決 

OECD モデル租税条約 25 条（相互協議）で提示された紛争解決メカニズムは、締約国が

租税条約を締結する上で負うことになる義務の必要不可欠な要素である。OECD モデル租税

条約 25条は、同条約の文言のとおり、同条約の目的に従って誠実に履行されなければなら

ない。そのため、以下のとおり、ミニマム・スタンダード及びベスト・プラクティスが提

示された。 

   

ア ミニマム・スタンダード 

   （ⅰ） 各国は、租税条約に、OECD モデル租税条約 25 条 1 項から 3 項 105の相互協議条

項を規定する。また、各国は、移転価格税制における相互協議の機会を保証し、

合意内容を実施する。 

   （ⅱ） 条約の濫用が疑われる場合に相互協議の機会を認める。 

   （ⅲ） 相互協議事案につき、平均 24か月以内での解決を目標とする。また、各国の成

果は定期的に見直されるべきである。 

   （ⅳ） FTA（税務行政フォーラム）の MAP Forum（FMF）のメンバーになることにより、

権限のある当局間の関係を強化し、相互協議の実効性の改善を図る。 

   （ⅴ） FMF と共同で策定する報告書の枠組みに従い、相互協議についての統計を適時

報告する。 

   （ⅵ） ミニマム・スタンダードの実施状況について FMFの審査を受ける。 

   （ⅶ） 仲裁制度に対する立場を表明する。 

 

                                                   
105 OECDモデル租税条約 25条 

1項 一方又は双方の締約国の措置によりこの条約の規定に適合しない課税を受けたと認める者又は受けること

になる者は、当該事案について、自己が居住し又は自己が国民である締約国の権限のある当局に対して、申立

てをすることができる。 

2項 権限のある当局は、前項の申立ては正当と認められるものの、当局自らによっては満足な解決を与えられな

い場合には、他方の締約国の権限のある当局との合意によって、当該事案を解決するよう努める。成立した全

ての合意は、両締約国の法令上のいかなる期間制限にもかかわらず、実施されなければならない。 

3項 両締約国の権限のある当局は、この条約の解釈又は適用に関して生じる困難又は疑義を合意によって解決す

るよう努める。両締約国の権限のある当局は、この条約に定めのない場合における二重課税を除去するため、

相互に協議することができる。 
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イ ベスト・プラクティス 

各国は、租税条約に、OECDモデル租税条約 9条 2項の対応的調整条項 106を規定する。 

 

（２）租税条約に関連する紛争の予防及び迅速な解決を促進するための行政手続の実施 

権限のある当局が租税条約の規定の目的に従って十分かつ効果的に権限を行使し、納税

者ごとの事実と状況にあわせて公平かつ一律に租税条約を適用するためには、適切な行政

手続及び実行が重要である。そのために、以下のとおり、ミニマム・スタンダード及びベ

スト・プラクティスが提示された。 

   

ア ミニマム・スタンダード 

   （ⅰ） 相互協議を利用するための規則、ガイドライン及び手続を公表し、納税者にと

ってこれらの情報が入手可能になるよう、適切な方法をとる。 

   （ⅱ） 自国の相互協議の概況を、共通のプラットフォームに沿って公表する。 

   （ⅲ） 相互協議担当職員の独立性の確保のため、内部指針等を整備する。 

   （ⅳ） 権限のある当局の職員の業績指標に関する手続を整備する。 

       権限のある当局の職員は、租税条約の規定に従って相互協議を解決する権限を

有しなければならない。また、業績評価として更正処分金額の多寡等を使用すべ

きではないとした上、適切な業績指標としては、合意件数、類似ケースでの一貫

性、解決までの期間を挙げている。 

   （ⅴ） 相互協議関連の業務に十分なリソースを確保する。 

       リソースには、人材、相互協議のための予算又は研修等が含まれる。 

   （ⅵ） 当局と納税者の間で和解が成立した場合であっても、相互協議の機会を制限し

ない。 

   （ⅶ） 一定の場合に事前確認合意を過年度へ遡及適用することを認める。  

   

イ ベスト・プラクティス 

   （ⅰ） OECD モデル租税条約 25 条 3 項第一文に基づき、将来の紛争の予防に役立つ相

互協議の合意を公表するための手続を整備する。 

   （ⅱ） FTA作成の Global Awareness Training Module を職員に配布し、研修をする。 

   （ⅲ） 二国間事前確認手続を実施する。 

   （ⅳ） 複数年の同一論点につき、一括での相互協議申立を認める。 

 

（３）納税者に対する相互協議の機会の保証 

相互協議手続を通じて租税条約に関連する紛争を解決する場合の主要な障害は、相互協

                                                   
106 OECDモデル租税条約 9条 

2項 当該一方の締約国は、当該利得に対して当該一方の締約国において課された租税の額について適当な調整を

行う。 
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議手続の租税条約上の義務の範囲に関するものである。BEPS作業の結果、この問題は一層

重要になる。より厳格なルールが実施されることにより、税務当局には、新しい租税条約

と移転価格税制についての実務経験と共通した解釈が求められることになる。そのために、

以下のとおり、ミニマム・スタンダード及びベスト・プラクティスが提示された。 

    

ア ミニマム・スタンダード 

   （ⅰ） 相互協議の申立てをいずれの締約国に対しても行えるように租税条約を改正す

るか、又は、相互協議の申立ての正当性について、両締結国間で通知又は協議を

実施する。 

   （ⅱ） 相互協議の申立ての際に納税者が提出すべき情報及び文書を特定するために、

相互協議の指針を公表する。 

   （ⅲ） 「相互協議で成立した合意はいかなる期間制限にも関わらず実施する」との OECD

モデル租税条約 25条 2項第二文を租税条約に規定する。 

   

 イ ベスト・プラクティス 

   （ⅰ） 相互協議が継続中の事案についての納税猶予措置を講ずる。 

   （ⅱ） 相互協議の申立てを促進する適切な手続を実施する。 

   （ⅲ） 相互協議と裁判等の国内救済措置との関係に関する指針を公表し、関係を明確

化する。 

   （ⅳ） 納税者による自発的調整の場合にも相互協議による解決の機会を与える旨の指

針を公表する。 

   （ⅴ） 相互協議において、延滞税や加算税の取扱いに関する指針を提供する。 

   （ⅵ） 多国間の相互協議及び事前確認手続に関する指針を公表する。 

 

２ モニタリングメカニズム 

  ミニマム・スタンダードの実施は参加国間のモニタリングメカニズムを通じて評価される

べきである。かかるモニタリングメカニズムは、ミニマム・スタンダードに対するコミット

メントを十分に確保するためのものであり、以下の一般的特徴を有する。 

（ⅰ） 全ての OECD 加盟国及び G20加盟国の他ミニマム・スタンダードを導入した国は、ミ

ニマム・スタンダードの実施状況についてレビューを行う。 

（ⅱ） モニタリング過程は主として報告書の形で提出される。 

（ⅲ） モニタリング過程に関する主たる書類は「付託条項（Terms of Reference）」と「判

定手法（Assessment Methodology）」の二つである。付託条項は、モニタリングの経過

についての明確なロードマップを提示するとともに、全ての参加国の評価が一貫性の

ある完全なものであることを確保するためのものである。判定手法は、FTA MAP フォ

ーラムによるモニタリングについての詳細な手続とガイドラインを提示するものであ



第４節 BEPS最終報告書の概要 

第１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

178 

 

り、ミニマム・スタンダード実施についての評価の仕組みも含んでいる。 

（ⅳ） 付託条項も判定手法も、2016 年初めの四半期の終わりまでに、OECD 租税委員会の第

1作業部と FMFが共同で策定する。 

（ⅴ） FMF で実施されるモニタリングは 2016 年に開始し、最初の報告書を 2017 年末まで

に公表することを目標としている。 

 

IV 今後の対応 

１ OECD における対応 

OECD は、行動計画 14 で規定された相互協議に関するミニマム・スタンダードの実施状況

のモニタリング方法を策定し、モニタリングを実施することになる。 

 

２ 日本の対応 

我が国の締結した全ての租税条約には相互協議が規定されており、その手続においては、

「相互協議の手続について（事務運営指針）」107に規定されているとおり、課税を受ける者か

らの申立てに係る相互協議等を認めている。また、国税庁相互協議室が設けられ、相互協議

に特化した人員配置が講じられるなど、相互協議関連の業務に十分なリソースが確保されて

いる。我が国の場合、相互協議の約 80％は事前確認に係る相互協議である 108ことから明らか

なように、活発な二国間事前確認手続の利用がなされている。さらに、平成 26（2014）事務

年度の処理事案 1 件当たりに要した平均的な期間は 22.4 か月であり、行動計画 14 のミニマ

ム・スタンダードとして挙げられている平均解決目標期間である 24か月を下回っている。 

これらの点からすると、我が国は行動計画 14に規定された相互協議の効果的な実施につい

ては、現状においてミニマム・スタンダード及びベスト・プラクティスを概ね実施している

と評価できる。今後は多数国間協定交渉への参加を含め、租税条約に関連する措置（仲裁を

含む）を規定する租税条約を充実することとされている 109。 

 

３ 各国の対応 

各国の対応は第 5節に記載のとおりである。 

 

                                                   
107 https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/jimu-unei/sonota/010625/00.htm 
108 国税庁「平成 26事務年度の『相互協議の状況』について」 

https://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2015/sogo_kyogi/index.htm 
109 税制調査会（平成 27年 10月 23日）説明資料 52頁 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2015/__icsFiles/afieldfile/2015/10/22/27zen24kai8.pdf 
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第１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

 

I 行動計画策定の背景及び概要 

行動計画を通じて策定される各種措置を実施するためには、各国で締結された二国間租税条

約の改正が必要である。OECD において、OECD モデル租税条約への改正が合意されたものである

としても、全世界の二国間租税条約を改正するためには、膨大な時間とリソースが必要となる。

その結果、現在の租税条約ネットワークは OECD モデル租税条約と十分に同期したものとはなら

ず、時間の経過とともに生ずる新たな問題に対し、迅速な対処がなされていないままとなる。

そこで、BEPS対抗措置を効率的に実現するために、多数国間協定を策定することが検討された。 

多数国間協定の策定は、BEPS への対処だけでなく、二重課税排除のための各国の総意に基づ

く国際的な枠組みを確保する上でも必要である。このような多数国間協定を通じた二国間協定

のネットワーク改正については、これまで国際課税の分野で前例はないものの、他の様々な国

際公法の分野において、二国間協定が多数国間協定を通じて改正された前例がいくつかある。 

 

II BEPS 最終報告書の完成に至る経緯 

2014 年 9 月の報告書「Developing a Multilateral Instrument to Modify Bilateral Tax 

Treaties（二国間租税条約改正のための多数国間協定の策定）」110においては、多数国間協定が

望ましく、かつ、可能であり、かかる協定のための協議を早急に開催すべきであるとの結論に

至った。 

2015 年 1 月には、OECD・G20 諸国は、「A Mandate for the Development of Multilateral 

Instrument on Tax Treaty Measures to Tackle BEPS（BEPS対応のための多数国間協定の策定

に係るマンデート）」111を承認した。マンデートの概要は以下のとおりである。 

 

BEPS対応のための多数国間協定の策定に係るマンデート 

 

（前文省略） 

 

Ａ 目的 

OECD/G20 BEPSプロジェクトの参加国（「グループ」）は、OECD/G20 BEPS

プロジェクトにおいて策定された租税条約の規定を迅速に実行すること

を目的として、現行の二国間租税条約を改正するために多数国間協定を策

定する。 

 

Ｂ 参加者 

                                                   
110http://www.oecd-ilibrary.org/docserver/download/2314311e.pdf 
111http://www.oecd.org/ctp/beps-action-15-mandate-for-development-of-multilateral-instrument.pdf 
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１ グループの参加資格は全ての関心ある国に開かれたものとする。 

２ グループの全メンバーは対等な立場で参加する。 

３ グループの特別な招待により、非国家地域もオブザーバーとして参加

することができる。 

４ グループからの招待により、関連する国際的・地域的な政府機関もオ

ブザーバーとして参加することができる。 

 

Ｃ 期間 

１ グループは、2015年 7月までには作業を開始する。 

２ グループは、2016 年 12 月 31 日までに作業を終え、多数国間協定に

署名できるようにすることを目標とする。 

３ マンデートの期間は、多数国間協定が署名できる状態となるまでとす

る。 

（以下省略） 

 

マンデート承認後の動向は以下のとおりである。 

・2015 年 2 月、G20 財務大臣・中央銀行総裁会議（トルコ・イスタンブール）では、多数国

間協定の策定のための枠組みを支持するとの声明が出された。 

・2015年 5月、全ての参加表明国が参加して、多数国間協定のための第一回会合が開催され

た。 

・2015 年 9月、日本を含む 15か国で構成されるビューロー会合（運営会合）が開催された。 

・今後、2016年末までの多数国間協定の策定に向けて数度にわたり会合が開催される予定で

ある。 

 

III BEPS最終報告書の内容 

BEPS最終報告書は、①多数国間協定の策定が望ましく、かつ、実現可能であることを指摘し、

②租税条約に関連する BEPS対応措置により多数国間協定の策定が促進されること、③次のステ

ップとしての国際会議のスコーピングを挙げている。なお、行動計画 15は、多数国間協定の策

定の枠組みを規定したものであり、他の BEPS 最終報告書のような具体的な勧告等はなされてい

ない。 

 

【筆者注】 

二国間条約と多数国間協定のイメージは以下のとおりである。二国間条約の場合、条約

締結国間で租税条約の改正のために協議と批准等の手続が必要であり、OECDモデル租税条

約の改正に対応して二国間条約を迅速に改正するためには膨大な時間とリソースが必要と

なる。一方、多数国間協定の場合、加盟国で一挙に租税条約を改正することができるため、
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BEPS プロジェクト全体に対する政府の見解 

米国の、BEPS プロジェクトに対する反応は様々である。OECD の BEPS 最終報告書にお

ける BEPSへの対応措置案の中には、既に米国税法に取り込まれているものもある。例え

ば、CFCルール、利子控除制限、納税者・プロモーターによる義務的情報開示である。ま

た、米国モデル租税条約は、OECD モデル租税条約とほとんど同一の包括的な LOB 条項を

有している。そのため、既存の米国税制に対する今後の修正は最低限にとどまると見込

まれる 114。 

OECD の BEPS 最終報告書における BEPS への対応措置案の中には、いまだに米国税法に

取り込まれていないものの、オバマ政権及び米国議会の一部の議員から支持を受けてい

るものもある 115。オバマ政権は、改正法案及び改正規則案を提案しており、これらが成

立すれば、ハイブリッド取極め、移転価格に関する国別報告書等についての BEPS 対応措

置案が概ね実行されることになる 116。さらに、米国内国歳入庁は、紛争解決過程をより

効果的にする徴収手続を公表した 117。 

もっとも、米国が支持していない BEPSへの対応措置案もある。例えば、米国財務省及

び一定の米国議会の議員は、「価値の創造」(value creation)に整合する移転価格の算定

を認めないと表明している 118。 

この点に関連して、米国の国際租税政策は、自国の税収を確保し、米国の多国籍企業

の国際的競争力を維持するという米国政府の意向に強い影響を受けている。 

したがって、BEPS への対応措置の実行が、①米国の多国籍企業の税負担総額を増加さ

せ、又は、②他国が主観的な手法に基づいて課税することを認めることになり、これが

米国の税収の減収を招き得る場合、米国政府はこれを実行しないであろう。「価値の創造」

に基づく移転価格算定方法その他の主観的な性質を有する BEPSへの対応措置案は、米国

                                                   
114 現地事務所の見解 
115 The 2015 Revenue 

Proposal(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY

2015.pdf)and the 2016 Revenue 

Proposal(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY

2016.pdf) 
116 Proposed Regulations 

(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY2016.pdf

) 
117 Revenue Procedure 2015-40 (https://www.irs.gov/pub/irs-drop/rp-15-40.pdf) 
118Testimony of Robert B. Stack, Deputy Assistant Secretary 

(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/OTPTest-2014-7-22-Stack-SenFin.

pdf) 
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政府による支持を得られないであろう。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

現在の米国のモデル租税条約における恒久的施設に関する条項は、BEPS プロジェク

トの行動計画 1によって指摘された懸念に対処するものではない。 

また、米国においては、連邦レベルでは消費税は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

米国は、租税条約上、一定のハイブリッド取極めに対処するための詳細なルールを

有している。例えば、ハイブリッド事業体が米国の居住者から受け取る配当、利子、

賃料及びロイヤルティについて、当該事業体は条約締結国の居住者でなければ条約上

の恩典（源泉徴収税の減免等）を主張できない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015 年歳入案、2016 年歳入案及び 2017 年歳入案は、BEPS の報告書で言及されてい

るハイブリッド・ミスマッチ取極めに対処する新法を含んでいる 119。施行された場合、

かかる新法は、①受領者の管轄地において受領者の所得に含まれない、又は、②二重

控除を招くような、利子又はロイヤルティの控除を否認するものである。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

米国は極めて包括的で詳細な CFC ルールを有している。米国の CFC ルールは行動計

画 3によって勧告される条項を既に有しており、以下の事項が含まれている 120。 

                                                   
119 The 2015 Revenue Proposal 

(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY2015.pdf

)and the 2016 Revenue Proposal 

(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY2016.pdf

) 
120 米国の現在の CFCルールの詳細は、平成 25年 3月付け「平成 24年度アジア拠点化立地推進調査等事業

（国際租税問題に関する調査（タックスヘイブン対策税制及び無形資産の取扱いについて））調査報告書」

62頁以降及び平成 27年 3月付け「海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市場獲得事業

（BEPSを踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」102頁以降に記載のとおりである

（http://www.meti.go.jp/policy/external economy/toshi/kokusaisozei/kokusaisozei.html）。 
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① 詳細かつ客観的な CFCのオーナーシップテスト 

② 行動計画 3に記載された閾値の要件 

  ③ CFC 所得の詳細な記述 

  ④ CFC 所得の計算に関する詳細なルール 

  ⑤ CFC 所得の米国株主への帰属に関する詳細なルール 

  ⑥ 二重課税を防ぐための外国税額控除及び課税ベースのルール 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

（３）その他 

オバマ政権の 2016 年歳入案及び 2017年歳入案 121には、BEPS 最終報告書への対応と

は別に、既存の CFCルール等に対する多くの修正案が含まれている。 

 

ア ミニマム・タックス 

両歳入案では、以下のとおり、CFC の未分配かつ未課税の所得に対して 19％のミ

ニマム・タックスを課すことを提案している。ミニマム・タックスは、外国子会社

が稼得した国外所得に対し、親会社への配当の有無に関わらず課税する制度である。 

・税率：19％－国別外国実効税率×85％ 

・課税所得：外国子会社の国外所得－ACE（Allowance for Corporate equity:株

主資本×無リスク利益率）  

 

イ ハイブリッド事業体 

両歳入案では、行動計画 3 で議論されている租税回避手法に対処するためのハイ

ブリッド事業体に対する CFC ルールを提案している。これらの手法は、高税率の管

轄地で控除をとり、低税率又は非課税管轄地に利益を移転するためのハイブリッド

事業体又はハイブリッド取極めの使用に関わるものである。米国財務省は、かつて、

1998 年に、これらのハイブリッド事業体に関する手法に直接的に対処するための規

則案を公表したが 122、同年これを取り下げている。したがって、ハイブリッド事業

体に関する両歳入案の該当部分が施行されるかは明確ではない。 

 

ウ デジタル経済から生じる新しい区分の所得 

両歳入案は、デジタル経済からの所得を含む新たな区分の CFC 所得を追加するこ

                                                   
121 The 2016 Revenue Proposal 

(https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/Documents/General-Explanations-FY2016.pdf

) 
122 https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-98-11.pdf 



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第１ 米国 

185 

 

とを提案している。採択されれば、デジタル著作物及びデジタルサービスからの一

定の所得が CFC所得とされることが明確になる。 

   また、両歳入案とは別に、米国の居住者が CFC に対して拠出した無形資産からの一

定の超過リターンに課税している現在の CFC ルールの範囲を拡張する内容を含む法改

正案も存在する 123。 

  

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

ア 米国のアーニングス・ストリッピング・ルール 

米国税法は、税源浸食の懸念に対処するため、利子控除制限を設けている（以下、

「アーニングス・ストリッピング・ルール」という。）124。アーニングス・ストリッ

ピング・ルールは、利子の受取者が自国において利子に対する課税を受けるか否か

に関わらず、利子の受取りについて米国の所得課税を受けない者に利子が支払われ

た又は発生した場合にのみ適用される。 

 

イ 固定比率ルール 

米国のアーニングス・ストリッピング・ルールは、既に固定比率ルールを採用して

いる。米国の固定比率ルールは、概ね、支払利子の控除を支払者の EBITDAの 50％に

制限している。また、納税者が控除を否定された利子及び未使用の控除余裕枠を将

来に繰り越すことを認めている。 

 

ウ BEPSの勧告との相違 

BEPSの勧告と米国のアーニングス・ストリッピング・ルールとの間には、3つの相

違点がある。まずは、行動計画 4 で勧告されたタイプの閾値による制限を有してい

ない。もっとも、アーニングス・ストリッピング・ルールは、利子の支払者の負債

が資本の 1.5 倍以上である場合にのみ適用されるという制限はある。また、行動計

画 4 に記載されているグループ比率ルールを有していない。さらに、固定比率ルー

ルにおける比率について、BEPS の勧告では 10％から 30％とされているが、アーニン

グス・ストリッピング・ルールにおいては 50％とされている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア グループ比率ルール案 

2017 年歳入案は、アーニングス・ストリッピング・ルールに対してグループ比率

ルールを適用することを提案している。この提案は、財務報告グループ全体の純利

                                                   
123 H.R. 297 Stop Tax haven Abuse Act §§ 302, 303 

(https://www.congress.gov/114/bills/hr297/BILLS-114hr297ih.pdf) 
124 IRC 163(j) 
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子費用のうち、米国法人の占める割合を限度として、米国法人に利子費用の控除を

認めるものである。純利子費用のうち、米国法人の占める部分については、以下の

算式で計算される。 

 

米国法人の純利子費用の控除限度額

= グループ全体の純利子費用 ×
米国法人の EBITDA

グループ全体の EBITDA
 

 

かかる上限の計算は、BEPS 最終報告書におけるグループ比率ルールに類似してい

るものの、米国の新たな提案は、控除できる利子費用について追加的な上限を加え

るものであるという点で根本的に異なっている（固定比率ルールに対する緩和策を

提供するものではない。）。 

この改正案が有効となるか否かは不透明である。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、BEPS 最終報告書を受けた改正はなされていない。 

なお、イノベーション・ボックス制度の導入が検討されている 125。イノベーション・

ボックス制度は、知的財産及び知的財産を利用した製品の譲渡等により得られた所得

に対する法人税の負担を大幅に軽減するものであり、法人納税者のイノベーション・

ボックス所得又は課税所得のいずれか少ない方の 71％が所得控除されることになり、

結果的に当該所得に対する実効税率は約 10％となる。 

 イノベーション・ボックス所得は、暫定イノベーション所得に、当該法人の国内に

おける研究開発に関する総支出の、同期間における総コストに対する割合を乗じた額

となる。暫定イノベーション所得とは、適格総収益から、売上原価等の適格費用を控

除した額となる。適格総収益は、特許等の適格資産の売却、リース、ライセンス又は

処分から生じる総収益をいう。 

 イノベーション・ボックス制度は、民主党及び共和党両党から支持を得ているもの

の、立法の過程において初期段階にあるため、将来を予測することは難しい。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

                                                   
125 下院政策委員会のメンバーである Charles Boustany 及び Richard Nealによって法案が提案された

（http://waysandmeans.house.gov/wp-content/uploads/2015/07/Innovation-Box-2015-Bill-Text.pdf）。 
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（１）関連する現在のルール 

米国モデル租税条約は、包括的な LOB条項を有している。 

また、米国モデル租税条約は、既にその前文において、条約の目的は二重課税を防

ぐだけでなく、二重非課税も防ぐことにあると述べている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 特別税制レジーム条項 

米国財務省は、2016 年版米国モデル租税条約において、BEPS 最終報告書で提案さ

れている特別税制条項を取り込んでいる 126。特別税制条項は、利子、使用料、その

他所得について受益者が居住国の特別税制レジーム 127の適用を受ける場合、源泉地

国の国内法に基づき課税することを認めるものである。一方、米国財務省は、主要

目的テストを採用する改正案は提案しておらず、主要目的テストの条項は採用され

ないと見込まれる。 

 

イ 後発的法改正条項 

2016 年版米国モデル租税条約 28 条は、BEPS 最終報告書に従い、租税条約の署名

後に効力を生じた税法に対処するための条項を定めている 128。 

 

  ウ 配当に関する条項 

    2016 年版米国モデル租税条約 10 条 2 項は、BEPS 最終報告書に従い、配当の軽減

税率の適用を受けるために株式を保有すべき期間を延長した 129。 

 

  エ 第三国の PE に関する条項 

  第三国に所在する PE の濫用防止ルールに関する BEPS 最終報告書に従い、2016 年

版米国モデル租税条約 1条では、8項が追加されている 130。同項では、A国の企業が

B国から所得を得ていて、A国によれば、かかる所得は A国外の恒久的施設に帰属す

るものとして取り扱われる場合、一定の条件が満たされる場合 131には条約の適用を

否定するとした。 

                                                   
126https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
127 特別税制レジームとは、所得又は収益に対し税率又は課税ベースの軽減を通じて優遇的な実効税率を提

供するあらゆる法令、規則、行政措置を意味する。 
128https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
129https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
130https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
131 当該恒久的施設に帰属する利益に対する A国及び恒久的施設所在国の合計の実効税率が 15％又は A国の

通常の法定税率の 60％の小さい方よりも小さくなる場合等を指す。 
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７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

米国モデル租税条約の恒久的施設の条項は、2014年 OECD モデル租税条約と重要な点

において同一である。一般的に、米国裁判所及び米国税務当局は、米国の租税条約の

解釈において、OECD モデル租税条約及びコンメンタリーを有力な根拠と考えている。 

    

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア コミッショネア・アレンジメント 

米国のコモンロー上、米国に販売エージェントが存在するコミッショネア・アレ

ンジメントにより、プリンシパルは、米国税法上、米国において恒久的施設を有す

ることになる。したがって、コミッショネア・アレンジメントに対しては既存の制

度で対応がなされているため、米国モデル租税条約が改正される予定はない。    

 

イ 独立代理人 

  OECD モデル租税条約の恒久的施設の条項における「独立代理人」に関する記述に対

する改正案は、主要な点において、有名な米国租税裁判所の判決 132及び米国財務省の

見解におけるかかる記述の解釈に合致している。 

 

  ウ 他の改正案 

2016年版米国モデル租税条約では、恒久的施設の認定の回避のための契約の分割に

関する BEPS の最終報告書の勧告を受けて、恒久的施設の条項に改正がなされた 133。

すなわち、この改正は、建設工事等の場所に関する 12 か月の要件の適用を回避する

ために契約を分割するような行為に対処することを意図している。 

2016年版米国モデル租税条約では、恒久的施設に関する他の BEPS の勧告に対応し

ていない。米国財務省は、他の OECD 及び G20のメンバーによってさらに議論される

まで、これらの問題への対応を先送りする旨を表明している 134。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 135 

                                                   
132 Taisei Fire v. Comm’r, 104 T.C. 535 

(1995)( https://www.wsltax.org/course_notes/L709Taisei.pdf) 
133https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
134https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
135 米国においてはクロスボーダ―の取引のみならず、国内取引も移転価格税制の対象とされている。また、

米国の移転価格税制の適用対象となる関連者（Related Party）とは、一般に直接・間接で 50％以上の持
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米国は、極めて包括的かつ詳細な移転価格税制を有しており、かかるルールは独立

企業原則に基づくものである。 

米国の移転価格税制は、所得相応性基準を有しており、あるグループ構成企業から

他のグループ構成企業への評価困難な無形資産の移転に対処するための具体的なルー

ルを有している。 

所得相応性基準のもとでは、セーフハーバーの要件 136を満たさない限り、無形資産

の譲渡の対価は定期的に調整されることが要求されている。セーフハーバーの要件を

満たすためには、納税者は、多額の支払が最初になされた時点で取極めが独立企業原

則に合致していることを証明することが必要である。 

所得相応性基準は独立企業原則に合致するというのが米国財務省の立場であり、米

国税務裁判所においても支持されている 137。その理由は、定期的調整は、独立当事者

が評価困難な無形資産からの利益の分配について合意する方法と整合的であるためで

ある。 

また、CCAを対象とする移転価格税制も有しており、これはグループ内での無形資産

の開発やサービスの提供に適用される。 

なお、所得相応性基準は、費用貢献取極めにも適用される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

米国は、独立企業原則から乖離する移転価格税制は採用できないという立場を表明

してきた。BEPS プロジェクトにおける「価値創造」基準の採用は、他の国が米国の税

源を浸食することを認めうるものであると懸念されている 138。したがって、米国の移

転価格税制に対する改正は、既存のフレームワークに対する修正及び明確化という形

でなされると見込まれる。 

 

（３）その他 

ア 価値創造 

米国政府は、2015 年 9 月 14 日に、暫定規則（以下「本暫定規則」という。）を公

                                                                                                                                                     
分関係にある者と解釈されている。しかし、必ずしも持分割合のみではなく、実質支配関係、例えば、役

員の過半数以上が兼務関係だったり、取引・資金・無形資産関係の大半を依存していたり、事業方針の全

部もしくは一部を実質的に決定できるような場合も関連者とみなされる場合がある。 
136 セーフハーバーとしては、例えば、比較可能な無形資産が関わる取引について、独立取引比準法が適用

でき、かつ、一定の事実（関連者が調査中の課税年度及び過去の全ての課税年度において、無形資産の利

用により実際に稼得した利益等が非関連者間契約の比較可能性が立証された時点において予測した期待利

益等の 80％未満でも 120％超でもないこと等）が立証できる場合が挙げられる。なお、実質的な定期的対

価の支払が要求された最初の課税年度から始まる 5年間の各年においてそのようなセーフハーバーが満た

されている場合には、それ以降の全ての課税年度がセーフハーバーの適用対象となる。 
137 http://www.ustaxcourt.gov/InOpHistoric/xilinx55.TC.WPD.pdf 
138 Testimony of Robert Stack, Deputy Assistant Secretary (International Tax Affairs) U.S. Department 

of Treasury Before the Senate Finance Committee (July 22, 2014) 
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表した 139。それは、米国財務省のロバート・スタック氏が「価値創造」に整合する

移転価格の算定について否定的な声明を公表したにも関わらず、米国の独立企業原

則に「価値創造」の概念を導入するものである。本暫定規則は、独立企業間価格は、

取引の形式や性質に関わりなく、関係当事者間で提供された価値に整合し、またか

かる価値の全てを説明できるものでなければならないとしている。さらに、本暫定

規則は、全体として見れば取引が相互に関連するために、取引の対価の総額が、提

供された価値に整合するか否かを決定する上で、取引の総合的な分析が適切である

場合には、2つ以上の別個の取引を一体として見ることを認めている。 

 

イ CCA 

米国のルールは、BEPSの CCAに関するルール案と相違している点もある。例えば、

米国のルールは、グループ構成企業が CCAの参加者とみなされるための要件として、

引き受けたリスクに対するコントロール能力を要求していない。米国が BEPS の CCA

に関する規則案を採用するか否かは不透明である。 

 

ウ 改正案 

米国の移転価格税制上の無形資産の定義が拡張及び明確化する内容を含む法改正

案が存在する 140。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

米国は、納税者及びプロモーターに対して、一定の取引を開示することを義務付け

ている 141。 

さらに、米国の居住者は米国外の事業体の持分、口座及び資産に関する情報を報告

                                                   
139 https://www.irs.gov/irb/2015-40_IRB/ar07.html 
140 H.R. 297 Stop Tax haven Abuse Act §§ 302, 303 

(https://www.congress.gov/114/bills/hr297/BILLS-114hr297ih.pdf) 
141 詳細は、平成 27年 3月付け「海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市場獲得事業（BEPS

を踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」

（http://www.meti.go.jp/policy/external economy/toshi/kokusaisozei/cfc/PDF/2014report.pdf）9頁

以降を参照 
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しなければならない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

既存のルールは行動計画 12と整合的であると考えられているため、現在、特に改正

は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

 現在、移転価格の同時文書化は義務とされており、義務に違反した場合には罰則も

存在する 142。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 国別報告書 

（ア）概要 

2015 年 12 月 21 日、米国政府は国別報告書を義務付けるための規則案（以下

「本規則案」という。）を公表した 143。本規則案が最終的に法制化されるか否か

は不透明である。上院財務委員会の議長及び下院政策委員会の議長は、米国財

務省が国別報告書の提出義務を行政規則により定める権限はないという理由で、

本規則案に反対している 144。下院政策委員会の議長は、外国政府が報告された

情報を不適切に使用したり、米国企業から搾取したりすることを可能にする

BEPS の対応策を米国財務省が採用することを議会が認めないよう、本規則案は

注意深く検討されるべきであるという声明を公表している 145。 

 

 （イ）提出義務者 

米国に所在する総収入金額が 850 百万ドル超の多国籍企業グループの最終親

事業体等 

 

（ウ）様式及び内容 

OECD 移転価格ガイドライン第 5 章改訂案の別添 3 に示された記載項目と基本

的に同一である。 

                                                   
142 IRC 6038A, IRC Section 6662。なお、米国の移転価格文書化制度の詳細は、詳細は「平成 26年度対内

直接投資促進体制整備事業（BEPSを踏まえた我が国の事業環境整備と企業の親子間情報共有の在り方等に

関する調査）調査報告書」別紙 9

（http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/beps/PDF/2014report.pdf）を

参照 
143 https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2015-12-23/pdf/2015-32145.pdf 
144http://waysandmeans.house.gov/wp-content/uploads/2015/08/Letter-to-Secretary-Lew-on-BEPS.pdf 
145http://waysandmeans.house.gov/brady-statement-on-release-of-treasurys-country-by-country-reg

ulations/ 
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（エ）提出時期 

会計年度終了から 12 か月以内に提出する必要がある。 

 

（オ）使用言語 

   英語である。 

 

（カ）適用開始時期 

本規則案は、本規則案が最終的に法制化された日以降に開始する究極の親会

社の事業年度に適用される。本規則案は、少なくとも 2016 年 3 月 22 日までの

通知及びコメント期間が設けられており、暦年を事業年度としている米国の多

国籍企業が国別報告書を提出する義務を負うこととなるのは、早くても 2017年

度となる。これは、2016年度からの提出の開始を勧告する OECDの報告書とは異

なる点である。 

 

（キ）罰則 

本規則案は、国別報告書の提出を怠った場合に適用される罰則について述べ

ていない。なお、米国は、一般的に他の情報報告義務の懈怠については最低 1

万ドルの罰金を科している。 

 

（ク）自動的情報交換 

本規則案は、国別報告書を通じて得られた情報は、米国が加盟している情報

交換合意にしたがって合意された当局の取極めに従って交換される見込みであ

るとしている。米国は、情報交換合意によって、両政府が機密情報として交換

した情報を取り扱うことを見込んでいる。なお、2016 年 1月 27日に国別報告書

の自動的情報交換に関する多数国間合意が締結されたが、米国はこれに参加し

ていない。 

 

   （ケ）経済界からの懸念 

様々な産業界の団体が、国別報告書は他国の利益のために、米国納税者に多

大なコンプライアンスコストを課し、また、米国の納税義務者のセンシティブ

な秘密情報の漏えいのリスクを生じさせるものであるとして、国別報告書の導

入に懸念を示している 146。 

                                                   
146 National Foreign Trade Council Letter 

(http://www.uscib.org/uscib-content/uploads/2015/07/Letter-to-Secretary-Lew-final-6-25-2015.pd

f), National Association of Manufactures Letter 

(http://documents.nam.org/TAX/NAMBEPSletter5-29.pdf) 
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  イ マスターファイル、ローカルファイル 

    米国は、マスターファイルの導入及びローカルファイルについて、公式な見解を

表明していない。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

米国は、行動計画 14に沿った紛争解決メカニズムの最低限の基準を実施することを

確約している。そのために、IRSは、行動計画 14と整合的なルールを公表した 147。 

さらに、2016 年版米国モデル租税条約 148は、25条に法的拘束力のある仲裁条項を設

けた。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

 米国は、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 149 

    

                                                   
148https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
148https://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy/treaties/Documents/Treaty-US%20Model-201

6.pdf 
149http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第２ 英国 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

英国政府は、2014 年 3月、「国際経済におけるアグレッシブなタックス・プランニング

への対処（税源侵食と利益移転に対抗する G20-OECDプロジェクトに関する英国の優先順

位）」と題する書面 150において、BEPSプロジェクトに対するアプローチについて初めて言

及した。かかる書面では、英国政府は、BEPS プロジェクトを全面的に支援すると述べて

いる。BEPS プロジェクトに対する英国政府の姿勢は、積極的かつ協力的なものである。 

また、OECD による 15 の行動計画に関する BEPS 最終報告書の公表の後、英国政府はプ

レスリリース 151で、OECDの勧告のプロセス及び実施に対するコミットメントを確認した。

英国政府は、①OECD の勧告の作成において主導的な役割を担ってきたこと、及び、②多

くの分野において OECD の勧告を実施するための措置を採る最初の国であることに誇りを

持っている。例えば、プレスリリースでは、英国が国際課税のルールの改革に助力し、

企業が課税を免れることを防ぐための行動をとり、改革を主導してきたことに誇りを持

っているとしている。 

英国政府は、2016年 3月 16日に 2016 年度予算の一部として、2016年度企業課税のロ

ードマップ（以下「企業課税ロードマップ」という。）を公表し 152、BEPS の行動に対する

包括的な計画の要約を提示して、租税回避及びアグレッシブなタックス・プランニング

に対処することを示した。  

なお、2016 年 1月 28 日、欧州委員会は租税回避防止パッケージを公表したが 153、英国

政府が、OECDの勧告を超える提案等についてどのように対処するかは不明である。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

ア VAT 

英国の VAT（付加価値税）制度は、EU全域での付加価値税を実行するものである。

英国の VAT制度は、既に概ね OECDの勧告に沿うものである。なぜなら、①B to Bの

取引、並びに、②クロスボーダーの放送、通信及び電子的提供サービスの提供を含

む、多くの B to C の取引については、消費地を役務提供地としているためである。 

 

イ 直接税 

                                                   
150https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/293742/PU1651_BEPS

_AA_-_FINAL_v2.pdf 
151https://www.gov.uk/government/news/uk-leads-international-efforts-to-clampdown-on-tax-avoida

nce 
152https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/509249/business_ta

x road map final2.pdf 
153 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/anti_tax_avoidance/index_en.htm 
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英国は、現在、直接税の適用上、電子経済について特別扱いしていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

英国政府は、経済のデジタル化が、国際課税のルールの適用方法にどのように影響

を与えるかについて、引き続き懸念している。 

英国は、最良のアプローチは、現在 OECD によって採用されているものであると考え

ている。それは、移転価格税制、恒久的施設の認定及び技術的な進歩を考慮に入れた

その他の改正等を通じて、問題に対処するというアプローチである。 

英国は、既存の国際的な枠組みの改訂が実現しない場合、デジタル化により提起さ

れた特定の問題に対処するための補助的ルールを提案することを示唆しているが、短

期的には、行動計画 1 に関する OECD の BEPS 最終報告書で言及されたデジタル経済に

課税するための政策の選択肢を実行しないであろう。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

英国の居住者である企業及び英国において恒久的施設を通じて取引を行う非居住者

である企業は、その利益に対して英国において法人税が課される。かかる利益の算定

においては、アンチ・アービトラージ・ルールが適用される 154。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 英国の対応 

2014 年 10 月 5 日、英国は行動計画 2 に関する OECD の勧告を実行するための国内

法制を導入する意向を公表した。2014 年 12月、英国は「アグレッシブなタックス・

プランニングへの対処：ハイブリッド・ミスマッチ取極めに対応するための合意さ

れた G20-OECDアプローチ」と題する諮問文書を公表した。 

2015年 12月、英国は以下のものを公表した。 

① 意見募集に対する回答の要約 155 

② 法人税のハイブリッド対応ルールに関する政策文書 156 

③ 法案 157及び注釈案 158 

                                                   
154 アンチ・アービトラージ・ルールは、ハイブリッド事業体やハイブリッド商品を伴う取引に対して適用

され、1つの取引において支払者において損金算入された支払が受取者において益金不算入とされている

場合や、両当事者が同一の費用を損金算入している場合等において、損金算入を否定するものである

（Taxation (International and Other Provisions) Act 2010, Part6）。 
155https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/483391/Tackling_ag

gressive tax planning-implementing the agreed G20-OECD approach for addressing hybrid mismatch

_arrangements_-_summary_of_responses__M6013_.pdf 
156https://www.gov.uk/government/publications/corporation-tax-anti-hybrid-rules/corporation-tax

-anti-hybrid-rules 
157https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/483552/Draft_claus
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④ 事例案 159 

 

回答の要約文書において、英国政府は次のステップを定めている。法案は、2016

年度の財政法案の一部を構成するものであり、政府は法案に対するコメントを募集

してきた。2016年度予算において、英国政府は、行動計画 2に関する OECDの勧告を

実施するための法案は 2017年 1月 1日から効力を生じ、同日以降になされる支払に

適用されると公表した 160。 

法案はまだ施行されておらず、変更される可能性がある。以下は、現在の法案に

基づいたルールの主要な側面の一部の要約である。法案に規定されたハイブリッ

ド・ミスマッチ取極めに対応するためのルール（以下「本ルール」という。）は、行

動計画 2に関する OECDの勧告に厳密に基づいている。本ルールは、2010 年税法（国

際的及びその他の条項）第 6 部の既存のアンチ・アービトラージ・ルールを効果的

に置き換えるものである。 

 

（ア）適用開始 

・本ルールは 2017年 1月 1日から適用される。祖父条項又は経過措置は設けられ

ていない 161。 

 

（イ）適用 

・本ルールは目的テスト又は租税受益テストを含むものではなく、租税回避を目

的としない通常の商業的取引も対象となる可能性がある。 

・本ルールは以下の状況への対処を意図している。 

① 支払者損金算入・受取者益金不算入 

ハイブリッド・ミスマッチ取極めに基づく支払が支払者の所在する管轄地

のルールのもとで控除され、受取者又は関連者である投資者の通常所得に含

まれない 162。 

② 二重損金算入 

ハイブリッド・ミスマッチ取極めのもとで、同一の費用について二以上の

控除を生じさせる支払。同一の費用について、二以上の者が控除をとり、又

は一の者が二以上の税について控除をとる場合、二重損金算入が生じている

                                                                                                                                                     
e_33.pdf 
158https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/484378/Draft_expla

natory_notes_clause_33-6013.pdf 
159https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/488096/hybrid-exam

ples.pdf 
160https://www.gov.uk/government/publications/corporation-tax-anti-hybrids-rules/corporation-ta

x-anti-hybrids-rules 
161 Part 3 of the draft legislation 
162 s.259A of the draft legislation 
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といえる 163。 

・本ルールは、①金融商品又はレポ取引、貸株の取極めその他の金融商品の移転、

②ハイブリッド事業体及び③双方居住者である企業に関連して行われる支払又

は支払に準ずるもの（概ね、無利子貸付けにおける利子の認定のようなみなし

支払のことである）に適用される 164。 

・ハイブリッド金融商品の例は、支払者が支払を利子として控除することを可能

とし、また、受取者がかかる受取りを非課税の配当として取り扱うことを可能

にするものである。 

・ハイブリッド事業体の例は、1つの管轄地において税務上透明として扱われるが、

別の管轄地においては透明として扱われないパートナーシップが挙げられる。

その効果としては、例えば、後者の管轄地ではパートナーシップは法人として

取り扱われるため、パートナーシップからの利子の支払はパートナーシップに

おいて損金算入できるのに対し、前者の管轄地においては、そのパートナーが

（そのパートナーシップによる支払をそのパートナーの支店の支払として）か

かる利子の支払を損金算入でき、二重損金算入の結果が生じる。 

 

（ウ）支払者損金算入・受取者益金不算入のミスマッチの許容事由 

・本ルールにおいては、一定の損金算入・益金不算入のミスマッチは否認されな

い 165。 

 

（エ）輸入されたミスマッチ 

・英国の居住者がミスマッチの当事者であったならば否認されたような間接的な

ミスマッチに対しても本ルールは適用される 166。 

 

（オ）否認の方法 

・本ルールは、状況に応じて、支払又は受取りのいずれかの税務上の取扱いを変

えることによりミスマッチを解消する。クロスボーダーのハイブリッド取極め

によって影響を受ける両方の国がハイブリッド・ミスマッチに対抗するための

本ルールを採用しているか、片方のみが採用しているかに関わらず機能するよ

うに本ルールは設計されている。 

・全ての管轄地が本ルールを採用してはいない場合でも二重課税が回避され、ミ

スマッチが排除されることを確保するため、本ルールは一次的対応と二次的対

応とに分かれている。①支払者損金算入・受取者益金不算入の場合、一次的対

                                                   
163 s.259A of the draft legislation 
164 s.259A of the draft legislation 
165 主権免除により非課税となる場合等が該当する（s.259BF of the draft legislation）。 
166 Chapter 9 of the draft legislation 
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応は支払者の損金算入を否認することである。二次的対応は、受取者に対して

受取額に課税することである 167。②二重損金算入の場合、一次的対応は親会社

での損金算入を否認することである。二次的対応は、ハイブリッド事業体での

損金算入を否認することである 168。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

英国の CFCルールは 2012年に大幅に改正された 169。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

企業課税ロードマップでは、英国政府は①英国の CFCルールは BEPSの報告書に記載

された多数のアプローチの要素を統合した、テリトリアル方式のアプローチを反映す

るものであること、及び②BEPS プロジェクトの成果を受けた改正は特に予定されてい

ないことを述べている 170。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

現在、英国は利子控除について多くの規制を有している。例えば、以下のとおりで

ある。 

・事業目的又は商業目的以外の目的での借入れについての利子控除を否定する「許容

外目的」ルール。例えば、借入れが租税回避目的でなされた場合が挙げられる。 

・関連当事者に対する利子費用に関する独立企業原則による制限。これは、利子率及

び借入額の双方に基づく。すなわち、英国では過少資本税制は存在しないが、移転

価格税制の枠内において、適切な資本負債比率が検討される。 

・Worldwide Debt Cap ルール 171。英国企業が有する関係会社間の借入残高が、企業グ

ループ全体の外部借入残高（英国内のみではなく全世界ベースでの借入残高）を超

える場合は、その超過部分に対応する支払利子は、損金の額に算入できない。 

・利子が、利益に関連し、又は経営成績に依存している場合、損金算入できない利益

                                                   
167 ss.259CC and 259CD of the draft legislation 
168 ss.259GB and 259GC of the draft legislation 
169 現在の CFCルールの詳細は、平成 25年 3月付け「平成 24年度アジア拠点化立地推進調査等事業（国際

租税問題に関する調査（タックスヘイブン対策税制及び無形資産の取扱いについて））調査報告書」107頁

以降及び平成 27年 3月付け「海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市場獲得事業（BEPS

を踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」116頁以降に記載のとおりである

（http://www.meti.go.jp/policy/external economy/toshi/kokusaisozei/kokusaisozei.html）。 
170https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/509249/business_ta

x_road_map_final2.pdf 
171平成 26年 2月付け「平成 25年度総合調査研究（諸外国の法人課税に関する調査）調査報告書」

（ http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2014fy/E004081.pdf）112頁を参照 
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配分として扱われる。 

・なお、現在英国において固定比率ルールは採用されていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 2016年度予算 

英国政府は、2016 年 3 月 16 日、2016 年度予算を公表し、企業課税ロードマップに

おいて 172、行動計画 4に関する OECDの勧告を実施するため、法人の利子費用の損金算

入に制限を設けることとした。新たなルールは 2017 年 4月 1日から適用される予定で

ある。 

 英国は、新たなルールにおいて、純利子費用の損金算入を、英国法人における EBITDA

の 30％に制限する固定比率ルールを導入するであろう。 

 しかしながら、真正な商業上の目的で多額の外部からの借入れが必要となる企業グ

ループもあると考えられるため、OECD の報告書で勧告されているとおり、企業グルー

プ全体の EBITDAに対する純利子費用の比率に基づいたグループ比率ルールも導入する

予定である。 

 また、英国の純利子費用の損金算入制限について、2百万ポンドの最低閾値を設ける

予定である。 

 さらに、英国における一定の公共インフラに対する資金の供給について、BEPS のリ

スクが大きくない場合には、これを妨げないようなルールも導入する予定であり、ま

た、超過支払利子等の繰越等利益及び利子の変動に対処するためのルールも設ける予

定である。 

 これらの新たなルールの詳細の設計については、さらなるコンサルテーションが行

われる予定である。 

 なお、英国政府は、銀行及び保険セクターにおける利子に係る BEPS を防ぐためのル

ールの設計について、OECDと協議を続けている。 

 

イ Worldwide Debt Capの廃止 

英国政府は、利子費用の損金算入に関する新たな制度が導入された場合、

Worldwide Debt Cap を存続させる必要性はないとしており、これを廃止することを

公表している。もっとも、英国におけるグループの純利子費用が、グループ全体の

第三者に対する純利子費用を超える場合、超過部分は損金算入できないという、

Worldwide Debt Cap と類似の効果を持つルールが導入される予定である。OECD の報

告書で勧告されたグループ比率ルールはグループ全体の EBITDAに対する純利子費用

の比率に着目して固定比率ルールを緩和する制度であるが、この新たなルールはグ

                                                   
172https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment data/file/509249/business ta

x_road_map_final2.pdf 
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ループ比率ルールとは異なって固定比率ルールを強化する制度であり、固定比率ル

ールによれば損金算入が認められる利子について、損金算入を否定する場合を定め

るものと考えられる。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、①有害な税制の定義、及び、②優遇税制の恩恵を受けるために必要な経済

的実質についての明確なルールの必要性を全面的に支持している。 

ルールは、既存の国際法と整合し、公正な競争を支え、かつ研究開発活動に関する

正当な商業上の決定を阻害しないものでなければならない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

英国は、ヨーロッパにおいてパテント・ボックスその他の IPボックスについて修正

ネクサス・アプローチを使用するという合意を推進しており、英国法に対する必要な

修正に関する意見募集を経て、現在検討をしているところである。これは、単に知的

財産を維持したり、知的財産を第三者から取得したりするのではなく、知的財産を開

発する上で実際の活動が行われた管轄地において、税務上の恩恵を与えるように設計

されている 173。 

 

ア 英国のパテント・ボックスに関する提案 174 

英国のパテント・ボックス制度は 2013年に導入されて効力を生じており、適格知

的財産権 175から生じる関連知的財産所得に起因する純利益（以下「関連知的財産利

益」という。）に対して 10％の法人税率を適用するものである 176。 

現在の制度では、関連知的財産利益は、①総利益に、総所得に対する適格知的財

産所得の比率を乗じるか、又は、②費用を適格知的財産所得及び非適格知的財産所

得に割り当てた上、適格知的財産所得から割当費用、ルーティン利益 177及び想定マ

                                                   
173 “Patent Boxes: Substantial 

Activities”(https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/469969/

Patent_Box_substantial_activities.pdf) 
174https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/469969/Patent_Box_

substantial_activities.pdf 
175 適格知的財産権には、特許、補充的保護証明書、医薬品、動物用医薬品、植物保護製品の規制上のデー

タ保護及び植物品種権等が含まれる。 
176 実務上は、関連知的財産所得に対し標準税率と軽減税率との差を基に算出した控除率を適用して控除額

を計算し、これを関連知的財産所得から控除した残額に対して標準の法人税率を乗じて税額を求めるとい

う手続により、結果的に軽減された実効税率を実現している

（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Shiryo/2014ron11.pdf/$File/201

4ron11.pdf）。 
177 ルーティン利益とは、知的財産権がなくても企業が得ると考えられた利益のことであり、特定の支出項

目の 10％として計算される。 
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ーケティング・ロイヤルティ 178を控除することで、計算される。 

しかしながら、改正案では、企業は、売上及び費用を個別の知的財産、製品又は

製品群に結び付けてそれぞれの利益を計算して、それぞれのネクサス比を乗じてこ

れを修正し、合計した上で、ルーティン利益及び想定マーケティング・ロイヤルテ

ィを控除することで関連知的財産利益を計算することになる。売上及び費用を個別

の知的財産等に結び付ける点並びに個別の知的財産等についての利益にネクサス比

を乗じる点において、改正前の制度と異なっている。 

 

 ネクサス比は、以下の算式により算出される。 

ネクサス比＝
D + S + U

D + S + A + R
 

 

 D：研究開発に関する直接の出費 

 S：第三者に外注した研究開発に関する出費 

 U：(A+R)又は 30％×(D+S)の小さい方 

 A：知的財産の取得の費用 

 R：関連当事者に外注した研究開発に関する出費 

 

2016 年 6 月 30 日より後は、既存のパテント・ボックス制度の新規の利用は認め

られない。2016年 7月 1日より前に既存のパテント・ボックス制度の利用を始めた

者は、2021 年 6 月 30 日まで既存の制度を使用することができる。修正後の新たな

制度は、2016年 7月 1日以降の全ての新たな利用者に適用される。 

 

  イ ルーリングの透明性 

 英国は、優遇税制を生じさせるような非公式なルーリングの透明性について検討す

ることを強く支持している。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、100を超える租税条約を締結している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

英国の既存の租税条約に対する修正は、①二国間交渉又は②多数国間協定を作成す

る OECD のプロセスを通して行われることとなる。 

                                                   
178 想定マーケティング・ロイヤルティとは、企業が非関連の第三者と取引を行った場合、企業が商標その

他マーケティング資産の使用権を取得するために、当該第三者に支払ったであろう金額を指す。 
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ア 多数国間合意文書 

英国は、租税条約に修正案を加える多数国間協定を作成する OECD の作業に積極的

に参加している。これには、行動計画 6 のもとでの租税条約の濫用に対処するため

の修正案も含まれている。多数国間協定によって既存の条約を修正するという選択

が可能となれば、英国はそのような選択をするであろう。企業課税ロードマップに

おいては、①英国は、90 か国を超える多数国間協定の策定グループの議長となって

おり、また、②2016年末までには多数国間協定は署名できる状態になるとしている 179。 

 

イ LOB条項又は主要目的テスト 

現在、英国がどのアプローチを採用するかについて、公式な声明は出されていな

い。しかし、最近の欧州委員会案に沿って、英国は多数国間協定によって、主要目

的テストのアプローチを採用すると見込まれている。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、現在英国に恒久的施設（PE）を有する外国会社に課税している。英国の国

内法における恒久的施設の定義は、事業を行う一定の場所と非独立代理人の両方を含

むものである。かかる定義は、OECD モデル租税条約に基づいている。英国税務当局は、

英国の国内法における文言が OECDモデル租税条約の文言と同じ場合には、かかる文言

に関する OECDモデル租税条約コンメンタリーが適用されるとしている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

OECDの BEPS 最終報告書の公表後、行動計画 7の実行に関する英国政府の公式の見解

は発表されていない。 

英国は、OECD モデル租税条約における恒久的施設の定義を現代化するという行動計

画 7 に基づく作業を全面的に支持している。かかる修正についての英国政府の政策に

ついて、公式な声明は発表されていないが、英国は新たな OECDモデル租税条約の文言

及びコンメンタリーを全面的に採用すると見込まれている。 

英国は、行動計画 7 に基づく恒久的施設の地位に関する変更案も含めた租税条約へ

の変更案を実行するための多数国間協定を作成する OECDの作業に積極的に参加してい

る。多数国間協定によって既存の条約を修正するという選択が可能となれば、英国は

そのような選択をすると見込まれている。 

英国政府が、多数国間協定を通じた二国間租税条約への実質的な変更の実施に先立

                                                   
179https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment data/file/509249/business ta

x_road_map_final2.pdf 
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って OECDモデル租税条約 5条に関するコンメンタリーの修正の適用を試みるか否かは、

今のところ不明である。 

 

（３）その他 

ア 迂回利益税（Diverted profits tax）180 

    英国は、BEPS プロジェクトを踏まえて、2015 年 4 月に迂回利益税を導入した 181。

迂回利益税は、英国で活動する多国籍企業が人為的な取極めを利用して英国での課税

を回避することを防ぐことを目的としている。迂回利益税の導入は、2014年の秋に初

めて公表され 182、2015年の 11月に迂回利益税の適用及び運用について詳細なガイダ

ンスを公表した 183。このガイダンスには、迂回利益税の適用に関する具体例も記載さ

れている。 

    迂回利益税については他国からの批判もあるが、英国政府としては、多国籍企業

が英国において課税を免れていることに対処すべきという国内の政治的圧力に照ら

せば、その導入は重要であると考えている。 

 

（ア）新たな税及びその税率 

迂回利益税は、法人税ではなく新たな税と位置付けられている。英国税務当局

は、迂回利益税の適用対象となる企業に取極めを変更させ、法人税の支払を促す

ことを目的として、迂回利益税の主たる税率を 25％とし、法人税の税率である 20％

より高く設定している。 

 

（イ）適用 

迂回利益税は、2015 年 4 月 1 日以降に生じる迂回された利益に適用される。迂

回利益税は、英国からの利益の移転を抑止し、妨げることを目的としており、以

下のいずれかが認められた場合に課税がなされる。 

① 恒久的施設の設置の回避 

② 経済的実質の欠如した取引又は事業体の関与 

①は外国会社のみを対象とするものであり、②は英国法人及び外国会社の双方

を対象としている。 

 

（ウ）恒久的施設の認定の回避 

英国税務当局は、2015年 11月に公表されたガイダンスにおいて、恒久的施設の

                                                   
180https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment data/file/480318/Diverted Pr

ofits_Tax.pdf 
181 Finance Act 2015, Part 3 
182 Autumn Statement 2014 
183 November 2015 Guidance Document 
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認定の回避に課税することを示している。 

英国税務当局は、かかる課税は、外国企業が英国における恒久的施設の設置を

回避しながら、英国での活動で多額の売上げを得るような取極めを対象とするも

のであるとしている。かかる取極めは、外国企業がかかる売上げに関する利益を、

非課税又は税率の極めて低い地域の居住者である企業に移転するための取極めと

組み合わされていることも多い（このような取極めは、「ダブル・アイリッシュ」

も含まれるが、多くのバリエーションがある。）。 

以下の全ての条件を満たす場合、恒久的施設の認定の回避に対する迂回利益税

の課税がなされる。 

(i) 外国企業が取引を行っており、かつ、英国の居住者に該当しない。 

(ii) かかる取引に関連して、英国において活動を行っている者がいる（以下「回

避された PE」という。）。 

(iii) 外国企業又は回避された PE の活動のいずれかが、英国において取引を営

んでいないことを確保するために計画されていると推測することが合理的で

ある。 

(iv) ミスマッチ要件 184及び/又は租税回避要件 185が満たされると推測すること

が合理的である。 

 

（エ）経済的実質の欠如した取引又は事業体の関与 

以下のいずれかの場合、迂回利益税の課税がなされる。 

(i) 英国企業が以下の全てを満たす状況 

・英国企業が他の者と取引をする。 

・取引の経済的実質が不十分である。 

・かかる取引が実効税額のミスマッチの結果を引き起こす（海外の実効税率が

英国で支払うべきであった税の 80％未満である）。 

・当事者間に経営・支配・資本関係がある。 

(ii) 英国に恒久的施設を有する外国企業が以下の全てを満たす状況 

・外国企業が恒久的施設を通じて英国で取引を行っている。 

・仮に当該恒久的施設が外国企業から区別・分離された英国の居住者である企

業であり、外国企業と同一の支配下にあり、かつ、外国企業によって行われ、

英国の法人税の課税対象となる英国の恒久的施設の利益を生じさせた取引を

                                                   
184 ミスマッチ要件とは、①外国企業ともう一方の者との間の契約の結果として利益移転が生じている、②

外国企業ともう一方の者の間に経営・支配・資本関係がある、③もう一方の者の英国外で増加した税額が

外国企業の減少した税額の 80％未満である、④外国企業ともう一方の者の間の取引から生じる税負担減少

額の経済的便益が当該取引から生じる他の経済的便益よりも大きいこと等（不十分な経済的実質の条件）

である場合をいう。 
185 租税回避要件とは、取引に係る契約の主要な目的又は主要な目的の一つが法人税の回避である場合をい

う。 
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行ったものとして取り扱われたならば、(i)で述べた英国の居住者である企業

に対して適用される迂回利益税が、恒久的施設に適用される。 

 

なお、支払うべき迂回利益税を計算するために、詳細なルールが定められてい

る。 

 

（オ）適用除外 

  迂回利益税は、当事者が中小企業であり、又は利益が金銭の貸借関係のみを含

む取引に関連するものである場合には適用されない。また、恒久的施設の認定の

回避に対する課税の例外として、外国企業の連結上の英国に関連した①売上又は

②費用の金額に基づく例外がある 186。 

 

（カ）課税手続 

迂回利益税の通知、評価及び支払については、詳細なルールが定められている。 

(i)  英国税務当局は、2015 年 11 月に公表されたガイダンスにおいて、迂回

利益税は申告税ではないとしているが、企業は英国税務当局に、迂回利

益税の適用の可能性のある会計年度の終了後 3 か月以内に書面により届

出をしなければならない。この義務には例外がある。なお、2015年 11月

に公表されたガイダンスの付属書 A 及び B において、通知のテンプレー

ト及び関連するガイダンスが定められている。 

(ii)  届出後、英国税務当局の指定職員が迂回利益税の適用を決定した場合、

企業に対して事前通知をし 187、とりわけ、①迂回利益税が適用される理

由、②支払うべき迂回利益税の金額及び③金額の計算の基礎を説明しな

ければならない。 

(iii)  企業は事前通知を受け取ってから 30日以内であれば、事前通知の明確

な誤りなどを訂正するよう異議を申し立てることができる。 

(iv)  英国税務当局の指定職員は、①支払うべき迂回利益税の額を記載した

課税通知又は②不課税通知を交付する前の 30日間において、特定の事項

を考慮することができる。 

(v)   課税通知がなされると、迂回利益税の支払が義務付けられ、30 日以内

に支払わなければならない。支払の遅延には利子及び罰金が適用される。 

(vi)   納税期日から 12か月の間に、英国税務当局は課税通知をレビューし、

必要に応じて課税額を調整することができる。 

                                                   
186 12か月の会計期間における金額で、売上であれば 1,000万ポンドを超えない場合、費用であれば 100

万ポンドを超えない場合、例外が適用される。 
187 会計年度終了の日から 24か月以内（納税者による届出がなかった場合には 4年以内）になされなけれ

ばならない。 
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(vii)  レビュー期間終了後 30 日以内であれば、企業は課税に対する不服を

申し立てることができる。なお、レビュー期間終了前には不服申し立て

はできない。 

 

（キ）外国税及び EU 法との関係 

2015年 11月に公表されたガイダンスにおいて、英国税務当局は、迂回利益税は

英国の租税条約の対象とされていないと述べている 188。また、迂回利益税の対象

となる利益について、法人税等の利益に基づいて算出される税金が支払われた場

合、迂回利益税からの控除が認められている。 

迂回利益税が企業の設立の自由又は EU法のもとで役務提供する自由を侵害する

ものという主張もありうるが、迂回利益税は濫用的又は人為的な取極めのみを対

象としたものであるという根拠に基づき正当化されうる 189。 

なお、英国でコミッショネアスキームを採用する外国企業については、迂回利

益税の導入により影響を受ける場合も多いようである。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、法人税及び所得税に関して移転価格税制を有している。移転価格税制は、

関連企業間での国境を超えた取引及び国内取引の双方に適用される 190。 

2014年 3月の文書において、英国政府は行動計画 8-10の実行に関する見解を公表し

た 191。それによれば、英国政府は、行動計画 8-10による①税務当局が取引を再構築で

きる場合の明確化、②無形資産の移転への対処及び③利益の稼得にほとんど貢献しな

い企業に過度な資本及びリスクを配分することへの対処、並びに、独立企業原則の置

き換えを定める OECD のルールの作成を全面的に支援するとしている。 

英国は、OECD 移転価格ガイドライン及び OECD モデル租税条約 9 条に対する修正は、

①範囲が明確であるべきであり、かつ、②真正な商業取引が間違って適用対象となら

ないよう、セーフガードを含む必要があると考えている。 

なお、現在英国には所得相応性基準に相当する税制は導入されてない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

                                                   
188https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/480318/Diverted_Pr

ofits_Tax.pdf 
189 現地事務所の見解。 
190 なお、移転価格税制は、一方が他方を支配している場合又は一の者に支配されている企業同士に適用さ

れ、「支配」とは、相手企業の業務を意図に沿って実行させる力を有している状態をいう（Section 1124, 

Corporation Tax Act 2010）。 
191https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment data/file/293742/PU1651 BEPS

_AA_-_FINAL_v2.pdf 
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英国の移転価格法制は、OECD 移転価格ガイドラインを、それに対する更新及び修正

も含めて、英国の国内の移転価格税制に取り込んでいる 192。2010年版 OECD移転価格ガ

イドラインへの変更を実行するためには法改正は必要ではない。 

しかしながら、OECD 移転価格ガイドラインの新たなバージョンを英国法に取り込む

ためには、財務省規則による必要がある。企業課税ロードマップによれば 193、英国政

府は、英国の移転価格税制が、BEPS プロジェクトに基づく OECD移転価格ガイドライン

の修正を取り込むように、2016 年度財政法において立法手続を採るとしている 194。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

英国は義務的な開示ルールを有している。かかるルールは、広い範囲の租税回避ス

キームに適用され、直接税及び間接税の双方に適用される。これらのルールは（通常

DOTAS（プロモーター及びその使用者による租税回避スキームに関する事前開示義務

（Disclosure of Tax Avoidance Scheme））と呼ばれる）195は、2004 年の導入以来、徐々

に強化されてきた。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

英国は、既存の DOTASルールは、行動計画 12の要求を満たしているという見解をと

るであろう。その理由の 1 つは、過去と比較してスキームの開示数が減少しているた

めに、DOTASルールは、実効的であったと理解されているためである。企業課税ロード

マップにおいて、英国政府は、①DOTASルールは英国税務当局の反租税回避戦略を補助

する重要な検出ツールであると述べており、また、②新たな開示制度の実施のモニタ

                                                   
192 Section 164 of the UK’s Taxation (International and Other Provisions) Act 2010 
193https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/509249/business_ta

x_road_map_final2.pdf 
1942016年度予算の一部として公表されたポリシー・ペーパーも参照

（https://www.gov.uk/government/publications/income-and-corporation-tax-updating-the-transfer-

pricing-guidelines/income-and-corporation-tax-updating-the-transfer-pricing-guidelines） 
195 詳細は、平成 27年 3月付け「海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市場獲得事業（BEPS

を踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」

（http://www.meti.go.jp/policy/external economy/toshi/kokusaisozei/cfc/PDF/2014report.pdf）36

頁以降を参照 
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リングも含め、更なる国際的な対応がなされると理解しているとしている 196。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 197 

英国は、現在、移転価格の文書化について法的に拘束力のある義務を課していない。

しかしながら、英国の税務当局は、慣習上、納税者に移転価格に関する文書を作成し、

保存するよう求めている 198。移転価格の文書化を求める理由は、納税者の移転価格に

対するアプローチを補強するためである。要求される移転価格に関する文書は、事業

の性質、規模及び複雑さ、関連する取引また他は一連の取引に依存し、移転価格が独

立企業原則を満たすことを適切に示すものである。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 国別報告書 

（ア）概要 

2014年 12月 10 日、英国政府は、「税務の情報及び影響に関する覚書」という

文書を公表した。この文書は、国別報告書の提出義務は、2段階に分けて導入さ

れると説明している。第 1段階は、2015年財政法 199に基づく第一次的な法案の

導入である。これは、OECD が国別報告書について追加の作業を完了した後すぐ

に規則を作成することを可能にする。第 2 段階は、国別報告書を提出する義務

の範囲及び詳細について定める規則の制定である 200。2016年 2月 26日、英国は、

国別報告書に係る新規則を制定し、新規則は 2016 年 3 月 18 日から効力を生じ

る 201。 

 

（イ）提出義務者 

英国に所在する連結総収入金額が 750 百万ユーロ以上の多国籍企業グループ

の最終親事業体等 

 

（ウ）様式及び内容 

                                                   
196https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/509249/business_ta

x_road_map_final2.pdf 
197 詳細は「平成 26年度対内直接投資促進体制整備事業（BEPSを踏まえた我が国の事業環境整備と企業の

親子間情報共有の在り方等に関する調査）調査報告書」別紙 9

（http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/beps/PDF/2014report.pdf）を

参照 
198 http://www.hmrc.gov.uk/manuals/intmanual/intm483030.htm 
199 Section 122 
200https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/465522/Country-by-

Country Reporting Draft Regulations for consultation.pdf 
201 http://www.legislation.gov.uk/uksi/2016/237/pdfs/uksi_20160237_en.pdf 
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 国別報告書の様式及び内容は英国税務当局の長官により指定される。 

 

（エ）提出時期 

   会計年度終了から 12か月以内に提出する必要がある。 

 

（オ）使用言語 

   英語である。 

 

（カ）適用開始時期 

2016年 1月 1日以降に開始する会計年度から適用される。 

 

 （ク）罰則 

報告義務は罰則制度によって担保されている。罰則は、多国籍企業が①合理

的な理由なしに国別報告書を適時に提出しない場合、又は②不正確な情報を知

りながら提供した場合に適用される。さらに、多国籍企業が、これらの新規則

によって課される義務の回避を可能とするための取極めがなされた場合、かか

る取極めは否認される。 

なお、①の場合には 300 ポンドの罰金が科され、②の場合には 3,000 ポンド

を上限とした罰金が科せられることになる。 

 

（ケ）情報交換 

 2016 年 1月 27 日、英国は、行動計画 13のグローバルな実現を企図して、国別

報告書の自動的交換に向けた多国間税務当局協定に調印した 202。 

 

（コ）経済界からの懸念 

国別報告書がもたらす追加的な実務負担について経済界から懸念が表明され

ている。もっとも、透明性の向上に対する国際的な動きが、公の支持を得てい

るという前向きな認識もある。 

 

（サ）企業課税ロードマップ  

企業課税ロードマップでは、英国政府は、BEPSプロジェクトの成果を超え、支払

税額の詳細を国別に公表させ、多国籍企業の税務の透明性を向上させることも考

                                                   
202 2016年 1月 27日、国別報告書の自動交換についての多数国間税務当局協定に、31か国が署名した

（http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/about-automatic-exchange/a-boost-to-transparency-

in-international-tax-matters-31-countries-sign-tax-co-operation-agreement.htm）。なお、現在、署

名国は 32か国となっている。 
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えられるとしている 203。 

 

イ マスターファイル 

マスターファイルをどのように導入するかは現在のところ不明である。 

 

ウ ローカルファイル 

ローカルファイルをどのように導入するかは現在のところ不明であり、同時文書

化の義務についても導入するかは現在のところ不明である。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、仲裁条項を導入していない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

行動計画 14 に関する BEPS 最終報告書は、強制拘束仲裁条項は、多数国間協定の交

渉において設けられる予定であるとしている。報告書は、英国を含む 20か国が、強制

拘束仲裁条項の採用を確約したとしている。 

企業課税ロードマップでは、英国は、他の 19か国とともに、紛争解決の方法として

強制拘束仲裁条項を採用し、実施することを確約している。英国は、現在他国ととも

に、多数国間協定の交渉の一部として、強制拘束仲裁条項を作成しており、多数国間

協定における他の紛争解決手続の修正の実施も同時に進めている。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

英国は、他の法域と 100以上の租税条約を締結している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

英国は、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 204。また、

英国は、行動計画 15 に関する作業部会で積極的な役割を果たしている。議長は、英国

の税務当局の職員である。英国は、二国間租税条約を修正するための多数国間協定の

作成プロセスを支持している。 

企業課税ロードマップにおいては、①英国は、90 か国を超える多数国間協定の策定

グループの議長となっており、また、②2016 年末までには多数国間協定は署名できる

                                                   
203https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/509249/business_ta

x_road_map_final2.pdf 
204http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第２ 英国 

211 

 

状態になるとしている 205。 

 

 

                                                   
205https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment data/file/509249/business ta

x_road_map_final2.pdf 
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第３ ドイツ 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

ドイツ財務省のウェブページでは、BEPS プロジェクトに対するドイツ政府の公式の見

解が表明されている 206。ドイツ政府は、BEPS 最終報告書に係る諸国の合意を国際租税ポ

リシーのマイルストーンであると考えている。また、ドイツ政府は、不公平な租税競争

を行っておらず、アグレッシブな税務ストラクチャリングを防止するために強固な課税

ルールを既に有しているとしている。例えば、 

・利子費用の控除の一般的な制限（いわゆる「利子障壁（interest barrier）ルール」） 

・CFCルール 

・ハイブリッド金融商品の税務上の取扱いに対するルール 

・租税条約濫用防止規定 

このような BEPS に対抗するルールを既に有していることから、ドイツ政府は、一般論

としてはドイツ税法を厳格化する必要はないと考えている 207。 

 

EUでの議論の発展 

ドイツは EU 加盟国として、EUレベルでの近時の議論の発展の影響を受け、合意された

EU指令を実施しなければならないと考えている 208。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

ア 付加価値税 

ドイツの付加価値税は、EU の付加価値税を実施し、すでに OECD の勧告に沿ったも

のとなっている。なぜなら、（1）BtoBの供給及び（2）放送、通信、電子的に提供さ

れるサービスを含む、クロスボーダーの BtoC の供給においては、消費の場所は顧客

に提供される場所と考えられているからである。 

 

イ 直接税 

現在、電子経済について、他の場合と区別して課税する制度はない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、行動計画 1に関連する具体的な税制改正の計画はない。 

ドイツでは、電子商取引が行われる PEを別途定義すること又は特定の所得の分類を

                                                   
206 https://www.bundesfinanzministerium.de/Content/DE/FAQ/2014-06-05-faq-beps.html  
207 現地事務所の見解 
208 http://ec.europa.eu/taxation customs/taxation/company tax/anti tax avoidance/index en.htm 。

EUの指令案の詳細については、後述第７、２（１）を参照 
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採用することは考えられていない。また、OECDの BEPS最終報告書の行動計画 1で述べ

られている電子経済に課税する他のアプローチを近い将来において採用することは考

えられていない。 

昨今、付加価値税の観点では、消費者の所在地での課税について更に足並みをそろ

えるために、EU レベルで、放送、電気通信及び電子的に提供されるサービスが行われ

る場所の変更等の多くの修正がなされてきた。EU レベルでは、さらなる検討が必要と

されると考えられる。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

ハイブリッド・ミスマッチの利用を防止するために、ドイツには以下のような規定

が存在する。 

・配当する法人の段階で配当金が控除の対象となっている場合には、ドイツでは受取

配当は非課税として扱われない（ドイツ法人税法 Section8b、1段落 2文目）。 

・ドイツモデル租税条約にスイッチ・オーバー条項が設けられていることから租税条

約の交渉の場において、スイッチ・オーバー条項の導入を推進している。 

・ドイツは国内法においても、後述６（１）のとおり、租税条約濫用防止規定が存在

し、特定の「ミスマッチの状況」に適用される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最近の法案 209では、受取者において、支払の基礎となる法律関係が支払者の受取者

に対する負債として取り扱われないため、支払が受取者において益金に算入されない

場合には、支払者において損金算入を認めない条項が提案された。さらに、同法案は、

同一の費用が他国においても損金算入されている場合には、費用の損金算入を認めな

いものとしており、ドイツ国内税法にいわゆる「リンキング・ルール」を導入するこ

とを意図したものであった。 

しかし、ドイツ政府は、行動計画の実施に関連して設定されたドイツ国内のワーキ

ンググループの結果と勧告を待つ意向であったため、そのような条項は、最終的には

実施されなかった。もっとも、この状況において、ドイツ政府は、いわゆる「white income」

（空白の所得。すなわち、完全に課税されない所得。）と「double dip」（二重に損金

算入されるような支払）のストラクチャーを防止する規定を導入する意向を固めた 210。 

また、パテント・ボックス税制に対抗するために、ライセンス収入を受け取る関連

                                                   
209https://www.bundesrat.de/SharedDocs/drucksachen/2014/0401-0500/432-14(B).pdf? blob=publicat

ionFile&v=1 (section 4 para. 5a Income Tax Act; page 12) 

 
210http://www2.nwb.de/portal/content/ir/downloads/268002/2 - Gegenaeusserung der Bundesregierun

g_ZollKodex.pdf (page 102) 
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会社のレベルで課税対象とならない場合は、支払者においてライセンス料の損金算入

を認めない条項（「license barrier」）が議論されている。 

EU の租税回避防止指令案は、ハイブリッド・ミスマッチに対処するための条項を含

んでおり、これが EU理事会で採択された場合には、EU加盟国であるドイツは、これを

実施する義務を負うと考えられる。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 211 

ドイツは、1972 年に CFC ルールを導入した。当該ルールでは、以下の要件を満たす

ドイツの税務上の居住者は CFCルールの適用を受けるものとされている。 

•外国企業の持分の 50％超がドイツ居住者により保有されている（「コントロール閾

値」）。 

・外国企業が「受動的所得」（配当、利子、ロイヤルティ等の投資収入）を得ている。 

・受動的所得に対して 25％未満の税率で課税されている。 

しかし、外国企業がいわゆる「投資の性格を有する受動的所得」（例えば、利子所得

や配当所得以外の有価証券等から生じる収入）を一定程度得ている場合には、「コント

ロール閾値」は 1％まで減少し、また外国企業の総収入の 90％超が「投資の性格を有

する受動的所得」となる場合、株式保有割合がゼロでなければ「コントロール閾値」

は満たされることになる。 

ドイツの CFC ルールが適用される場合、当該外国法人の留保利益のうち、ドイツの

税務上の居住者が保有する持分に対応した金額について、配当を受けたとみなされて

課税される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

ドイツの税制の下では、利子控除の制限に関して様々な規定が存在する。 

 

ア 利子障壁（interest barrier）ルール 

利子障壁ルールによると、純支払利子は、EBITDAの 30％まで損金算入できる。た

                                                   
211 ドイツの現在の CFCルールの詳細は、平成 25年 3月付け「平成 24年度アジア拠点化立地推進調査等事

業（国際租税問題に関する調査（タックスヘイブン対策税制及び無形資産の取扱いについて））調査報告書」

83頁以降及び平成 27年 3月付け「海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市場獲得事業

（BEPSを踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」109頁以降に記載のとおりである

（http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/kokusaisozei.html ）。 
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だし、下記のいずれかに該当する場合は適用除外となる。 

・年間の純支払利子が 300万ユーロを超えないこと 

・会計上の連結グループに属さない法人 

・グループ企業から借入れをする企業の資本資産比率がグループ全体の資本資産

比率以上であること、又は、当該企業の自己資本比率がグループ全体の自己資

本比率の少なくとも 98％であること 

なお、控除されない利子は無期限に繰越されるが、翌期以降の EBITDA の計算には

含まれない。 

 

イ 営業税 212における支払利子の取扱い（Section 8、no.1 取引税法） 

営業税との関係では、一般的に、支払利子の 75％相当額が損金算入の対象になる。

不動産リース料については支払金額の 35％相当額、ロイヤルティについては支払金

額の 75％相当額、動産リース料については支払金額の 80％相当額が、それぞれ損金

算入の対象となる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

ドイツには、人為的な利益の移転に用いられるような優遇税制はない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、この点についてドイツ税法を改正するための具体的な税制改正の計画は存在

しない。ドイツ政府は、ルーリングに係る情報交換のための様々な取組をサポートし

ている。 

EUレベルでは、2017 年から、全てのクロスボーダーのルーリングに係る情報の義務

的自動交換が行われる予定である 213。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用防止） 

（１）関連する現在のルール 

ドイツは、国内法において租税条約濫用防止規定 214を有しており、租税条約又は EU

                                                   
212 営業税は、地方税で、ドイツ国内で事業を営む事業者（法人及びパートナーシップ形態の会社を含む。）

の所得に対して課税される。3.5％の全国共通の課税基準率に市町村が毎年設定する賦課率を乗じて計算さ

れた税率を、所得に乗じた額の営業税の納税義務が課される。 
213 詳細は、後述第７、１（４）を参照 
214 租税基本法 42条 
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指令の適用により、国外の株主に対する配当等にかかる源泉徴収税について軽減又は

免除される場合であっても、以下のいずれにも該当する場合は源泉徴収税の軽減又は

免除は適用されない 215。 

・ドイツ国外の株主の株主（ドイツ法人の間接的株主）が、国外の株主が存在しな

いとして配当等を受け取る場合、当該配当等に対して源泉徴収税の減免を受ける

ことができないとき 

・国外の株主が中間に位置することについて経済的若しくはその他の相当な理由が

ない、国外の株主が自ら十分な実体を有して事業を行っていない、又は国外の株

主の自らの事業から生じた売上が 10％未満であるとき 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、既存の租税条約濫用防止規定を厳格化する具体的な計画は存在しない。 

しかし、欧州委員会は、行動計画 6に続き、OECDの BEPS 最終報告書に含まれる租税

条約濫用防止規定の実施に伴って勧告された手段について、EU 加盟国への助言を意図

したガイダンスを発表した 216。 

 

2015年 12月 17 日、日本ドイツ両政府間で、改正日独租税協定が署名された 217。当

該協定には行動 6に関連して、締結国の権限ある当局が双方居住者の条約上の居住地

を決定するタイブレーカールール及び特典制限条項と主要目的テストの組み合わせが

導入されている。 
 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

現在、ドイツ国内税法においては、PE の定義に関してオーソドックスなアプローチ

をとっており、外国法人でドイツ国内に PEを有する場合に、ドイツ国内源泉所得並び

に利子、配当及び株式等譲渡益の資本所得のみについて納税義務を負う。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、PEの定義を修正する具体的な計画はない。 

しかしながら、EU の租税回避防止パッケージによれば、EU 加盟国は PE について修

正された OECDのアプローチを導入することになっている 218。それゆえ、ドイツは、PE

の定義について、勧告されている変更を租税回避防止指令案の実施又は多数国間合意

                                                   
215 小島信子「国際グループ内取引における利子の取扱いについて」122頁参照

https://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/71/01/01.pdf  
216 詳細については、後述第７、２（４）参照 
217 外務省 HP http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000118690.pdf  
218 詳細は、後述第７、２（４）を参照 
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の利用を通じて実施することが予想される。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

ア ドイツ税制は、2010年版 OECD移転価格ガイドラインに従っている。ドイツの税

務当局は、企業の特性に相応しい価格設定がなされているかという点を重要視し

ている。具体的な規定は、以下のとおりである。 

・外国税法 Section 2 によれば、一方の当事者は他方の当事者の株式を直接又は

間接に 25％以上保有している場合又は事実上支配している場合に関連当事者と

される。 

・外国税法 Section 1 の第 3 段落は、CUP 法、PR 法、CP 法、TNMM 法及び PS 法を

認めているが、基本三法（CUP 法、PR 法、CP 法）の適用が優先される。これら

の移転価格算定方法が適用できない場合に、いわゆる仮想的独立企業間テスト

が行われることがある。 

イ ドイツ財務省は、2010 年 10 月 13 日に事業機能の国際的な移転における関連納

税者間の所得配分の調査にかかる通達を公表し、段階的な機能移転課税制度を導

入している。通達には、内国法人が生産拠点を海外に移転する事例として、たと

えば、研究開発部門、調達部門、製造部門、財務部門及び地域統括部門等を国外

に移転する事例が紹介されている。 

・機能移転課税制度に免責条項 219はあるが、厳格な要件が定められており、要件

の立証責任も納税者側にあるとされる。 

・細かな事項についても文書化が求められており、文書化の義務違反により、税

務当局が適用すべき移転価格から逸脱することを許してしまい、結果として追

徴課税にもつながりうる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

OECD 移転価格ガイドラインに対する改正を受け入れるため、対応がなされる予定で

ある。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

                                                   
219 ①納税者が重要な無形資産及び利点が機能移転の対象でないことを立証した場合、②納税者が移転パッ

ケージの評価で計測した、移転パッケージの構成要素の個別の移転価格の合計が独立企業原則に合致する

ことを立証した場合又は③納税者が租税基本法 Section 90第 3段落による要求により提出された記録書類

をベースにして、少なくとも機能移転の対象が重要な無形資産であり、正確にそれを説明している場合の

いずれかの場合に免責が認められる（居波邦泰「国際的な課税権の確保と税源浸食への対応」168頁参照）。 
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（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

現在、ドイツ税法において義務的な開示ルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

租税一般法典 Section 90第 3段落は、移転価格文書を作成する義務を定めている。

移転価格文書の内容は以下のとおりである。 

① 株式保有関係、事業活動及び組織構造に関連する一般的な情報 

a) 納税者と納税者が直接的又は仲介者を介して間接的に取引を行っている関連

者との間の株式保有関係について、事業年度の開始時点の状況と事業年度中

の株式保有関係の変化の両方の説明。 

b) 当該事業体が「関連者」となる他の周辺事情の説明。 

c) PE 及びパートナーシップを含む、グループの組織構造及び事業構造並びにそ

の変化の説明。 

d) 事業活動の説明。例えば、サービス業、製造業、物流業、研究開発等。 

② 関係会社との取引 

a) 関連事業体との取引、これらの取引の種類と量の概要（例えば、商品の購入、

サービス、ローン契約、その他の利用の提供やコスト分配）及び、その基礎

となる合意とその変化についての概要の説明。 

b) 納税者が保有し、関連事業体との取引の中で利用又は利用させている重要な

無形資産のリストの作成。 

③ 機能・リスク分析 

a) 重要な資産、基礎となる契約条件、経営戦略、関連する市場と競業他社に関

連する重要な状況、並びに果たす機能と負担するリスク及びその変化につい

ての情報。 

b) バリューチェーンの説明と、取引関係が存在する関連事業体と比較したバリ

ューチェーンに対する納税者の機能の説明。 
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④ 移転価格分析 

a) 選択した移転価格算定方法の説明 

b) a)の方法を選択した合理的な理由 

c) 選択された移転価格算定方法を適用する上での計算についての記録 

d) 調整計算に係る情報に加え、比較のために使用された価格又は独立企業の財

務データの準備 

 

イ 提出時期 

基本的に、移転価格文書は当局の要請があってから 60日に以内に提出されなけれ

ばならない。機能移転等の特別な取引の場合は、文書は適時に作成され、当局の要

請があってから 30日以内に提出されなければならない。移転価格文書が提出されな

い場合には、税務当局は推定課税をすることができる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 概要 

ドイツ財務省は、関連事業体との間でのクロスボーダー取引に関し、多国籍企業

への適正な課税のために国別報告書の重要性を強調している 220。 

ドイツでは 2016 年又は 2017 年に開始する事業年度に国別報告書の作成義務が導

入される予定だが、まだ詳細は決定されていない。また、マスターファイル・ロー

カルファイルの実施のために、現在、財務省は租税一般法典の section 90第 3段落

及び移転価格文書施行令の修正を検討している。 

 

イ 多数国間協定への合意 

ドイツは、国別報告書の自動交換についての多数国間税務当局協定に、2016 年 1

月 27 日に署名した 31 か国のうちの 1 か国である。当該合意は、署名した税務管轄

地が、多国籍企業から受け取る報告書を、一年ごとに、多国籍企業が事業を営む全

ての税務管轄地の税務当局と自動的に交換することを含んでいる。最初の情報交換

は、2016年の会計期間の情報に基づいて、2017年又は 2018年に予定されている。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

現在、行動計画 14に関しては、ドイツにおいて特段の規定はない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

                                                   
220https://www.bundesfinanzministerium.de/Content/DE/Standardartikel/Themen/Steuern/beps-15-akt

ionspunkte.html#doc430118bodyText13  
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2016年、欧州委員会は EU内での相互協議を改善する方策を提案することが予想され

る。 

行動計画 14 の BEPS 最終報告書は、強制的・拘束的仲裁が多数国間の交渉にも適用

されることについて述べている。当該報告書では、ドイツを含む 20か国のグループが

強制的・拘束的仲裁に参加することを示している。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

ドイツは広範な租税条約ネットワークを有している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ドイツは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 221。 

 

                                                   
221http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第４ フランス 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

フランスは、脱税を防止する方針を強化しているため、BEPS プロジェクトを好意的に

受け入れてきた。フランス国民議会での 2016 年税制改正の発表の冒頭において、ミシェ

ル・サパン財務・公会計相は、行動計画のフランス法への導入に係るフランス政府の方

針を明らかにした 222。財務・公会計相は BEPSプロジェクトを強く支援する旨述べている。 

特に行動計画 13については、2016 年税制改正 223において対応済みである。もっとも、

ほとんどの行動計画は EUレベルで法制化されるべきものである。そのため、EUレベルで

の法制化を考慮しながら、2016 年以降もフランスでのその他の行動計画の導入の検討が

継続される予定である 224。 

なお、欧州委員会は、2016年 1月 28日、行動計画の実施を含む多くの方法からなる租

税回避防止パッケージを公表した 225。現在、いつこれらのルールが効力を生じ、フラン

ス法において移行されるのかについては不明であるが、フランスの財務・公会計相は、

行動計画を取り入れた欧州委員会の新ガイドラインを待望している。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

フランスでもこれまでに Google、Apple、Facebook 及び Amazon（フランスでは、総

称して、「GAFA」と呼ばれる。）への課税について議論されてきたが、電子商取引への

直接税の課税に関してはフランス法には特別の規定がない。そのため、従来の PEの概

念が適用されることになる。 

なお、フランス消費税法（間接税）は、外国事業体が、フランスの消費者に電子的手

段によってサービスを提供した場合にも、適用される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

タックスヘイブン国における会社が、フランス国内で経済活動を継続して行い、かつ、

当該会社がフランス国内での課税を避けるためだけに設立された場合には、当該会社

はフランス国内に PE を有するものとして、フランス国内で発生した利益について課税

するために、2016 年税制改正案への修正がフランス上院によって提案された。当該修

正は GAFAに課税することを意図していた。しかしながら、当該修正はフランス国民議

会によって否決された。フランス政府はより高いレベル（OECD、G20）で、このような

方策について決定すべきと考え、現在、特に改正は予定されていない。 

                                                   
222 http://proxy-pubminefi.diffusion.finances.gouv.fr/pub/document/18/20057.pdf 
223 Financing Law for 2016, n°2015-1785 of 29 December, 2015  
224 現地事務所の見解 
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２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

行動計画 2に関連する現在のルールは以下のとおりである。 

ア アンチ・ハイブリッド・ルール － 利子控除 

2014年税制改正 226により、利子控除についての制限を強化した。 

フランス税法 212 項Ⅰ b)は、グループ内の借入れに係る利子については、貸し手

側の会社がフランスにおいて支払われるべきだった法人税の 4 分の 1 の税額（すな

わち 8.33％）の納税義務を負っていることを、フランス税務当局の要求に従い、借

り手側の会社が立証した場合に限り、控除できるとする。この条件を満たさない場

合には、全ての利子は控除できない。 

 

イ アンチ・ハイブリッド・ルール － EUの親子会社指令 

EUの親子会社指令について、2014年 6月、子会社で損金算入可能な利益の分配に

ついて資本参加免税を否認する改正がなされ、EU加盟国は 2015年 12月 31日までに

これに対応することが求められていた 227。フランスでは、2015年 1月 1日からこれ

に対応する国内法の改正が効力を生じ、子会社から EU内の親会社へ分配された利益

が子会社レベルで損金算入可能な場合には、親会社に対して分配された利益は資本

参加免税の適用除外とされている 228。 

これらの方策は、ハイブリッド・ミスマッチによる「二重非課税」を防止するた

めに設けられてきたものである。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

行動計画 3に関連する現在のルールは以下のとおりである 229。 

ア 209条 B － CFC ルール 

209条 Bは、フランス企業が、タックスヘイブン国において設立された外国企業を

                                                   
226 Law n°2013-1278 of 29 December, 2013 
227 EUの親子会社指令については、第７、２（１）を参照 
228 フランス税法 145項 6b) 
229 現行ルールの詳細については、「平成 26年度海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外インフラ市

場獲得事業（BEPSを踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」、「平成 24年度アジア拠

点化立地推進調査等事業（国際租税問題に関する調査（タックスヘイブン対策税制及び無形資産の取扱い

について））調査報告書」（いずれも経済産業省貿易経済協力局貿易振興課による委託事業）、及び、小島俊

朗「タックスヘイブン税制の現代的意義について」（税大ジャーナル 9 2008年 10月）など参照

https://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/backnumber/journal/09/pdf/09_03.pdf等を参照 



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第４ フランス 

 

223 

 

支配しているときは、租税条約に抵触しない限りにおいて、当該外国企業の利益を

フランスにおいて課税すると規定している。なお、フランス税務当局が立証責任を

負う。 

 

イ 209 条 B － 適用除外条項 

フランス税法 209条 Bには CFCルールが適用除外になる場合が規定されているが、

一般的に、フランスの裁判所は適用除外の判定については、厳格に審査している。 

フランス企業が EU内で外国企業を設立した場合において、当該設立についてフラ

ンス企業がフランス租税を回避する目的で人為的に仕組まれたものでないことを証

明できるときは、CFC ルールは適用されない。 

また、フランス企業が EU外で外国企業を設立した場合において、当該設立につい

てフランス企業が租税回避を意図するものでないことを証明したときは、CFCルール

は適用されない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

フランスには、利子の損金算入に係る種々の制限が既に存在する。 

① フランス税法 39 条 1-3項及び 212条 I項 

年間平均市場利率と比較して関連企業間における利子の損金算入を制限する。 

② フランス税法 212条 II項 

関連企業間の負債についての利子の損金算入を制限する（いわゆる過少資本税制）。 

③ フランス税法 209条 IX項 

フランス法上の資本参加免税の適用のある株式取得に係る利子損金算入を制限す

る。 

④ フランス税法 212条 bis 

利子の 75％までのみ損金算入を可能とする。ただし、年間 300 万ユーロまでの場

合には適用されず、全額損金算入できる。 

⑤ フランス税法 223条 B項 

連結納税企業の負担する利子の損金算入を制限する。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

EU の租税回避防止指令案が現行の制度を強化し、フランスも同指令案による改正の

影響を受けることはありうるが、現在は、フランス国内法での修正は予想されていな
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い。 

EUの最終的な指令において、租税回避防止指令案と同様の内容が規定されるか否か、

また、フランス法でどの程度まで導入されるか否かは不明である 230。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

ア 情報交換 

一般的に、フランスの締結する租税条約には情報交換に係る条項がある。 

 

イ パテント・ボックス 

フランスでは、パテント・ボックス制度が 2000年に導入されている。適格な知的

財産所得及び適格な知的財産から生じる資本性所得については、軽減法人税率（15％）

が適用される。 

現在、パテント・ボックス税制の改正についての議論はされていない。 

なお、ライセンシー（特許権等の利用者）がフランス法人である場合には、知的

財産が有効に利用されており、ライセンス取引が付加価値を生み出すものであり、

取引が実際に行われるものである場合には、ロイヤルティ費用を全額損金算入でき

る。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

EU 加盟国は、2017 年から(a)事前のクロスボーダー・ルーリング及び(b)事前確認に

ついて、自動的に情報を交換することが求められることになり得る。情報を受け取っ

た EU加盟国は、適切な場合にはさらなる情報を求めることができると予想される。 

フランス税法は、EU 経済・財務相理事会の決定に従うことになると予想される。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用防止） 

（１）関連する現在のルール 

ア 濫用防止ルール 

租税手続法典 L64 条は、一般的な濫用防止条項を定めている。法の濫用の証明責

任はフランス税務当局にある。フランス税務当局は、濫用と考えられるストラクチ

ャー（例えば、租税条約、組織再編、利子の損金算入の濫用）のリストを公開して

きた。 

なお、法の濫用に該当するか否かは、一般的にフランス裁判所において判断され

る。 

 

                                                   
230 EUの租税回避防止指令案の内容については、第７、２（１）を参照 
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イ 法の濫用の定義 

フランス政府は 2014 年税制改正において、濫用防止条項における法の濫用の定義

をより制限的に修正しようと試みたが、この法案は否決された。 

 

ウ 条約濫用防止条項 

2014 年以降、フランスはトリーティーショッピングに係る濫用防止条項を含む租

税条約を締結してきた。このような濫用防止条項はすでに仏米租税条約において存

在している。今後のフランスによって締結される租税条約は、ほとんどの場合に濫

用防止条項が含まれることになると予想される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

行動計画 7に関連する現在のルールは以下のとおりである。 

ア 恒久的施設（PE）に係る課税上の取扱いの概要 

フランス税法には PE の定義はない。フランスの裁判所は、OECDモデル租税条約（及

び租税条約）の定義（OECD モデル租税条約 5 条、特に独立代理人、支店等）を一般

的に適用している。また、PEに対する課税上の取扱いについても、OECDモデル租税

条約及びそのコメンタリーに規定された取扱いに従っている。 

 

イ コミッショネア・スキーム 

コミッショネア・スキームについて、フランス最高裁判所は、コミッショネアが

プリンシパルを法的に拘束する権限を有しない場合には、代理人 PEに該当しないと

している 231。 

立証責任はフランス税務当局にある。フランス最高裁判所によれば、このような

証明は、契約や関連する事実的要素によりなされることになる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

                                                   
231 2010年 3月 31日国務院判決 n°304715 
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フランスにおける移転価格税制については、フランス税法 57条において、包括的

な移転価格税制が定められており、一般的に、独立企業原則が適用されている 232。 

 

イ 低付加価値グループ内役務提供 

フランス税務当局は、5～10％のマークアップは許容できると考えているが、この

点について明確なルールはない。 

 

ウ ロケーション・セービング 

フランスの税法には無形資産の定義にロケーション・セービングは含まれていな

い。 

 

エ PS 法 

最近の裁判例によると、PS 法は、基本三法（CUP法、RP法、CP法）の補助的な算

定方法であると考えている。フランスの税法（フランス税法 57項）では、PS法のよ

うな間接的な移転価格の算定方法について、フランス税務当局に独立企業間価格の

証明責任を負わせている。フランスの裁判所は、移転価格に係る OECD 移転価格ガイ

ドラインを厳格に適用し、税務当局に対して比較可能取引（独立当事者間での類似

取引）の提示を要求している。最近の裁判例では、フランス税務当局によって提供

される比較可能取引には比較可能性がなく、利益の移転を証明できていないと判断

され、課税処分が取り消されたものもある 233。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

OECD 移転価格ガイドラインに対する改正を受け入れるため、対応がなされる予定であ

る。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

本調査基準時において、特に改正は予定されていない。 

 

                                                   
232 平成 25年度アジア拠点化立地推進調査等事業（BEPSへの対応と我が国企業への影響に関する調査）調

査報告書参照 
233 裁判例としては、2005年 11月 7日国務院判決 n° 266436 et 266438, Ministère c/Sté Cap Gémini 、

2008年 6月 25日パリ行政控訴院判決 n° 06-2841 Novartis Groupe France SA 、2013年 2月 5日パリ行

政控訴院判決 N° 11 PA02914 (Sté Nestlé Finance International Limited) and N°12 PA 00469 (Sté 

Nestlé Entreprises)がある。 
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１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

フランス政府は、2015 年の改正で、特に弁護士に対して、タックス・プランニング

やタックスインセンティブスキームを税務当局に対して自動的に報告する制度を導入

することを試みた。しかしながら、この改正は、法的安定性の原則や職業倫理と矛盾

するため、フランス憲法院によって否定された。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

本調査基準時において、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

ア 移転価格文書作成義務 

租税手続法典 L.13条 AAとフランス税法 223条 5Bは、総売上高又は総資産が 400

百万ユーロ以上であるか、若しくは、同等の水準の総売上高を持つ会社を支配（直

接又は間接的に 50％以上の資本を保有）し、あるいは、当該会社によって支配され

ている企業は、移転価格文書の提出義務を負うとしている。フランス税務当局によ

れば、外国法人のフランスにおける PEも前述の要件を満たせば移転価格文書作成義

務を負う 234。 

税務申告書の提出後 6 か月以内に、以下の情報を含む報告書を電子的に提出しな

ければならない。 

① 関連企業グループの一般的な情報 

a) 経済活動の全般的な説明（調査期間中に生じた過年度からの変更を含む） 

b) 調査対象となる会社に関連して保有される主要な無形資産（特許、商標、商

品名、ノウハウを含む）とこれらの資産を保有又は実施する国のリスト 

c) グループの一般的な移転価格ポリシー 

② 調査対象となる企業に係る情報 

a) 事業活動の説明（調査期間中に生じた過年度からの変更を含む） 

b) 総額 10 万ユーロを超える関連企業との取引の概要。当該取引の性質や金額、

関連企業の活動領域を示すもの。 

c) 移転価格算定方法 

 

イ 当局に対するルーリングの通知義務 

租税手続法典の L13 条 AA3 項は、移転価格文書の作成を義務付けられる企業は、

                                                   
234 400百万ユーロの総売上高を有する又は同レベルの総売上高を有する会社を支配若しくは当該会社に支

配されているという最低基準を満たすか否かは、フランスの PE又は外国法人レベルで判断される。 
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関連会社と海外の税務当局との全てのルーリングを、当局に対し報告しなければな

らないとする。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 国別報告書 

（ア）概要 

フランスは、2016年税制改正により、国別報告書を導入した。 

 

（イ）様式及び内容 

OECD 移転価格ガイドライン第 5 章改訂案の別添 3 に示された記載項目と基本的

に同一である。 

 
（ウ）提出時期 

会計年度終了から 12 か月以内に提出する必要がある。 

 

（エ）提出義務者 

フランスに所在する連結総収入金額が 750 百万ユーロ以上の多国籍企業グルー

プの最終親事業体等 

 

（オ）使用言語 

未確定である。 

 

（カ）適用開始時期 

2016年 1月 1日以降に開始する会計年度から適用される。 

 

（キ）罰則 

国別報告書の提出義務に違反した場合、10 万ユーロを上限とする罰金が科され

る。 

 

（ク）自動的情報交換 

2016 年 1 月 27 日、フランスは、行動計画 13 のグローバルな実現を企図して、

国別報告書の自動的交換に向けた多数国間税務当局協定に調印した 235。 

 

（ケ）経済界からの懸念 

                                                   
235http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/about-automatic-exchange/a-boost-to-transparency-

in-international-tax-matters-31-countries-sign-tax-co-operation-agreement.htm  
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経済界は、当初は交渉やロビイングを通して新たなシステムの導入に対して抵

抗を示していたが、行動計画の公表以降、国別報告書制度が導入され、税制の修

正が期待できなくなったために、国別報告書の提出に対して協力的な態度をとる

ようになったとされる 236。 

 

イ マスターファイル、ローカルファイル 

 現時点におけるフランスの移転価格文書化義務は、基本的に BEPS 最終報告書にお

けるマスターファイル・ローカルファイルの内容に沿うものである。もっとも、フ

ランスの移転価格文書化に係る規定は、BEPS の最終報告書ほど詳細なものではない

ため、将来 BEPS の最終報告書に沿った改正がなされる可能性がある。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

2008 年以降、フランスが締結又は修正したいくつかの租税条約に仲裁条項が規定さ

れた。例えば、2008 年修正の仏英租税条約、2009年修正の仏米租税条約である。また、

仏独租税条約にも既に仲裁条項が規定されている。 

ただし、フランスでは、納税者が申し立てた仲裁手続は一般的に 3～4年かかってお

り、迅速に解決されているとは言えない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

今後フランスが締結する条約には、仲裁条項が規定されると予想されている。行動

計画 15 の実行もまた、既存の租税条約の修正や仲裁条項の導入につながると考えられ

る。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

2016 年 2 月 1 日時点において、フランスは、130 か国と租税条約を締結している。

二国間の再交渉を除いて、租税条約を修正する特段の手続は取られていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

フランスは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明してい

る 237。 

 

                                                   
236http://www.magazine-decideurs.com/news/pascal-saint-amans-ocde-sur-beps-il-y-a-eu-une-tres-f

orte-opposition-des-entreprises  
237http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第５ オランダ 

 
BEPSプロジェクト全体についての政府の方針 

 

〔2015 年 10月レター238〕 

オランダ財務相は、2015年 10月 5日、オランダ議会に対し、OECD の BEPSプロジェク

トの結果についての見解を次のとおり表明した。 

 

「BEPS 最終報告書は、多くの地域で、租税回避に取り組むための基準や解決策を提

示している。オランダ政府は、国際的租税回避及び濫用と戦うことは社会的に望まし

く、対策は不可避であると信じている。同時に、オランダ政府は、オランダにおいて

公平な競争及び雇用が保護されることを保証しなければならない。新しい基準は、国

際的な合意に基づいて適用される場合に初めて効果的となるものであり、BEPS の結果

が示すように、そのような場合にこのアプローチは成功する。 

 

新しい基準は、オランダの制度を支える原則と一致している。オランダの租税シス

テムは、常に、国際的に活動する企業に配慮しており、国内の企業と多国籍企業が平

等に扱われることを保証している。したがって、資本参加免税、利子やロイヤルティ

に対する源泉徴収税がないこと、広範な租税条約ネットワーク及び事前の確実性を与

えること自体は、議論の対象とされていない。BEPS 最終報告書では、情報交換や租税

条約の濫用防止条項が BEPSの対策として提案されたが、オランダは、これらの対策に

ついてパイオニア的な役割を果たしてきた。」 

 

オランダ政府は、濫用防止に対するオランダの貢献と、実際の経済に対して不必要な

害を及ぼすリスクとのバランスについての考えを示すために、以下の図を提示した。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
238https://www.government.nl/binaries/government/documents/letters/2015/10/19/letter-presenting

-an-assessment-of-the-outcome-of-the-beps-project-and-the-outlook-for-the-dutch-tax-climate-fo

r-businesses/beps.pdf 

なお、URLは、2015年 10月レターの一部の英訳であり、そこでは、オランダ財務相が行動計画の最終報告

についての見解を説明している。それぞれの行動計画の評価は、オランダ語で Annexとして原文に添付さ

れているが、英訳はされていない。 
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オランダは、優遇制度（ルーリングについての情報交換、パテント・ボックスの修正）、

国別報告制度、紛争解決手段の改善及び租税条約の濫用に関し、行動計画において勧告

されているミニマム・スタンダードを採用することとした。 

 

また、ハイブリッド・ミスマッチ、CFCルール及び利子控除の制限に関しては、オラン

ダ政府は、EU 内での協力アプローチの重要性を強調している。これらの行動計画を単独

で履行しても効果的ではなく、EU内での公平性の形成に貢献することはできない。 

 

〔EUでの対応〕 

2015年 6月 17日に、欧州委員会は、EU行動計画 240を公表した。2015 年 10月レターに

おいて、オランダ政府は、EU行動計画におけるイニシアチブに賛成することを表明した。 

 

また、2016 年 1 月 28 日に、EU 行動計画に続き、欧州委員会は、租税回避防止パッケ

ージを発表した 241。もっとも、オランダ政府は、指令案についての見解を未だ公表して

いない。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

ア 付加価値税 

オランダの付加価値税は、EU の付加価値税を導入したものである。オランダの付

加価値税は、すでに OECD の勧告に概ね合致している。なぜならば、オランダでは、

次に掲げる商品の給付又はサービスの提供を受ける者の居住地又は所在地がオラン

ダである場合に付加価値税が課されているからである。 

① 事業者に対する商品の給付又はサービスの提供（B to Bの場合） 

② 海外からの放送、遠距離通信、電子的役務の提供を含む、消費者に対する商品

の給付又はサービスの提供（B to Cの場合） 

 

イ 直接税 

オランダは現在のところ、直接税の点で、電子経済について、他の経済活動と異

なる取扱いをしていない。 

 

                                                   
240 詳細は、http://www.pwc.com/jp/ja/tax/news-international-eu-oecd/eu-aug-2015-1.html及び後述第

７、１参照 
241 詳細は、 

http://ec.europa.eu/taxation customs/taxation/company tax/anti tax avoidance/index en.htm及び

後述第７、２参照 
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（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 付加価値税 

付加価値税について、オランダ財務相は、提供された商品又はサービスの受領者

の居住国又は所在国に付加価値税を支払うという現在の制度が、電子経済の課題に

適切に対処する手段であると考えている。 

 

イ 直接税 

オランダ財務相は、2015年 10月レターにおいて、直接税の分野において電子経済

に関する特別な対応は必要ないと表明した。オランダ財務相は、電子経済を原因と

する課税上の課題は、他の行動計画によって対処されるものであるとしている。 

 

ウ 恒久的施設（PE）の定義及び所得分類 

電子商取引についての恒久的施設（PE）の新たな定義の提案や、新しい所得分類

に関する提案はなされていない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

オランダ租税法は、特に、法人所得税法 1969（以下「CITA」という。）10b条及び 10

条 1 項(d)において、ハイブリッド・ミスマッチを対象としたさまざまな規制を定めて

いる。その条項は、ハイブリッド負債のある形態に関して利子の控除を制限している。

具体的には、次のような制度がある。 

CITA 10b 条：ローンに係る利子の支払は、当該ローンが以下の条件を満たす場合は

損金算入できないことを定めている。 

① 関連者から得たものであること 

② 満期が 10年以上であること 

③ ローンに関する報酬が独立当事者間価格を大きく下回っている

こと 

10 条 1 項(d) ：一般的に、当該ローンが以下の条件を満たす場合には、資本として

分類されることを定めている。 

① 満期が 50年以上であること 

② 劣後債であること 

③ 少なくとも 90%が利益参加型であること 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2016年 1月 1日より施行される指令 2014/86/EUがオランダ租税法に導入されたこと

により、オランダの居住者である事業体が受領したハイブリッド金融商品についての
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支払は、その支払をした事業体が居住者である国において控除可能な場合には、オラ

ンダにおいて資本参加免税が適用されないことになる。 

オランダ政府が更にハイブリッド対策を導入するのかどうかは明らかではないが、

2015年 10月レターに述べられているように、オランダ政府は、協調アプローチに賛同

している。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

オランダ租税法には、CFC ルールに類似した以下の 2つの税制がある。 

① CITA 13a 条：低課税国における子会社のポートフォリオ投資に関する義務的年

次評価 

CITA 13a 条は、低課税国における子会社の資産の全部又は大部分（総資産の 50％

以上）が投資資産（Passive Investment）242で構成されている場合の当該持分は、

毎年評価しなければならないと定めている。そのような投資の評価により生じた

所得は、オランダの資本参加免税は適用されない。 

② CITA 15e 条 7 項：租税条約が存在せず、一定の状況において行われる、低課税

国に所在する恒久的施設におけるポートフォリオ投資に関して、法人所得税は免

除されないと定めている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015 年 10 月レターでは、オランダ財務相は、行動計画 3 の結果を評価すると共に、

オランダ法は CITA 13a 条のような CFCルールに類似する税制を有していると考えてい

ると述べた 243。また、同レターでは、オランダ単独で当該ルールを厳格化するつもり

はないとし、CFCルールの EUでの導入を議論している EU行動計画に言及した。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

オランダは、利子の控除を制限する多くの規定を有している。 

① CITA 10a条：関連者負債ルール（related party debt rules） 

関係会社等の株式等の取得等のために関係会社等から借入れを行った場合に、当

該借入れの利子について、損金不算入とする制度である 244。 

                                                   
242 「投資資産（Passive Investment）」とは、一般的に、①当該事業体の事業活動から合理的に必要とは

いえないポートフォリオ投資及び②グループ内金融のために保有されている資産をいう。 
243 2015年 10月レターにおいては CITA13a条しか引用されていないが、CITA15e条 7項が CFCルールに類

似するものであることを否定するものではないと考えられる。 
244アルノ・フルネバウト、白土晴久「オランダ 2013年税制改正を踏まえた支払利子の法人税法上の取り扱

いのアップデート」（国際税務、2013）

（URL:http://www.pwc.com/jp/ja/tax-articles/assets/it-2013-03-nl.pdf）2頁 
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② CITA 10b条及び 10条 1項(d)：ハイブリッド負債ルール（hybrid debt rules） 

長期貸付け及び利益参加のローンを規制対象とする制度である（詳細は、２（１）

を参照）。 

 

③ CITA 13l条：超過参加負債ルール（excessive participation debt rule） 

いわゆる「ボーザルルール」と呼ばれ、借入れが株式等の出資を取得するために

使用されているとみなされた場合には、そのようにみなされた借入れの額に関連す

る支払利子を損金不算入とするものである。 

 

④ CIAT 15ad条：財政結合体レバレッジド・アクイジション・ルール（fiscal unity 

leveraged acquisition rules） 

借入れにより調達した資金により株式の取得を行った後、オランダ法人税法で連

結納税を行った場合に、その借入れから生じる利子と買収した会社の所得の相殺を

制限する制度である。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015年 10月レターでは、オランダ財務相は、現在のルールをオランダ単独で拡大す

るつもりはないと述べた。しかし、オランダ議会での議論によると、行動計画におい

て議論されたように、オランダが EBITDAに対する固定比率ルールを導入する可能性は

ある。 

オランダは、EU 行動計画において公表されたイニシアチブを積極的に支持しており、

そこでは、利子控除の制限を EUで実施する規定について議論がなされている。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

ア イノベーション・ボックス税制 

イノベーション・ボックス制度は、CITA 12b条に定められている。対象 IPは、特

許権、研究開発の認定を受けた無形資産（R&D-Certificate）である。対象となる所

得は、対象 IPの使用料収入だけでなく、組込使用料に係る所得、経費削減により増

加した所得、及び無形資産の譲渡から生じたキャピタルゲインも含まれる 245。 

 

イ 情報交換について 

国際徴収共助法（International Assistance in the Levying of Taxes Act）の

施行令 3 条 a は、オランダのサービス会社が年次の法人税申告書において一定の実

                                                   
245 http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E003151.pdf 82頁以下 
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質要件を満たしているかについて判断することを義務付けている。オランダの税務

当局は、①かかる実質要件を満たしておらず、かつ、②EU 利子・ロイヤルティ指令

又は租税条約の特典を主張するオランダのサービス会社のストラクチャーに関する

情報を関係する源泉地国の税務当局と交換することができる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア イノベーション・ボックス税制 

2017 年 1 月 1 日に発効するオランダのイノベーション・ボックス税制には、修正

されたネクサス・アプローチが導入されることが発表されている。 

 

イ ルーリングの情報交換 

EUレベルでは、2017年から全てのクロスボーダーのルーリングに係る情報の義務

的自動交換が行われる予定である 246。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

オランダ政府による 2011 年租税条約ポリシー247の公表以来、オランダは、濫用防止

条項（LOB条項又は PPT条項）を含んだ租税条約を締結してきた。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 租税条約に関するオランダ政府の対応 

オランダ政府は、直ちに、条約濫用の防止（行動計画 6）のためのミニマム・スタ

ンダードを採択する予定である。しかし、既に一部は適用されており、ミニマム・

スタンダードの採択の重要性は限定的であると予想される。 

オランダは、23 の発展途上国に対し、租税条約に濫用防止条項を導入するために、

オランダとの間の租税条約について再交渉をしてきた。その結果、オランダ・エチ

オピア租税条約（未発効）は LOB 条項を含んでおり、マラウィ、ケニア、ザンビア

及びガーナは、オランダとの租税条約に濫用防止条項を含めることを合意した。 

 

イ オランダ法に関するオランダ政府の対応 

（ア）PPTの導入 

EU 指令 2015/121/EU に従い、EU 親子会社指令の不適切な使用に対抗するため、

                                                   
246 詳細は、後述第７、１（４）を参照 
247https://www.rijksoverheid.nl/binaries/rijksoverheid/documenten/beleidsnota-s/2011/02/11/noti

tie-fiscaal-verdragsbeleid-2011/notitie-fiscaal-verdragsbeleid-2011-met-omslag.pdf 

なお、英語版のサマリも公表されている。

（https://www.rijksoverheid.nl/binaries/rijksoverheid/documenten/circulaires/2011/02/14/summar

y-memorandum-dutch-tax-treaty-policy-2011/summary-memorandum-dutch-tax-treaty-polici-2011.pdf） 
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2016 年 1 月 1 日に発効するオランダ法に PPT が導入された。具体的には、①所得

税又は配当に係る源泉徴収税を回避することを主たる目的（又は主たる目的の一

つ）として他社が株式を保有しており、かつ、②特定のストラクチャーに対して

正当な事業上の動機がない（「正当な事業上の理由」（Valid business reasons）

テスト）場合、EU親子会社指令の特典は適用されないこととなった。 

 

（イ）「正当な事業上の理由」テストの内容 

次の全ての条件を満たす場合、正当な事業上の理由があると考えられる。 

① オランダ法人の持分を有している会社が能動的事業を営み、運営し、そして、

そのオランダ法人の持分がこの能動的事業に貢献できていること 

② オランダ法人の持分を有している会社が最上位の持株会社であり、かつ、その

グループのために、経営、政策形成又は財務的な活動に携わっていること 

③ オランダ法人の持分を有している会社がグループ会社の連携機能を果たし、所

在する国において全ての「最低実質要件」を満たしていること 

 

（ウ）最低実質要件 

最低実質要件は、以下のとおりである。 

① 議決権を有する会社の取締役会のメンバーの少なくとも半分が、その会社が所

在する国に住んでいる又は居住者であること。 

② 上記①の要件を満たす取締役会のメンバーは、その会社の取締役としての義務

を果たすに足りる十分な知識を有すること。 

③ その会社が、自らが当事者である取引を十分に執行する能力がある人員を有し

ていること。 

④ 会社の取締役会決議は、その会社が所在する国で行われること。 

⑤ その会社の主な銀行口座が、その会社が所在する国にあること。 

⑥ その会社の会計帳簿の作成が会社の所在する国において行われていること。 

⑦ その会社が所在する国において税に関する義務を果たしてきたこと。 

⑧ その会社がオランダ法人の持分の少なくとも 15％を有していること。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

オランダ法及びオランダが締結した租税条約の「恒久的施設」の定義は、OECD 租税

モデル条約及び OECDコメンタリーにおいて提示された恒久的施設の定義と概ね一致し

ている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 
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2015年 10月レターにおいて、オランダ財務相は、行動計画 7の結果を評価した。将

来、租税条約の交渉において、オランダ政府は、より厳しい恒久的施設の定義を支持

すると考えられる。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

2015年 10月レターでは、オランダ財務相は、価値創造の場と課税の場の一致に関す

る多くの問題は、オランダの移転価格規則により既に対処されているとした。 

2015年 10月レターにおいて、オランダ財務相は、行動計画 8-10の結果を評価した。 

オランダ法は、2010 年 6 月 22 日に公表された OECD 移転価格ガイドラインにおける

原則（同バージョンの補足又はアップデートを含む。）を、CITA8b 条及び法令 2013 年

11 月 14 日 no.IFZ2013/184M（以下「オランダ移転価格規則」という。）248を通じて導

入している。そのため、オランダでは、行動計画 8-10 に基づいて OECD 移転価格ガイ

ドラインが改訂されれば、原則として当該改訂がそのままオランダにおいて効力を有

するものとされている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 無形資産 

2015 年 10 月レターでは、OECD 移転価格ガイドラインにおける無形資産の章の改

訂について言及されている。 

オランダの移転価格規則パラグラフ 8 は、グループ企業 249間での無形資産取引に

ついてオランダの具体的なポリシーを規定している 250。また、オランダの移転価格

規則 パラグラフ 6.4 は、無形資産に関する委託研究についてのオランダの具体的な

ポリシーがあることを規定している。 

 

イ PS 法 

行動計画 10 は、グローバル・バリューチェーンにおける PS 法の適用についての

追加のガイドラインを提示している。OECD 移転価格ガイドラインの第 2 章に関連し

                                                   
248https://www.government.nl/documents/decrees/2014/03/25/ifz2013-184m-international-tax-law-tr

ansfer-pricing-method-application-of-the-arm-s-length-principle-and-the-transfer-pricing-g 
249 オランダ法人税法上、移転価格税制の適用対象である「グループ会社」は、「一方の企業が他方の企業

の経営、支配又は資本に、間接もしくは直接的に参加している場合」（8b条 1項）又は「同一の者が双方

の企業の経営、支配又は資本に間接もしくは直接的に参加している場合」（8b条 2項）と定められている

が、株式保有割合について明確に定められている訳ではない（8b条 1項及び 2項の訳については「オラン

ダ移転価格税制のフレームワークと税務調査の動向」

（http://www.shinnihon.or.jp/shinnihon-library/publications/issue/info-sensor/pdf/info-sensor-

2008-06-07.pdf）Ⅱ.1.より引用。）。 
250 具体的には、無形資産取引は、価値の増大が双方の当事者にとって明らかである場合に限り締結される

ものであると述べられている。同規定によって、オランダの税務当局は、独立当事者間価格でない取引に

ついては、課税所得を調整することが可能である。 
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て、オランダの移転価格規則は、PS 法は、容認できる移転価格算定方法であること

を説明している。2015 年 10 月レターは、追加的なガイダンスの文脈で、PS 法の適

用について何も言及していない。 

 

ウ 低付加価値グループ内役務提供 

低付加価値グループ内役務提供の報酬に関して、行動計画 10は、低付加価値と考

えられるグループ内役務提供の類型のそれぞれについて指針を提示している。行動

計画 10 では、ネットコスト及び 5%までのマークアップの合計額を報酬とすることが

明示されている。 

オランダの移転価格規則は、低付加価値の補助的活動について定めているが、特

定のマークアップは明示されていない。2015 年 10月レターでも言及はなく、それ以

降も特に修正はされていない。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

オランダでは、納税者がコンプライアンスに関して堅実な管理体制を導入・維持し

ている場合には、税務当局が納税者に対する監督を緩和する制度（以下「水平的モニ

タリング」という。）251があり、かかる制度の適用の下では、納税者はタックス・プラ

ンニング等一定の情報を税務当局に開示する必要が生じる。水平的モニタリングの合

意を締結した場合を除き、オランダでは、納税者も税務アドバイザーも、（アグレッシ

ブな）タックス・プランニングの取極めを報告するように義務付けられていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015年 10月レターにおいて、オランダ財務相は、オランダではバランスのとれた執

行がなされ、コンプライアンスも維持されていると表明しているが、オランダがアグ

レッシブなタックス・プランニングの取極めを開示するルールをオランダ法に導入す

                                                   
251 経済産業省貿易経済協力局貿易振興課「平成 26年度海外開発計画調査等事業（進出拠点整備・海外イ

ンフラ市場獲得事業（BEPSを踏まえた納税環境整備の在り方に関する調査））調査報告書」

（http://www.meti.go.jp/policy/external economy/toshi/kokusaisozei/cfc/PDF/2014report.pdf）47

頁参照 
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る可能性があることは否定できない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

オランダの納税者は、CITA 8b条 3項に基づき、（a）移転価格が合意された根拠を明

確にする移転価格文書、及び、（b）独立当事者との間で合意された移転価格文書を保

存することが求められる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 改正の概要 

2015 年 10 月レターにおいて、オランダ財務相は、行動計画 13 の結果を評価し、

2016 年 1 月 1 日又はそれ以降に開始する事業年度について、多国籍企業に対して 3

種類（マスターファイル、ローカルファイル、国別報告書）の標準化されたアプロ

ーチから文書の作成を義務付ける法律を規定すべきであるとした。 

2016 年 1 月 1 日以後は、新しいオランダの移転価格税制が施行される。その法律

は、国別報告書及び追加的な移転価格文書化の要求を含んでいる。新しいオランダ

移転価格税制は、行動計画 13 において提案された雛形と概ね一致している。なお、

オランダの議会記録 252において、国別報告書がもたらす追加の事務的な負担につい

ての懸念が表明されている。背景としては、①オランダは 2016年 1月 1日から国別

報告書の作成を義務付ける数少ない国の一つであること、②他国がそこまで負担が

大きくない移転価格文書化の制度を導入する一方、オランダはフルセットのルール

を導入することが挙げられる。 

 

イ オランダの国別報告書に関する法令 

（ア）提出義務者 

オランダに所在する連結総収入金額が 750 百万ユーロ以上の多国籍企業グルー

プの最終親事業体等 

 

（イ）様式及び内容 

オランダ財務相は、法令 2015 年 12月 30日 no.DB2015/462M（"オランダ TP文

書法令”）253を公表し、その中には、提出されるべき国別報告書のテンプレート

（Annex B）が添付されている。 その記載事項は、OECD 移転価格ガイドライン

第 5章改訂案の別添 3に示された記載項目と基本的に同一である。 

 

                                                   
252 利用可能な英訳はない。 
253 オランダ TP文書法令はオランダ語だが、この法令に添付されているテンプレートはオランダ語及び英

語の両方で公表されている。その Annexへの引用は英語でされている。 
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（ウ）提出時期 

会計年度終了から 12 か月以内に提出する必要がある。 

 

（エ）使用言語 

オランダ語又は英語で作成しなければならない。 

 

（オ）適用開始時期 

2016年 1月 1日以降に開始する会計年度から適用される。 

 

（カ）罰則 

新しい国別報告制度を遵守しない場合、最大 8,100ユーロ／及び／又は 6か月

以内の拘留の罰則が科される場合がある。故意又は重過失により遵守しなかった

場合、最大 20,250ユーロ及び／又は 4年以内の拘禁の罰則が科される場合がある。 

 

  （キ）情報交換 

2016 年 1 月 27 日、オランダは、行動計画 13 のグローバルな実現を企図して、

国別報告書の自動的交換に向けた多国間税務当局協定に調印した 254。 

 

ウ マスターファイル及びローカルファイルについて 

マスターファイルとローカルファイルを作成する義務は、多国籍企業グループの

一部であるオランダに所在する会社に対して適用される。 

 

（ア）様式及び内容 

オランダ移転価格文書法は、annex D及び Eとして、マスターファイル及びロー

カルファイルのテンプレートが添付されている。これらのテンプレートはそれぞ

れ OECD 移転価格ガイドライン第 5章改定案の別添 1及び別添 2で示された記載項

目と同じものを含んでいる。 

 

（イ）提出時期 

オランダに所在する会社には、税務当局に対して、マスターファイルとローカ

ルファイルを提出する義務はないが、納税申告が提出されたときに、オランダ法

人において利用可能となっている必要があるとしている。 

また、オランダ税務当局は、オランダ会社に対してマスターファイル及びロー

カルファイルの提出を要求することができる。 

                                                   
254http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/about-automatic-exchange/a-boost-to-transparency-

in-international-tax-matters-31-countries-sign-tax-co-operation-agreement.htm  



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第５ オランダ 

242 
 

 

（ウ）免除要件 

マスターファイル及びローカルファイルを準備する義務は、納税申告を適用す

る期間前の会計年度において連結総収入が 5,000 万ユーロ未満である多国籍企業

グループの一部であるオランダ会社には適用されない。但し、マスターファイル

及びローカルファイルの作成義務が免除された会社であっても、前述（１）の

CITA8b 条 3 項に基づく移転価格文書の作成義務は課されていることに留意する必

要がある。 

 

（エ）使用言語 

マスターファイル及びローカルファイルは、オランダ語又は英語で記載される。 

 

（オ）適用開始時期 

2016年 1月 1日以降に開始する会計年度 

 

（カ）罰則 

マスターファイル及びローカルファイルの作成は、オランダ会社の義務と考え

られており、かかる義務を履行しない場合には罰則が適用される場合がある。 

十分な移転価格文書を作成できなかった場合、オランダ税務当局からオランダ

会社に証明責任が転換され、オランダ会社は、独立当事者間価格であることを証

明しなければならない。そして、オランダ会社がその証明に失敗した場合、オラ

ンダ税務当局は、正しい納税申告がなされていないとして、金銭的（又はより例

外的なケースでは、刑事的）罰則を科すことができる。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

2011年租税条約ポリシーにおいて説明されているように、オランダ政府は、OECD モ

デル租税条約 25 条 5 項に従って、締結する租税条約に相互協議手続を導入している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015 年 10 月レターでは、オランダ財務相は、オランダは既に行動計画 14 における

紛争解決のミニマム・スタンダードを満たしていると表明した。海外で投資をしたい

オランダ事業者が厳しい対策により不必要な負担を負わされないようにするため、当

初より、オランダは紛争解決手続の発展を他国に勧め、また、OECD 及び EU内で他国に

対してそれらの基準を満たすことを勧め続けると考えられる。 
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１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

オランダは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 255 

 

                                                   
255http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第６ アイルランド 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

アイルランドは BEPS プロジェクトにコミットすることを公にしており 256、2015 年 10

月 5日、財務大臣のマイケル・ヌーナンは以下のとおり述べた。 

「アグレッシブかつ有害なタックス・プランニングに対処するための包括的な多国間

のアプローチを定めた OECDの報告書の公表は歓迎すべきものである。OECDの国際課税の

分野における賢慮されたリーダーシップ及び公平な国際課税のシステムを実現するとい

う世界的な優先事項へのコミットメントは賞賛されるべきである。 

アイルランドは BEPS プロジェクトにコミットしており、私たちはその実行において十

分な役割を果たすつもりである。第一段階として、私たちは国別報告書及びナレッジ・

ディベロップメント・ボックス（以下「KDB」という。）の導入に向けた立法を行う予定

である 257。KDB は、OECD の新たな基準を満たす世界で初めてかつ唯一のものとなるであ

ろう。」 

現在のところ、BEPS プロジェクトの提案を取り扱う新たな税制は限定的である。2015

年財政法は、国別報告書の作成を義務付け、また、KDBを導入した。これらの措置を導入

した法律は、BEPSプロジェクトの提案に沿うものといえる。 

2016 年財政法において、更なる改正の可能性がある（通常、最初の法案は年度の第 4

四半期に公表される）。 

現時点において、BEPS の勧告をアイルランド法に導入するための税制に関する意見募

集は特になされていない。また、アイルランドは、EU全域に適用され、BEPS に関連する

措置にも影響を与える「租税回避防止パッケージ」258をも考慮する必要がある 259。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは、2015 年 1 月 1 日に発効した、特定の電子的に提供される役務に関

して EU 全域で適用される付加価値税を実行した 260。 

このルールは、消費者に対する全ての電気通信、放送及び電子サービスの提供につ

いて、提供地を役務提供者の所在地から、消費者の居住地へと変更するものである。

役務提供者が消費者に役務を提供している全ての EU加盟国において VATの登録を行う

事務負担を軽減するために、アイルランドは他の EU加盟国とともに「ミニ・ワンスト

                                                   
256http://www.finance.gov.ie/ga/news-centre/press-releases/minister-noonan-welcomes-publication

-oecd-beps-reports 
257 http://www.finance.gov.ie/sites/default/files/Finance%20Bill%202015%20As%20Initiated.pdf  
258 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/anti_tax_avoidance/index_en.htm  
259 現地事務所の見解 
260 アイルランドにおける VATの概要については、以下のウェブサイトを参照されたい。 

http://www.revenue.ie/en/tax/vat/index.html  
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ップ・ショップ」を設けて、アイルランドのウェブポータルを通じて、申告書を提出

し、全ての EU加盟国に支払うべき VATを支払うことを可能にしている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは、ハイブリッド・ミスマッチについて既にいくつかの規定を設けて

いる。 

EU 加盟国又はアイルランドが租税条約を締結している国の居住者である企業に対し

て利子が支払われる場合には、利子に対する源泉徴収義務は国内法上免除されている。

もっとも、この免除規定は、利子の受取企業の居住国が、国外を源泉とする利子に対

して課税している場合にのみ適用される。 

また、アイルランドは、アイルランド税法上、特定の種類の利子を配当として取り

扱う規定を有している。このルールは、事業の利益に応じて支払われる利子の額が決

まる利益参加型の利子及び商業上の利率を超える利子の支払について適用される。利

子が配当とみなされた場合、アイルランドでは税務上控除することができない。 

さらに、アイルランドは、アイルランド企業が国外から受領する配当について免税

規定を設けていない。かかる配当はアイルランドにおいて課税されるが、配当につい

て支払われた外国税（場合によっては、配当の支払のもとになった利益に対して課税

された外国税も含む。）について税額控除が適用される。 

なお、アイルランド法人の居住地判定基準については、2014 年財政法 261により広範

な改正が加えられた。改正の内容は、2015 年 1 月 1 日以降にアイルランドで設立され

た法人については、原則としてアイルランドの居住者となり、租税条約の条項に基づ

いて他国の居住者とされる場合のみ、アイルランドの非居住者となり得るとするもの

である。アイルランドは、法人の居住地判定基準について管理・支配地主義を採って

いたが、かかる改正は管理・支配地主義を修正するものである。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。もっとも、アイルランド財務省によれば、BEPS

最終報告書の勧告はミニマム・スタンダードではないものの、アイルランドとしてはこ

の点についての国際的な発展に前向きに関与し続けるとのことである 262。 

 

                                                   
261 http://www.irishstatutebook.ie/eli/2014/act/37/enacted/en/pdf 
262http://www.budget.gov.ie/Budgets/2016/Documents/Update on Irelands International Tax Strateg

y_pub.pdf  
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３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは現在 CFCルールを有していない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

BEPS 最終報告書を受けた法改正は実施されておらず、改正案も公表されていない。

もっとも、アイルランド財務省によれば、BEPS 最終報告書の勧告はミニマム・スタン

ダードではないものの、アイルランドとしてはこの点についての国際的な発展に前向

きに関与し続けるとのことである 263。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは過少資本税制を有していないが、利子の支払控除について一定の制限

を課している。 

すなわち、アイルランドの企業によって支払われる利子は能動的な事業から生じる

課税対象利益を算定する上では控除可能である。もっとも、前述２（１）で述べたと

おり、控除できる利子の額は、合理的な商業上のリターン（独立企業原則に基づく）

の限度に限られている。また、利益参加型の利子は控除することができない。 

なお、能動的な事業を行っていない企業に認められる利子の控除はより限定的であ

る。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。もっとも、アイルランド財務省によれば、BEPS

最終報告書の勧告はミニマム・スタンダードではないものの、アイルランドとしては

この点についての国際的な発展に前向きに関与し続けるとのことである 264。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

受動的活動から生じた所得 265に対するアイルランドの法人税率は 25％である。他方、

能動的活動から生じた所得に対する法人税率は 12.5％である。能動的活動といえるた

めには、アイルランドにおいて資産と実体を有していなければならない。 

なお、アイルランドでは、事例ごとに税務当局と納税者との間で税率又は課税所得

                                                   
263http://www.budget.gov.ie/Budgets/2016/Documents/Update on Irelands International Tax Strateg

y_pub.pdf  
264http://www.budget.gov.ie/Budgets/2016/Documents/Update_on_Irelands_International_Tax_Strateg

y pub.pdf  
265 受動的活動から生じた所得には、配当、利子、賃料及びロイヤルティが含まれる。 
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が合意されるようなルーリング制度は存在しない。 

また、アイルランドは、既に一般的な租税回避防止規定を有している 266。当該規定

の目的は、商業的な実態が全く又はほとんどなく、かつ、課税を避け若しくは減らし、

又は税務上の控除若しくは還付税額を人為的に創出することを主要な目的とする取引

の効力を否定することにある。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

アイルランドは、KDBを 2015 年財政法で定め、2016年 1月 1日以降に開始する会計

期間から有効となる。KDB の主要な特徴は、同制度の下での適格利益に対して 6.25％

の税率が適用される点である。適格利益とは、以下の算式に基づいて算出される。 

 

適格利益 =
適格資産に係る適格費用267 + 上乗費用268

適格資産にかかる総費用

× 適格資産に関して得られた利益 

 

適格資産には、適格特許又は補完保護証明書により保護される発明 269、著作権で保

護されたソフトウェア 270及び植物の育成者の権利が含まれる。 

 

ネクサス・アプローチにより、企業のアイルランド及び EUにおける研究開発費の支

出に基づいて、6.25％の税率が適用される。例えば、資産を開発するための研究開発

費の 50％がそれぞれ EU又はアイルランド及びそれ以外で支出された場合、資産から生

じる利益の 50%が軽減税率の適用対象となる。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドの税務当局は、アイルランドの租税条約が、アイルランド源泉の所得

を非課税で受領するために濫用されているとは考えないと思われる。 

例えば、前述２（１）で述べたとおり、EU 加盟国又はアイルランドが租税条約を締

結している国の居住者である企業に対して利子が支払われる場合には、利子に対する

源泉徴収義務が租税条約上免除されているか否かにかかわらず、原則として利子に対

する源泉徴収義務は国内法上免除されており、アイルランドに投資する非居住者にと

って、そもそも租税条約の利用は必要でないことが多い。 

                                                   
266 Section 811 of the Taxes Consolidation Act 1997 
267 適格費用とは、適格資産の開発、改良及び創造につながる研究開発活動のためにのみ生じた費用をいう。 
268 上乗費用とは、適格費用の 30％又はグループ企業に対して支払われた費用及び知的財産の取得のために

支払われた費用の合計額の小さい方の費用を指す。 
269 適格特許とは、新規性及び発明過程について実質的な審査を経て認められる特許をいう。 
270 著作権及び関連する権利に関する法律（2000年）に定める意味を有する。 
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（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドの国内法上、非居住者が、アイルランドで恒久的施設を有するのは、

アイルランドで能動的な事業を営んでいる場合である。そもそも国内法において恒久

的施設の認定が限定的であるため、恒久的施設の認定を避けるために租税条約の条項

が使われることは多くない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 271 

アイルランドの移転価格税制は、OECD の原則に基づいている。アイルランドの税法

は、OECD移転価格ガイドラインの特定のバージョンを参照している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

行動計画 8 から 10 までは OECD 移転価格ガイドラインをアップデートするものであ

る。アイルランドにおいては、アップデートされた OECD 移転価格ガイドラインは、財

務大臣がその適用を定める規則を公表して初めて適用されることになる。 

現在のところ、BEPS 最終報告書を受けた法律・規則又はガイドラインの改正は実施

されておらず、改正案も公表されていない。もっとも、OECD 移転価格ガイドラインの

アップデート版が近い将来アイルランドで適用されると見込まれている 272。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

                                                   
271 アイルランドの移転価格税制は、クロスボーダ―取引及び国内取引の双方に適用される。また、一方の

当事者が他方の当事者の経営、支配又は資本に参加している場合、移転価格税制の適用のある関連者とな

る（例えば、親子会社の場合等）。 
272http://www.budget.gov.ie/Budgets/2016/Documents/Update on Irelands International Tax Strateg

y_pub.pdf  
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現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは義務的開示制度を有している 273。当該義務的開示制度は、税務上の

メリットを取ることがスキームの主要な目的の 1 つであり、かつ、かかるスキームが

特定の要件を満たす場合（例えば、税務上の損失を生じさせるように設計されたスキ

ーム、又は、タックスプロモーターへの報酬額が節税額に基づいて算出されているス

キーム）には、租税回避スキームを販売するプロモーター（及び一定の状況において

は他の者）は、当局に対してスキームに関する情報を開示しなければならない。 

潜在的な租税回避スキームの開示を促すため、アイルランドは、租税回避スキーム

と認定された取引について追加的な罰則も科している 274。租税回避スキームについて

は、納税者は、本来の税額に加えて、支払を免れようとした税額の 30％を追加的に支

払う必要がある。しかしながら、この追加的な支払の義務を免れることも可能である。

納税者が本来の税額及び当該税額について支払が遅れたことによる利子を支払うこと

に加え、取引について税務当局のコミッショナーに全面的に開示した場合、追加的な

支払は要求されない。この開示は、公式の税務審理手続によって検討される前になさ

れる必要がある。なお、開示がなされない場合、税務当局はいつでも Section 811C を

使って、税務上の利益を取り消し、又は否認することができる（時効はない）275。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

 現在の移転価格税制において、対象となる取引に関与する者は、その者の所得が独

立企業原則に基づいて算定されたかを決定する上で合理的に必要な記録を準備する必

要がある 276。実務上、納税者は移転価格文書の同時文書化の義務を負い、当局の要求

から 21 日以内に提出する必要あるが、取引と同時に作成する必要はない 277。 

 

                                                   
273 Chapter 3 of Part 33 Taxes Consolidation Act 1997 
274 Section 811C Taxes Consolidation Act 1997。Section 811Cは、税務当局に、税務上の優位性を得よ

うとする取引を否認し、罰則を科す権限を与えている。 
275 詳細は、アイルランド税務当局の以下のウェブサイトを参照されたい。 

http://www.revenue.ie/en/about/foi/s16/income-tax-capital-gains-tax-corporation-tax/part-33/  
276 https://www.charteredaccountants.ie/taxsource/1997/en/act/pub/0039/sec0835F.html 
277 ガイダンスでは取引の条件が合意された時点で作成するのがベスト・プラクティスだとしているが、法

的な拘束力はない

（http://www.revenue.ie/en/practitioner/tax-briefing/archive/2010/no-072010.html）。 
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（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 国別報告書 

アイルランドは、2015 年財政法において、国別報告書を導入した。この法案は、

2015年 12月 23 日に法律として成立した。この法律は、国別報告書についての OECD

の提案に沿うものである。概要は以下のとおりである。 

 

（ア）提出義務者 

アイルランドに所在する連結総収入金額が 750 百万ユーロ以上の多国籍企業グ

ループの最終親事業体等 

 

（イ）様式及び内容 

   報告書の様式は、まだアイルランドの税務当局によって指定されていない。 

 

（ウ）提出時期 

   会計年度終了から 12か月以内に提出する必要がある。 

 

（エ）使用言語 

   英語で作成する必要がある。 

 

（オ）適用開始時期 

   2016 年 1月 1日以降に開始する会計年度から適用される。 

 

（カ）罰則 

   報告書の不提出又は不完全な報告に対する罰金として 19,045ユーロが科される

ことになり、これに加えて不提出が継続する間は 1 日当たり 2,535 ユーロを加え

た金額が罰金として科される。 

 

（キ）情報交換 

 2016 年 1 月 27 日、アイルランドは、行動計画 13 のグローバルな実現を企図し

て、国別報告書の自動的交換に向けた多国間税務当局協定に調印した。 

 

イ マスターファイル 

マスターファイルについては、立法措置は講じられておらず、また立法案も公表

されていない。政府における議論も限定的である。もっとも、政府の議論では、マ

スターファイルによって便益が期待できることは認められている 278。アドバイザー

                                                   
278 http://www.budget.gov.ie/Budgets/2015/Documents/OECD_BEPS_Project_Irish_Context.pdf  
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の中には、移転価格の主張を実証するためにマスターファイルが重要であるとする

者もいるし 279、マスターファイルは2016年中に法案化されると予測する者もいる 280。 

 

ウ ローカルファイル 

 ローカルファイルについて、立法措置は講じられておらず、また立法案も公表さ

れていない。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

アイルランドは既に、紛争解決手続を有している。かかる手続は、国内及び国際的

な税務案件の両方に適用される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

アイルランドは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 281。 

 

 

 

                                                   
279http://www.grantthornton.ie/globalassets/1.-member-firms/ireland/insights/factsheets/grant-t

hornton---country-by-country-reporting.pdf, 

http://download.pwc.com/ie/pubs/2015-pwc-ireland-BEPS-flyer-tax-october.pdf  
280http://www.ey.com/GL/en/Services/Tax/International-Tax/Alert--Ireland-adopts-OECD-Country-by

-Country-Reporting  
281http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm  
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第７ EU 

 

１ EU における公正かつ効率的な法人税制（５つの主要分野） 

2015年 6月 17日、欧州委員会は、欧州議会及び欧州理事会に宛てて、「EUにおける公

正かつ効率的な法人税制（5つの主要行動分野）」と題する書面 282を提出した（以下「EU

行動計画」という。）。 

EU行動計画では、EUにおいてより公正かつ効率的な課税を達成し、法人税の回避に効

果的に対処するために、法人税制に対する新たなアプローチが必要であるとされている。

このアプローチは、後述する（１）から（５）までの 5 つの主要行動分野から構成され

るものであり、以下の 4つの目的に基づくものである。 

① 課税と経済活動が生じた場所との間の結びつきを回復させること 

② EU加盟国がその管轄地において法人の活動を正確に評価できることを確保すること 

③ 競争力が高く、成長に適した法人税環境を創出し、弾力的な企業部門を生むこと 

④ EU という単一市場を保護し、外部的な法人税の問題に対して強固なアプローチを確

保すること（これには非協力的な税務管轄地域に対処し、税務面での透明性を向上さ

せ、また OECDの BEPS への対抗措置を実施する措置も含まれる） 

 

EU行動計画の 5つの主要行動分野は、以下のとおりである。 

 

（１） 共通連結法人税課税標準（Common Consolidated Corporate Tax Base、以下「CCCTB」

という。）の導入 

 CCCTB とは、2011 年に欧州委員会によって提案された考え方であり、グループ会社

の EU内の課税利益を共通の方法で計算の上、連結して一本の申告書を作成して、グル

ープ代表会社が申告を行うこととするものである。連結された利益は、一定の方法で

加盟国に配分され、それぞれの加盟国の法人税が課されることになる。CCCTBの導入は、

より公正かつ効率的な課税を行うために、極めて有効な手段になり得るとされている。 

CCCTBは、EU内での企業の環境を大きく改善するものである。CCCTB は、課税所得を

計算する上で 1 つのルールに従えばよいので、国境を越えて活動する企業は複雑さや

コンプライアンス費用を減らすことができる。さらに、ある EU加盟国の企業における

損失を他の EU 加盟国の企業における利益と通算できるという大きな便益を企業グルー

プにもたらす。 

同時に、CCCTB は、EU における利益移転及び法人税制の濫用に対処するために、非

常に効果的である。共通の課税標準は、各 EU加盟国内税制のミスマッチ、利益移転の

ための優遇税制の利用の可能性、移転価格操作の可能性等を排除することができ、ま

                                                   
282http://ec.europa.eu/taxation customs/resources/documents/taxation/company tax/fairer corpora

te_taxation/com_2015_302_en.pdf  
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た、各 EU加盟国の実効税率について完全な透明性を提供することができる。 

さらに、CCCTB は、EU 加盟国が第三国に対して共通のアプローチを採用し、EU とい

う単一の市場をアグレッシブなタックス・プランニングから守ることを可能にする。

例えば、EU加盟国は、CFCに対して共通のアプローチを採ることができる。 

このような CCCTB の便益を考慮して、欧州委員会は、EU 行動計画において、CCCTB

を再度提案することを決めた。 

なお、今回提案された CCCTB は、少なくとも多国籍企業について CCCTB の適用を義

務付けるものである。 

また、CCCTBの導入過程については、段階的なアプローチが提案されている。すなわ

ち、連結の範囲の画定は最も難しい点であるため、共通の課税標準が合意及び実行さ

れてから、連結の範囲の画定に関する作業を行うことを提案している。まず、欧州委

員会は、EU加盟国の議論を反映し、EUの経済成長及び雇用に資することを確実にする

ため、課税標準案の要素を検討することになる。 

欧州委員会は、2016 年に、CCCTB に関する課税標準の調整、義務的要素の導入及び

段階的なアプローチを定めた法案を提示する予定である。 

 

（２）利益が創造された場所における効率的な課税の確保 

 EUという単一の市場から便益を受け、そこで利益を上げている企業は、EU内で、実

際に活動が行われた場所において税金を支払うべきである。しかしながら、各国の国

内税法のミスマッチを利用して低課税国へ利益を移転し、現実の経済活動が行われて

いる国で税金をほとんど支払わない企業も存在しており、欧州議会、EU 加盟国及びス

テークホルダーからこの問題に対処することを求める声が強くなっている。 

 

ア 利益の生じた場所における課税 

完全な CCCTB が導入されれば、利益が生じた場所での課税の強化につながるであ

ろうとされている。そのため、BEPS プロジェクトに関連する共通の課税標準の国際

的な側面について、現在欧州理事会で検討されている提案について作業を継続しな

ければならないとされている。例えば、恒久的施設の定義の修正、CFCルールの改善

が含まれる。これらの合意は、（2015年 6月 17日から）12か月以内に欧州理事会に

おいて達成されなければならず、CCCTB の修正について合意がなされる前に法的拘束

力を与えられるべきであるとされている。 

また、欧州委員会は、かかる目的が達成されるための具体的な措置を探求してお

り、グループが効率的な課税の確保を優先できるように、法人課税に関する行動規

範の基準の修正を勧告している。 

欧州委員会は、二重課税の防止を目的とした EU法人税制が二重非課税を招かない

ことをどのように確保するかも検討する予定である。欧州理事会の最初の行動とし
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ては、利子・ロイヤルティ指令の変更 283が予定されており、EU において利子・ロイ

ヤルティの支払に効果的な課税がなされていない場合には、EU 加盟国はこれらに便

益を与える必要がないというように指令が修正される予定である。その交渉の結果

を受けて、欧州委員会は、親子会社指令 284を利子・ロイヤルティ指令 285に整合させ

ることもあり得る。 

 

イ EUにおける移転価格フレームワーク 

移転価格税制はグループ内での取引価格が比較可能な市場価格に合致し、多国籍

企業が事業を営んでいる管轄地間において利益が公平に分配されることの確保を目

的としている。しかしながら、税務当局も企業も、現在の移転価格制度は複雑であ

ると考えており、また、企業は非課税又は低税率地域に利益を移転するために制度

を操作し得ることから、現在の移転価格税制のシステムが効果的に機能していない

ことは明白であるとされている。 

そこで、欧州委員会は、EU という単一市場内での経済的現実を反映して、移転価

格税制を構築し、EU 内で協調的かつより具体的なルールの実行を行うために、EU加

盟国及び企業とともに、移転価格フレームワークの再検討作業を始める予定である。 

 

ウ 優遇税制 

一定の優遇税制は、税務上の便益が与えられている経済活動を真に促すのではな

く、むしろ租税回避を促進していると指摘されている。 

2014 年、法人課税に関する行動規範グループは、かかる問題に対処するために、

パテント・ボックスのような優遇税制は、修正ネクサス・アプローチに基づくべき

であるということに合意した。 

欧州委員会は、（2015年 6月 17日から）12か月以内に、EU加盟国がこの新たなア

プローチを適用していないと判断した場合には、その適切な実施を確保するため、

拘束力のある立法措置を採る予定である。 

 

（３）企業にとってのより良い税務環境のための追加的措置 

EUにおける法人税の枠組みの検討は、EUという単一市場において事業を促し、成長

及び雇用を促進する環境を創出することに焦点を当てている。 

                                                   
283 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/interests_royalties/index_en.htm  
284 EU親子会社指令は、異なる EU加盟国に所在するグループ会社間での配当について、配当支払国におい

て源泉徴収税を免除し、また、配当受領国において課税を免除するものである

（http://ec.europa.eu/taxation customs/taxation/company tax/parents-subsidiary directive/index

_en.htm）。 
285 利子・ロイヤルティ指令は、異なる EU加盟国に所在するグループ会社間での利子及びロイヤルティの

支払について、支払国における源泉徴収税を免除するものである

（http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/interests_royalties/index_en.htm）。 
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ア 国境を超えた損失の控除 

欧州委員会は、完全な CCCTB が導入されるまで、グループ企業が異なる EU加盟国

での利益と損失とを相殺することを可能にすべきことを提案している。もっとも、

ある EU 加盟国が他の EU 加盟国において生じた損失を永久的に負担することのない

よう、将来グループ企業に利益が生じた場合にはこれらの損失を取り戻すメカニズ

ムは必要であるとされている。 

 

イ 二重課税紛争解決メカニズム 

複数の EU加盟国で事業を運営する企業にとって、二重課税は重大な税務上の障害

となり得、企業にとって不必要な費用や事務的な負担を負わせるものである。 

多くの EU加盟国は二重課税を緩和するために租税条約を締結しており、紛争が生

じた場合にこれを解決する手続も存在する。しかしながら、これらの手続は長期間

にわたり、また、コストもかかる上に、常に合意に至るとは限らない。また、EU 加

盟国間での紛争を解決するために EU加盟国間で多国間仲裁条約が合意されているが、

その対象は移転価格の紛争に限られている上、法解釈について不服を申し立てる手

段がない。そこで、欧州委員会は、EU における二重課税を解決するための手続の改

善を 2016年夏までに提案する予定であるとされている。 

 

（４）税務上の透明性の向上 

税務上の透明性は、EU 内において、又は国際的により公正な課税を確保するために

重要な要素である。欧州委員会は、単一市場内において税務上の透明性を向上させる

ことを優先しており、そのために多くの重要な発案をしている。特に、2015 年 3 月に

公表された国境を超えたタックス・ルーリングに関する自動的情報交換案 286は、税務

当局間の透明性及び協調を確保し、各国政府の税源の確保の一助となると考えられる。

EU加盟国は、2016年 1月 1日に実施できるよう速やかにかかる提案を採用すべきであ

るとしている 287。 

また、2012 年、欧州委員会は、積極的なタックス・プランニングに対処し、第三国

に税務における望ましいガバナンスの最低基準を適用するよう推奨するための措置に

関する勧告を発表した。そして、欧州委員会は、非協力的な税務管轄地域に該当する

第三国のリスト 288を公表した。今後、税務における望ましいガバナンス基準の遵守に

                                                   
286 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/transparency/index_en.htm  
287 なお、2015年 12月 8日、EU経済・財務相理事会は、タックス・ルーリングに関する自動的情報交換案

を採用し、2017年 1月 1日から、適用される予定である。かかる自動的情報交換案では、2014年 1月 1日

以降に出され、修正され又は更新された事前のクロスボーダ―・ルーリングや APA（移転価格税制に関す

る事前確認）は、原則として全て交換の対象となる。 
288 リストには、香港、モナコ、及びケイマン諸島、英国領バージン諸島、バミューダ等のカリブ海諸国等

が挙げられている。 
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関する第三国の審査作業は、このリストに基づいてなされることになる。 

さらに、欧州委員会は、税務における望ましいガバナンス原則が遵守されない状況

に対処するため、非協力的な税務管轄地域に対して採り得る対抗策を共同で採ること

を希望している。 

なお、2015年 3月に税務透明性パッケージ 289において公表されているとおり、欧州

委員会は、特定の法人税に関する情報について追加的に開示義務を導入すべきかにつ

き検討している。 

 

（５）協調のための EU の手法 

ア 税務調査における EU加盟国の協調の改善 

行政協力に関する EU指令 290は、EU加盟国の税務調査における協力を定めており、

税務当局間でのベスト・プラクティスの交換を奨励している。しかしながら、この

制度は十分に利用されておらず、欧州委員会としては、望ましい税務ガバナンスに

関するプラットフォームにおいて、国境を越えて活動する企業をコントロールし、

調査するためのより戦略的なアプローチを決定するために、EU 加盟国と協議する予

定である。 

 

イ 法人課税に関する行動規範及び望ましい税務ガバナンスに関するプラットフォー

ムの改革 

EU 経済・財務相理事会によって設立された法人課税に関する行動規範グループ 291

は、EU 加盟国の代表によって構成されており、法的拘束力のない方法によって EUに

おける有害な税競争に対処することを目的としている。多くの EU加盟国及び利害関

係者は、有害な税競争により効果的に対応するために、かかる規範の権限委任の範

囲を広げ、グループの活動方法を変更することを支持している。グループは、企業

による租税回避に対する EUの事実上の措置を実行するためのガイダンスを提供すべ

きであるとされている。また、欧州委員会は、EU 加盟国と協議した上、法人課税に

関する行動規範にかかる改革を導入するための提案をする予定である。 

欧州委員会の望ましい税務ガバナンスに関するプラットフォーム 292は、EU加盟国、

                                                   
289 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/transparency/index_en.htm  
290 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/en/ALL/?uri=CELEX:32011L0016  
291 法人課税に関する行動規範グループ（Code of Conduct Group(Business Taxation)）とは、EU 経済・財

務相理事会によって 1998年 3月 9日に設けられ、EU加盟国の租税制度の問題点を検討している

（http://euparl.net/9353000/1/j9vvhskmycle0vf/vh7ej5swx001）。 

2015年の検討内容は以下のとおりである。 

https://circabc.europa.eu/faces/jsp/extension/wai/navigation/container.jsp?FormPrincipal:_idcl

=FormPrincipal: id3&FormPrincipal SUBMIT=1&id=c1803ed4-e0e8-4b8a-b0ea-55f965d0c0fe&javax.faces

.ViewState=rO0ABXVyABNbTGphdmEubGFuZy5PYmplY3Q7kM5YnxBzKWwCAAB4cAAAAAN0AAEzcHQAKy9qc3AvZXh0ZW5

zaW9uL3dhaS9uYXZpZ2F0aW9uL2NvbnRhaW5lci5qc3A= 
292 望ましい税務ガバナンスに関するプラットフォームは、第三国における望ましい税務ガバナンスを促進

し、アグレッシブなタックス・プランニングに対処し、また、二重課税を識別し、対処するための戦略の
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企業及び NGO が租税政策に関する問題を諮問し、租税詐欺及び脱税についての 2012

年度アクションプランを含む広範な措置の進捗状況を検討するための場である。欧

州委員会は、2016 年に失効する予定であったプラットフォームの存続期間を延長す

ることを決定した。また、プラットフォームの対象を拡大し、活動方法を向上させ

た。プラットフォームは新たなアクションプランを実行し、新たな情報交換ルール

案に照らして EU 加盟国のタックス・ルーリングに関する議論を促進し、新たな租税

回避への取組のフィードバックを提供することを助けるものである。 

 

２ 租税回避防止パッケージの概要 

2016年 1月 28日、欧州委員会は、以下の 4つの文書から構成される租税回避防止パッ

ケージを公表した 293。 

  ① 租税回避防止指令案 

  ② CbC レポート自動的交換実施指令案 

  ③ 実効的な課税のための新たな EU外部戦略に関するフレームワーク案 

  ④ 租税条約濫用防止措置の実施勧告 

 

経済・財務、税務及び関税を担当するコミッショナーであるピエール・モスコヴィー

チ氏によれば、「何十億ユーロもの税金が租税回避のために毎年失われている。失われた

税金は、学校や病院といった公的サービス又は雇用の創出や経済成長の促進のために使

うことのできたものである。結果として、公正な欧州市民や企業が、より高い税金を払

わなくてはいけなくなっている。これは看過できないものであり、私たちはこれに対処

するために行動している。今日、私たちは、全ての企業にとって公正な競争機会を与え、

全ての欧州市民にとって公正かつ効果的な課税を行うために、大きな一歩を踏み出した」

とのことである。 

 

（１）租税回避防止指令案 

2015年 12月 8日、EU経済・財務相理事会は、企業課税及び BEPS について決定を出

しており、租税回避防止指令案は、これを踏まえたものである。租税回避防止指令案

は、以下のとおり 6つの分野を対象とするものであり、EU経済・財務相理事会の決定

から大きく対象を広げるものとなっている。 

 

ア 利子控除 

租税回避防止指令案は、借入金に対する利子について、事業体ごとにEBITDAの 30％

又は 100 万ユーロのいずれか大きい方を損金算入の上限としている。行動計画 4に

                                                                                                                                                     
策定において、欧州委員会を補助している。 
293 http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/company_tax/anti_tax_avoidance/index_en.htm  
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関する BEPS 最終報告書における勧告はベスト・プラクティスとされているが、租税

回避防止指令案では、特定の比率の適用を義務付けるものであり、BEPS最終報告書

とは異なっている。 

 

イ 出国税 

租税回避防止指令案は、以下の 4つの状況に該当する場合、移転された資産の時

価から税務上の価額を控除した額に対して出国税を課すことを提案している。 

① 納税者が、本店から他の EU加盟国又は第三国の恒久的施設に資産を移転した場

合 

② 納税者が、EU加盟国の恒久的施設から他の EU加盟国又は第三国の本店又は恒久

的施設に資産を移転した場合 

③ 納税者が税務上の居住地を EU加盟国又は第三国に移転した場合（移転前の EU

加盟国の恒久的施設に実質的に関連する資産を除く） 

④ 納税者が恒久的施設を EU加盟国外に移転した場合 

なお、納税者が EU加盟国の恒久的施設から他の EU加盟国又は欧州経済領域に所

属する第三国の本店又は恒久的施設に財産を移転した場合等の一定の場合には、納

税者は少なくとも 5年間にわたって出国税を分割払いすることができる。 

 

ウ スイッチ・オーバー条項 

租税回避防止指令案は、スイッチ・オーバー条項の導入を提案している。スイッ

チ・オーバー条項とは、EU 加盟国は、納税者が、第三国に所在する事業体からの利

益の分配若しくはかかる事業体の株式の売却代金又は第三国に所在する恒久的施設

からの所得として受領した国外所得について、かかる事業体がその居住国又は恒久

的施設の所在する国において、納税者の所在する EU加盟国の法人税制において適用

された法定税率の 40％未満の法定税率でしか課税を受けていない場合に、納税者の

国外所得への課税を免除してはならないというものである。 

なお、スイッチ・オーバー条項が適用される場合、納税者は配当等の国外所得に

ついて課税されることになるが、当該配当等を支払う法人の居住地国又は恒久的施

設が所在する国において法人税の課税がなされる場合には、当該外国法人税につい

て外国税額控除が適用される。ただし、外国税額控除額は、その課された外国法人

税の額を超えないものとされている。 

 

エ 一般的租税回避防止規定 

租税回避防止指令案は、税法の目的に反するような税務上の利益を得ることを主

要な目的とする取極めを対象とする一般的租税回避防止規定の導入を提案している。 
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オ CFC ルール 

租税回避防止指令案に定められた CFC条項は、被支配会社が、主に金融所得、ロ

イヤルティ、配当、ファイナンスリース料等の受動的な所得を受領している場合、

その未分配の利益について、支配会社の所在する EU加盟国の実効税率の 40％未満で

の課税しかなされていない場合に、これに課税するというものである。 

欧州経済地域又は EU 加盟国内においては、かかる課税は原則として生じない。 

 

カ ハイブリッド・ミスマッチ規定 

（ア）ハイブリッド事業体について 

2つの EU加盟国が同一の納税者について異なる法的性格を与えており、同一の

支払の控除等が支払の源泉地国である EU加盟国及び他方の EU加盟国で生じてい

る場合、又は源泉地国である EU加盟国での支払の控除及び他方の EU加盟国での

受取益金不算入が生じている場合、他方の EU加盟国でのかかる納税者の法的性格

は、源泉地国である EU加盟国での法的性格に従う。 

 

（イ）ハイブリッド金融商品について 

2つの EU加盟国が同一の支払について異なる法的性格を与え、それによって、

かかる支払の源泉地国である EU加盟国において控除がなされ、かつ他方の EU加

盟国において同一の支払について所得に含められていない場合の支払の法的性格

についても同様である。 

 

（２）CbCレポート自動的交換実施指令案 

CbCレポート自動的交換実施指令案においては、EU加盟国は、税務上自国の居住者

である多国籍企業の究極の親会社に事業年度の終了日後 12か月以内に CbCレポートを

提出することを義務付けるために必要な措置を講じなければならないとされている。 

かかる提出義務は、年間の連結総収入が 7億 5,000万ユーロを超える多国籍企業グ

ループに適用されるものであり、EU加盟国の居住者である多国籍企業グループの究極

の親会社のほか、一定の場合には、EU加盟国の居住者である多国籍企業グループの構

成企業にも提出義務が課される。 

CbCレポートの提出義務は、2016年 1月 1日以降に始まる事業年度から適用される

こととなっており、EU加盟国は、2016年 12月 31日までにかかる指令案を遵守するた

めに必要な法律、規則及び行政通達を採用及び公表しなければならず、また、2017年

1月 1日からそれらを適用しなければならない。 

 

（３）実効的な課税のための新たなＥＵ外部戦略に関するフレームワーク案 

欧州委員会は、租税回避防止パッケージの一部として、「効果的な課税のための外部
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戦略」と題する書面を公表した。かかる書面は BEPS に関する多くの問題点を要約して

いる。 

EU加盟国は EU市場内における法人課税政策において協調しているが、濫用的な税慣

行に対処し、効果的な課税を確保するためには、外部的な税源浸食の脅威への対応を

統一する必要がある。かかる書面では、EUが望ましい税務ガバナンスを世界的に促進

し、外部的な税源浸食の脅威に対抗し、全ての企業に公正な競争環境を提供すること

に資する主要な措置について述べている。 

具体的には、①EUの望ましいガバナンス基準の再検討、②第三国との合意を通じた

望ましい税務ガバナンスについての協力の促進、③発展途上国が望ましい税務ガバナ

ンス基準を満たすための助力及び④第三国を評価し、リストアップするための EUのプ

ロセスの作成等が定められている。 

 

（４）租税条約濫用防止措置の実施勧告 

欧州委員会は、行動計画 6及び行動計画 7に関する議論を検討した上、EU加盟国に

対して、以下のとおり勧告している。 

まず、PEの定義について、今後他国との租税条約を交渉する際に、OECDモデル租税

条約 5条の改正案に従うよう求めている。 

また、主要目的テストを採用する租税条約については、次のような修正（太字かつ

イタリックの部分）を加えることを推奨している。「この条約の他の規定にかかわらず、

すべての事実及び状況を考慮した上で、当該特典を得ることが、直接的に又は間接的

に当該特典を得ることとなる取極め又は取引の主たる目的の 1つであると合理的に結

論付けられる場合には、ある所得又は資本に対してこの条約の特典は与えられないも

のとする。ただし、それが真正な経済活動を反映するものであり、又は当該特典を与

えることがこの条約の規定の目的に合致すると認められる場合を除くものとする。」こ

れは、真正な経済活動を反映した場合には、条約の特典を与えるべきとする点で、行

動計画 6の BEPS 最終報告書の条項案に対して、修正を加えるものである。 

 

３ EU による BEPS対応のロードマップ  

2016 年 2 月 23 日、欧州理事会の議長国であるオランダは、高度税務作業部会(High 

Level Working Party、以下「HLWP」という。)に対して、EU-BEPS Roadmap294を提出し、

6月に終了する任期内において BEPS及び租税競争に関連した様々な EUの戦略をどのよ

うに実施するかについて、短期的な作業と中期的な作業に分けて提示した 295。 

概要は以下のとおりである。 

 

                                                   
294 http://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-6039-2016-INIT/en/pdf  
295 なお、Roadmapは、イタリア、ラトビア及びルクセンブルグが議長国を務めた期間（2014年 7月から 2015

年 12月）において作成された。 
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 （１）短期的な作業 

   ア 利子・ロイヤルティ指令 

     以前、ラトビアが EU 理事会の議長国であった時に、利子・ロイヤルティ指令の

修正案として、EU親子会社指令に入れたのと同様のデミニマス濫用防止条項 296の

作成の作業を行った。 

     また、2015年 9月当時、EU理事会の議長国であったルクセンブルクは、HLWP 及

び EU経済・財務相理事会とともに、ミニマム実効税 297について議論した。 

     これらを踏まえ、議長国であるオランダは、利子・ロイヤルティ指令にミニマ

ム実効税の条項を含めることに関するこれらの議論を活用し、この点について政

治的な合意を目指すこととしている。具体的には、ルクセンブルクが議長国であ

った時の 2 つの代替案（ミニマム実効税率を唯一の基準とするか、経済活動テス

トとミニマム実効税率を併用するか）を基礎とし、実務的で適切に的を絞ったミ

ニマム実効税条項の導入を検討している。 

  また、かかる議論を参考に、利子・ロイヤルティ指令において OECD の修正ネク

サス・アプローチを含める又は参照することが検討されている 298。 

 

イ 租税回避防止指令(ATA指令) 

  欧州委員会の租税回避防止指令案は優先順位が高く、オランダの議長国として

の任期が終了するまでに、政治的な合意がなされる予定である。 

 

   ウ 移転価格合意に関する CbCレポート 

     国別報告書指令案も同様に優先順位が高く、オランダの議長国としての任期が

終了するまでに政治的な合意がなされ、法案が採用される予定である。 

 

   エ 行動規範グループの改革 

  2015 年 12 月 8 日の EU 経済・財務相理事会の決定において、同理事会は、HLWP

に対して、EU 域内において利益は適切な実効税率で課税されるべきという考えに

関連して、行動規範グループの権能を変更することを議論すること並びにオラン

ダが議長国である間に、その全体的なガバナンス、透明性及び作業手法を向上さ

せ、行動規範グループの改革を完了することの必要性について結論を出すことを

要請した。 

  議長国であるオランダは、2015 年 12 月 8 日付けの EU 経済・財務相理事会の決

                                                   
296 デミニマス濫用防止条項とは、EU加盟国は、指令の目的又は趣旨に反する税務上の利益を得ることを主

要な目的又は主要な目的の 1つとし、かつ全ての関連する事実及び状況を考慮して真正でない取極めにつ

いて、親子会社指令の特典を与えてはならないとするものである。 
297 ミニマム実効税とは、EU内において生じた企業の利益について、活動が行われた場所において適正な課

税がなされることを確保しようとするものである。 
298 内容はまだ明らかになっていない。 
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定によれば、利子・ロイヤルティ指令にミニマム実効税の条項を含めることの議

論と並行して行動規範の権能の修正を議論することは難しいと考えている。 

     まず、最初のステップとして、行動規範グループのガバナンス、透明性及び作

業手法の議論がなされる予定であり、次に、EU 域内において利益は適切な実効税

率で課税されるべきという考えに関連して、行動規範グループの権能を変更する

ことの議論が始められる予定とされている。 

 

   オ ハイブリッド・ミスマッチ 

     第三国の関係する状況におけるハイブリッド・エンティティ・ミスマッチに関

するガイダンス及び注釈が、行動規範グループのハイブリッド・サブグループに

よって最終化されたことを受けて、この成果を活用して、オランダの議長国とし

ての任期が終了するまでに第三国の関係する状況におけるハイブリッド・PE・ミ

スマッチに関するガイダンス及び注釈が合意されることが意図されている。 

 

カ パテント・ボックス 

    修正ネクサス・アプローチの解釈についてなされた合意及び年次報告書を通じ

た進捗の報告への欧州委員会のコミットメントを受けて、行動規範グループは、

既存のパテント・ボックス税制を修正するのに必要な立法過程の監視を継続する

予定である。 

 

  キ 第三国における税務に関する望ましいガバナンス 

     2013 年 5 月 14 日の EU 経済・財務相理事会の決定に沿って、第三国における税

務に関する望ましいガバナンスを達成するために適切な方法が議論される予定で

ある。 

 

   ク 条約に関連した措置 

     BEPS プロジェクトの EUによる実行に関する、2015 年 12月 8日付けの EU経済・

財務相理事会の決定においては、一定の OECD の勧告は EU 加盟国によって締結さ

れた二国間租税条約に影響するとしている。HLWP を通じて、かかる問題に関する

意見交換を予定しており、行動計画 15 の下で OECD によって作成されている多国

間合意文書及び租税条約の濫用への対抗措置に関する 2016 年 1 月 28 日付けの欧

州委員会の勧告も議論される予定である。 

 

 （２）中期的な作業 

   ア 移転価格税制 

     複数の EU 加盟国が、移転価格税制の分野における EUの作業と BEPS プロジェク



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第７ EU 

263 

 

トにおける OECD の作業との調和を確保する必要性を強調している。行動規範グル

ープは、移転価格算定の結果を価値創造と整合させることについての行動計画

8-10 に関する OECD の結論を受けて、4 つ目の基準 299の解釈に関する EU のガイダ

ンスの作成を始める予定である。 

 

   イ 外部への支払 

     行動規範グループは、2015年の作業パッケージに EUから第三国への支払を含め

た。2016年の春から始まる最初の作業においては、EUから第三国へ支払がなされ

た際に生じ得る潜在的な問題の把握も行う予定である。 

 

   ウ アグレッシブなタックス・プランニングの開示 

     行動規範グループは、行動計画 12に関する OECDの結論を実行するための EUの

ガイダンスを作成する機会を評価する予定であり、税務当局間においてかかる情

報の交換を促進することを目指している。 

 

   エ 非透明な事業体の受益的所有権 

     EU 加盟国の中には、第 4 次アンチ・マネーロンダリング指令 29 条及び 30 条で

予定されているレジスターへのアクセスを税務当局にも認めることに強い関心を

示している国がある。 

  かかる第 4 次アンチ・マネーロンダリング指令は、2015 年 6 月に効力を生じ、

交渉の結果は、次のステップとともに、2016 年 2 月 2 日付けで欧州委員会により

採用されたテロリズムの資金援助に対する戦いの強化の税務上の観点から議論さ

れ得る。 

 

オ 移転価格の分野における紛争解決 

     HLWP は、移転価格に関する紛争の解決を可能とする仲裁協定の現在の状況を議

論する可能性がある。 

 

   カ タックス・ルーリングの交付の条件及びルール 

2015年の作業パッケージによれば、行動規範グループは、EU加盟国によるタッ

クス・ルーリングの交付のための条件及びルールに関するガイダンスを作成する

                                                   
299 法人課税に関する行動規範に挙げられた、有害税制の判定に関する 6つの基準のうち、4つ目の基準で

ある「現実の経済活動がないにも関わらず、税務上の利益を与える場合」という基準を指す

（http://ec.europa.eu/taxation customs/taxation/company tax/harmful tax practices/index en.htm

）。その他には、①当該国家の一般的な税率よりも非常に低い実効税率で課税されている、②非居住者に税

務上の利益が与えられている、③国内経済から離れた活動に税務上のインセンティブが与えられていて、

国家の税源に影響がない、④多国籍企業グループの構成企業の利益の決定の基礎が国際的に受け入れられ

たルールから乖離している及び⑤税務上の透明性に欠けるという基準が挙げられている。 
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予定である。 
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第８ 中国 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

G20加盟国の一員である中国は、BEPS プロジェクト及び行動計画の BEPS最終報告書の

作成に積極的に関与する一方、BEPS プロジェクトの成果物である行動計画の BEPS 最終

報告書を活用すべく中国における国際課税制度や税務行政の改革に努めている。BEPSプ

ロジェクトを進展させるに当たり、中国税務当局は、一般租税回避防止管理制度の整備、

租税条約濫用の防止、国際税務行政管理機関の再編、特別納税調整法案の改定等の様々

な分野で国際租税回避の防止の強化に取り組み、今後とも、行動計画における国際課税

制度の整備及び各国間の相互協力を重視する方針を継続するとしている 300。 

 

OECD は、2015 年 10 月 5 日付けで BEPSプロジェクトの BEPS最終報告書を発表した。

中国税務当局は 2015 年 10 月 10 日に行動計画についての公表会を開催するとともに、同

日、公式ウェブサイトにおいて BEPS 最終報告書全文の中国語訳文を公開 301した。これ

ら一連の対応は、中国政府の BEPS プロジェクトに対する積極的な姿勢を示唆しているも

のといえる。経済のグローバル化が進む中、中国は、自身がおかれている独自の状況や

政策目標等を踏まえながら、BEPSプロジェクトの成果に立脚して、多国籍企業に対する

公平な課税により税収確保に向けて課税権を強化し、企業の租税回避行為に対峙する意

思を明確にしている。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の問題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

中国は、電子商取引における PEの定義、所得税・法人税等の直接税及び付加価値税

の取扱い等に関して特段の法令を制定していない。その結果、中国での電子商取引に

ついては、現時点における中国の一般租税法が適用される。 

電子商取引では、取引時に直接税及び間接税の課税根拠となる特定のインボイスが

中国において発行されないことが多いなど、中国税務当局にとり税源の把握が困難な

場合があるため、潜在的に税源浸食のリスクがあると予想されるところである。 

中国政府は、電子商取引の規範となる基本法律「電子商務法」の起草作業を行い、

電子商取引のコントロールを強化すると同時に、一定の条件に該当する電子商取引に

期間限定の所得税、法人税、付加価値税等の低税率政策を適用するなど、電子商取引

の育成を促すべく特定の租税優遇政策の導入を検討している。当該政策は BEPS 最終報

告書の公表前から検討されていたものであるが、関連する提案がいつ確定するかにつ

                                                   
300 中国税務総局の行動計画に関する公開文書

（http://www.chinatax.gov.cn/n810219/n810724/c1836574/content.html）及び 2015年 10月 10日に開催

した公表会等を参照 
301 中国語訳全文 http://www.chinatax.gov.cn/n810219/n810724/c1836574/content.html 
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いては現時点において明確にされていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現時点では、クロスボーダー電子商取引による税源侵食及び移転価格の問題は中国

において喫緊の課題となっている訳ではなく、行動計画１に関連した税制改正の動向

は明らかではない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

2013年 9月 1日に発効した中国の国家税務総局[2013]41号公告では、中国国内にお

けるハイブリッド・ミスマッチ取極め（資本及び負債のハイブリッド商品投資に関わ

る取極め）を利用した租税回避リスクが指摘されている。この公告においては、納税

者が「実質発生主義」の原則に基づき、資本投資に関する収益認識及び負債に関する

損金算入を規定し、中国国内のハイブリッド投資を利用した租税回避に対応した措置

が採られている。 

一方、中国税務当局は、現時点においてクロスボーダーのハイブリッド商品の損金

算入に関しては特段の対応を講じていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国税務当局はクロスボーダーのハイブリッド商品のミスマッチを利用した租税回

避を防止するための税制整備に対し、依然として消極的であり、今後の税制整備の計

画は明確ではない。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

中国では、2008 年に CFC ルールが導入された。現時点の税制によれば、CFC とは、

中国居住者である事業体により支配され、又は、中国居住者である事業体と個人によ

り共同で支配され、かつ、実効税率が中国の法定税率の 50％未満（つまり、12.5％未

満の税率）の国又は地域で設立されている外国企業と定義されている。当該「支配」

の判断については、持分の保有比率に関する法律上の支配と CFC の日常経営、販売等

への関与の度合いに基づく実質的な支配とを区分し、いずれかに該当すれば「支配」

と認識されることが規定されている（特別納税調整実施弁法 76条）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国からのアウトバウンド投資は、近時、中国政府が打出した企業海外進出戦略（「走

出去戦略」）の公表に伴い活発化している。このため、中国税務当局は、「特別納税調
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整実施弁法」2 号通達（国税函 2009 年第 2 号）を改定した「特別納税調整実施弁法」

ディスカッションドラフト（以下「討議草案」という。）を 2015年 9月 17日に公表し

たことに伴い、現在、CFCルールの整備を慎重に行っている。 

討議草案によれば、CFC が合理的な経営上の必要性がないにも関わらず利益を分配

しない又は利益の分配が過少である場合には、CFC の所得が合算課税されることとな

る。すなわち、CFC を支配する中国居住者である事業体又は個人は、支配する CFC の

利益のうち、自身に帰属する部分について年次収益に合算すべきこととされている。

また、CFC の利益帰属の判断ガイダンスについては、討議草案において行動計画 3 が

採用しているカテゴリー分析（Categorical analysis）、実質分析（Substance analysis）、

又は超過利益分析（Excess profits analysis）が活用されている。例えば、CFCの従

業員が CFC 所得に対して実質的な貢献があるのか否か、CFC が企業グループに関係し

ない場合であっても判定時点において資産を有し経営リスクを負担するのか否か、CFC

が自らの収益に見合う従業員及び営業場所を有するのか否か等、行動計画 3 の実質性

分析が言及するいくつかの方法が採用されている。また、CFC が正当な理由が無いに

もかかわらず取得する配当所得、利子所得、保険所得、ロイヤルティ、超過利益等が

挙げられており、カテゴリー分析、超過利益分析の主要アプローチを継承しているも

のとなっている。 

一方、CFC を支配する中国居住者である事業体又は個人は、利益を分配しない又は

利益の分配が過少である場合であっても、①CFC による分配に十分な経営上の合理性

があること、②事業体の年次収益が 5 百万人民元を下回ること、③CFC の年次収益に

占める自身への帰属割合が 50％を下回ること、のいずれかの要件を証明できる場合、

CFC ルールの適用が除外されている。①についての判断のガイダンスとしては、利益

を実質的な生産経営活動に再投資する場合等が例として挙げられる（特別納税調整実

施弁法討議草案 120 条）。今後、中国税務当局はアウトバウンド投資企業の投資意欲

及び国際競争力に与える影響を念頭に置きながら、中国の CFC ルールの更なる拡充を

図るべく、より明確な解釈を適用する見込みである。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

中国税務当局は、関連者間のローンに係る支払利子の損金算入に限定して過少資本

税制の対象としている。中国の国内法では、企業の関連者からの債権性投資と資本性

投資の比率（以下「負債資本比率」という。）が一定の基準を超える場合に発生する

利子についてのみ過少資本税制の対象とされ、企業所得税の損金算入が認められない

としている（金融業では 5：1、その他の業種では 2：1）302。 

他方、行動計画 4 に取上げられている、非関連者に対する支払利子の損金算入につ

                                                   
302 特別納税調整実施弁法 85条、財税「2008」121号 
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いては中国の国内法では制限が設けられていない。その結果、中国の国内法は、関連

者間のローンに係る支払利子の損金算入に限定して過少資本税制の対象としている。 

このように、中国の過少資本税制では、負債資本比率という判定のアプローチが採

用されており、行動計画 4 が提唱している利子と収益への貢献度（利子/EBITDA 又は

EBIT）によって利子損金算入の制限を設けるとするガイダンスとは差異がある。なお、

中国では過少資本税制の対象とされる利子部分について、行動計画 4 の勧告とは異な

り、翌年度に繰り越して損金算入ができない。また、当該利子部分を当年度に損金算

入した場合、後述のように過少資本ファイルの作成・提出が義務付けられている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国の過少資本税制は非関連者に対する支払利子の損金算入について適用されない

ことなど、中国税務当局は、行動計画 4 の勧告内容を即座に中国で活用するには一定

の難しさがあると言及している 303が、利子の対象範囲の更なる拡大、負債資本比率の

より合理的な設定、並びに損金算入できない利子の翌年度への繰越の可能性に関連し

て、過少資本税制の整備を進めることが検討されているところである。 

 

５ 行動計画５（透明性と実質を考慮した有害な税慣行に対するより効果的な対抗） 

（１）関連する現在のルール 

現行の中国国内法において、技術移転所得の減免税措置 304、ハイテク企業の租税特

別措置 305が設けられており、これらの規定に基づき、パテント等の知的財産に関連す

る所得に対して減免税、軽減税率等の優遇措置の適用が可能とされている。しかしな

がら、中国においてはパテント・ボックス税制に関する制度は設けられていないとさ

れており、パテント・ボックス制度の導入の要否については明らかではない 306。 

中国ハイテク企業に適用している租税特別措置について 307「ネクサス・アプローチ」

以外のアプローチによって、それが有害税制に該当するか否かの評価を行っている。

しかしながら、中国税務当局はハイテク企業租税特別措置の有害性に対する判定にお

                                                   
303 中国税務当局は 2015年 10月 10日に開催した行動計画についての公表会において、本意見を表明した。 
304 中国の技術移転所得の減免税措置（企業所得税法 27条、企業所得税法細則 90条）とは、一納税年度内

における居住者企業の技術移転所得（企業所得税法 27条(4)号に規定する所得、技術の譲渡益以外にもラ

イセンス契約におけるロイヤルティも含まれる）のうち 500万人民元以下の部分に対し企業所得税が免除

され、500万人民元を超える部分に対し企業所得税が半減される制度である。 
305 中国のハイテク企業に適用されている租税特別措置について、主として 15％の優遇税率（法定税率、25％）

に基づく企業所得税の算定及び企業所得税確定申告時の研究開発費用の割増控除等が挙げられる。 
306「The Patent Box: 各国のパテントボックス税制の概要」327頁（租税研究 2013年 5月）

https://www.pwc.com/jp/ja/tax-articles/assets/sk-2013-05-02.pdf 

趙書博「中国及び欧州各国パテントボックス制度比較研究」76-80頁(会計之友 2015年第 5期)  

張嘉怡「有効創新激励又は有害税収競争？―BEPS背景下パテントボックス政策の困境」（中央財経大学学

報 2015年第 5期）3-11頁 
307 中国のハイテク企業に適用されている租税特別措置について、主として 15％の優遇税率（法定税率、25％）

に基づく企業所得税の算定及び企業所得税確定申告時の研究開発費用の割増控除等が挙げられる。 
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いて利用された具体的なアプローチは現時点において公開せず、評価の結果として、

当該特別措置は有害税制とみなされるものではないと強調するとともに、その取扱い

について BEPSプロジェクトのメンバー国と合意している旨を簡潔に説明している。ま

た、評価の結果に基づいて、現時点においてハイテク企業に適用している租税特別措

置の取消し等の計画がないことを明言している 308。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国は今後、BEPS プロジェクトの重要なメンバー国として、有害税制への対抗措置

を講ずることが予測されているものの、自身がおかれている独自の状況や政策目標等

を踏まえながら、租税制度の整備を続けると思料される。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

中国では、租税条約の濫用防止を目指して国税函[2009]601 号、国家税務総局

[2012]30号公告、国家税務総局[2014]24号公告等、今後のガイダンスとなる規定が発

効しており、そこでは、租税条約の濫用防止に繋がる「受益者」の認定について厳格

な解釈が適用されている。 

当該規定の下では、受益者の判定は、判定の対象となる所得の受領者が、所得を利

用し、かつ、所得を享受する権利を有するか否かに着目してなされる。具体的には、

所得の受領者がその所得を他の者に支払う契約上又は法律上の義務がある場合には、

受益者に該当しないこととしている。 

そして、受益者に該当すると判定された者のうち、租税条約の特典を享受しようと

するクロスボーダー事業体は、税法上の中国非居住者である事業体に該当するか否か

についての厳密な審査を受ける必要がある。中国非居住者である事業体と判定される

場合には、中国からの配当、利子及びロイヤルティ等につき、相手方の租税条約締結

国において条約の特典を享受できないこととされている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国国内法では、合理的な商業目的を有さずに税務メリットを享受する企業の租税

回避行為に対して一般的租税回避防止規定（GAAR）を設けており、かつ、BEPS 最終報

告書が公表されたことを受けた一般租税回避防止管理規定（国家税務総局令第 32 号）

の発効に伴って、一般租税回避防止に向けて更に具体的な解釈がなされるとともに、

一般的租税回避行為に対する詳細な評価判断基準が定められた。しかしながら、中国

では租税条約が国内法より優先して適用されるとする基本原則があるため、上記の国

                                                   
308 本段落は、2015年 10月 10日に開催した行動計画についての公表会から入手した関連情報に基づいて作

成したものである。 
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内法上の「受益者」認定に対する厳格な解釈の適用及び GAARの整備が租税条約の濫用

防止に実際にどれほど効果を有するかについては見解が分かれている。 

一方、中国は、近時、BEPS最終報告書を斟酌して、租税条約の濫用防止条項を自国

の租税条約に採用し始めている。例えば、2015 年 5 月 25 日に締結した中国・チリ間

の租税条約 26条（条約特典享受の資格判定）では、租税条約締結国における事業体の

経営活動が租税条約の特典の享受を主要な目的としている場合、租税条約の特典を享

受できないものとする旨が規定されている。また、中国税務当局は、今後同様の条項

を他国との租税条約に含める見込みであると表明している。 

この結果、中国の租税条約の濫用に対する防止メカニズムは国内の租税回避防止規

定及び租税条約に分けて徐々に整備されており、BEPS プロジェクトに対して中国国内

の対応が積極的に取られているといえる。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

中国は、所得に対する二重課税の回避及び脱税の防止のためのガイダンスとなる通

達（国税発[2010]75号）を発効しているが、当該通達には、PEの認定に当たっての「準

備的・補助的活動」に関する例外規定の厳格な適用についてのガイダンスが含まれて

いる。 

「準備的・補助的活動」に該当するか否かの判断においては、外国の事業体の中国

国内における活動が、法人全体の機能においてどのような位置付けにあるのかという

点に着目されることに留意が必要である。 

例えば、外国の事業体が中国に事業を行う一定の場所（事務所等）を設置し、中国

国内で当該事業体が販売した機械設備に対してメンテナンスサービスを提供する場合、

その活動は中国国内の事業活動の主要な構成部分であるため、中国税務当局は、その

活動を「準備的・補助的活動」には該当せず、PEと認定することが予想される。 

 

また、中国においては、PE の認定における従属代理人に関する規定及びそれに対す

る厳格な解釈が適用されている。しかしながら、コミッショネア（問屋）を通じて PE

認定を回避するスキームに対する法制度は特段設けられていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国税務当局の当面の方針としては、コミッショネア取引に関する税制を整備する

のではなく、各関連部門の情報共有により現時点の PE認定に関する法律を活用し、PE

認定の強化に注力することとなる。長期的には、BEPS 最終報告書を参考として、PE認

定に関する条約の整備が見込まれている。 
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８ 行動計画８－１０（移転価格の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

   中国では、1991 年に移転価格税制が導入された。その後、企業に対する課税として

は、国家税務総局によって 2009 年 1月 8日に発布された「特別納税調整実施弁法」2 号

通達（国税函 2009 年第 2 号）が、特別納税調整にかかる詳細なガイドラインとして

位置付けられることとなった。 

   同法の下では、移転価格調査を実施した結果、関連企業間での取引が独立企業間価

格に基づいていないと認定された場合には、独立企業間価格によって取引が行われた

ものとして調整を受けることになる。 

ここでいう「関連企業」の定義としては、一方の企業が他方の企業の持分の 25％以

上を直接又は間接に保有する場合等が定められている。 

独立企業間価格の算定方法は、原則的な方法としてのいわゆる基本三法のほか、利

益比準法や PS法、TNMM法等がある。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国税務当局は、BEPS プロジェクトへの取組の一環として、これまでの「特別納税

調整実施弁法」2 号通達（国税函 2009 年第 2 号）を改定し、「特別納税調整実施弁

法」2 号通達討議草案（を 2015 年 9 月 17 日に公布した。討議草案では、中国税務

当局が 2015 年 3 月 18 日に公布した関連者間の無形資産・役務提供の支払に関する

公告（国税総局公告 2015 年第 16 号）及び 2015 年 6 月 16 日に公布した費用分担契

約の管理に関する公告（国税総局公告 2015年第 45 号）に含まれる無形資産、役務提

供、費用分担契約等の取扱いを法律として追加する一方、移転価格取引に基づく超過

利益の算定にあたり、コストセービング及び市場プレミアム等の地域性に基づく特殊

要素（以下、「地域特有の優位性」という）を分析すべきことを改めて強調している。 

 

  ア 無形資産 

    無形資産について、討議草案は行動計画 8－10 における無形資産に関する定義及

び取扱いと同様の定義及び取扱いに拠っており、無形資産に関する取引の帰結とし

て、収益分配と価値貢献との一致が確保されるべきであることを強調している。無

形資産の価値貢献の判定方法としては、CUP 法及び PS 法以外に、価値貢献分配法、

資産評価法等 309に拠ることが容認されている。また、討議草案では、前述のとおり

「地域特有の優位性」に言及しているが、無形資産の価値貢献を判定する上でも、

                                                   
309 価値貢献分配法、資産評価法が移転価格算定方法として容認されたことは、中国の税法上において初め

てのことである。価値貢献分配法とは、多国籍グループの利益に対する貢献度を分析することにより、グ

ループの連結利益を各国の関連者間で分配する方法である。通常、比較対象取引の情報取得が困難である

ものの、グループ連結利益及び価値創造要素の当該利益に対する貢献度を合理的に確定可能な取引に適用

されている。資産評価法とは、原価法、市場法及び収益法を含んでおり、関連者間の無形資産、持分譲渡

等の取引を評価する場合に適用される方法となっている。 



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第８ 中国 

 
 

272 

マーケットプレミアムやコストセービング等の地域特有の優位性等を考慮すべきで

あるという中国税務当局の認識は一貫している。 

一方、無形資産への課税を後付けできる所得相応性基準の導入については、現時

点において議論されていない。 

   

イ 役務提供 

役務提供については、討議草案では行動計画 8－10 のグループ内役務取引に関す

るコンセプトを参考としながら、関連者間役務取引の「受益性原則」及び取引価格

設定の「独立取引原則」が適用されるべきこととされている。「受益性原則」の充

足要件は、役務の受取側が関連者間役務取引によって直接的又は間接的に経済的利

益を享受しており、かつ、当該役務取引が仮に独立の第三者との間の取引であった

としても、受取側に当該役務取引を行う蓋然性が認められることである。また、「受

益性原則」の具体的な判定方法としては、国際的に広く採用されている受益者テス

トアプローチが採用されている。「受益性原則｣を充足しない例としては、以下のも

のが挙げられる。 

① 役務の受取側が既に当該役務を第三者から購入し、又は自ら役務を行ってい 

るにもかかわらず、依然として役務提供を受けるケース 

② 役務の受取側がその直接又は間接の投資者の投資利益を保証するために支配、 

管理又は監督等の役務提供を受けるケース 

③ 役務の受取側が多国籍企業グループに所属することによって付随利益を獲得 

したものの、関連の当事者から具体的な役務提供を受けていないケース 

④ 役務の提供側が既に役務の受取側とのその他関連取引から補償を獲得した役 

務提供を受けるケース 

⑤ 役務受取側が自身の負担する機能及びリスクと関係のない、又は自身の経営 

上の必要性に合致しない役務提供を受けるケース 

⑥ 役務受取側に直接又は間接の経済利益をもたらすことのできないその他役務 

提供を受けるケース 

「独立取引原則」の要件は、関連者間役務取引価格が、役務提供側の役務に関す

る原価・費用及び利益水準を踏まえた合理的な水準に設定されることである。 

グループ内の役務取引に伴って発生する役務費用は、「受益性原則」及び「独立

取引原則」の要件をいずれも充足する場合には、損金算入が容認される。 

 

ウ 費用分担契約 

費用分担契約について、従来、中国税務当局は、費用分担契約が独立企業原則に従

っているか否かについて審査することとされていたが、討議草案では、税務当局によ

る事前審査の行政責任・権限を薄め、事後管理を強化する方向への転換を明確にして



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第８ 中国 

 
 

273 

いる。討議草案によると、費用分担契約を締結する納税者は、契約締結（変更）後

30 日以内に費用分担契約複本等の関連資料を中国税務当局に提出するとともに、費

用分担契約の実施期間において（事前確認協議の対象範囲に含まれるかを問わず）、

毎年 5 月 31 日までに特殊事項ファイル（後述）を中国税務当局の検査のために備え

置くことが要請されている。さらに中国税務当局は、費用分担契約に基づく関連者間

の費用分担に関する諸条件を随時評価する権利を有するものとされている。また、関

連者間における費用分担は、価値貢献と同様の経済的効果を有するとしており、地域

特有の優位性（前述）による影響を分析、評価する必要があると強調している。なお、

関連者間の費用分担が独立取引原則に違反すると判断される場合、税務当局は納税者

に対して独立企業間価格に引き直した計算を行うこととなっている。 

 

上記のとおり、無形資産、役務提供、費用分担契約についてのコンセプトが討議草

案で明確にされ、今後、中国における一般的租税回避防止の規制が経済的実態に応じ、

アグレッシブなタックス・プランニングの開示義務に関する規制を整備する等、多様

化していくことが予想される。 

 

なお、行動計画 8－10が言及している PS法については、2015 年 9月 17日に公布さ

れた討議草案において移転価格算定方法の 1 つとして取上げられている。当該算定方

法のコンセプト自体は従来の 2 号通達から大きく変化しているものではないが、適用

範囲が従来に比してより拡大されている。すなわち、従前の PS法においては、関連者

間取引が高度に統合し、各当事者の取引結果を単独で評価することが難しい場合にの

み適用されることとなっていた。これに対し、現時点の討議草案では、この場合のほ

かに、関連者間取引の各当事者が貢献をして各当事者の取引結果を単独で評価するこ

とが難しい場合にも、PS法が適用されることが規定された。また、PS法を利用して比

較可能性分析を行う場合、当然に前述の「地域特有の優位性」という要素を考慮する

必要があるとされている。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

   

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 
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中国には、現在、行動計画 12に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

国家税務総局が、今後アグレッシブなタックス・プランニングに関する税務当局へ

の報告義務制度を採用する見込みがあるものの、現時点では政府側の動きは明確にな

っていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

   前述の「特別納税調整実施弁法」2 号通達（国税函 2009 年第 2 号）においては、

関連企業との取引がある企業は、移転価格同期資料の準備、保存及び当局の要請に基

づく提出義務がある。但し、関連企業との年間の取引総額が 2 億元以下である等の一

定の条件を満たす場合には、同期資料の準備が免除される。 

  ア 記載内容 

    同法 14 条では、移転価格同期資料は中国語で作成し、規定に従い、組織構成、生

産経営状況、関連取引の状況、比較分析、移転価格算定方法及び、使用等を記載す

ることが要求されている。 

  イ 期限 

    同法 16 条により、関連取引が発生した年度の翌年 5 月 31 日までに、当該年度の

同期資料を準備し、かつ当局から提出を要求された場合、20 日以内に提出すべきこ

とが定められている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015年 9月 17日に公布された討議草案において、マスターファイル、ローカルファ

イル、特殊事項ファイル及び国別報告書等の移転価格文書の作成・提出義務が規定さ

れている。なお、討議草案がいつ確定するかについては、明確になっていない。 

 

ア マスターファイル及びローカルファイル 

（ア）提出義務者 

マスターファイル、ローカルファイルについて、中国における納税者は、当該年

度に発生した関連売買金額（来料加工の場合は年度輸出入についての税関申告金額

で計算する）が 2 億人民元以上若しくは関連売買取引以外のその他の関連取引金額

（関連者間の資金融通の場合、支払若しくは受取利子の金額で計算する）が4,000 万

人民元以上の場合、又は負担する機能及びリスクが限定的であるが欠損が生じてい

る場合、毎年の法人税申告書に加え、関連者間取引に関する当該ファイルの提出が

必要とされている。 
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（エ）作成言語、提出時期 

  中国税務当局は、上記のマスターファイル、ローカルファイル、特殊事項ファイ

ルについては、作成言語を中国語に限定している。さらに、これらファイルの作成

は、関連者間取引が発生した年度の翌年 5月 31日までとすると共に、税務当局の希

望提出日から 20 日以内の提出義務が規定されている。 

 

（オ）罰則 

上記のマスターファイル、ローカルファイルの作成・提出義務を有する中国の納

税者は、当該ファイルの提出・保存をしない場合、又は、提出した文書に虚偽が含

まれ関連者間取引の内容を正しく反映していない場合には、罰金を科されるととも

に、中国税務当局により合理的な方法に基づき納税すべき所得額を算定されること

があるとされている。また、中国税務当局の算定により、当該納税者が追加納付税

金を支払う必要がある場合、利子及び滞納金の支払が同時に発生することになる。 

 

   イ 特殊事項ファイル 

  （ア）提出義務者 

行動計画 13 において勧告されていないものの、中国においては関連者間役務取

引ファイル、費用分担契約ファイル、過少資本ファイルという特殊事項ファイルの

作成・提出義務が要請されている。関連者間役務取引若しくは費用分担契約を有す

る中国における納税者、又は関連者間の負債資本比率が標準比率（税務当局が標準

的と考える業種別の比率、金融業では 5：1、その他の業種では 2：1）を超える中国

の納税者のうち一定の条件に該当する者は、各特殊事項ファイルの提出が必要とさ

れている。 

なお、特殊事項ファイルの免除基準規定によれば、関連者間取引が事前確認制度

（APA）の対象範囲に含まれる場合、又は、国内関連者のみと関連者間取引を行う場

合、関連者間役務取引ファイル及び過少資本ファイルの作成義務自体が免除される

ほか、費用分担契約ファイルの提出義務が免除されている。 

   

（イ）記載内容 

関連者間役務取引ファイルは、今回の討議草案において新規に作成・提出義務が

課されたものである。当該ファイルの作成において、関連者間役務取引に関連する

契約書及び役務の真実性を証明できる資料、役務自体の状況、役務の受取側の受益

状況、役務原価・費用の算定方式、取引価格の設定方法、比較可能な役務取引の状

況等についての開示が規定されている。また、費用分担契約ファイル及び過少資本

ファイルの作成については、従来の 2号通達から大きな変更はない。 
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（ウ）その他 

    特殊事項ファイルの適用開始時期、作成言語、提出時期、罰則については、マス

ターファイル及びローカルファイルと同様である。 

  

 ウ 国別報告書 

 （ア）提出義務者 

中国税務当局は討議草案において、OECD の BEPS 最終報告書を斟酌して、国別報

告書の提出義務を規定している。 

国別報告書の提出義務は、中国における納税者が多国籍グループの最終支配企業

であり、かつ、グループの前会計年度における連結収入が 50億元を超える場合、又

は、多国籍グループに指定されている国別報告書の報告者である場合、国別報告書

の提出義務者に該当するとされている。また、中国における納税者が法令上の国別

報告書の提出義務者に該当しない場合であっても、正式に調査対象とされ、かつ、

当該納税者の最終支配企業がその所在国の規定に拠って国別報告書の作成義務を有

し、一定の原因で当該国別報告書を中国政府が入手していない場合には、当該納税

者は、国別報告書の提出が必要となることが強調されている。 

 

（イ）その他 

国別報告書の様式・記載事項、適用開始時期、作成言語、提出時期、罰則につい

ては、現時点の討議草案において明確にされていない。2 号通達ディスカッション

ドラフトの確定に伴って、国別報告書に関する詳細なコンセプトが明確化される見

込みである。 

 

なお、2016 年 1 月 27 日に国別報告書の自動的情報交換に関する多国間合意が締

結されたが、中国はこれに参加していない。その理由は公表されておらず、また、

今後参加するか否かの見通しについても不明である。 

 

このように移転価格文書の作成・提出には、多国籍企業グループ全体についての詳

細な情報収集及び関連者間の情報交換が不可欠となり、討議草案の確定に伴い、中国

における納税者のコンプライアンスコスト及びマンパワーコストが大幅に上昇するこ

とが見込まれており、経済界からはその点を懸念する声が挙がっている。 

また、上記のとおり、中国税務当局の算定により、当該納税者が追加納付税金を支

払う必要がある場合、利子及び滞納金の支払が同時に発生することになる。そのため、

納税者にとり、移転価格文書のコンプライアンスコストの上昇が今後の課題となるも

のと見込まれる。 
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１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

中国には、現在、行動計画 14に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

BEPS最終報告書を受けた法改正は実施されておらず、改正案も公表されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

中国は、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 310。 

 

 

                                                   
310http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第９ インド 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

インド政府は、2016年 2月末に公表した予算案 311において、国別報告書の作成を義務

化する法改正を行う予定であること明らかにした。また、パテント・ボックス税制の導

入を明らかにしているほか、PEを持たない非居住者への平衡税（Equalization Levy）の

源泉徴収課税の導入を提言するなど、BEPS プロジェクトにおける勧告を踏まえた国内法

の改正が進んでいる。 

もっとも、インド国内の報道 312において、インドが 15の行動計画全てに対応するとは

限らないと報じられていたとおり、インド国内における BEPS プロジェクトへの取組は、

未だ完全という状況ではない。しかしながら、G20加盟国として、また、通称 Bureau Plus

と呼ばれる BEPS プロジェクトを監督する OECD の運営組織の担う一員として、積極的に

BEPS 問題の議論に参加してきた立場からすれば、インド国内においては、今後も継続的

に BEPS プロジェクトの動向を踏まえた法改正がなされることが予想される 313。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の問題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

電子経済に係る課税上の課題への対処は、インドにとって重大な関心事であるとさ

れている。インドは、居住性区分の判定に基づく課税ルールを厳格に適用するため、

インド国内が電子経済の巨大マーケットとなりつつあるにもかかわらず、一部のネッ

ト企業に対して、インド国内においてほとんど課税がなされていないという問題が生

じている。このような背景を踏まえて、BEPS プロジェクトの議論において、インドが、

電子商取引について源泉徴収税の導入を提唱していたことも報告されている（もっと

も、BEPS最終報告書の勧告としては取り入れられなかった。）。 

インド国内法には、電子経済に関する個別の税制上の規定はないものの、2012 年財

政法において、コンピュータ・ソフトウェアの使用及び使用権に対する対価の支払、

衛星、ケーブル、光ファイバーに対する支払等、ほとんどの技術的及び電子経済上の

取引を課税ベースとして捕捉する、広範な「ロイヤルティ」の定義が規定されている。 

インドにおける非居住者による電子商取引に係る課税の主要な問題としては、（ⅰ）

所得の区分、すなわち、所得がロイヤルティ、事業所得、サービス料やキャピタルゲ

インのいずれであるのかという問題と、（ⅱ）インド国内にあるサーバーやウェブサイ

トのホスティングに関する PE該当性の問題が挙げられる。すなわち、有形製品のオン

ラインショッピングのような電子商取引の場合には、事業所得と容易に区分すること

                                                   
311 http://indiabudget.nic.in/ub2016-17/bs/bs.pdf 
312http://economictimes.indiatimes.com/news/economy/finance/budget-2016-may-introduce-beps-to-m

ake-tax-evasion-difficult-for-mncs/articleshow/50646305.cms  
313 現地事務所の見解 
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ができるが、電子バンクや、データベースへのアクセス及び電子書籍の販売等の複合

的なサービスの場合には、所得の区分（すなわち、事業所得かその他の所得（ロイヤ

ルティ等）かの判断等）が困難となり、インド国内において、訴訟の対象となること

も多い。 

同様に、インドでは、特定の状況下において、ウェブサイトが PEを構成することが

OECDモデル租税条約のコメンタリーへの留保として明示されており 314、税務当局がウ

ェブサイトを外国企業の PE であると取り扱う例が存在する点に留意する必要がある。

かかる見解は、インドの裁判所 315において好意的に捉えられていない傾向にあるが、

この論点については、未だ国内における司法上の判断が確定していない。 

さらに、インドでは、PEに関連して、中央予約システム（CRS）を通じたオンライン

予約や航空機、電車及びその他の旅行代理店の予約によって生じた所得の課税に係る

論点が、デリー裁判所において取り扱われおり、顕著な例として、ガリレオインター

ナショナル社 316とアマデウス国際旅行社 317の事件がある。これらの裁判例においては、

インド国内の旅行代理店での予約の受付等は、納税者が提供した中央予約システムに

接続されたコンピュータを通じて行われ、かかるコンピュータは納税者により完全に

コントロールされていることなどを理由とし、納税者はインド国内に PEを構成するに

足りる（準備的・補助的なものでない）主要な役割を果たしているとの判断が示され

た。 

また、インドには、関税、物品税、サービス税といった中央政府が賦課する間接税

と、州内の物品の販売にかかる州付加価値税（VAT）、州をまたぐ物品の販売にかかる

中央売上税（CST）、販売時に課税される付加価値税といった各州が賦課する間接税が

存在する。この点、電子商取引に関しては、取引実態に応じてサービス税、VAT、CST

等の課税対象となり得るが、いかなる間接税が適用されるかに関しては判断が難しい

場合があり、争いとなっているケースもある。現在、インド政府は、複雑な間接税を

一本化した物品・サービス税（Goods and Services Tax）（GST）の導入を進めている

が、同法の成立時期は未定である。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インド政府は、2016 年 2 月末に公表した予算案において、非居住者による電子商取

引に対する課税上の課題に対処する BEPS プロジェクトの勧告を踏まえ、財政法案第 8

                                                   
314 OCDEモデル租税条約 5条パラ 42.2及び OECD非加盟国の留保パラ 33 

http://www.keepeek.com/Digital-Asset-Management/oecd/taxation/model-tax-convention-on-income-a

nd-on-capital-condensed-version-2014 mtc cond-2014-en#page114 

http://www.keepeek.com/Digital-Asset-Management/oecd/taxation/model-tax-convention-on-income-a

nd-on-capital-condensed-version-2014_mtc_cond-2014-en#page464  
315 例えば、ITO 対 Right Florists Pvt. Ltd. (2013 年) 25 ITR(T) 639 (コルカタ - Trib.) 
316 (2008) 19 SOT 257 (Del) 

317 (2008) 113TTJ(Delhi)767 
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章において、平衡税（Equalization Levy）を導入し、インドに PE を持たない特定の

電子的なサービス（「特定の役務」）を提供する非居住者に対して、6％の源泉徴収課税

を行うことを提言した 318。 

課税の対象となる「特定の役務」は、オンライン広告、電子広告スペース、その他

別途定められたサービスを含めたオンライン広告のための何らかの設備やサービスで

あると定義されている。また、特定の役務の対価が年間総額 10万ルピーを超える場合

にのみ平衡税の課税対象となる。 

かかる平衡税制度は非居住者をその対象としているものの、①非居住者がインド国

内に PE を有し、かつ、②上記特定のサービスが PE と有効に繋がっている場合には適

用されない。また、居住者や PEを有する非居住者の納税額の計算については、平衡税

を期限内に納めた場合にのみ、平衡税の対象となる特定の役務の対価に関する費用の

支払額を控除できることなどが予定されている。 

なお、非居住者たる受領者の側で、平衡税以上の更なる課税は予定されていない。

また、租税条約は通常「所得に対する租税」を対象としているところ、平衡税は「所

得に対する租税」ではない（1961 年所得税法に基づく租税ではない）ため、租税条約

による税額控除を受けることができないと説明されている 319。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

現時点におけるインド国内法において、ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果を

無効化するように設計された特別なルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インドは GAAR 規定（2015 年に導入することが検討されたものの、施行日が 2017 年

4月 1日開始の課税年度まで延長されている）が導入されれば、インド税務当局は、租

税濫用の事案において、対象となる財産について、負債から資本へ、資本から負債へ

                                                   
318http://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/equalisation-levy-of-6-on-digital-ad

-government-finds-a-way-to-tax-companies-like-google-facebook/articleshow/51216310.cms  
319 CBDTが公表した脚注資料（平衡税に関する提案書）の 10.3には、以下のように説明されている。 

”Tax on Amount of Payment for Specified Services & Not on Income: Hence Tax Treaties not Applicable  

127. As the Equalization Levy is imposed on the gross amount of transaction, and not on the income 

arising from such transaction, it is applicable irrespective of whether any income arising from 

the transaction is taxable in India or not. As the Equalization Levy is not imposed on income, it 

does not fall within the scope of “income-tax” or “tax on income” or “any identical or 

substantially similar taxes”, which typically define the scope of taxes covered within the tax 

treaties. Thus, the inherent concept of ‘Equalization Levy’ as suggested in the BEPS Report on 

Action 1 keeps it outside the purview of the limitations imposed by tax treaties, a feature, which 

makes it the only option that can be adopted without violating or in any other way affecting the 

treaty obligations of the Contracting States in a tax treaty.“ 

http://www.incometaxindia.gov.in/news/report-of-committee-on-taxation-of-e-commerce-feb-2016.p

df  
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と性質を変更する権限を有することとなるとされている。このことは、ハイブリッド

転換社債、上場債券又は非転換社債を含む典型的な債務の性質に影響を与える可能性

がある。そのため、シンガポールやモーリシャス、オランダ、ルクセンブルグのよう

な国からインド国内へと投資をするプライベートエクイティファンドやベンチャーキ

ャピタルファンド、ヘッジファンドにとっては、経済的実質（commercial substance）

にフォーカスを当てることが今後の重要な検討事項である。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

ア インドにおける一般的な CFCルールに関する規定及び直接税法の法制化の見送り 

現時点におけるインドの国内法において、一般的な CFC ルールに関する規定は存

在しない。この点に関連して、インドの多国籍企業による課税繰延べを防止するた

めに、CFCの要件を充足する会社について、その CFCの総収入がインドの株主に帰属

することになるという直接税法（DTC：Direct Tax Code）の導入が検討されたが、

実質的支配管理地主義（POEM：Place of Effective Management）の導入等に伴い、

DTCの目的は概ね達成されたとして、直接税法案の法制化は見送られた。 

 

イ 実質的支配地主義（POEM：Place of Effective Management） 

（ア）総論 

インド政府は、2015 年財政法により、インドにおける外国企業の居住地を判断

するための基準を変更した。すなわち、「その年度中に企業の業務への支配

（control）と管理（management）が全体としてみてインドに所在している場合」

には 320、当該企業はインドの居住者になるものと規定された。これは、企業とし

て事業を遂行するために必要とされる経営上及び商業活動上の重要な意思決定が

一度でもインドで行われた場合には、インドの居住者として取り扱うという制度

である。当該制度は、本質的には英国系の概念であり、POEM がインドにあれば、

その会社はインドの居住者であるとして課税されるという概念をもたらした。 

これについてのガイドラインは、直接税中央税務局（CBDT）の 2015 年 12 月 23

日告示第 142 号/2015・11-TPL として発行されたが、2016 年 2 月末に公表された

予算案により、当該基準の適用が 1年間延期されており、同基準は、2016-17課税

年度から適用されることになる 321。 

 

（イ）POEM の特徴 

① 居住性は、一定の期間にわたる事実上の分析に基づいて、毎年個別に決定さ

                                                   
320 Section 6(3)(ii) of the Indian Income Tax Act, 1961 
321http://www.incometaxindia.gov.in/news/poem-note-for-uploading.pdf#search='POEM+Draft+Guideli

nes++india' 
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れる。 

② ABOI（ABOI：active business outside India、インド国外での能動的ビジネ

ス）を有し、また、取締役会の過半数がインド国外で開かれる企業において

は、POEM自体はインド国外に存在する。 

③ ABOIの決定 

以下の要件の全てを充足する場合には、ABOI（インド国外での能動的ビジネ

ス）があると判断される。また、判断にあたっては、対象年又は 2 年前、若

しくは、より短い期間のデータの平均を取る。 

・パッシブな収入＜総収入の 50％； 

・インド国内の資産＜総資産の 50％； 

・インド国内の従業員＜総従業員の 50％； 

・インド国内の給与費用＜総給与支出 322の 50％以下。 

 

（ウ）POEM 導入の影響 

2015年財政法案の注釈 323では、インド国外で設立された休眠会社（shell company）

（当該会社はインド国内において支配・管理されている）への利益移転に対応す

るために POEMが用いられることが明確にされている。 

また、その課税対象を国際的な収入(Global Income)とする点で、POEM に該当す

ることで及ぶ影響の範囲は、（1961 年所得税法や租税条約で規定される特定の救済

規定の適用はあり得るものの、）上記 DTCで導入が検討された CFC規定(CFCに帰属

すべき所得のみを対象)と比べてより広範なものとなっている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

ア 1961年所得税法 

インド国内法では、利子の損金算入の対象となる債務の額に上限はない。しかし

ながら、受取側において益金不算入とされる利子につき、支払側において支払った

利子費用の損金算入を制限する規定（1961 年所得税法 14 条 A）が存在する。また、

支払利子の概念は広く定義されており、保証料やファクタリング、ヘッジ取引に係

る支払等が含まれている。 

なお、同法には租税回避に関連する特別な規定が定められているものの、その中

                                                   
322 現行法では「給与費用」及び「総給与支出」の定義は設けられていない。 
323 POEM Draft Guidelines – Analysis and Impact, Corporate Professionals Today, Volume 35,Issue 1 
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に、過少資本についての規定は存在しない。 

 

イ 裁判例 

以下の Director of Income-tax, International Taxation-II, Mumbai対 Besix Kier 

Dabhol SA[ITA No776 of 2011] [2012] 26 taxmann.com 169 (Bom.)の事案における

ボンベイ高等裁判所の決定が参考となる。 

 

「納税者である非居住者の企業は、同社の株主から資本と同じ割合で金員を借り

入れており、結果的に、借入れと資本の割合が 248：1 という異常な事態となった。

歳入当局は、負債は資本とみなされるべきであり、支払利子の控除は認められない

と主張した。高等裁判所は、適用される過少資本ルールがないため、株主への負債

に対する利子の支払を否認することはできないとし、納税者に有利な判決を下し

た。」324 

 

前述のように、インド国内において過少資本ルールが存在しないことについては、

裁判例において、厳格に適用がなされている。そのため、現在、外国の投資家は、イ

ンドの過少資本ルールがないという利点を活用してインドに投資することができる。

インドでは、1961 年所得税法 194条 LCにおいて、一定の条件が満たされた場合、外国

企業への利子支払の源泉徴収税率は 5％であると規定している。また、同法 195 条(1)

において、租税条約又は国内法に規定された源泉徴収税率のうちより有利な方を適用

できるとしている（現状、インドが締結している租税条約は支払利子に関し 10％-20％

の源泉徴収税率が規定されている。）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

具体的な改正の計画は公表されていないが、行動計画 2と同様に、GAAR の規定が 2017

年 4 月 1 日開始の課税年度以降に導入されることにより、利子控除の課税実務にも影

響を及ぼす可能性がある。 

 

５ 行動計画５（透明性と実質を考慮した有害な税慣行に対するより効果的な対抗） 

（１）関連する現在のルール 

現在、インドには、有害税制への対処に関するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インド政府は、2016 年 2月末に公表した予算案において、2017年 4月 1日より、イ

ンドで開発及び登録された特許のロイヤルティはグロスベースで 10％（サーチャージ

                                                   
324 Besix Kier Dabhol SA [2012] 26 taxmann.com 169 (Bom.) 
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及び教育目的税別途）の税率を適用するパテント・ボックス税制を導入することを提

言した 325。 

同制度の対象となる所得には、特許に関連する権利の全部又は一部の譲渡、特許の

機能・使用に関する情報の分与、特許の使用又は関連するサービスの提供から発生す

るロイヤルティが含まれるとされている。ただし、インド居住者がインドで開発・登

録した特許に関連するロイヤルティに限定される。また、同制度の対象となるロイヤ

ルティ収入については、最低代替税（Minimum Alternate Tax）は適用されないものと

されている。 

なお、1961 年所得税法第 35(2AB)には、特定のタイプの研究開発費用につき 200％の

控除を認める規定が存在するが、その控除割合は 2017 年～2018 年には 150％、2019年

～2020 年には、100％へと順次減少する予定である。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

2003 年のインドの最高裁判決では、インドにおいてトリーティーショッピング（条

約漁り）は許されると判示された。そのため、法律上は、トリーティーショッピング

は違法ではないと整理されている。しかしながら、インドの税務当局は、租税条約の

恩典の利用について慎重な対応を取っており、既存の租税条約に恩典利用の制限に関

する条項を挿入すべく、一部の租税条約締約国との再交渉を行っている。報道による

と、現在モーリシャスとの間で、外国投資家がモーリシャスを通じて投資をする際の

恩典の利用について一定の条件を設けることにつき、議論が行われているとのことで

ある。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

具体的な改正の計画は公表されていないが、行動計画 2 及び 4 と同様に、GAAR の規

定が 2017年 4月 1日開始の課税年度以降に導入されることによって、課税実務に影響

を及ぼす可能性がある。GAAR の規定には、インドの国内法が租税条約よりも優先して

適用されることがあるとの条項が含まれているため、租税条約の特典の利用について

否認がなされる可能性が存在する。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

国際的に見て、インドでは PE 認定の人為的な回避の防止に積極的に努めており、

                                                   
325http://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/budget-2016-steps-to-encourage-domes

tic-patent-regime-proposed/articleshow/51197509.cms 
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PE の概念を非常に広く解釈する傾向にある。そのため、多国籍企業の子会社や駐在

員事務所等が税務当局によって各種の理由に基づき PEと認定され、課税処分がなさ

れる事例がよく見られる。インドにおける PEに関連する係争としては、以下のもの

が挙げられる。 

 

【代理人 PE に関連する係争】 

♦   Dy. DIT (International Taxation) v. Jebon Corporation India [2010] 125 
ITD 340 (Bang.) 

♦   Ikea Trading (Hong Kong) Ltd. In re [2009] 176 Taxman 344 (AAR – New Delhi) 

♦   Rolls Royce Pl. v. Asstt. DIT [2005] 148 Taxman 66 (Delhi) (Mag.) 

 

【契約の分割による PE認定の回避に関連する係争】 

♦   Ansaldo Energia SPA v. ITAT [2009] 178 Taxman 57 (Madras) 

♦   Linde AG, In re [2012] 19 taxmann.com 238 (AAR - New Delhi) 

♦   Dy. CIT v. Hyundai Heavy Industries Co. Ltd. [2009] 31 SOT 482 (Delhi) 

♦   Sumitomo Corporation v. Dy. CIT [2014] 43 taxmann.com 2 (Delhi - Trib.) 

♦   CIT v. Hyundai Heavy Industries Co. Ltd. [2007] 161 Taxman 191 (SC) 

 

また、1961年所得税法 9条(1)(ⅰ)は、恒久的施設と同義と考えられる「ビジネス・

コネクション」について規定しているところ、Explanation 1の(b)項は、PE認定さ

れない場合を、輸出を目的としたインドでの物品の購入に限定している。 

National Institute of Public Finance and Policyの「Action Plan on Base Erosion 

and Profit Shifting – Indian Perspective」326では、PE 認定の対象外となる準備

的補助的活動に関する裁判において、駐在員事務所が実質的な経済活動を行ってい

ると判断され、納税者の敗訴判決がなされていることが多いとの指摘がなされてい

る。 

 

イ コミッショネア・アレンジメント 

コミッショネア・アレンジメントは、英米法 327をベースとするインドの法体系の

下では一般的ではない。しかしながら、コミッショネア・アレンジメントに関連す

るものとして、多くのインドの租税条約は、代理人が習慣的に企業の全体又はほぼ

全体の受注に関与している場合には、代理人は PEを構成するものと考えられている

                                                   
326 working paper No. 2014-133 
327英米法では、一般的な法概念として、本人に代わって代理人が行った行動は、いずれの名で活動したか

に関わりなく本人を拘束することになるとされるため、コミッショネア（問屋）の概念が発達していない

とされている。 
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点で、代理人 PE に係る広い定義を採用している点には注意すべきである。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

今後は、行動計画 7で提案されている PEの定義の修正に基づき、租税条約における

PE概念の修正が図られることが予測されるが、PEの認定につき積極的なインドにおい

てより多くの PE 認定がなされ、多くの長期にわたる訴訟が生じるリスクが存在する。 

また、行動計画 2、4、6と同様に、GAAR規定が 2017 年 4月 1日開始の課税年度以降

に導入されることよって、インドの PE認定が更に厳しくなる可能性も存在する。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

インドでは、1961 年所得税法 92 条から 92 条 F までにおいて移転価格税制が導入

されており、その内容は概ね OECD改訂移転価格ガイドラインに準拠している。具体

的には、独立企業間価格に関する 6つの算定方法（CUP法、RP法、CP法、PS法、TNMM

法及び直接税中央委員会が認める方法）のうち、直接税中央税務局が認める方法以

外の 5 つは同ガイドラインに準拠しており、同ガイドラインの内容は、国内法の解

釈に当たっても参考にされている。 

インドの移転価格税制における「関係会社」は、1961 年所得税法 92条 Aにおいて、

「直接若しくは間接的に又は単独若しくは複数の仲介者を通じて、他の事業体の経

営、支配又は資本に関与している事業体」、又は「直接若しくは間接的に又は単独若

しくは複数の仲介者を通じて、他の事業体の経営、支配又は資本に関与している同

一の者によって経営、支配又は資本の関与を受けている事業体」をいうとされてい

る。具体的には、次の関係にある事業体は「関係会社」に該当する 328。 

① 議決権の保有割合が 26％以上 

② 貸付金が債務者の総資産の帳簿価額の 51％以上 

③ 債務保証が債務者の借入総額の 10％以上 

④ 取締役会の過半数の選任 

⑤ 他者所有の知的財産権に完全依存 

⑥ 原材料の 90％以上を特定の者から調達し、その価格等の条件について当該供

給者が影響力を持つ場合 

⑦ 製品を特定の者に販売し、その価格等の条件について当該調達者が影響力を持

つ場合 

⑧ 相互利益の関係にある場合 

 

                                                   
328 別所徹弥編「世界 73ヵ国の移転価格税制ガイドブック」27-28頁（中央経済社、2014年）を参照 
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イ 無形資産 

無形資産に関する OECD 改訂移転価格ガイドラインでは、無形資産の識別、（法的

又は経済的な）所有権、比較可能性のアプローチや独立当事者間価格の決定方法の

選択のためのアプローチが明瞭化されているところ、この内容はインドの税務当局

の慣行と軌を一にしている。なお、インドの移転価格税制における無形資産の定義

には、無形資産として一般的に認識されているマーケティング及び技術に関する無

形資産のみならず、熟練労働力、集合労働力及び労働契約といった人的資本に関連

するものが含まれている 329。 

ここ最近、インドは、多国籍企業の研究開発拠点としての重要な場所とされる傾

向にある。これらの研究開発拠点について、納税者は、全ての費用がリターンと共

に払い戻されていることを理由に、これらの研究開発拠点は何らの重要なリスクも

負担していないと主張することがあるが、インドの税務当局は、当該研究開発拠点

はインドで繁栄してきたのであるから、利益はインドに帰属するはずであるとの見

解を長きにわたり有している。この論点は、直接税中央税務局（CBDT）の 2013 年 6

号通達 330により明確化されている。同通達では、契約上の取極めよりも、実態を重

視すべきとし、インドの研究開発拠点が重要なリスクを負担しているか否かの判断

基準について明示している。 

 

ウ グループ内役務提供・低付加価値サービス 

現在、インドにおけるグループ内役務提供については、多くの事件において、税

務当局は、納税者にそれぞれのサービスから受けた利益を定量化するよう求め、又

は、サービスの実際の受領の証明ができない場合の支払やサービスから何らの利益

も得ていないこと、文書化の不備等を理由として、課税処分がなされ、頻繁に係争

となっている 331。他方で、証拠書類の分析や受領した利益の定量化は、納税者にと

って困難かつ負担のかかる作業であるとされている。 

 

エ ロケーション・セービング 

税務当局は、ロケーション・セービングについて、BEPS 最終報告書で取られた見

解と同様の見方を踏襲している。すなわち、発展途上国におけるロケーション・セ

ービングは産業全体に及ぶため、ロケーション・セービングにかかる利益は当該国

内取引にも等しく生じていると考えることができる。よって、当該国内に比較対象

取引がある場合には、ロケーション・セービングに基づく調整は必要ないとしてい

る 332。 

                                                   
329 1961年所得税法 92条 B 
330 http://incometaxindia.gov.in/Communications/Circular/910110000000000665.htm 
331 DCIT vs. Nhava Sheva International Container (ITA no. 4078/2009) 
332 Watson Pharma (P) Ltd. vs. DCIT (ITA 1423/Mum/2014 & 1565/Mum/2014) 
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オ 広告、マーケティング及び販売促進（AMP）費用 

多国籍企業のインド子会社が負担する過大な AMP 費用に関し、かかる超過分はイ

ンド子会社の国外関連者のブランド構築に貢献しているとし、移転価格調整の対象

となるかが問題とされてきた。この点、メーカーである日系インド子会社が負担す

る AMP 費用が問題となった事案において、デリー高等裁判所は、納税者において発

生した AMP 費用は、納税者が製造業者であって販売業者ではない事例であることを

前提として、移転価格調整の対象となる国際的取引ではないと判示した 333。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

現在、インドの国内法に義務的開示を要求するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

1962年所得税規則の規則 10D及び 1961年所得税法のセクション 92Dのとおり、関

連者と何らかの取引を締結している者は、一定の情報と文書を準備する必要がある

上に、監査証明書（Form 3CEB）を入手して提出をする必要があり、未作成の場合に

は最大で関連者間取引額の 2％が罰金として科され得る。具体的には、関連者間の年

間国際取引総額が 1,000 万ルピーを超える会社又は関連者間の一定の国内取引の年

                                                   
333http://www.kpmg.com/IN/en/services/Tax/FlashNews/KPMG-Flash-News-Maruti-Suzuki-India-Limited

-1.pdf等を参照 
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間総額が 2 億ルピーを超える会社（2015 年 3 月期以前は 5,000 万ルピーを超える会

社）は、移転価格の文書化義務を負い、法人税申告時までに作成及び保存すること

が義務付けられている。同文書はインド税務当局からの要請に従い提出が必要とな

る。資料の提出期限は通常 30日間であり、最大 60日まで延長することができる。 

当該文書の記載事項には、関連者グループの概要（資本関係、多国籍企業グルー

プの概要、納税者のビジネスの説明、業界の概要等）、関連者間取引の概要、機能分

析、比較対象企業の検証データ、最適な移転価格算定方法の選定方法等が含まれる。

このように、所得税規則の規則 10D は、BEPS 最終報告書で勧告された、ローカルフ

ァイルにおいて準備することが求められている事項の大半をカバーしている。 

また、移転価格文書を申告年度末日から 9 年間保管し、毎年度更新することが必

要とされている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア 概要 

インド政府は、2016 年 2 月末に公表した予算案において、行動計画 13 の BEPS 最

終報告書の勧告を受け入れることを認め、2017 年 4 月 1 日以降に開始される財政年

度以降、国別報告書、マスターファイル及びローカルファイルを導入することを明

らかにした 334。マスターファイル及びローカルファイルの詳細な規定については今

後規則の形で具体的に定められることになると予想される。 

当該制度が導入されることによりインドの税務当局はより自由に大量の活用し得

る情報を蓄積できることになり、より焦点を絞った調査を行うことが可能になると

考えられる。 

 

イ 国別報告書 

（ア）概要 

インド政府は、2016 年 2 月末に公表した予算案において、国別報告書の導入に

ついて明らかにした。国別報告書の様式や要件等については、概ね行動計画 13の

BEPS最終報告書の勧告に従い決められることとされている。 

 

（イ）提出義務者 

インドに所在する連結総収入金額が 750 百万ユーロ超の多国籍企業グループの

最終親事業体等 

 

（ウ）様式及び内容 

OECD 移転価格ガイドライン第 5 章改訂案の別添 3 に示された記載項目と基本的

                                                   
334 インド 2016年予算の Annexes to Part Bの 7.2条（47頁） 
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に同一である。 

 

（エ）提出時期 

法人税申告書の提出に先立って、又はそれと同時に提出する必要がある。 

 

（オ）免除要件 

免除要件については明らかではない。 

 

（カ）使用言語 

使用言語については明らかではないが、現行の移転価格文書制度の使用言語が

英語であることから、英語である可能性が高いと考えられる。 

 

（キ）適用開始時期 

2017年 4月 1日以降に開始する会計年度から適用される予定である。 

 

（ク）罰則 

報告書の提出遅れについては、1か月以内は 1日当たり 5,000 ルピー、1か月を

超える期間は 1日当たり 15,000 ルピーの罰金が科されることになる。 

また、不正確な内容の報告書に係る罰則の制定については、不正確性の認識が

ありながら報告書を提出した場合や、発覚後一定期間内に正確な報告を行うこと

を懈怠した場合等において、50万ルピーの罰金が科されることになる。 

 

（ケ）その他の要件 

インド国外に親会社の居住地を有するインド子会社は、親会社の居住地の国又

は領土に関する情報を当局に提供しなければならない。 

 

（コ）情報交換 

2016年 1月 27日に国別報告書の自動的情報交換に関する多国間合意が締結され

たが、インドはこれに参加していない。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

インドは、法律及び租税条約並びにこれらのガイドラインにおいて、事前確認制度

（ APA: Advance Pricing Agreements）と相互協議手続（MAP: Mutual Agreement 

Procedure）の手続を定めている。 

従来、インドにおける MAP は長期間を要するものであるとされていたが、近時、関
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連当局の変更がなされて以降は、手続が多少迅速化しているとされている。 

 

（２）最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インドは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 335。 

 

                                                   
335http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第１０ インドネシア 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

インドネシアは、OECD 加盟国ではないものの、アセアン唯一の G20 加盟国であり、関

係強化国として OECD の議論に関与する地位を付与され 336、BEPSの議論に関与してきた。 

また、インドネシア政府は、2010年 9月 6日に、OECDの独立企業原則を踏まえ、移転

価格税制に関するガイドラインとして、国税総局（DGT）規則 PER-43/PJ/2010 号 337をリ

リースするなど、移転価格税制を中心に、一貫して BEPS に取り組んできた 338。 

さらに、2013 年 12月にオーストラリア・キャンベラでの G20会議に出席したほか、2015

年 11 月には、インドネシア・ジャカルタにおいて、インドネシア国税総局が BEPS に関

するアジア太平洋技術会議 339を主催した。同会議では、BEPS パッケージが公表された後

における BEPSプロジェクトの成果を参加者と更新・共有した上で、各国での今後の見通

しや BEPSプロジェクトの実行及びモニタリング状況について検討し、各国・各地域の税

務当局によって検討されている課税手続のためのツールキットを進化させるための議論

がなされた。このように、インドネシアは、BEPS プロジェクトの実行を前向きに検討し

ている 340。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の課題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

電子経済の課税上の課題については、以下の法律及び DGT 通達によって対処されて

いる。 

 

ア 法律 

（ア）国税総則法（法律 1983年 6号 341（法律 2009年 16号により改正 342）） 

・課税に関する一般規定及び方法を定めた法律であり、電子経済における課税に

ついても当然に適用される。 

 

（イ）所得税法（法律 1983年 7号 343（法律 2008 年 36号により改正 344）） 

・所得税法は、電子商取引を行う納税者に対しても適用される。電子商取引にお

                                                   
336 http://www.oecd.org/general/theoecdsrelationswithitskeypartners.htm 
337 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJiim6M%3D  
338 http://www.tpa-global.com/news/2012/01/01/indonesia-ndash-new-transfer-pricing-regulations 
339http://www.oecd.org/ctp/beps-technical-meeting-asia-pacific-co-chairs-summary-of-discussions

-november-2015.pdf 
340 現地事務所の見解 
341 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=qA%3D%3D  
342 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJeom6I%3D  
343 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJQ%3D  
344 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJeko6A%3D  
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ける課税標準は「所得」であり、所得税法 4 条 2 項、15 条、21 条、22 条、23

条及び 26条に基づく源泉徴収税の徴収に関する規定等も同様に適用される（後

述する DGT通達 SE-62/PJ/2013号参照）。 

 

（ウ）付加価値税及び奢侈品販売税法 345（法律 1983年 8号 346（法律 2009年 42号によ

り改正 347）） 

・付加価値税及び奢侈品販売税法は、電子商取引を行う納税者に対しても適用さ

れる。同法 4条 1項 a、 c、 f、 g 及び h348に該当する電子商取引を行う事業者

は、原則として、課税事業者として登録されるための報告が義務付けられ、納

税義務を負う（後述する DGT通達 SE-62/PJ/2013号参照）。 

 

イ DGT通達 

（ア）電子商取引に係る課税規定の解説についての DGT通達 SE-62/PJ/2013 号 349 

・電子商取引に係る課税についての一般規定、課税の方法並びに、所得税、付加

価値税及び奢侈品販売税の解説に関する通達が存在する。同通達は、電子商取

引についても所得税法や付加価値税及び奢侈品販売税法の適用があることを確

認した上で、その添付文書において、電子商取引を、電子商取引市場（online 

marketplace）、電子小売（online retail）、広告欄（classified ads）及びデ

イリーディール（daily deal）に分類し、当該各取引の課税関係について詳細

な説明を行っている。 

 

（イ）電子商取引に係る所得税の源泉徴収・徴収に関する DGT通達 SE-06/PJ/2015 号 350 

・DGT通達 SE-62/PJ/2013号と同様に電子商取引を上記の 4つに分類した上で、当

該各取引における所得税の源泉徴収・徴収義務の内容について、詳細な説明を

行っている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インドネシアには、上記のほかにも、電子経済に係る特定の税務上の取扱いに対処

                                                   
345 「奢侈（しゃし）品販売税」は、インドネシア国内の課税地域で奢侈品（いわゆる贅沢品のことをいう。）

を製造する企業又は奢侈品を輸入する企業が、奢侈品を引き渡したとき又は輸入したときに 1度のみ課税

される税目をいう。 
346 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJU%3D  
347 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJifpKE%3D  
348 付加価値税及び奢侈品販売税法 4条 1項 a、 c、 f、 g及び hに該当する取引とは、それぞれ、(a)事

業者により行われる課税領域内での課税品の提供、(c)事業者により行われる課税領域内における課税サー

ビスの提供、(f)課税事業者による有形課税品の輸出、(g)課税事業者による無形課税品の輸出、(h)課税事

業者による課税サービスの輸出をいう。 
349 http://ortax.org/ortax/?mod=aturan&page=show&id=15448 
350 http://ortax.org/ortax/?mod=aturan&page=show&id=15683 
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するための規制について様々な草案が存在する。例えば、所得税法については、ソフ

トウェアや電子雑誌等、従前の所得税法が十分に想定していなかった物品の取引が増

加していること、インボイス等がデジタル化して取引の補足が困難となっていること、

現行の規定では海外の電子商取引事業者の PE認定が適切に行えない場合があることな

どの問題点が指摘されており、現在改正案が作成されている 351 352。 
また、DGT では、「インドネシアで事業を行う全ての外資の電子商取引事業者は、イ

ンドネシアで登録を行わなければならない」という考えが議論されている。実際に、

一定の電子システム事業者に登録（PSTE）を義務付ける制度が存在しているほか（政

令 2012 年 82号 353、通信情報大臣令 2014年 36号 354）、近時においても、通信情報大臣

は、課税強化及び自国産業保護の見地より、電子システム事業者のインドネシアにお

ける登録に係る規制を変更する方針であると述べており 355、同大臣は、経済担当調整

大臣及び通信情報大臣と、電子商取引に係る課税について協議を済ませている 356。さ

らに、DGT のみならず、インドネシア電子商取引協会（Indonesia E-Commerce 

Association）のような団体もまた、正当な電子商取引活動の保護の必要性を主張して

おり、政府・国全体として、電子商取引や ITインフラに対する高い関心がうかがえる。 

なお、電子経済に対応した恒久的施設（PE）の定義について、正式な議論がなされ

ているとの情報はない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

インドネシアには、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

BEPS 最終報告書の公表後、特にガイドライン等は出されていないが、詳細は不明で

あるものの、所得税法の改正法案において、行動計画 2 の内容に対応する方針である

との説明がなされている 357。 

 

                                                   
351 http://www.ortax.org/ortax/?mod=berita&page=show&id=14425&q=&hlm=5 
352http://www.kemenkeu.go.id/sites/default/files/EKSTENSIFIKASI%20PAJAK%20DARI%20TRANSAKSI%20ON

LINE.pdf 
353https://jdih.kominfo.go.id/produk_hukum/view/id/6/t/peraturan+pemerintah+republik+indonesia+

nomor+82+tahun+2012  
354https://jdih.kominfo.go.id/produk_hukum/view/id/235/t/peraturan+menteri+komunikasi+dan+infor

matika+nomor+36+tahun+2014+tanggal+30+september+2014  
355http://www.cnnindonesia.com/teknologi/20160211205133-213-110456/maret-menkominfo-rilis-atura

n-pse-untuk-google-netflix-dkk/ 
356 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
357 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
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３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

インドネシアに居住する株主が支配する外国法人（但し、公開会社を除く。）の内部

留保はインドネシア株主における配当所得とみなされ、合算課税される 358。かかる CFC

ルールに関連する税制の詳細については、以下の法律及び規則に規定されている。 

ア 法律 

所得税法（法律 1983 年 7号 343（法律 2008 年 36号により改正 344））18 条 2項） 

・同条項によれば、居住納税者が公開会社以外の外国法人に出資した場合で、当

該居住納税者による出資が、払込みがなされた当該外国法人株式の少なくとも

50％に相当する場合、又は、他の居住納税者と共同で当該外国法人株式の少な

くとも 50％に相当する場合において、財務大臣（MOF）は、当該居住納税者がそ

の出資について得るみなし配当の時期を決定することができる。 

 

イ 規則 

MOF規則 PMK-256/PMK.01/2008号 359及び DGT規則 PER-59/PJ/2010号 360では、合

算課税の対象となる配当所得の認識時期は以下のとおりとされている。 

① 該当事業年度の当該外国法人における年間所得税に係る申告書提出期限の

4か月後（同 DGT 規則 1項 a） 

② 当該外国法人が申告書の提出義務を負っていない場合又は申告書の提出期

限が定められていない場合には、事業年度終了の日から 7か月後（同規則 1

項 b） 

また、合算課税の対象となる配当額は、当該外国法人の税引後利益に基づき、

納税者の株式割合に則り比例的に定められる（同 DGT規則 3条 1項）。なお、当該

外国法人の税引後利益は、該当国において一般に公正妥当と認められる会計基準

に基づき作成された財務諸表に基づく税引後の利益であるとされる（同条 3 号）。

もっとも、配当額算定に関する同規則 3 条 1 項は、同規則 1 条所定の申告書提出

期限よりも前に当該外国法人が納税者の権利である配当を行った場合には適用さ

れない（同規則 3条 2項）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

BEPS 最終報告書の公表後、特にガイドライン等は出されていない。もっとも、詳細

は不明であるが、BEPS 最終報告書を踏まえた上記 MOF 規則 PMK-256/PMK.01/2008 号の

                                                   
358 経済産業省委託事業平成 25年度総合調査研究「（諸外国の法人課税に関する調査）調査報告書」361頁

以下を参照（http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2014fy/E004081.pdf）  
359 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJelpJw%3D 
360 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJiipKI%3D  
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改正が検討されているとのことである 361。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

利子の控除等に係る税制については、以下の法律及び規則が存在する。 

ア 法律 

所得税法（法律 1983 年 7号 343（法律 2008年 36号により改正 344）18条 1項） 

・財務大臣は、税額計算のための企業の負債資本比率（DER：Debt Equity Ratio）

を決定することができる。 

・同法は、負債資本比率算定の基礎となる借入れを、海外の支配株主等からの借

入れに限定しておらず、インドネシア国内における借入れも対象となる。 

 

イ 規則（MOF規則 169/PMK.010/2015 号）362 

2015年 9月に MOF規則 169/PMK.010/2015号が発行され、いわゆる過少資本税制

が導入された。同規則において、インドネシア企業は、負債資本比率が 4：1の割

合を超える負債に係る支払利子等の借入れコストについては、損金算入できない

と定められている（同規則 2条 1項、同規則 3条）。この規定は、2016 年 1月 1日

以降適用が開始されている。 

負債資本比率の計算で使用される「負債」は有利子の買掛金を含む長期負債及

び短期負債とされ（同規則 1 条 3 項）、無利子の関連当事者からの借入れは、「資

本」に該当するとされている（同条 5項）。 

また、支払利子のみならず、借入れに関連して発生した追加料金（例えば、ア

レンジメントフィー）、リース融資に関連する利子、債務に関連した保証料や、借

入れコストに対する外国為替差異も、損金算入が否定される借入れコストの対象

となる（同規則 3条 2項）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

OECDの勧告は、固定比率ルールを基本とした上で、グループ比率ルールを追加的にオ

プションとして採用することが認められているところ、これらの勧告内容と、現行の

インドネシアの制度とは、異なるアプローチが取られている。 

 

５ 行動計画５（有害税制への対抗） 

（１）関連する現在のルール 

有害税制について、MOF規則 60/PMK/2014号 363は、透明性の向上のため、情報交換を

                                                   
361 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
362 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmlops%3D 
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促進している。インドネシアは、ジャージー、ガーンジー、マン島、及びバミューダ

政府のような一部の地域との間で、情報交換に関する実施ルールを締結している。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

行動計画 5 の BEPS 最終報告書では、インドネシアの 4 つの税制（Public company 

regime364、Investment allowance regime、Special economic zone regime 及び Tax 

holiday regime365）が有害税制であるか否かを調査するとのことであるが、インドネシ

ア側では、これらの 4つの税制について特に議論はなされていない。 

また、インドネシアは、自動的情報交換のための多国間協定に参加しており、最初

の自動的情報交換は、遅くとも 2017 年又は 2018 年から導入されることが予定されて

いる 366。 

なお、詳細は不明であるものの、所得税法の改正法案において、行動計画 5 の内容

に対応する方針であるとの説明がなされている 367。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

行動計画 6に係る税制については、以下の法律及び規則が存在する。 

ア 法律 

インドネシアにおいて規定される租税回避防止規定としては、(ⅰ)課税標準の範

囲に関していわゆる実質課税主義を採用し、「その名称及び形式を問わず」との文言

が付された所得税法 4条、23 条、及び 26条、(ⅱ)移転価格に関する「関連者」の範

囲について、直接か間接かを問わず実質的な支配下にある場合を含むとして、広範

かつ詳細な定めを行っている所得税法 18条 4項等が挙げられ、個別の租税回避防止

規定の対象は広範な範囲に及んでいる。 

なお、インドネシア政府が批准した租税条約は、原則として所得税法等の国内法

規に優先するものの（所得税法の第三次改正に係る法律 2000 年 17 号 32A 条及び同

条解説参照 368）、納税者が租税条約を濫用して租税回避を図る場合に租税条約の適用

を主張できないことは後述のとおりである。 

                                                                                                                                                     
363 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmjo50%3D  
364 会社の払込済株式の少なくとも 40％が一般株主により保有されている等の一定の要件を満たす上場会

社については、5％の法人所得税率の引下げが認められる（政令 2013年 77号）。

http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmioaM%3D  
365 インドネシアには、特定の投資につき法人所得税を一時的に減免するタックスホリデー、所在企業につ

いて関税の免除等が受けられる保税地区の指定、特定の業種・地域への投資に対し法人所得税に係る便宜

を付与するタックスアロワンスといった税務上の優遇措置が存在する。

（https://www.jetro.go.jp/ext images/jfile/country/idn/invest 03/pdfs/idn8B010 gaishiyugu.pdf） 
366 http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/international-framework-for-the-crs/ 
367 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
368 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oQ%3D%3D  
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イ 規則 

DGT規則 PER-62/PJ/2009号 369は、インドネシア政府が批准した租税条約を濫用す

る行為（同規制 3 条）には、租税条約が適用されないことを明記している。また、

DGT規則 PER-61/PJ/2009号 370により、租税条約に基づく軽減税率の適用を受けるた

めの条件として特定のフォーム（Form-DGT1、Form-DGT2）を導入し、租税条約を利

用した濫用的租税回避の問題に取り組んでいる。なお、インドネシア政府が批准し

た租税条約には、ロシア等の一部の国との間で締結されたもの 371を除き、特典制限

条項（Limitation of Benefits）が含まれていない点にも留意が必要である。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

恒久的施設（PE）に係る税制については、以下の法律及び規則が存在する。 

 

ア 法律 

所得税法では、インドネシアにおける恒久的施設（PE）の規定が設けられている。

すなわち、同法によれば、外国法人が、同条 2 項 5 項に基づきインドネシア国内に

PE を有するとされた場合は、当該 PE に帰属する所得に加えて、PE がインドネシア

国内で行うのと同種の事業活動により当該 PEの本社である外国法人が得た所得（国

内源泉所得）も課税対象となるいわゆる総合主義が採用されている（同法 5条 1項 b）。

もっとも、日本とインドネシアとの租税条約の 7条では、当該 PEに帰属する所得の

みが課税対象とされている。 

 

イ 規則 

PEの税引後課税所得の税務上の取扱いに関する MOF規則 14/PMK.03/2011号 372は、

PEで得た利益を、インドネシアに再投資する場合の税務上の取扱いを規定している。

すなわち、PE に対しては、前述した法人税課税に加えて、その税引後の利益につい

ても、それが本社に送金されたか否かを問わず 20％の課税が行われるが（法律 1983

年 7号（法律 2008 年 36条により改正）26条 4項）（なお、日本＝インドネシア租税

                                                   
369 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJigm50%3D  
370 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJigm5w%3D  
371 例えば、ロシアとの租税条約では、26条に LOBの規定が存在する。 

（http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=treaty/rinci&idcrypt=o5g%3D&lang=0） 
372 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJijoJ4%3D  



第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第１０ インドネシア 

301 

 

条約所定の手続を行うことで 10％に軽減することが可能。いわゆる支店利益税）、PE

が、当該課税所得全額を、一定の要件の下で、新設会社への資本参加、既存会社へ

の資本参加、当該 PE で使用する固定資産の購入又は当該 PE による無形資産への投

資に充て、インドネシアへの再投資を行った場合には（MOF 規則 14/PMK.03/2011 号

1条 3項）、当該課税の免除を受けることができる（同規則 1条 2項）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

BEPS 最終報告書の公表後、特にガイドライン等は出されていないが、詳細は不明で

あるものの、所得税法の改正法案において、行動計画 7 の内容に対応する方針である

との説明がなされている 373。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格算定の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

インドネシアの税務署（ITO）は、知的財産の評価について、依然として伝統的なア

プローチを適用している。すなわち、大半の議論は、インドネシアの事業体がライセ

ンス供与した知的財産から利益を受けたかどうかの問題に集中しており、ITOによる税

務調査においては、知的財産に関するロイヤルティについて、ロイヤルティを支払う

企業が赤字であれば、ロイヤルティを受領する企業が当該知的財産の開発につき費用

及びリスクを負担していることなどを考慮せずに否認する傾向にある。 

また、所得相応制基準の導入については特に議論されていない。 

なお、移転価格税制に係る調査については、移転価格調査のガイドライン（DGT規則

PER-22/PJ/2013 号）374が公表されており、同ガイドラインでは移転価格の算定方法に

ついても説明されている。 

移転価格に関する「関連者」の範囲については、所得税法 18条 4項に規定されてい

る。同項によれば、法人の場合の「関連者」の概要は、以下のとおりである。 

① 25％以上の出資・被出資者関係（直接又は間接） 

② 25％以上の兄妹会社関係（直接又は間接） 

③ 実質支配している関係 

④ 同一の者によって実質支配されている二者以上の間の関係 

また、外国法人との間の取引との限定はなされていないため、国内取引もその適用

の対象となり得るが、その対象は、各当事者に異なる税率が適用される場合であり、

かつ、石油・ガス生産分担受託業者との取引等に限定されるなど、その範囲は限定的

なものに留まる 375。 

                                                   
373 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
374 http://jjc.or.id/pdf/houjin-oshirase/LAMPIRAN PER 22 PJ 2013 Japanese.pdf 
375 別所徹弥・齋藤隆一「移転価格 UPDATE～世界の税制をキャッチアップ～インドネシア」（税務弘報 2013
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（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

インドネシアでは、行動計画 12に係るルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

DGT規則 PER-43/PJ/2010号（DGT規則 PER-32/PJ/2011 号 376により改定）4条及び 18

条は、関連者との取引金額合計が取引先ごとに年間 100 億インドネシアルピア以上あ

る会社に対して、移転価格文書の作成を義務付けている。移転価格文書に記載すべき

内容は以下のとおりである。 

① 会社の詳細（企業グループの構造、資本関係、組織構造、事業活動の状況、競合

他者一覧、事業環境等） 

② 移転価格設定方針・費用配分方針 

③ 取引商品の比較可能性分析、機能分析、経済状況、契約条件、事業戦略 

④ 比較対象企業 

⑤ 納税者が選定した合理的な移転価格算定方法の適用結果及び他の方法を採用し

なかった理由についての注釈 

 

しかしながら、申告書と共に同文書を提出することまでは義務付けられておらず、

法人税申告時までに作成及び保存することが義務付けられている。同文書はインドネ

                                                                                                                                                     
年 4月号 168頁）を参照 
376 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJilnp8%3D  
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シア税務当局からの要請に従い提出が必要となる。資料の提出期限は通常 7 日間であ

るが、最大 30日まで延長することができる。 

また、上記文書化とは別に、所得申告の形式及び内容等に関する MOF 規則

181/PMK.03/2007 号 377（MOF 規則 152/PMK.03/2009 号 378により改定）14 条、及びその

施行規則である DGT 規則 PER-34/PJ/2010 号 379に基づき 、申告書の提出に際し、関連

当事者との取引の種類、金額及び移転価格算定方法等を記載した様式 380（3A381、3A-1382、

3B383、3B-1384）の添付が義務付けられ、添付がない場合、多額の罰金が科される場合が

ある。 

さらに、税務調査手続に係る MOF規則 17/PMK.03/2013 号 3856条 3項及び 92条の施行

規則である DGT規則 PER-22/PJ/2013号 386は、特別な関係を有する納税者に対する調査

（移転価格調査）の実施指針として、同規則添付文書中に記載した調査指針を定め、

又は移転価格調査において必要とされるレター・文書を同規則添付 IIの記載例に則っ

た様式を使用して作成する旨規定している。同規則は、調査の際に調査官に提出すべ

き 6 つの書式（関連者間取引、セグメント財務諸表、サプライチェーン管理分析、機

能、資産、リスク分析、納税者の機能の特徴付け、比較可能性分析）を定め、これら

の書式は、調査官より依頼のあった日から 7 営業日以内に提出しなければならない旨

規定している（同規則添付資料 II「 A.説明／データ資料提出依頼書」参照）。また、

同規則の内容を更に拡張した特別な関係を有する納税者への税務調査に係るガイドラ

インが、DGT 通達 SE-50/PJ/2013 号 387に詳述されている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

DGTは、OECD の勧告に沿った国別報告書、マスターファイル及びローカルファイル

の作成を義務付ける内容の財務大臣規則が 2016 年内に制定される予定であることを表

                                                   
377 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJefo54%3D  
378 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJiiop0%3D  
379 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJiho5s%3D  
380 経済産業省委託調査平成 26年度対内直接投資促進体制整備事業「BEPSを踏まえた我が国の事業環境整

備と企業の親子間情報共有の在り方等に関する調査」の別紙 11において、該当箇所の一部を和訳した内容

が掲載されている。

http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/beps/PDF/exhibit11_indonesia.

pdf 
381http://www.pajak.go.id/sites/default/files/formulir_pajak/04_3A%20Special%20Attachment_State

ment%20of%20Transaction%20with%20Related%20Parties.pdf 
382http://www.pajak.go.id/sites/default/files/formulir_pajak/05_3A-1%20Special%20Attachment_Sta

tement%20of%20Transaction%20in%20Related%20Parties.pdf 
383http://www.pajak.go.id/sites/default/files/formulir_pajak/04_3B%20Special%20Attachment_State

ment%20of%20Transaction%20with%20Related%20Parties.pdf 
384http://www.pajak.go.id/sites/default/files/formulir pajak/05 3B-1%20Special%20Attachment Sta

tement%20of%20Transaction%20in%20Related%20Parties.pdf 
385 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmfo54%3D  
386 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmgo6E%3D  
387 http://www.ortax.org/ortax/?mod=aturan&page=show&id=15381&hlm=2 
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明している 388。その詳細な内容については未だ明らかにされていないが、公的な立場

にある者が（非公式ながら）、各種報告書の記載内容や様式について、概ね行動計画 13

の勧告に沿った内容の文書の提出の義務化を導入する予定であると説明しており、今

後、インドネシアにおいて行動計画 13に基づく文書化が導入されることが予測される。 

なお、2016 年 1月 27日に国別報告書の自動的情報交換に関する多国間合意が締結さ

れたが、インドネシアはこれに参加していない。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

ア 事前確認制度（APA） 

事前確認制度の形成及び実施に関する 2015年 1月 12日（2015 年 4月 12日から施

行）の MOF 規則 7/PMK.03/2015 号 389は、全ての未処理及び将来の事前確認制度の申

請に対して適用されており、同規則の下で、事前確認制度の申請は、以下のいずれ

かの場合に提出することができるとされている。 

(ⅰ) インドネシアで事業を行い又はインドネシアに恒久的施設（PE）を持つインド

ネシア国内及び国外の納税者（適用に先立ち少なくとも 3 年間はインドネシア

で事業を行っている必要がある）（同規則 2条 1項 a、同条 2項） 

(ⅱ) それぞれの税務当局を通したインドネシアとの租税条約締結国又は管轄地の納

税者（同規則 2条 1項 b、同条 3項） 

 

イ 相互協議手続 

DGT 規則 PER-48/PJ/2010 号 390及び政令 2011 年 74 号 391に加え、MOF 規則

240/PMK.03/2014 号 392の下で、納税者は、異議申立や税務訴訟といった紛争解決と並

行して相互協議手続を申請することができる（同規則 5 条 1 項）。また、DGT や条約

相手の関連当局は、適用される租税条約に基づき、二重課税を解決するための事前

確認制度の申請へのフォローアップとして、相互協議手続を要求することができる。 

2014年 12月、インドネシア財務省は MOF規則 240/PMK.03/2014 号を発布し、相互

協議手続についてのガイドラインを制定した。同ガイドラインのうち、インドネシ

アの納税者が注意すべきいくつかの事項が存在するが、その中で、最も重要なもの

は、期限に関するものである。すなわち、納税者は、相互協議と並行して、二重課

税を回避するために異議申立や税務裁判所への提訴を行い得るところ、同規則 5条 3

項は、相互協議の対象となる課税通知につき租税裁判所で十分な審理がなされたと

                                                   
388 平成 28年 3月 18日に開催された日本租税研究協会会員懇談会におけるインドネシア国税総局からの説

明 
389 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmkpKE%3D  
390 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJiioKQ%3D  
391 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJimm6E%3D  
392 http://ketentuan.pajak.go.id/index.php?r=aturan/rinci&idcrypt=oJmko54%3D  
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判断された時点以降は、相互協議実施要請を提出することができないと定め、相互

協議実施要請の提出に期限を設けている。また、相互協議の実施によっても、同協

議の対象である課税通知に係る納税義務の履行が延長されないことにも注意が必要

である（同規則 6条）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

インドネシアは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している 393。 

 

 

 

                                                   
393http://www.oecd.org/tax/treaties/multilateral-instrument-for-beps-tax-treaty-measures-the-ad

-hoc-group.htm 
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第１１ シンガポール 

 

BEPSプロジェクト全体についての政府の方針 

 シンガポールは、OECD にも G20 にも加盟していないが、シンガポールの財務相は、2014

年 4月 15日、行動計画についての支持を表明し、行動計画の中でも移転価格税制が最も重

要であると考えていることを表明した 394。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の問題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

ア 直接税について 

法人税については、「所得税法（Income Tax Act）」に定められている。所得を生

じさせるビジネスの運営がシンガポールで行われている場合に、シンガポールが所

得の源泉地となり、当該所得についてシンガポールにおいて課税される。 

なお、E-commerce 関連の所得税について、特に法律で定められている訳ではない

が、2015 年 8 月に公表された「Income tax guide on e-commerce」395ではケースス

タディー形式で国内源泉所得か国外源泉所得かの判断を行うとともに、PE 認定につ

いても若干の解説がされている。 

 

イ 間接税（財・サービス税）について 

財・サービス税（Goods and Services Tax, GST）について、シンガポールでは近

年数多くのガイドラインが公表されている。シンガポールにおいては租税の透明性

が重視されていることから、ガイドラインでは、できる限りケーススタディーを用

いて、実務に沿った形で作成されている。財・サービス税に関するガイドラインで

重要な点は、以下の 3つである。 

 

（ア）GST Guide for e-Commerce （Second edition, Mar 2015）396 

GST Guide for e-Commerce は、財・サービス税制度を概括するとともに、

e-commerce を商品購入と役務提供に区分して、それぞれの財・サービス税の取扱

いについて説明している重要なガイドラインである。 

具体的には、ある事業者がシンガポール国内においてインターネット等の電子

媒体を介して商品を供給し、役務を提供する場合、財・サービス税の申告納付義

務者は、当該事業者となる（パラグラフ 2.2）。 

                                                   
394http://www.un.org/esa/ffd/wp-content/uploads/2014/10/20140604 CommentsSingapore BEPS.pdf 
395https://www.iras.gov.sg/irashome/uploadedFiles/IRASHome/e-Tax_Guides/etaxguides_IIT_income%2

0tax%20guide%20on%20e%20commerce_2001-02-23.pdf 
396https://www.iras.gov.sg/irashome/uploadedFiles/IRASHome/e-Tax Guides/etaxguide GST GST%20Gui

de%20for%20e-Commerce.pdf 
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有形の商品については、販売者が GST登録事業者（GST-registered person）で

あり、かつ、その引渡しがシンガポールで行われる場合に、財・サービス税が課

される（パラグラフ 2.4）。また、役務提供や電子商品の供給は、インターネット

を通じて役務提供や電子商品の供給を行う場合、当該役務又は電子商品が財・サ

ービス税法 21条 3項に該当しない限り、財・サービス税が課される（パラグラフ 

2.6）。 

一方、海外の事業者から電子商品を輸入し又は役務の提供を受ける場合には、

顧客は財・サービス税を支払わなくてよい（パラグラフ 6.2, 6.3）。 

 

（イ）GST Guide for Advertising Industry （Sep 2013）397 

GST Guide for Advertising Industry は、広告関連サービスの GST ガイドライ

ンである。メディアセールスについては財・サービス税法 21 条 3 項(u)、メディ

アプランニング等については同法 21 条 3 項(j)、イベント計画サービスについて

は同法 21条 3項(i)、(k)に非課税になる要件が定められている。 

 

（ウ）GST Treatment of Web-Hosting Services and Server Co-location Services （Sep 

2013）398 

GST Treatment of Web-Hosting Services and Server Co-location Servicesは、

サーバーに関連したサービスの GSTガイドラインである。Webホスティングサービ

ス及びコロケーションサービスは、それぞれ、同法 21条 3項(j)、同法 21条 3項

(s)に非課税になる要件が定められている（同ガイドラインパラグラフ 2.3）。 

 

（２）BEPS 最終報告書を受けた改正 

BEPS を踏まえて各種ガイドラインの充実及びアップデートを行っている状況である。

シンガポールでは、前述の租税の透明性の観点から、政府からガイドラインが公表さ

れることが通常である。したがって、今後も BEPSの議論を踏まえてガイドラインが改

訂されることが予測される。なお 2016年度の税制改正では、行動計画 1に関連する法

律の改正は行われていない 399。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

ハイブリッド商品の税務上の取扱いに関して、シンガポールは、2014 年 5 月にガイ

                                                   
397https://www.iras.gov.sg/IRASHome/uploadedFiles/IRASHome/e-Tax_Guides/etaxguide_GST_Guide%20f

or%20Advertising%20Industry 2014-11-14.pdf 
398https://www.iras.gov.sg/IRASHome/uploadedFiles/IRASHome/e-Tax_Guides/etaxguide_GST_Webhostin

g%20and%20Colocation_2013-09-30.pdf 
399https://www.iras.gov.sg/irashome/News-and-Events/Singapore-Budget/Budget-2016---Overview-of-

Tax-Changes/ 
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３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールでは、CFCルールは導入されていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールでは、過少資本税制は導入されていない。一方で事業活動に要してい

ない資産を取得するために要した借入金に係る支払利子は損金算入できないこととさ

れている。例えば、遊休固定資産や関係会社株式を取得する資金として調達した借入

金に係る支払利子は損金不算入となる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

５ 行動計画５（透明性と実質を考慮した有害な税慣行に対するより効果的な対抗） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールは税の透明性を重視した税制を全面的に推進しており、これによって

外資誘致を行っている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

  

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールは、国内法において一般的租税回避防止規定（GAAR）を定めている。 

また、シンガポールは 80を超える国又は地域との間で包括的・部分的租税条約を締

結している。インドネシア等いくつかの国又は地域との租税条約 401には LOB 条項が規

定されており、英国との租税条約 402等には主要目的テスト条項が規定されている。シ

                                                   
401 シンガポール・インドネシア租税条約は、以下のリンクを参照

https://www.iras.gov.sg/IRASHome/uploadedFiles/IRASHome/Quick_Links/singaporeindonesiadta.pdf 
402 シンガポール・英租税条約は、以下のリンクを参照

https://www.iras.gov.sg/IRASHome/uploadedFiles/IRASHome/Quick Links/Second%20Protocol%20amendi

ng%20Singapore-United%20Kingdom%20DTA%20(Ratified)(27%20Dec%202012).pdf 
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ンガポール側で租税条約に係る軽減税率の適用を受けようとする場合には、シンガポ

ール国内の手続として全ての非居住者である Beneficiaryの Certificate of Residence 

（シンガポール所定のフォーマット）403を最低でも年に 1 度は提出することが求めら

れている。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

シンガポール・タイ租税条約は、2015 年 6 月に新条約が締結され、2016 年 2 月 15

日に発効した。同租税条約では、旧条約において規定されていた LOB 条項が新条約で

は削除されており、PPT 条項が追加されているわけでもない。一方で、情報交換規定が

新たに導入されている。また、このような規定ぶりは、シンガポール・スリランカ租

税条約においても同様である。 

このことから、シンガポールは情報交換には力を入れているものの、租税条約上の

濫用防止には消極的であると考えられる。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

ア PEの定義 

シンガポールの税制上、一般的な PEの定義は所得税法 2条に規定されている。同

規定によると、例えば、常習的に契約締結を行う権限を有している場合や、商品等

を運搬するために商品の在庫を保有している場合等は PEとみなされる。 

さらに、その利益帰属については、後述 8（1）の移転価格ガイドラインにおいて

簡潔に説明がなされており、一定の要件 404を満たす場合には、シンガポールに利益

を帰属させなくても良いとされている（同ガイドラインパラグラフ 14）。 

なお、租税条約と国内法では、租税条約が優先されるため、留意する必要がある。 

  

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

ア PEの定義 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

                                                   
403 当該フォーマットは、以下の URLから入手することが可能。 

https://www.iras.gov.sg/irashome/Businesses/Companies/Working-out-Corporate-Income-Taxes/Compa

nies-Receiving-Foreign-Income/Avoidance-of-Double-Taxation-Agreements--DTAs-/ 
404 具体的には、新ガイドラインのパラグラフ 14.3に定められている次の 3つの場合である。①納税者が、

国外関連者から機能・リスク・資産内容に応じた独立企業間価格での対価を収受している場合、②国外関

連者から納税者に支払われた対価の妥当性について、十分な移転価格文書を準備している場合、③納税者

によって実施される活動以外に、国外関連者がシンガポールにおいていかなる機能も有しておらず、いか

なるリスクも負わず、またいかなる資産も使用していない場合（訳については 2015年 1月 28日「IRAS e-Tax 

Guide 移転価格ガイドライン（第二版）」

（http://www.eytax.jp/pdf/newsletter/2015/Japan_tax_alert_28_Jan_2015_j.pdf）より引用）。 
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イ コミッショネアについて 

特段行動計画 7 について議論されていないが、調査等での対応にどの程度影響が

あるのかは留意する必要がある。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールでは、2015 年 1 月に移転価格ガイドラインが公表されており、いくつ

かの細かい修正が行われ、現状では「Transfer Pricing Guidelines （Third edition） 」

（2016 年 1月公表、以下「新ガイドライン」という。）405が最新版として公表されてい

る。これ以前は、移転価格税制に関する 4 つの項目ごとにガイドラインが出されてい

たが、新ガイドラインはこれら 4 つのガイドラインを統合したものとなっており、新

ガイドラインの公表に伴って、従来の 4つのガイドラインはいずれも廃止された。 

新ガイドラインでは、移転価格税制上の無形資産や事業再編について、特に詳細な

説明を設けていない 406が、「4.7 IRAS407 generally takes guidance from the OECD 

Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax 

Administrations. 」との文言を明記している。そのため、基本的には OECD ガイドラ

インに準拠した取扱いとなることが想定される。 

また、低付加価値グループ内サービス提供に関しては、「ルーティーン・サポート・

サービス」という類似の概念が新ガイドラインで設けられている。この概念は新ガイ

ドラインで新たに導入されたものではなく、2009 年 2 月に公表された「Transfer 

Pricing Guidelines for Related Party Loans and Related Party Services」の中で

既に公表されていたものである。「ルーティーン・サポート・サービス」408に該当すれ

ば、5%のマークアップで対価を設定することができる（パラグラフ 12.23以下）。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

今後もガイドラインの更新による調整はあり得ると考えられる。新ガイドラインで

は相互協議（MAP）と事前確認制度（APA）の手続に重点が置かれていたため、手続の

簡便化や明瞭化の動向には留意が必要である。 

なお、所得相応性基準の導入については特段議論されていない。 

 

                                                   
405https://www.iras.gov.sg/irashome/uploadedFiles/IRASHome/e-Tax_Guides/etaxguide_CIT_Transfer%

20Pricing%20Guidelines_3rd.pdf 
406 課税の対象は全ての「関連者取引」であるところ、「関連者（related party）」の定義は、単に①直接

又は間接に支配している者、②直接又は間接に支配されている者、③両方の者が共通の者に直接又は間接

に支配されている場合としか記載されておらず、関連者及び支配には定義や明確な基準はない（新ガイド

ラインパラグラフ 4.2）。 
407 シンガポール内国歳入庁 
408 具体的には、新ガイドライン Annex Cに定められており、会計及び監査、予算の作成等合計 13の業務

が挙げられている。 
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９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

タックス・プランニング等の義務的開示は求められていない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

移転価格文書化は、2015年 1月に公表されたガイドラインで義務化された。 

シンガポールでは、グループレベル（Group level）の移転価格文書と拠点レベル

（Entity level）の移転価格文書を求めている。なお、グループレベルの移転価格文

書の中に、シンガポール法人の関連法人の財務諸表を記載するように要求されており、

実質的には国別報告書で求められるような財務情報の一部も報告することになる。 

 

ア グループレベルの移転価格文書について 

 

（ア）同時文書化義務の有無 

同時文書化（関連者間取引が行われる前に又は取引時点において作成された文

書 409）が義務付けられており、各文書には作成した日付を記入しなければならな

いとされている。 

 なお、取引のあった法人の事業年度に関する法人税の申告期限（事業年度終了

日の翌年の 11月末）までに作成すれば良いとされている 

 

（イ）内容 

                                                   
410 発効日が特に記載はされなかったのは、2006年に発表された移転価格ガイドラインとそこまで大きな変

更がないため、発行日や移行期間は必要ないと判断されたためである（「Summary of Responses – Public 

Consultation on Transfer Pricing Documentation」

（https://www.iras.gov.sg/irashome/uploadedFiles/IRASHome/Publications/pconsult IT Transfer%20

Pricing%20%20documentation_2015-01-16.pdf）A.）。 
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a. グループの事業概要 

(a) グループのグローバル事業の概要 

(b) グローバルの組織構造 

(c) グローバル事業活動の性質 

(d) グループ全体の移転価格ポリシー 

b. 年度末時点におけるグループに関する情報 

c. 当該事業年度における納税者に関連するグループ事業の説明 

(a) グループが従事する事業、商品及び役務、地域別市場及び主要な競合他社 

(b) 産業動向、市場、グループが活動する分野の規制及び経済的状況 

(c) グループの事業モデル及び戦略（組織再編、買収、子会社の売却のような重

要な変更を含む。） 

(d) 事業利益の重要な推進力（無形資産及びそれらを法的に所有している関連者

のリストを含む。） 

(e) グループ内における主要な事業活動及び各社の機能（商品及びサービスに係

るサプライチェーンの概要を含む。） 

(f) 関連者間における事業の関係（役務提供、販売される商品、事業の開発、無

形資産の所有又は開発、ファイナンスに関する取極め） 

d. 当該事業年度のグループの財務状況 

シンガポールの納税者を含むビジネスラインに関連するグループの財務諸表 

 

（ウ）様式 

様式は特に定まっておらず、納税者は、紙又はデータの形のいずれの形態でも

保存することができる。但し、内国歳入庁（IRAS）に要求された場合に、すぐに

関連する情報をハードコピー又はソフトコピーの形で提供できなければならない。 

また、納税者が他国の税務上の義務を遵守するために同様の移転価格文書を準

備していた場合、シンガポールにおける事業と関係があれば、当該文書もシンガ

ポールにおける納税のための移転価格文書の一部とすることができる。 

 

（エ）提出時期 

確定申告書提出の際に、移転価格文書を提出する必要はないが、内国歳入庁か

ら移転価格文書を要求された場合は 30日以内に提出しなければならない。 

 

（オ）免除要件 

取引の性質及び取引金額により免除基準が設けられている。具体的には、以下

のとおりである。 

 





第５節 諸外国における BEPS最終報告書への対応状況・動向調査 

第１１ シンガポール 

315 
 

月 30日とするもの）から適用されると考えられる。 

 

（ク）罰則 

30日以内に内国歳入庁に要求された移転価格文書を提出することができない場

合、所得税法に基づく記録保存義務の違反として、所得税法 94条 2項に基づき、

1,000SGD以下の罰金又は 6か月の以下の懲役が科される可能性がある。 

 
  イ 拠点レベルの移転価格文書について 

拠点レベルの移転価格文書については、内容以外は、グループレベルの移転価格

文書と区別して定められていない。そのため、本項では、拠点レベルの移転価格文

書に記載すべき内容のみ説明する。その他の事項については、ア（ア）、（ウ）から

（ク）までを参照。 

 

（ア）概要 

拠点レベルの移転価格文書では、シンガポール納税者のビジネス及び関連者と

の取引について詳細な情報を提供しなければならない。そして、詳細な情報には、

ビジネス運営及び特定の関連者間取引の情報が含まれる。 

 

（イ）内容 

a. 事業年度の期末における納税者に関する一般的な情報 

(a) 経営体制の説明 

(b) 各部門における従業員数、シンガポール納税者の組織図 

 

b. 当該事業年度における納税者のビジネスの記述 

(a) 納税者のグループライン、商品及び役務、地域別市場及び重要な競合他社 

(b) 産業動向、市場、規制及び経済的状況 

(c) 事業モデル及び戦略（組織再編、買収、子会社の売却のような重要な変更を

含む。） 

 

c. 当該事業年度における納税者と関係者間の移転価格文書化の義務が課されて

いる取引 

(a) 関連者間取引の詳細（関連者の名称、関係、金額及び関わりのある国を含む。） 

(b) 関連社間取引の条件を示す契約又は合意 

(c) 関連社間取引に関する納税者及び関連者の詳細な機能・リスク分析（前年と

比較した場合の変更を含む。） 
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d. 移転価格分析／基準設定 

(a) 移転価格算定方法の選択及び当該方法が最も適切であることの理由 

(b) 比較対象企業の選択及び当該選択を基礎付ける理由 

(c) 比較対象取引の詳細及び当該比較対象取引を選択した基準 

(d) 関連者取引と比較対象企業における比較対象取引との比較可能性分析 

(e) 比較可能性を達成するために行われた調整の詳細（及びその理由） 

(f) 独立企業間価格／マージン並びに行われた想定の詳細な計算及び説明 

(g) 独立企業間価格についてレンジが使用された場合、そのレンジの決定及び使

用の詳細並びにそれらを支持する理由 

(h) 比較対象者の運用結果を示すための当該取引に関するセグメントごとの会

計（セグメントごとの情報を得るために使用した想定についての説明を含

む。） 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

2015 年 1 月に義務化されたばかりであり、閾値も決して高いとはいえないため、実

務上どこまで厳しく調査を行うかが今後の焦点となる。今後の各社の整備状況によっ

ては、ガイドラインの一部見直しが行われることも十分考えられる。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

シンガポールにおいては、新ガイドラインにおいて、MAP及び APAの制度の詳細が追

加された。 

MAPは、租税条約において定められている。相互協議の結果、シンガポール内国歳入

庁と外国の租税当局との間で合意した事項につき当事者が合意した場合、内国歳入庁、

外国の租税当局、当該当事者の 3者を拘束する。 

APAは、租税条約及び国内法において定められている。APAには、次の 3つの種類が

ある。 

① 片務的 APA（内国歳入庁と納税者の間の合意） 

② 二国間 APA（内国歳入庁と租税条約の相手国当局と納税者の間の合意） 

③ 多国間 APA（内国歳入庁と 2国以上の当局と納税者の間の合意） 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

現在、特に改正は予定されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 
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現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

シンガポールは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明していない。 
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第１２ タイ 

 

BEPSプロジェクト全体に対する政府の見解 

タイは、G20 及び OECD のメンバーではないため、OECD 租税委員会に参加していない。

また、タイ歳入庁（the Revenue Department of Thailand）のウェブサイト等でも、BEPS

プロジェクト全体に対する政府の見解や行動計画への対応についての情報は掲載されて

いない。 

タイ歳入庁によれば、タイはまだ行動計画の調査を行っている段階とのことであった。

もっとも、タイは OECDの動向を注視しており、タイにおいて受入可能な部分については、

行動計画に協力していく姿勢である 411。 

 

１ 行動計画１（電子経済の課税上の問題への対処） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 1に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

２ 行動計画２（ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 2に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

３ 行動計画３（効果的な CFCルールの構築） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 3に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

４ 行動計画４（利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、税法上、日本における過少資本税制に相当する税制はないが、外国人事

                                                   
411 現地事務所の見解 
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業法（Foreign Business Act B.E.2542）に基づく事業許可書を申請する場合には、負

債資本比率は 7:1 を超えてはならず、タイ国投資委員会（Thailand Board of Investment）

に対して投資奨励の申請を行う場合には、同比率が 3:1 を超えてはならないとされて

いる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

５ 行動計画５（透明性と実質を考慮した有害な税慣行に対するより効果的な対抗） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 5に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

６ 行動計画６（租税条約の濫用の防止） 

（１）関連する現在のルール 

タイと米国との間で締結している租税条約においてのみ、LOB条項及び PPT条項が定

められている 412。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

７ 行動計画７（恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止） 

（１）関連する現在のルール 

  ア タイに代理人（Agent）を有する外国法人 

    外国法人がタイ国内で事業を行うためにその使用人、代理人又は仲介者を置き、

タイ国内源泉所得を有する場合には、当該外国法人はタイ国内で事業を営んでいる

とみなされる（歳入法 Sec76bis）。 

    ここにおける「使用人、代理人又は仲介者」は、タイの裁判例上、かなり広義の

概念と解釈されており、代理人とみなされる者は個人には限定されず、法人及びパ

ートナーシップも含まれる。なお、独立代理人（代理店業を業として営み、企業経

営におけるリスクを自ら負担している者）は上記の代理人等には含まれない 413。 

 

                                                   
412 http://download.rd.go.th/fileadmin/download/nation/america e.pdf 
413 租税委員会採決（B.T.R. No.2/2526） 
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  イ 駐在員事務所 

    駐在員事務所は、営業活動を行わず、その活動が情報収集・市場調査等に限定さ

れる場合には、PEとはみなされず、法人税の課税関係は生じないこととされている。 

    しかし、歳入局告示（D.N.30June B.E.2529）によれば、タイと租税条約を締結し

ていない国の居住法人がタイ国内に駐在員事務所を有し、本店の指示により当該駐

在員事務所がタイ国内で物品を購入してそれを本店宛てに輸出する場合には、当該

輸出はタイ国内での販売として、法人税の課税対象となる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

８ 行動計画８－１０（移転価格の結果と価値創造の整合性の確保） 

（１）関連する現在のルール 

ア 概要 

従来、タイでは移転価格税制は導入されておらず、納税者が関連者との取引にお

いて、市場価格に反した取引を行い、納税者の課税所得が不当に低くなっている場

合は、当該取引の対価を市場価格に引き直して課税所得の計算を行うことができる

規定（タイの歳入法 Section 65 Bis (4), (7), Section 65 Ter and Section 70 Ter）

により対応してきた。 

 

【Section 65 Bis】 

(4) 合理的な理由なく報酬、料金若しくは利子なしに又は市場価格よりも低額の報

酬、料金若しくは利子によって、資産を移転し、サービスを提供し若しくは金銭

を貸与するときは、税務当局は、かかる報酬、料金若しくは利子を、移転、提供

若しくは貸与の時点における市場価格に従って評価する権限を有するものとする。 

 

しかしながら、これ以上の具体的な移転価格に関する規定が存在していなかった

ことから、タイ歳入庁は、納税者へ関連者間取引における独立企業間価格の算定方

法に係るガイダンスを提供すると同時に、税務職員へ移転価格調査における指針を

示すことを目的に、2002年に Department Instruction of the Revenue Department 

No. Paw 113/2545 （以下において「移転価格ガイドライン」）を発行した。 

同ガイドラインは、OECD 移転価格ガイドラインに即した定義付けをしている。同

ガイドラインにより、関連者間における取引価格は、同様の状況下における資産の

譲渡、サービスの提供又は金銭の貸与のための当該取引時点における独立当事者間

での価格をもとに決定されるべきであるということが提示されている。 

なお同ガイドラインは、国会を通過した法律や、内閣によって承認された王国法
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令ではなく、税務当局が従うべき通達に過ぎない点に注目すべきである。もっとも、

実際には、タイの企業はこのガイドラインに従う傾向を見せている。 

 

イ 移転価格税制 

移転価格ガイドラインの下での移転価格の算定方法は、基本三法、TNMM法又は PS

法のいずれかである。 

タイ歳入庁は、基本三法を優先するといった姿勢を取っているわけではなく、特

定の方法による算定を要求していないため、企業は独立企業間価格を決定するため

の最適な算定方法を決定することができる。 

 
ウ 独立企業間価格を決定するプロセス 

タイ歳入庁は、独立企業間価格を決定するための以下の 4 つのステップを提案し

ている。 

① 関連当事者間での国際的な取引の説明 

・関連当事者による取引の範囲、種類、利益及びタイミングの確認 

・経済的に重要な活動の確認と各ビジネス事業体の事業の説明 

② 移転価格を算定する上で最も適切な算定方法の選択 

③ 選択された算定方法の適用及び独立企業間価格の計算  
④ 用いられた算定方法が適切であるか否かを確認するための、全てのプロセスの

見直し 

 

  エ 近時の改正見込み 

 BEPS 最終報告書を受けた改正ではないが、タイにおける移転価格税制は、近時改

正される見込みである。改正の要点は以下のとおりである。 

2015年 5月 7日、移転価格に関する歳入法（Revenue Code）の改正法案の方針が、

内閣で承認された。移転価格ガイドラインによれば、この改正法案は、タイにおけ

る移転価格について法的拘束力を有する。 

さらに、タイ歳入庁に、関連企業間での移転価格を算定するための全ての権限が

認められるようになり、独立企業間価格に基づかない関連当事者間での取引に関連

した課税所得について調整することができることとなる。 

また、同法案においては、納税者は、課税処分の更正通知を受領してから 60日以

内、又は、税務申告書を提出してから 3 年以内に、二重課税を排除するために、移

転価格の算定に起因する税金の還付を請求する権利を有する。 

なお、この改正案に定められている規定は、改正案が国民立法議会（the National 

Legislative Assembly）によって法律として承認されることを条件としている。承

認がいつ、どのようになされるかについては、国民立法議会の裁量に委ねられてお
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り、承認の見込みは 2016年 3月 4日時点において判然としていない。しかしながら、

前述のとおり、歳入法（Revenue Code）の改正法案の方針が内閣で承認されており、

今後国民立法議会の承認を得て、法律として成立することが予想される。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

９ 行動計画１１（BEPSの測定とモニタリング） 

（１）関連する現在のルール 

関連する国内法は存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

１０ 行動計画１２（義務的開示制度） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 12に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

１１ 行動計画１３（移転価格文書化及び国別報告書） 

（１）関連する現在のルール 

現行においてタイでは同時文書化の規定はないものの、移転価格ガイドラインによ

って、調査のために要求される以下の書類が提示されている。 

① グループ内法人間の構造及び関係についての図表（事業構造や各子会社の特徴

を含む） 

② 予算計画、事業計画及び財政計画 

③ 事業戦略と当該戦略を選択した理由 

④ 同じグループ内における関連会社との販売高、経営成績及び取引内容 

⑤ 同じグループ内の関連企業間で取引を行う理由 

⑥ 価格設定方針、製品の収益性、関連するマーケット情報や関連者間における利

益配分状況及び各関連者の果たす機能、使用する資産、負担するリスクについ

て記載した書類  
⑦ 移転価格算定方法の選択理由 

⑧ 複数の移転価格算定方法が採用可能な場合において、⑦以外の移転価格算定方
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法の詳細及び採用しなかった理由（これらの書類は⑦の決定時に作成されるべ

きである） 

⑨ 同じグループ内の関連会社との取引の交渉方針を示すための証拠として用いら

れる書類 

⑩ もしあれば、その他移転価格を決定するにあたり関連する書類 

 

行動計画 8-10で述べたとおり、2015年 5月 7日に移転価格に関する歳入法（Revenue 

Code）の改正法案の方針が内閣で承認され、今後国民立法議会の承認を得て、法律と

して成立することが予想される。 

この法案では、納税者は、事業年度終了日から 150 日以内に、移転価格に関する書

類を提出するか、又はタイ歳入庁に提出する税務申告とともにステートメントを開示

することが要求されている。かかる要求に従わなかった場合又は虚偽の記載を含む文

書を提出した場合には、納税者は 40万バーツを上限とする罰金が課せられる。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

１２ 行動計画１４（相互協議の効果的実施） 

（１）関連する現在のルール 

タイには、現在、行動計画 14に関連するルールはない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

最終報告書を受けた法令は制定されておらず、法令案も公表されていない。 

 

１３ 行動計画１５（多数国間協定の策定） 

（１）関連する現在のルール 

現在、関連するルールは存在しない。 

 

（２）BEPS最終報告書を受けた改正 

   タイは、多数国間協定の策定のための交渉に参加の意向を表明している。 
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第６節 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討 

 

第１～４節において調査した行動計画の概要を踏まえて、BEPS最終報告書に対応した今後の

日本の国際課税の方向性に係る有識者ヒアリングを行った。また、第５節で調査した日本企業

の進出先国における税制改正を踏まえて、日本企業に求められる対処法に係る有識者ヒアリン

グを行った。 

 

第１ BEPS最終報告書に対応した今後の日本の国際課税の方向性等 

 

BEPS最終報告書に対応した今後の日本の国際課税の方向性に係る有識者の見解は以下のとお

りである。 

 

１ BEPS プロジェクトの意義 

 

・OECD加盟国と G20が共同して国際課税ルールについて一定の方向を打ち出したという点で、

BEPSプロジェクトの意義は大きい。 

・今回の BEPS プロジェクト全体を見ると、BEPS 固有の新たな論点は特段ないと考えている。

局面ごとに議論してきた国際租税の問題点について、全体を通じて整理をしたという意味

では新しさがあるが、それぞれの中身自体は、初めて出てきた論点というわけではない。 

 

２ ポスト BEPSの課題 

 

・今後は、新興国を巻き込んでいくことが、日本政府や日本企業にとってきわめて重要であ

る。とりわけ新しい OECD移転価格ガイドラインとの関係で、新興国の対応を注視したい。 

・今回議論されてこなかった重要な課題として、例えば、インドや中国等における間接譲渡 414

の課税問題がある。 

・理論的な見地からは、法人税の性質に遡った、より抜本的な税制改革論の活性化が長期的

な課題である。 

・付加価値税も重要であるが、今回は行動計画 1の BEPS 最終報告書で言及されているにとど

まる。 

・ポスト BEPS の環境では、より実質の伴うプランニングが企業に求められることになるであ

ろう。 

                                                   
414 間接譲渡とは、現地法人の株式の譲渡を行う際、当該現地法人自身の発行する株式を譲渡するのではなく、当

該株式を保有する他国に所在する法人(中間持株会社)の株式を譲渡する手法である。日本企業が直接現地法人の

株式を保有して譲渡する場合、日本企業は日本で課税されるだけでなく、インド所得税法に基づく課税も受ける

ことになり、二重課税のおそれがある。インドでの課税については、日本で外国税額控除制度により解消するこ

とができる（外国税額控除の枠がない場合には二重課税の状態は残る）。この場合、間接譲渡の手法により、現地

での課税を免れることができる。 
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・移転価格文書の情報交換やルーリングの通知等、情報交換をはじめとする国際課税の手続

法的側面が今後重要性を増してくる。 

・既に、国家間で個人や企業の大量の税務情報を共有する段階になっている。このことを前

提にして、手続保障を具体的にルール化していく必要があると思われる。 

 

３ 電子経済に係る課税上の課題への対処（行動計画１） 

 

（１）電子経済特有の問題点の有無 

・電子経済だから税制上の制約が及ばずに問題があるというわけではないと思われるため、

電子経済への対応という点のみが個別の論点として殊更に取り上げられている理由につ

いては不明確な点もある。BEPS 問題として取り上げられた著名な多国籍企業の多くが、

電子経済を利用していたという文脈から、入り口の議論として取り上げられたという可

能性もある。 

行動計画の検討段階においては、より理論的に詰めるべきと思っていた時期もあったが、

現在は現在のデジタルエコノミーに関する二重非課税問題は、他の BEPS行動項目の処方

箋でほぼ対応できていると考える。伝統的 PEを介在しないようなデジタルエコノミーに

ついて、源泉地における所得課税を保証する抜本的な処方箋の検討には、まだ時間的余

裕があると思う。BEPSプロジェクトでも中長期的な課題として検討する旨述べられてい

ることから、当面は、他の行動計画の項目で対応した結果を評価しながら、中長期的な

問題として取り組めばよいと考える。 

課税の困難性は電子経済にはつきものである。価値創造や経済活動は、何らかの表象で

捕まえる必要があるが、電子経済での共同作業においては、それははっきりとは目に見

えず、外部から見て再現も困難である。結局、物理的 PEに依存する伝統的所得課税方式

から離れた解決策が必要になるのではないか。その選択肢の中には、最終消費者が自国

にいて、その消費者の支払によって利益を実現している外国法人は自国で課税すべき、

という英国の迂回利益税のようなものも含まれるのではないか。これは、所得課税の

Destination基準とも呼ぶべき課税ポリシーであり、伝統的な Origin 基準とは正反対で

あるが、そのような議論にも発展する可能性があると考える。 

・迂回利益税の考え方は、源泉地国・居住地国という従来の国際租税法の考え方を放棄し

ている。経済活動の実態がある限りは課税するということになると、今までの 100 年近

くの国際租税の議論は何だったのかという話になりかねないし、租税条約蹂躙の可能性

も生ずる。 

 

（２）PE認定での対応について 

大手オンライン書店は、OECDモデル租税条約の「準備的・補助的活動」に関する条項の

改正によって、オンライン通販の巨大倉庫等は PEとなるということで対処がなされたよ
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うにみえる。しかしながら、帰属所得の計算は取り残しになっている。システムの構築

やブランドは源泉地国以外の国で形成されているので、ロイヤルティに見合うような支

払を認める必要があるように思われる。 

 

（３）既存の対応以外の対処法について 

・英国の迂回利益税は、事実上、国際ルールで対応できないものを国際ルール上、オプシ

ョンとして容認される新税という形で捕捉したようにみえる。 

 

４ ハイブリッド・ミスマッチ取極めへの対応（行動計画２） 

 

（１）全般 

・行動計画 2 では、相手国の法制度の状況に応じて日本における課税を行う制度が提案さ

れているが、各国で協調して対応していく必要がある。 

・各国において歴史的・政治的な経緯に基づく税制が存在するため、ハイブリッド・ミス

マッチを解消するために根本的に対応することは容易ではない。各国の BEPS議論の関係

者も、突き詰めていけば国内法の見直しが必要になることは理解しており、かつ、それ

が自国にとって必ずしも良い結果とはならない可能性があることを理解しているからこ

そ、根本的な提言には至っていないのだと思う。 

・本来的には各国の税制を見直すべきであり、表面上のハイブリッド・ミスマッチの問題

だけを取り扱っても、対症療法に過ぎず、根本的な解決には至らないのではないか。租

税条約上のパッチワークでの対応にも限界がある。日米租税条約のように一定のルール

で租税条約上処理しようとする租税条約もあるが、逆に、租税条約によってその基準が

異なれば、新たなアービトラージの機会を与えるだけである（トリーティーショッピン

グともかかわる）。 

・ハイブリッド・ミスマッチについては、国内法が問題となる。米国のチェック・ザ・ボ

ックス制度や英国の管理支配地主義がその代表例である。国内法レベルで片方の国では

透明な存在となりながら、もう片方の国では異なる存在となることが問題なのであり、

各国の国内法の足並みが揃わないと結局は解決しない。この点については、タックスヘ

イブン対策税制についても同じ問題が生じている。英国は植民地にある企業は英国で管

理しているため、英国で税収を取り込みたいという思いから、植民地主義の時代の権益

を引き続き確保するために管理支配地主義を維持していると思われる。また、米国は企

業が外国に巨大な債権を有していることを背景としてチェック・ザ・ボックス制度を廃

止することはしない。つまり、米国は、ダブル・アイリッシュ・ウィズ・ダッジ・サン

ドイッチ・スキームには気付いていてこれを放置していた。 

・このように、各国において歴史的・政治的な経緯に基づく税制が存在するため、ハイブ

リッド・ミスマッチを解消するために根本的なところから改正を行うことは容易ではな
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い。各国の BEPS議論の関係者も、突き詰めていけば国内法の見直しが必要になることは

理解しており、かつ、それが自国にとって必ずしも良い結果とはならない可能性がある

ことを理解しているからこそ、根本的な提言には至っていないのだと思う。 

・「内国法人」と「外国法人」の解釈を国際的に統一し、自国で内国法人になれば外国では

外国法人になる、という仕組みを構築するだけでも問題の解決は進むと考えられるが、

そのようなレベルの問題ですら行動計画では言及されておらず、意図的に解決を図るこ

とが回避されているように見受けられる。 

・リンキング・ルールを現体制で導入するためには、導入する必要性を主張するために、

租税回避となっている事実の把握ができるのかどうかが問題である。 

 

（２）日本の対応 

ハイブリッド・ミスマッチによる BEPSのリスクは、各国の状況により異なる。日本では、

外国子会社配当益金不算入制度において外国において損金算入の配当を日本の益金に含

めるという改正を実施済みなので、ハイブリッド・ミスマッチの懸念はなさそうである。

日本では、BEPS最終報告書を受けての新たな切り口での対応は、当面は特に必要ないの

ではないかと思われる。 

・日本については、外国から受け取る収入のうち、一定の配当以外は益金に算入されるた

め、受ける側（日本）のミスマッチは特段ないと思われる。日本側が支払う場合は、日

本では損金に算入されるため、相手国で益金不算入となる金融商品等に適宜対応するた

めに、プライマリールールを実行していく必要があると思われる。 

・OECDは二重非課税が生じないように制度改正するように勧告している以上、二重非課税

が生じてから制度を改正するのではなく、二重非課税が生じたときに対応することがで

きるような制度改正をしていないといけない。 

 

５ CFC ルール（行動計画３） 

 

（１）全般 

・タックスヘイブン対策税制の改正をすべきかどうかについては検討が必要である。見直

しは抜本的だが、改正の中身は抜本的ではないことになる可能性もある。企業のコンプ

ライアンスコストが大きく増えるような改正は避けてほしい。現行法制はそれほど企業

にコンプライアンスコストを負担させるような法制ではないと思っている。そのため、

まずは現行法制をどのように改正していくかを考えていくことが重要だと思う。 

・日本のタックスヘイブン対策税制は、よく出来ている。BEPS 最終報告書の分析ファクタ

ーは既に入っている。具体的には適用除外基準の中に、今般のカテゴリカル分析・実質

分析の思考が取り込まれている。今回抜本的にさらにあるべき制度を考えてみようとい

う状況になっているのは、OECD での議論に参加した人々が見直しの機運を感じたからで
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はないか。これまでつぎはぎ税制であったことは事実であり、外国子会社配当益金不算

入制度の導入により、租税回避防止規定の趣旨が一層明確化されたのも事実である。個

人的には、1978年に導入された時から、繰り延べ防止ではなく、租税回避防止規定であ

ると認識していた。近時、その趣旨がより濃くなったといえる。まずは足元の問題を解

決すべき。例えば、航空機リース事業について、アイルランドで相当規模の人的ファン

クションがあるのであれば合算課税してはいけないし、海外グループの買収後に、タッ

クスヘイブン子会社にぶら下がっている事業会社があり、資本構成を改善しようとする

際に生じるキャピタルゲインについての合算課税の問題がある。事業会社の純資産の時

価を織り込んで買収しているので、（一見制度の根幹に触れるようであるが）課税すべき

キャピタルゲインは日本で発生していないようにみえる。企業の競争力にダメージを与

えているようにみえる。 

・海外の会社を買収した場合にその会社がタックスヘイブンに子会社を有していることは、

よくあることである。それを正常な枠組みに戻す際に、合算所得が生じることは避ける

べきだと思う。逆に、キャピタルゲイン課税を避けるために、そのままの組織構造を維

持するしかないのでは、逆に BEPSにつながる恐れがあると思われる。 

・あくまで予測に過ぎないが、英国が、議論の落としどころとしてトーンダウンさせたの

ではないかと考えている。今でもケイマン等の植民地を領有する英国の立場の奥の深さ

が表れているように見受けられる。すなわち、英国は、当初はタックスヘイブン対策税

制の強化を主張していたが、自国の領有するタックスヘイブンへの悪影響が生じること

を懸念して、トーンダウンしたようにも思われる。このような状況にもかかわらず、ア

グレッシブなタックス・プランニングが見られない日本がタックスヘイブン対策税制を

強化するなどというのは、植民地を有する欧州の一定の国からすると、突出した課税を

やっているように見えるのではないか。 

・行動計画３について、タックスヘイブン対策税制を強化するという方向性は示されてい

るが、各国の税制を改正するための標準的な CFC ルールのような具体的な提言はなされ

ていない。ばらばらのタックスヘイブン対策税制の構成要素を多少は引き締めるか、そ

れとも放っておくか、という程度の議論にしかなっていない。そのような議論の状況で

は、かえってタックスヘイブン対策税制のばらつきがより広がってしまうのではないか

という懸念がある。自国の産業構造や海外直接投資の構造が国によって異なるのに、CFC

ルールだけを統一しようということには無理があるように思う。 

・米国の学説では、全世界所得課税について、従来の枠組みや通念とは異なる議論が登場

している。従来の枠組みでは、全世界所得に自国税率でフルに課税するか、テリトリア

ルな国外所得免除で国外所得に一切課税しないかの両極端であった。これに対し、米国

のグリーン・ブック（予算教書）等では、課税の繰り延べはさせないものの、国外所得

については国内所得に適用される税率より低い税率を適用するというミニマム・タック

スが提案されている。また、テリトリアル方式への移行措置として、国外留保利益に対
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する一回限りの課税を提案する点も新しい考え方である。 

 

（２）適用除外（トリガー税率、ホワイトリスト方式等） 

・英国等で税率が下がっていくことも考えれば、トリガー税率についても検討が必要であ

る。トリガー税率で対応できない状況があれば、ホワイトリスト方式の制度化により、

タックスヘイブン対策税制が適用されない場合を明確化することが考えられる。また、

無税国にある企業であっても海外に PE があれば PE のある海外で課税がされる以上、全

体としての税負担をきちんと考えてほしい。 

・ホワイトリスト方式については慎重な検討を要する。仮に、国別にホワイトリストを設

けたとしても、逃げやすい所得については別途 CFC ルールで捕捉できるようにしておく

ことが「課税ベースの浸食に対抗する」という BEPS プロジェクトのロジックの帰結であ

ると思われる。 

 

（３）事業基準 

・貸金業については、契約及び融資元の実体がその国にあれば、貸したり借りたりする先

の国が外国であったとしても所在地国基準を満たせるべきであると考える。貸金業や役

務提供の実態がクロスボーダー化しているため、管理サービスの相手国が所在地国にな

いとしても経済合理性があると考える余地はある。このような思考は、タックスヘイブ

ン対策税制が導入された昭和 53 年（1978 年）当時は必要なかったのかもしれないが、

現在はそれを修正していくことが必要だと考える。 

・主たる事業の判定については、株式売却の際のキャピタルゲインの課税等、一過性の取

引をどのように取り扱うかという問題があるのではないだろうか。 

業種判定は、CFC ルールが今後どういう建付けになっていったとしても、つきまとう問

題にみえる。業種判定において、国税庁が果たす役割は大きい。判定の仕方について、

ガイドがあってもよい。事前照会をより効果的に行うという方法もあるかもしれない。 

 

（４）合算対象所得 

今後、トランザクショナル・アプローチをより鮮明にして、資産運用所得への合算課税

を拡大していく、という方向もある。利子については、関連者への利子もパッシブ所得

に似たもの、あるいは租税回避の誘因をはらむものとして合算課税の対象として拡大し

ていく可能性もあるが、上記の点を十分に配慮する必要がある。制度の建付けによって

見え方は違ってくるが、実質的な効果は同じものにしなければならない。 

・BEPS最終報告書における超過利潤分析について、米国では超過収益を CFC課税で取り込

む考えの背後に、二つのワークしなかった税制（所得相応性基準、タックスヘイブン対

策税制）があるように思われる。我が国では、無形資産の流出という事実がなく、また、

タックスヘイブン対策税制もワークしている。所得相応性基準も導入されていない。 
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・税制の設計に当たっては、その国の経営慣行、文化的背景等を参考にすべきであり、日

本は欧米と異なることから、超過利潤にまで網をかける必要はないのではないか。 

・海外の会社を買収した場合、特に米国の会社を買収すれば間違いなくタックスヘイブン

の子会社がついてくる。そこで新たに組織再編をしたときに、組織再編により生じた譲

渡益等が非課税所得の場合は、トリガー税率を下回り結果的に合算課税されてしまうケ

ースがある。日本法人が関与していない元々のオーナーが持っていた所得が、CFC ルー

ルにより合算されてしまうというのは、不合理である。 

 

６ 利子控除について（行動計画４） 

 

（１）過大支払利子税制の改正について 

・日本企業にあっても、固定比率の上限の引下げは、業種業態によってはかなり損金不算

入利子が出てくる可能性もあり、実態把握がとても重要である。 

今回の OECDの報告書では推奨する固定比率ルールの対象制限利子として、グループ企業

内の利子だけでなく、非関連者に対する利子も対象としている。しかしながら、非関連

者への利子を対象とすることには違和感がある。BEPS プロジェクトの趣旨を超えて、利

子の損金性そのものへの疑問を織り込んでいるのか、税収本位なのか、それとも世界の

多国籍企業は借入の外部調達を行う拠点が色々な国にあり、経済分析としては、対内も

対外も対関連者も非関連者も利子控除の制限の対象にしないと意味がないという実態で

もあるのか。その辺りを一度検証する必要があると考える。 

・法人については、運転資本の調達方法（自己資本か借入金か）という基本的な点におい

て国ごとに相違があり、また、市場に対する支払利子の規模もかなり違う。非関連者に

支払う利子まで対象にすることは、資本市場がより充実し、直接金融が普通になった段

階ですべきであって、産業資金全体の流れに関わる問題である。したがって、非関連者

にまで踏み込むのは、日本の資本市場を考えると、まだ早いように思われる。 

・日本では、非関連者に対する利子の支払を除外しているが、行動計画では非関連者に対

する利子の支払も含まれているため、行動計画のとおりに税制改正されると問題である。

例えば、非関連者に対する利払いを含めるとなれば、通常の銀行からの借入利子も含ま

れることになってしまう。 

・現在の過大支払利子税制は、国内事業者への利子の支払は除外される。一方、国内事業

者への利子の支払も過大支払利子税制の対象になると、持株会社は、主に資産が子会社

株式で、負債は子会社借入れであるため、過大支払利子税制が適用されてしまうリスク

がある。国内事業者への支払については相手方で益金算入されており、日本の課税権を

失わないため、このような場合には過大支払利子税制の対象とすべきではないと思われ

る。 

・行動計画では、国内外問わず、支払利子が対象となっている。日本の制度でも、制度と
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しては国内外問わず対象としているが、受取側において益金算入されたものについては

除外する措置等をとっている。このような措置をとらない場合、BEPSに対応するための

課税を超えて課税されてしまう点は懸念している。 

・外資系企業に関しては、利子控除を締め付けると、対内直接投資に影響があるのかない

のかも含めて、過大支払利子税制の実効を検証する必要がある。 

 

（２）過大支払利子税制における調整所得金額と行動計画４の EBITDAの相違 

・日本法令における調整所得金額と BEPS 最終報告書で勧告された EBITDA との間で差があ

る。そのまま行動計画 4の勧告を日本の制度に導入するには少し懸念がある。 

 

７ 有害税制への対応（行動計画５） 

 

（１）全般 

・BEPS最終報告書では、パテント・ボックス税制について許容できる範囲（ネクサス・ア

プローチ）が示されているので、その点は今後の日本の税制を考える上でも参考になる

と思われる。 

 

（２）パテント・ボックス税制 

・課税ベースを広く、税率を低くするのが、教科書的にみて良い税制である。その観点か

らは、日本におけるパテント・ボックス税制の導入については慎重な検討が必要である

と考える。その導入の可否を議論する際には、既存の R&D 税制の見直しとセットで議論

すべきであろう。 

・米国の実証研究によると、パテント・ボックスは税制 IP の所有と IP による所得の場所

に影響するように見えはするものの、IP創出のもとになる R&D活動の有意な増加を伴わ

ないかもしれないようである。 

・パテント・ボックス税制を導入できないことはないが、建付けは以前よりも難しくなる

と思われる。パテント・ボックス税制を利用したいと考えるのは主として多国籍企業で

あり、そういった多国籍企業はパテント・ボックス税制のある国に子会社を有している

ため、その子会社へと知的財産が移っていくだけだと思われる。つまり、企業の知財管

理の実態とも平仄を合わせる必要がある。 

 

（３）ルーリングの通知義務付け 

・ルーリングの通知義務付けが厳しいと思われる。今まで、移転価格税制では、本来的に

はバイラテラルな APA が望ましいが、ユニラテラレルの APA はバイラテラル APA よりも

期間とコストでメリットがあるとされてきた。しかし、行動計画 5 によりルーリングの

通知義務付けがなされ、行動計画 13も連動してユニラテラルの APAが他国に通知される
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ことになると、ユニラテラルな APA の存在意義が薄れてしまうかもしれない。ユニラテ

ラルの APA の方が、コストがかからなくて良い、使い勝手が良いと考えていた企業等に

とっては、困った状況となり得る。 

・ユニラテラルの APA の件数はバイラテラルの APA に比べて少ないと思われるが、外資企

業の利用も少なからずあるものと思われる。今後、ユニラテラルの APA は、日本でもあ

まり勧められなくなるし、世界的にも、相手国でも通用する手法（バイラテラルの APA）

に落ち着いていくであろう。 

・ルーリングの通知義務付けは良い制度だと思う。租税回避か否かという問題を問う以前

に、課税庁が正確な情報を持つことは重要であると考える。それだけ事前に情報開示が

なされ、かつ、機密が維持されるということであれば、合理的な予測が立てられるので

あり、課税庁・納税者共にメリットがあると思う。 

・仮に、ルーリングの通知義務が納税者に課されるとすれば、その分だけ税務当局の課税

処分の敷居は高くなる。タックスヘイブン税制に関する裁判例（レンタルオフィス事件）

においても、税務当局に立証責任があるという文脈の中で、シンガポールと情報交換制

度があることが理由の一つに述べられていた。税務当局が武器を持っているのに使わな

いまま、納税者に立証責任を負わせるというのは不合理であり、制度が備えられること

によって税務当局の立証責任が高まるという議論は、至極もっともな方向性であると思

われ、そうでなければ攻撃防御のバランスがとれず、公正な執行とはいえないと考える。 

 

８ 租税条約の濫用防止（行動計画６） 

 

（１）一般的租税回避防止規定（GAAR）の導入 

・現実問題として、海外で GAAR の導入は急速に拡がりをみせており、周りをみわたせば

GARR がないのは日本ぐらいである。GAAR の是非が検討されるのも分からないではない。

我が国では最高裁判決で租税回避否認に係る判例税理が築かれてきたとはみえないので、

外国法が一義的には参考とされよう。 

・ガイダント事件と武富士事件の二つの判例は、租税回避目的での活動だったということ

を裁判所が明確に認定しながら、具体的個別立法がないことを理由に、税務当局を敗訴

させた。このような事例において本当に GAAR がワークするのか不明である。結局、労力

だけかけて立法し、誰も使わない、政府も使えないし、企業からみても予測不可能な取

引委縮的な規定が存在するに留まるということでは身もふたもないため、拙速を避けて

検討すべきである。 

・例えば、日本ＩＢＭ事件判決についても、納税者としては、事業と税の両方の目的があ

ることが一般的である。そのため、純粋経済人として合理的な活動であるかどうか、税

務当局にとっても容易ならざる事実認定である。どのように GAAR を規定していくのか、

予測可能性と法的安定性がとても必要である。 
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・先進国では一般的租税回避条項を租税条約に導入する国が増えている。今後、行動計画

15 の関係で、多数国間条約の枠組みで租税条約が一気に変わると、色々な国々との間で

PPT や LOB の規定が導入されることにもなり得る。そうすると、各企業の進出先国との

租税条約において、いつの間にか PPT や LOB が導入され、租税条約の特典が認められな

いなど想定外の事態が生じるおそれもあるため注意が必要である。 

・PPT と比較すると、LOB は透明性があるが、例えば日米租税条約のように非常に細かく

LOB 条項を規定する場合、本来明らかに居住者である者が、詳細すぎる要件を具備して

いないことにより居住者から排斥される事例が出てくるおそれがある。 

・日本は、OECD 参加主要国の中で GAAR が導入されていないために、他国から対応の遅れ

を指摘されている。 

・GAARを導入したとしても、本当に国税にとって伝家の宝刀のような形でしか使えない可

能性があると思う。カナダ、オーストラリアを見ても、司法が GAARの適用に大変に厳し

い判断を下していることが多い。 

 

（２）その他 

・行動計画６では、国内法を濫用することを租税条約で制限できるかという論点について

は触れられておらず、その点で議論の射程は狭いといえる。 

・行動計画６は、有利な条約を意図的に適用することを制限することについて、LOB 等で

の検討をしているが、そのような類型だけではなく、適用されるべき条約を意図的に外

しにかかるような類型についても、検討がなされるべきであると思う。例えば、日英租

税条約の適用を避けるために、意図的に、英国から他国に管理支配地を変更してしまい、

日独租税条約を適用するように、適用されるべき条約を意図的に外していくような租税

回避の類型もあり得ると思う。 

・EATLP（European Association of Tax Law Professors）の 2011 年の会合では立証責任

が取り扱われ、その報告書から確認すると、世界で最も多い立証責任の在り方は、税額

を増加させる場合は税務当局で、減額させる場合は納税者とするものだった。 

・先進国だけ見ると、米国、英国を先頭にして、原則として、納税者が立証責任を負担し

ている国が多い。 

・日本ほど税務調査の能力が高い国は少ないと思う。外国では税務調査の能力がそれほど

高くないため立証責任が納税者に課せられているのではないかとも思う。 

・国側に立証責任があっても、当局は海外との間で締結している租税条約の情報交換があ

るから情報が入手可能であるという裁判所の判断もあるが、情報交換が実際にはそのよ

うに機能していない。 

 

９ PE 認定の人為的回避への対応（行動計画７） 
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（１）全般 

・日本では既に、コミッショネア・アレンジメントはアドビ事件等で直面しているし、PE

の人為的回避についても、大規模ハイテク物流倉庫等の問題で直面している。また、ア

グレッシブな PE 認定による被害はアジアで受けている。 

・日本において、租税条約は国内法に優先するため、恒久的施設や国外事業所等の定義に

ついての現在の国内税法のままで対応できるのか、税務当局は検討しているのではない

だろうか。 

 

（２）コミッショネア・アレンジメント 

・日本企業は、海外でコミッショネアをあまり活用していないのではないかと思う。仮に、

日本企業が活用していれば、コミッショネアは PE にあたる可能性が高まっているので、

buy-sell取引に転換していくことも含めて検討の必要がある。 

 

（３）準備的・補助的活動の改正 

・準備的・補助的活動については、引渡等に関連する全てについて、準備的・補助的性質

に限ると明示することにしたことは、大きな進歩であると考える。従来から OECD は準備

的・補助的活動であることが適用除外の共通した性質であると考えてきたようであるが、

条文の整理がうまくなされていなかったため批判もあった。 

・改正条項の下では、全部の項目について準備的か補助的かという実質判断を行うことに

なるので、外形的に判断するのではなく、事業活動にとって重要か否かを個別に判断す

ることとなり、執行上大変であると思われる。しかし、健全な方向の改善である。日本

の企業は、VMI 倉庫のようなものをアジアで多く使っている。各国が、BEPS の報告書を

理解して立法し、執行してくれれば問題はないと考えているが、そこの解釈や執行がず

れているとアジアで課税されるおそれがあり、日本企業に悪影響を与えるおそれがある。 

・BEPS 最終報告書において、倉庫の形態の一部を PE とする対策は提案されている。しか

し、そのような対策により、そうではない普通の倉庫に対して PE課税がされてしまう可

能性もある。そのような拡大した解釈のおそれを懸念している。 

・アマゾン等の倉庫に関しては、元々OECD モデル租税条約の改正がされてこなかったこと

が問題だと思う。今回はすべてについて準備的補助的活動であることが例外の要件とし

たが、収益を得た段階で PE認定されると思われる。 

 

（４）PE帰属所得の計算 

・PE と認定されても、それほど付加価値が高い活動をしている訳ではないこともある。帰

属所得の算定ついては、詳細なガイドラインが必要である。 

 

１０ 移転価格税制（行動計画８－１０） 
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（１）移転価格税制全般 

・日本の現行移転価格税制の条文の建て付けは、独立企業間価格から取引価格が乖離して

いれば申告調整するつくりになっている。これが実務の現場でやっていることから乖離

しているとの意見を聞くことがある。所得相応性基準の要否を含め、1986年以来の現行

法の枠組みの再検討の動きを感じている。 

 

（２）無形資産の定義 

・無形資産は、定義されたが曖昧である。具体化しようとしても例示的に列挙することし

かできないため、無形資産かどうかが明確に決められるわけでもない。無形資産に該当

するか否かについては、実務でも対応に苦慮するのではないか。 

・移転価格における無形資産に関する規定については、会計基準と概念の整理も問題にな

る。 

・無形資産の定義については、なかなか難しい。説明をしようと思うと、超過収益力とい

う見地からでしかアプローチができないのではないかと思う。例えば、特許についても、

「権利」が無形資産であるとされているわけではなく、特許権成立前のノウハウや秘密

工程も無形資産であることに疑いはない。「超過収益力」＝「無形資産」といえるのだと

思う。特殊な技術や歴史的に積み上げた名声や看板等は勿論のこと、市場に最初に参入

すること自体も、突き詰めれば超過収益力の源泉であり、無形資産に該当するものと考

えられる。 

・OECD の対価性を有するものという定義と、日本の通達等における定義（「重要な価値の

あるもの」：措置法通達 66 の 4（3）-3）にはずれがあるが、OECD の定義に収斂させるべ

きであると思う。問題となる点としては、関連当事者と独立当事者との対価の設定が挙

げられる。すなわち、独立当事者間における対価の設定方法と関連当事者間における対

価の設定方法が異なるという点を捉えて価格の操作とするのであれば、独立当事者間に

おいて無料で行っているものの価格は、関連当事者であっても無料で行っても良いとい

うことになる。その意味では価値が重要であるか否かは関係ない。移転価格税制はあく

まで、関連者間取引を、非関連者間取引と課税上同等に置く(tax parity)という発想な

のであって、収益力のある資産を有しているから生じてもいない所得に課税する、とい

う発想ではない。 

 

（３）無形資産の評価 

・行動計画 8-10 の BEPS 最終報告書では、DCF 法（Discounted Cash Flow 法）により無形

資産を評価することも指摘されている。しかしながら、基本的に、DCF 法は企業を買収

する際の評価方法若しくは参考指標の一つでしかない。しかも、DCF 法は、想定ベース

の収益計画に依拠して評価されるものである。無形資産の評価に当たり、DCF 法を参考
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として用いるのは問題ないが、DCF 法だけに基づいて評価することには懸念を感じる。

また、企業価値の算定には、のれんも無形資産も含まれているのに対して、一つのノウ

ハウを取り出して、DCF 法で計算するのは、為替等の他責の要素に影響を受けすぎるた

め、DCF 法だけで知的財産権の価値評価をすることはありえない。 

 

（４）所得相応性基準 

・所得相応性基準については、これからまさに OECDにおいてガイダンスが作成されるので、

その内容が重要になると思われる。 

・所得相応性基準については、長期的な収益回収を観察することができることから、ルー

ルとしては導入した方が良いものであると考えている。ただし、ルールを導入するので

あれば、収益力の増加と減少の両方の連動を踏まえて所得相応にしなければならない。

現在のルールには、収益力が減少する場合の視点が欠けていると思われる。 

・所得相応性基準が設けられると、無形資産の購入先の国の税務当局が、価値に比べて対

価を支払い過ぎなのではないか、又は、想定より利益が出ていないのに高い価格で買っ

たのではないか、という逆の問題も生じるのではなかろうか。予測と実績のかい離が 20％

以内というセーフハーバーは、世界の国際スタンダードにしなければならないのかもし

れない。 

・従来、無形資産については、移転の場合もライセンスの場合も、独立企業間価格を見つ

けて算定するということであった。基本は、そのときの対価を評価して行う評価法であ

ったが、実務では所得法、つまり将来の当事者のオペレーション上のキャッシュフロー

の見通しを反映した算定方法でもよいとなっていた。一歩先に進むと、その見通しが正

確なのか、また、将来に渡るキャッシュフローであるため割引率が問題となる。このよ

うに、算定に当たっての技術的なハードルが高い。さらに一歩進めた所得相応制基準と

なると、取引時点での判断や取引時点で推測し得るものを超えて結果から遡ることにな

るため、納税者にとっては、予測可能性がなくなるおそれもある。そのため、これは本

当のラストリゾートとすべきである。そのような位置付けで、所得相応性基準を今回の

BEPSプロジェクトで提示したのであれば、ラストリゾート性を法的に担保しないといけ

ない。すなわち、適用除外基準をきちんと設定すべきである。適用除外基準は、取引の

際に当事者が合理的な検討をした、また、当事者が将来についてこの内容でいいと APA

を結んでいた、などであると思う。 

 

（５）ロケーション・セービング 

・行動計画 8-10 の BEPS 最終報告書では、価値創造の場での課税という考え方が根底にあ

るが、価値は何なのかが問題である。Buying Power や人が生きているから生み出される

価値もある。また、生産という価値もあれば、需要という価値もある。需要はその国の

人々であり、その国の土地にあるとすると、需要地で価値が創造されたという考え方も
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あり得ると思われる。例えば、コンビニエンスストアのノウハウは価値が高いが、海外

でコンビニの売上が大きかったとしても、それが全て日本の無形資産を源泉としたもの

といえるか疑問である。購入者がいるから売れたとも言い得るのではないかと思われる。 

・ロケーション・セービングについては意図の認定の問題がある。また、意図の認定を誰

が判断するのかという問題もある。企業の意図を外部において判断するのは難しい。ま

た、いずれの税務当局がその判断をするのかも問題である。これは、国際課税ゆえの問

題かもしれず、主権の調整を図る仲裁ルールがあるべきである。 

・ロケーション・セービングは、結局、南北問題である。先進国と途上国間の問題は、途

上国でビジネスを行う上でやむをえない部分ではある。しかし、将来の不透明感の解消

が大事であり、一つ一つの議論の積み重ねが公になることで、明確なルールつくりに寄

与することができる。事例の積み重ねが重要ではないかと考えている。主権に関わるが

ゆえに、一つ一つのケースを具体的に積み重ねられ公開されることが大事だと思う。相

互協議が非公開とされることについては、当局間の合意であるのでやむをえない部分が

ある。しかしながら、相互協議でも解決できないときは、仲裁等の公開手続での解決の

道筋を作っておくことが大事だと考えている。相互協議で解決ができなくなったものを

見える化し、見えるようにすることで他の企業も注意することになる。 

 

（６）PS法 

・PS法については、存在しても良いとは思うが、既にこの方法の歴史的な役割は終わって

いると思う。PS 法は、日本に移転価格制度が導入された際の時間稼ぎの論法であった。

日本に移転価格税制が導入された当初は、日本企業は収益率で独立企業間価格を算定す

ることができなかったから、収益率での算定が可能になるまでの時間稼ぎとして PS法の

適用を考えていた。しかしながら、現在の大手企業では収益率に基づく比較ができるの

で、利益の分割による独立企業間価格の算定をする必要はないのではないかと思う。厳

密には、取引単位で計算ができるのであれば、それで計算をすることが一番正確ではな

いかと思う。PS法での算定では、ベンチマークの設定によって分割される利益が大きく

変動してしまうという問題点がある。したがって、PS法は全体として、あくまで便法と

しての方法とみるべきである。 

・分割のファクターをどうするか、分割ファクターのウエイト付けをどうするかについて

は、それぞれの所得源泉地で見解が違うことはある。現に、ロケーションアドバンテー

ジについて、中国との間では問題が発生している。納税者にとっては難題である。 

・PS 法は難しい。スペクトラムでいくと、FA（定式配分）に近づいていく。しかし、独立

企業間価格を算定するという趣旨の範囲内で PS 法の制度設計をしなければならないし、

今回、適用のガイダンスを BEPS のプロジェクトの中で出してもらえれば、各国は国内法

のガイダンスを充実させていくことになる。 
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（７）その他 

・最も影響があるのは、委受託研究契約である。数百人も研究員がいるような国外関連者

と委受託研究をする場合、国外でかかった費用とその例えば 10％のマークアップを負担

するだけで親が無形資産の経済的所有を確保し、TPリスクを 0に出来るのか、もう一度

検討した方が良い場合も出てくるかもしれない。研究員や受託者のいる国の移転価格の

執行がどこまで OECD のリスクの議論に反応するかを見なければならない。 
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第２ 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討 
 

日本企業に求められる対処法を検討するに当たり、グループ全体の税務戦略、移転価格税制、

移転価格文書化、PE 認定及びその他の点から検討した。 

 

１ グループ全体の税務戦略 

以下のような点に配慮して、日本企業のグループ全体の税務戦略を構築すべきである。 

・移転価格税制で課税されると、企業利益が吹き飛んでしまうほどの税務リスクがあるこ

とを企業トップが認識する必要がある。 

・行動計画 13 に対応した移転価格文書化では、海外の統括会社の税務担当者に情報をとり

まとめて本社に報告してもらうことを検討している。今まで収集していなかったデータ

を今回収集することになるので、税務マネジメントの管理体制としては一歩前進すると

思われる。 

・BPES最終報告書は、欧米企業並の数百名規模の税務チームがいることを前提としている

ように思う。経営陣に、税務の世界が変わってきていることをインプットしている。 

・行動計画 4、13 への対応も必要であるので、社内では、経営層のみならず、財務部門等

にも税務の重要性をインプットしている。 

・欧米には税務部隊の KPI（Key Performance Indicators：重要業績評価指標）に過度な

節税対策を誘因しかねないタックスマネジメント項目を含めている多国籍企業が存在す

ると聞いている。仮に、日本企業の税務部隊に同様の KPI が導入されたとしても、税の

ミニマイズというより、税務の適正管理や税務調整が増えないようにする、という方向

性にとどまるのではないかと思われる。 

・社内稟議向けとレンダー向けの資料は同じ内容であったとしても見せ方が異なる。見せ

方が異なる場合には税務調査の場面でもそれぞれの部門で異なる説明をしてしまい、税

務上問題が生じる可能性がある。 

・移転価格税制への対応等では、社内の研究開発部門にも税の観点を勉強してもらう必要

がある。 

・BEPS Project の推進により、各国で税務調査の増加及び二重課税の増大が更に懸念され

たため、数年前から、税務調査対応策の一つとして、税務調査対応マニュアルをまとめ

て、世界に配布し、海外子会社にも徹底している。 

・欧米企業では、一般的に税務部門がグループ間取引における価格決定権やストラクチャ

ーの決定権を持っていると理解しているが、日本企業ではそうではない。 

 

２ 移転価格税制 

日本企業の進出先国での移転価格税制における懸念点及びこれに対する対処法としては、

以下の点が挙げられる。ここでは、主として、外国における移転価格税制の執行上の問題点



第６節 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討 

第２ 日本企業の進出先国の税制改正を踏まえた日本企業に求められる対処法の検討 

 

340 

 

を取り挙げ、後述する２（８）において、行動計画 8-10に関連する理論面を取り挙げた。 

 

（１）一般 

・新興国では、昨年までは否認されていなかったが、翌年度から、税務当局が移転価格

算定方法や独立企業間価格のレンジを変更してくることもある。行動計画が策定され

る前からもこのような状況であったが、今後はさらにこのような事態が増えてくるの

ではないかと懸念している。 

 

（２）進出先国の動向及び問題点 

・最近はアフリカでも移転価格税制が導入され、移転価格調査が行われるようになって

きている。 

・現地法人が IR用にホームページを作成している場合があるが、現地税務当局が複数の

現地法人のホームページを見つけ、内部コンパラブルや無形資産があるのではないか

と指摘されたこともある。しかしながら、税務部門としては、IR用のホームページま

で確認しておらず、内部コンパラブルや無形資産があるとは考えていなかった。この

点は中小企業でも問題になり得ると思われる。 

・今後は国別報告書やマスターファイル等の新たな税務情報と既存の IR情報との整合性

にも留意が必要である。 

・現地税務当局は、日本の親会社のホームページ等も見ているので、税務上の観点から

もホームページの記載に留意しなければならない。 

・新興国で過度な移転価格調査が行われるのではないかと懸念している。中央の税務当

局にマスターファイルや国別報告書が渡った後、地方の税務署にもこれらが送られる

可能性があり、地方の税務署が中央の税務当局と異なる立場から、企業の主張を十分

に理解せずに税務調査をしてくるおそれがある。この点については、企業側でもモニ

タリングしたいし、また、各国における中央の税務当局においても、適正に評価でき

る人にのみこれらを渡してほしい。 

 

（３）無形資産の定義・評価 

・日本と進出先国の税務当局間で、無形資産の定義や価値が異なるおそれがある。特に、

一方の国で所得相応性基準が適用される場合には、両国税務当局間で無形資産の価値

が相違するおそれがある。また、日本で無形資産があるとして課税がされたとしても、

相手国で当該無形資産の存在を認識できるかどうかは分からない。そのため、将来的

に二重課税になりかねないのではないかと懸念している。 

・行動計画 8-10 の BEPS 最終報告書では、無形資産の使用からの利益配分について開発

以外の貢献が認められてしまったため、中国から知的財産権が中国側に帰属すると主

張され、知的財産権の所有権の概念が変わるおそれがある。 
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・中国では、無形資産を供与する際には、税務当局に無形資産を開示しなければならな

い。しかしながら、企業としては技術の漏洩防止の見地から、特許権等の権利化をせ

ずにブラックボックス化を選ばざるを得ないことになる。無形資産をブラックボック

ス化すると価値の評価が困難となり、日本で課税されるリスクが生じてしまう。 

 

（４）IGS（Intra-group Services：グループ内役務提供） 

・親会社（日本会社）がグループ会社にサービスを提供しているので、低付加価値の IGS

がどのように取り扱われるのかが気になる。 

 

３ 移転価格文書化（行動計画１３） 

日本企業の進出先国での移転価格文書化対応に対する懸念点及び対処法としては、以下の

点が挙げられる。 

 

（１）全般 

・文書化は、一義的にはコンプライアンスの問題なので、粛々と対応していかざるを得

ない。 

・中国の行動計画 13 に係るディスカッションドラフトでは、マスターファイル、ローカ

ルファイル、国別報告書以外のファイル（注：特殊事項ファイル）の作成を求めてい

る。その場合の負担が問題である。 

・中国の行動計画 13 に係るディスカッションドラフトでは、ローカルファイルに、マス

ターファイルの事項の記載を求めるなど、かなりアグレッシブな文書化を義務付けよ

うとしている。企業としては、どこまで対応するかが問題となる。 

・移転価格文書の同時文書化と AOA（Authorized OECD Approach）による本支店間の文

書化義務の二つを懸念している。特に本支店間で文書化義務が課されると、対象とな

る取引の範囲が非常に広くなってしまい、文書化の負担が大きくなってしまう。 

・日本親会社からみた子会社だけでなく、日本親会社としては、連結子会社とも考えて

いないが、現地の法律で国外関連者とされる会社についても文書化義務が課せられる

リスクがある。また、国によってはより詳細な情報の提出を要求してくる可能性もあ

り注意が必要である。 

・文書化はどの国も優先的に取り組んでいる。日本も優先的に取り組むべきである。新

興国との間で、手続及び実体の双方で摩擦が生じるおそれがある。手続面においては、

各国の事情に応じた準備状況の違いを超え、早く整備したところが国内法ベースでの

要請を出してきていることに対してどのように対応していくかが問題になる。実体面

では、報告した内容を各国税務当局が合理的に使用することになっているが、安易な

所得配分のツールとして転用されることへの懸念がある。課税リスクの影響は慎重に

判断すべきである。また、行動計画 14とも関連してくる。産業界は、どこの国との間
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でも、仲裁という形で担保してくれれば、二重課税の問題は解消され得ると主張して

いる。移転価格の問題を含めて、行動計画 14を同時に議論していかないと片手落ちに

なるように思われる。 

 

（２）グループ企業における文書化対応の体制構築 

・国別報告書の作成等を契機に、親会社が海外子会社の面倒を見る体制を作らないと、

今後トラブルが増えると思われる。そのため、移転価格における独立企業間価格の根

拠も含めて、グループ間での資料を整備していかなければならない。 

・移転価格文書については、一度作成すれば、後続年度は更新作業となるため継続的な

負荷はないと思われる。しかしながら、現地での税務調査対応が問題である。マスタ

ーファイルを子会社経由で子会社の所在地国の税務当局に提出した場合に、マスター

ファイルについての質問を子会社が当局から受ける可能性があるが、マスターファイ

ルへの質問対応は子会社では無理だと思われることから、親会社が対応せざるを得な

くなると思う。抜本的な解決策はないため、海外拠点のサポート人員を強化する必要

がある。 

 

（３）国別報告書 

・行動計画 13の BEPS 最終報告書では、国別報告書の提出義務は、2016 年 1月 1日以降

に開始する事業年度からとされている。一方、日本の場合には、2016年 4月 1日以降

開始する会計年度から適用されることになる。このため、BEPS 最終報告書の勧告と日

本の制度とでは 3か月の差が生じることになる。例えば、12月決算の会社の場合（日

本親会社が 12 月決算の場合や、日本親会社は 3 月決算であるが、現地子会社が 12 月

決算の場合を想定）、日本の親会社が国別報告書を提出していないとして、子会社の

（2016 年 1月 1日以降に開始する事業年度から提出を義務付けている）所在地国が第

2方式を採用し、子会社に国別報告書を提出させるのではないか懸念している。 

・国別報告書のポイントは、どこの国でいくら儲けて、どこの国でいくら納税したかを

示すことである。例えば、100 億円儲け（所得計上し）ながら、税金を 1 億円しか支

払っていないとするならば明らかにおかしいことがわかる。当局からいいがかりをつ

けられたら、納税者は即座に 25%の税金を支払わなければならないとされている。も

し国別報告書があれば、当局側は、どこで売上があり、どこで納税しているのかとい

う関係をすぐに説明することができる。 

 

（４）マスターファイル・ローカルファイル 

・中小企業への簡素化措置は必要であると考える。大企業と同じ負担を負わせるのは人

的・知識的・ビジネス的にも厳しいものと思われる。 

・国別報告書を作成する義務を負うのは連結総収入金額が 1,000 億円以上の大企業であ
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るが、ローカルファイル等については、国外関連者との取引があれば中小企業も作成

しなければならない。しかしながら、中小企業の中には、ローカルファイル等を作成

しなくてもよいと勘違いしている会社があるかもしれないので注意が必要である。 

・マスターファイルには、ルーリングやユニラテラルの APA を記載することになってい

る。一方、行動計画 5 では、ルーリングについて相手国の税務当局への通知義務があ

る。両者におけるルーリングが整合性しているかが懸念される。 
 

（５）国別報告書・マスターファイル等の税務当局間での交換 

・企業が国別報告書を日本当局に提出すると、それが情報交換で海外の税務当局に渡さ

れることになる。税務当局同士で情報交換をする以上、記載されている情報の内容に

ついては、税務当局同士で問合せをし、納税者に直接問合せをしないように徹底すべ

きである。 

 

（６）守秘性 

・マスターファイルに記載された情報は、海外子会社にも積極的には開示したくない。

100%子会社なら良いが、ジョイントベンチャーの形態で海外進出している場合には、

ジョイントベンチャーの相手方が現地企業や日系の同業他社の場合もある。その場合、

マスターファイルが同業他社や全く関係のない第三者の企業にわたってしまうおそれ

がある。さらに、海外子会社を売却した場合には、日本親会社のマスターファイルが

売却先企業に流れていってしまうおそれもある。 

 

４ 進出先国における PE認定 

日本企業の進出先国での PE認定への懸念点及びこれに対する対処法としては、以下の点が

挙げられる。 

 

・例えば、駐在員事務所（リエゾン）については、OECDモデル租税条約の準備的・補助

的活動の規定が改訂されたため、PE認定される事例が増えてくるとも思われるが、PE

帰属所得の算出についてはポスト BEPS プロジェクトに位置付けられていることから、

金額的影響は継続的に注視する必要がある。 

・海外に駐在員事務所がある場合に、従業員のモチベーションアップのために、親会社

のホームページに顔写真付で掲載したことがある。現地税務当局が、これを見て、日

本の本社が現地で営業活動しているのではないかと指摘され、PE認定をされそうにな

ったことがある。 

・工場の立上げのときや新たに製造モデルを設けるときには、ノウハウを許諾している

としても、日本親会社の従業員が現地に出張して指導しなければならない。現地に出

張しないとノウハウは活きないため、現地で教えることがある。現地への出張を伴う
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場合には、PE 認定されないように気をつけている。現地に出張するような契約を締結

する際には、法務部から経理部に対して PE認定されないようにチェックするよう依頼

がくる仕組みとなっている。 

 

 
 
 

 




